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はじめに 
 
 わが国の経済状況は、GDP、日銀短観、失業率ともに好調といわれている。上場企業の
2018 年 4～6 月期決算は純利益の合計額が約 8 兆 9 千億円と前年同期に比べて 28％増加
し、同期間としては 2年連続で最高を更新した、と日本経済新聞（2018 年 8月 15日付）は
伝えている。 
 一方、中小企業を取巻く経済、経営環境は、「中小企業景況調査」（経済産業省中小企業庁
第 154回 2018年 12月 13日発表）に示されるように、10年以上にわたって前期より景況感
が悪いマイナスＤＩの状況が続いている。 
 つまり、中小企業の景況はまだ底入れをしていないのであり、この面からも大企業と中小
企業は別物と考える必要がある。 
 中小企業は、このように恵まれない景況の上に、人財的にも資金的にも、経営スキルの面
からも大企業と比較にならないほど脆弱である。それに加えて、中小企業に対する経営指
導・支援する側にも問題がある。 
 
 特に、中小企業に対する経営再生指導でも、大企業の再生で使われる財務対策中心の指導
が行われている。この種の指導は、資産規模の小さな中小企業では成果につながらない。 
 さらに、企業の個別性への対応不足、問題の分析が概括的すぎる、問題把握や指導対策に
具体性が欠けることなど、中小企業の再生に必要な再生指導の手法が構築されていない実
態がある。 
 
 筆者は 40年以上前から、窮境状態にある中小企業を再生させ、さらに成長させるために
経営に介入し指導を行ってきた。そのころは、我が国に中小企業のための経営再生コンサル
ティングの概念がまだ定まっていない時代であった。 
 従って、筆者は試行錯誤を繰返し、それを蓄積しながらこれまでに 1,000社を超す中小企
業に対して、主として参与観察により経営再生・成長の指導・支援を行ってきた。 
  
 本研究は、筆者のこれらの体験に基づく実践的な暗黙知と形式知の蓄積を、極力客観的な 
形式知とし、実践のみでなく学術を含む領域の共有知として提供することを可能とするよ
うに実施したものである。 
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 なお、本研究を執筆するにあたり、研究する上での着眼点や研究手法など示唆に富むご指
導をいただきました多摩大学院の宇佐美洋先生、志賀敏宏先生、今泉忠先生に心からお礼を
申し上げたい。 
 ややもすると再生実務家としての立場から How が Why より優先してしまう傾向を、学
術的思考に導いていただくなど親身になって指導をいただいたことは、言葉に尽くせない
ほどである。万感の思いを込めて、感謝の気持ちを伝えたい。 
 また、本研究を進める上での研究環境を提供いただいた多摩大学院の皆様の支援にお礼
を申し上げる。 
 さらに、実務として全国を飛び回って中小企業の再生指導に専念している筆者に、研究の
時間が少しでも取れるように、と協力してくれた私が経営する未来事業株式会社の幹部・ス
タッフ全員にも感謝の意を表したい。 
 
 今後は、本研究の意図することを、さらに充実させて行くことによって、厳しい経営状況
にある中小企業を少しでも多く再生から成長へと導いていくことを通じて、ご指導、ご支援
を下さった全ての皆様にご恩返しをさせていただきたいとの決意を新たにしている。 
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第 1 章 本研究の背景と目的 
 
 本章においては、第 1 節にて本研究を行うにあたっての背景となる社長の経営者意識に
対する問題提起と本研究の目的を明確にする。第 2節では、筆者の想定する再生メカニズム
にしたがって本研究のリサーチ・クエスチョンを明らかにし、第 3節にて、本研究の構成を
示す。 
 
第１節 本研究の背景 
 
1. 社長の持つ危機意識について 
 筆者は、経営再生指導の専門家として窮境状態にある中小企業iが法的整理iiに頼らず自主
再生iiiするために、経営に直接介入して指導する仕事に長年従事してきた。 
 これらの中小企業は、このまま収益体質が改善されなければ、金融機関が債権回収を検討
する対象企業である。また、企業の顧問の税理士や弁護士からは「もう、会社清算を考えた
方が良い」とアドバイスされるほどの厳しい経営環境に追い込まれている。 
 従って、このまま行けば、再生の出口が見えず破綻を待つばかり、と言っても過言でない
企業がほとんどである。 
 筆者は、これまで再生指導を続けてきた過程において、再生指導が収益改善に対して効果
を上げるためには、社長の持つ危機意識が重要な要因であるとの認識を高めた。従って、再
生指導においては、まず社長の持つ危機意識の醸成を重視している。 
                                                   
i 中小企業の定義：本研究における「中小企業」は中小企業基本法に基づいた規模の企業を称する。 
 中小企業基本法第 2条では、中小企業の範囲を次のように定めている。 
 ①資本金の額又は出資の総額が 3億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300人以下の会社 
 及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種に属する事業を主たる事業として営むも 
 の。②資本金の額又は出資の総額が 1億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100人以下の 
 会社及び個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの。③資本金の額又は出資の 
 総額が 5千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100人以下の会社及び個人であって、サ 
 ービス業に属する事業を主たる事業として営むもの。④資本金の額又は出資の総額が 5千万円以下の 
 会社並びに常時使用する従業員の数が 50人以下の会社及び個人であって、小売業に属する事業を主 
 たる事業として営むもの。 
ii 法的整理：裁判所の関与のもと、法的手続きによって債権債務を処理する手続きのこと。法人の場合 
 では、再生型の手続きとしては民事再生法、会社更生法に基づいて継続を図る手続がある。清算型と 
 しては特別清算や破産法に基づいて会社を清算する手続きがある。 
iii 自主再生：破産や民事再生などの法的手続による再生ではなく、裁判所が直接に関与しないで再生 
  することを指す。 
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 なお、本研究においては、中小企業の再生には社長の持つ危機意識をなぜ重視するか、に
ついては、以下に述べるとともに、第 2章第 2節 2項にて具体的に説明する。 
 
 さらに、再生指導専門家が経営介入指導をiv行うことで、社長の持つ危機意識や会社の実
行力vを効率的に強化することができる、と考える。 
 本研究においては、社長の持つ「危機意識」とは、「社長が将来にわたる自社の存続の可
能性に不安を抱く認識」と定義する。 
 社長の持つ危機意識については、その質的なものから次の 2つに分けられると筆者の知 
見から考える。 
①自社の経営の直面する厳しい状況に対して「どうしよう」という「不安」からくる危機  
 意識。 
 厳しい経営にある企業の社長は実は危機意識が弱い。この点については第 2章にて具体 
 的に述べるが危機意識が弱いゆえに経営改善活動をなかなか実行しない。それ故に厳し 
 い経営に追い込まれた、と言える。 
 これまでは、ほとんど危機意識を持たなかったが、目先の約束手形の決済ができない、 
 買掛金の支払いができない、という資金繰りの厳しさに現実に直面し、「どうしたら良い 
 だろうか」との不安が生じる。 
 ただし、この不安も何とかして支払いができると、また以前の弱い危機意識に戻ってし 
 まう。この繰り返しである。 
 本研究は、このような危機意識の弱い社長に対して、介入指導し社長の持つ危機意識を強 
 化させることによって、再生を実現させることに目的がある。 
②自社の将来あるべき現状を比較すると「これではまだまだだ」という「不足」からくる 
 危機意識がある。これは、概ね経営再生ができてから生まれる、または強くなる危機意 
 識である。この不足からくる危機意識が強化されると、企業は再生を超えて成長に向か 
 うことができる可能性があると考える。 
 
 したがって、本研究における社長の持つ危機意識とは上述①の「不安」から来る危機意識
を意味する。 
                                                   
iv 経営介入指導：「参与観察指導」として、第 3 章第 1 節にて定義を詳細に説明する。 
v 危機意識と実行力：第 3 章においても定義を詳細に説明。 
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 そこで、社長の持つ「危機意識」とは、上述のように「社長が将来にわたって自社の存続
の可能性に不安を抱く認識」と定義するのである。さらに、自社の存続に危機が迫っている
と感じる状態を「危機感」という言葉で表す。一般的には、売上が低迷しているとか、資金
繰りが回らないなどの現象によって、社長がこの先会社がもつのだろうかとの不安を感じ
るほど危機感は強くなり、危機意識も強くなる。 
 なお、「危機意識」に関して、浦龍之介・林洋一郎（2017）1は危機意識の定義として「個
人が外部環境変化を認知する一方で、その変化に対する組織や経営層の対応について、不安
や不満を抱えている状態。変化と対応の乖離から、自身の職務や待遇が脅かされていると感
じる状態」としている。 
 「自身の職務や待遇が脅かされる」という経営者または自社の存続に対する将来の不安が
社長の持つ危機意識の根源につながっている。 
 
2. 中小企業の経営再生指導の現実 
 経営再生のために、不要資産の処分により債務を圧縮したり、債務を資本化することによ
って財務体質を改善する手法が多く取られている。いわゆる外科手術に頼って再生に導く
という考え方である。これを、財務リストラクチャリングviという。この手法による再生は、
限られた一部の中小企業にとっては一時的に成果を得ることができるので否定はしない。 
 限られた一部の中小企業というのは、処分できるほどの不要資産を持つ場合ということ
であるが、中小企業では処分するほどの資産もないのが現実である。 
 幸いにも処分できる不要資産を持つ企業の場合には、それを処分し現金化することによ
って、借入金の返済に充当できる。これによって、一時的には財務体質は改善され資金的に
も助かることはある。 
 しかし、中小企業の場合は、社長が自主的に実行するのではなく、メイン銀行や外部専門
家が主体となって専門的に財務リストラを行って指導し解決することが多い。経営者にと
っては、過去に苦労して入手した不動産を手放すという喪失感などはある。だが、これまで
以上に社長自ら財務リストラを進めるために苦労し、努力するという解決策ではない。 
 社長にとっては、財務リストラは多くの場合は「瓢箪から駒」的な存在であり、逆に社長
はこれで安心してしまうことになる。 
                                                   
vi 財務リストラクチャリング：遊休資産や有価証券などの処分・換金化等による金融借入れや支払利息を 
  圧縮するなどにより財務体質を健全化させる再構築策。 
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 つまり、このような再生策は社長の持つ危機意識を強化させることは少ないために、これ
までと同じような甘い経営姿勢は変わらない。この安心が経営再生に対する努力を喪失す
ることにつながり、かえって危険な面があるとも言えよう。 
 従って、この先も、これまでのように行あたりばったり式で甘い経営への取組みが続く。
やがて時が経つにつれて、また以前のように不良資産や負債の垢が溜まり、同じような経営
危機が繰り返されることになる。 
 筆者はこの繰り返しを限りないほど見てきた。 
 大企業の再生においては、このような財務リストラクチャリングはしばしば成果を上げ
ることができる。それは、中小企業と違って、再生の必要性がある大企業でも処分できる遊
休資産が存在することが多い。また、それ以上に社長はその機会に銀行やスポンサーサイド
から送り込まれた新たな社長に交替することになるので、社長自身の意識変革はあまり必
要とされないことが多いのである。 
 
3. 金融機関の企業再生への対応の現実 
 金融機関の取引先企業に対する支援の根底にある考えは「融資金の確実な回収の可能性」 
である。信用保証協会扱い分ではないプロパーの融資に対して「担保」はカバーできてい 
るか、「債務償還年数」viiは長くなっていないか、当面の「資金繰り」は大丈夫か・・・と 
いうことに最大の関心が向く。銀行自身も利益を追求する法人であるから、その立場で考 
えれば、これは当然のことでもある。 
 実務的には、取引先企業と直接向かい合う金融機関支店のレベルでは、審査部に提出す 
る融資のための稟議書をどのように書くかも重大である。もし、追加融資の必要性がある 
場合は、審査部の決裁を得るためにどう書くか。支店融資担当者は、取引先の経営体質を 
根本的に改善するよりも、稟議書を通すために取引先社長の弁解を言い訳と思わせないで 
記載することが決裁を得るためには大事である。従って、目先を繕うレベルの小手先の対 
策や紙の上のみで通用する収益見通しの作文となってしまいがちである。 
 このような結果、危機状態の企業に対して、根本的な再生指導をしないでいるために、 
再生の成果は出ない。そこで金融機関は、自らの不十分な経営指導を棚に上げ「あの社長 
ではダメだ」、「あの社長が変わるわけはない」と思うようになる。やがて｢この企業に再生 
                                                   
vii 債務償還年数；銀行が融資先を分析する上で最も重要視する指標のひとつ。債務償還年数の計算式 
  は、債務償還年数＝(有利子負債残高－所要運転資金)÷キャッシュフローである。 
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の見込みは薄い｣と認識するようになる。そして、行き着くところまで手をこまねいていた 
り、挙句の果てには債権回収に入ってしまう場合が多い。 
 筆者はこれまでに 100行を超す金融機関と取引先企業との「やりとり」を体験してきた 
が、多くの例が上記の内容である。 
 そのような中で、こころある金融機関支店長や本部担当責任者が、「ダメかも知れないが、 
再生のための指導をしてやってほしい」と再生指導専門家に指導を要請することになる。 
 
 
4. 中小企業はなぜ社長次第なのか 
 「中小企業は社長次第」というフレーズが、先行研究にも良く見られる。また、金融機関
も経営コンサルタントも識者も同様の発言をする。 
 それでは、なぜ中小企業は社長次第なのか。社長の経営者意識の何が問題なのか、それを
どのようにすればよいのか、という分析は見かけない。当たり前すぎると思うのか、周囲も
それに甘えて、解明のための分析や思考することをせず、それで済ませてしまっている面も
否めない。 
 本研究では、なぜ中小企業では大企業より社長が重要なのか。その社長のどのような意識
を、いかなる指導手法を使って変革させると、会社は再生に向かうことができるのか、とい
う点を究明していく。 
 
 大企業における社長は、会社の意思決定の責任者の立場であり、いかにワンマン型社長と
いえども、取締役会などの議論・承認なしに決定し、実行に移行することは多くの場合難し
い。さらに、実行に移しても、成果が出なければ株主によって評価がなされる。また、奔放
で筋の通らない事態が発生すれば監査法人の厳しい目にさらされる。さらに、諸課題の解決
にあたって、社長から実行部隊に対して直接に指示命令することなども基本的には少ない。
組織を飛び越すことになるからである。 
 一方、中小企業の社長の場合はどうか。社長個人の意思決定は、ほぼその通りに会社の方
針となり行動となる。思い付き的な事業や投資でも社長の個人的な考えが通る。規模的にも
小さいため社長と末端社員との距離も大企業に比較してはるかに短い。 
 社長のやる気はそのまま社員に伝わる。社長の怠惰もそのまま末端まで浸透し、それが社
風となる。従って、社長の持つ危機意識はそのまま社員に伝わり、それによって会社の実行
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力の向上とつながるのである。その結果が、再生が実現できるか否かにかかってくるのであ
る。 
 このように、中小企業の再生においては、上述のように社長の意思決定がそのまま会社の
行動指針となる。従って、何と言っても経営の中核を担う経営者、特に中小企業においては
経営陣ではなく、社長の持つ危機意識を強化させることが第一であり、本質である。 
 たまたま、いわゆる「儲かる仕事」が降ってくることがある。しかし、これによって一時
的に収益が改善しても、社長の本質的な意識変革、特に本研究で取り上げる社長の持つ危機
意識の強化なしには何をやっても先が続かないし、積み上げができないと考える。 
 そこで、本研究においては、「経営者意識」とは経営陣全般の意識ではなく「社長の意識」
のことを指し、以後社長の持つ危機意識と表現する。 
 
 本研究のサンプル企業として取り上げた企業を例にとって、社長の持つ危機意識によっ
て会社の再生はどのように変わるかを述べる。 
 
 まず、社長の持つ危機意識の強化によって、会社が危機的収益状態から V字回復した例に
ついて説明する。（なお、経営計数的な裏付けや、再生内容の詳細は後章にて説明する） 
 
 この中小企業の社名を仮に A社、社長を A社長とする。 
 A 社は地方に本社を置く製造業の工場である。年商は約 14 億円、経常利益は▲1 億 5 千
万で、なんと経常利益率▲10％以上、莫大な債務超過といういつ倒産しても不思議ではない
ほどの惨憺たる有様であった。 
 メインバンクと中小企業支援協議会から、経営再生の要請を受けた。その時には「ダメだ
と思うが、もしできることならぜひ助けてやってもらいたい」というコメントつきであった。 
 初めて、A社に訪問し、打合せのために社長室に入った時、広い社長室の真ん中にゴルフ
のパッティングマットが敷いてあり、訪問前にはパットの練習をしていたことが窺えた。 
 視線を感じたのか、社長は「自分はゴルフだけが趣味なので」と言い訳をした。 
「現場には行かないのか」との質問に対して、社長は「自分は現場に行くことを他の役員か
ら禁じられているから行けない」であった。 
 「会社の厳しい現状を知っているのか」の問に対して「役員から試算表も見せてもらえな
いから、よく把握していない。でも良くないことはおおよそ分かる」との異常な状態であっ
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た。したがって、一生懸命やっていることは、ゴルフと多くの名誉職であった。 
 この背景には、いわゆる経営陣のいざこざがあった。社長が病気で 1年余ほど入院加療し
ている間に、No.2 の役員が、現社長を降ろし、自分が社長になることを考えた。まず社長
に経営業務を一切させないことにして、社長にやる気をなくさせ、代表取締役を退任させる
計画であることがわかった。 
 そこで、社長に「社長が中心になって経営ができるようにしたら、本気で経営にあたるか、
そのためにも、現在就いている名誉職もすべて退任するか」と質した。「ぜひ、そうしてほ
しい。もちろん経営に専念する」ということであった。本来の経営機能を構築すべく社内や
銀行と困難な調整をし、社長を中心とした経営機能にすることができた。 
 まず、浦島太郎状態の社長に経営の現状を理解させることを第一に行った。始めのうちは、
自分を取巻く環境がガラリと変わるため会社の現状に対する認識や判断に戸惑いが見受け
られた。 
 第 4章に述べる、危機意識強化の手法によって、社長の持つ危機意識は強化された。経営
改革戦略計画書を策定した。全社員に対する経営計画発表会を開催し、その時に社長はこれ
までの経営姿勢を全社員に詫びた。アクションプランに基づき、製造現場に毎日行って、社
員たちとトラブル対策を議論し、有り余っているほどの棚卸資産を圧縮、個別原価管理を徹
底させるなど収益改善を中心として会社の実行力を向上させることに注力させた。 
 このように、社長の危機意識を強化させ、会社の実行力を向上させることにより、介入指
導開始 2 年後には、経常利益は当初より約 2 億円改善され V 字回復することができたので
ある。 
 このように、再生指導専門家の介入指導により社長の持つ危機意識が強化され、会社の実
行力が向上し、再生を実現した事例は、本研究の他のサンプル企業にも、サンプル以外で指
導した中小企業にも事欠かない。 
 
 次に、これと逆に、社長の危機意識がほとんど強化されないために、会社の実行力は向上
せずに停滞を続けていたり、破綻した企業についての事例を述べる。 
 この中小企業の社名を B社、社長を B社長とする。 
 B社は人材派遣業を営んでいる。B社長が 40年前に創業した。 
 一時期は時流と顧客に恵まれ大きく成長したが、やがて最盛期の半分以下の売上規模に
縮小した。過去の不良資産が蓄積され、時価純資産は大幅な債務超過状態、借入金過多であ
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るためメインバンクから再生指導を要請された。 
 初回訪問した時に、B社長は竹箒を持って事務所の周囲を掃除していた。清潔好きな社長
かなとその瞬間は受け止めた。後で、No2に確認したところ「B社長はあまり会社にも来な
い。来た時にはやることが無いから掃除程度のことしかしていない。個人的に必要な時だけ
会社のカネをおろして持って行く。社長業務を放棄しているようなものです」と B社長の実
態を説明してくれた。 
 B社長に対して、経営機能を果たさせるために、B社の経営の現状を繰返し説明した。さ
らに、私用のために勝手に会社の資金を動かさないようにするために、銀行印を預かるよう
なことまでした。これらによって、さすがに B 社長の持つ危機意識は最低ランクの 1 点か
ら 2 点までにはアップした。しかし、B 社長の視線は社内でなく社外の個人的関心に向き、
全くアクションプランに対して実行するに至らなかった。実行については、これまでと変わ
らず No.2に任せきりであった。 
 会社の実務の中核であった No.2はこの B社長に対して絶望し、会社を退職した。それに
よって、会社の実行力は再生前 9点から再生後は最低の 4点（これ以下の評価点はない）に
低下した。さらに、No,2 は退職に合わせて主要顧客や従業員も引抜いた。そのために売上
は減少し経常利益率も大幅マイナスに転落した。やがて、資金繰りが枯渇し B社は自己破産
を申立てた。 
  
 佐竹恒彦（2018）2は「中小企業が自力で再生を果たすためには、経営トップのリーダー
シップが十分に発揮されなければ、中小企業再生の実現性は極めて乏しい。経営者のリーダ
ーシップは、大企業以上に中小企業経営に大きな影響を及ぼす」と述べている。 
 竹内毅（1993）3は「中小企業の経営は経営者次第という通念が一般的に存在している。
これらの考え方の基底にあるのは、中小企業は大企業と違って経営資源上の劣勢を抱えて
いるために、経営の成否は組織よりも経営者個人の実力に依存するところが大きいという
認識であり、事実上それは否定できない」と述べている。 
 
 事例として上述したように、中小企業においては社長の経営姿勢、それも社長の持つ危機
意識によって、全く異なる再生結果となるのである。これが当項の首題である「中小企業は
社長次第」の真意であると考える。 
 筆者の数多くの再生指導体験から中小企業の再生のためには、このように経営の中心で
11 
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ある社長の危機意識を強化させることが、会社の実行力を向上させ、収益改善につながるメ
カニズムであると考えている。これを筆者は「経営再生メカニズム」と名付けた。 
 この経営再生メカニズムの考え方を図 1.1 に示す。この経営再生メカニズムを機能させ
ることが中小企業再生の基本と考える。 
 
5. 経営再生メカニズムについて 
 再生指導専門家が介入指導を行い、社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力を向上さ
せる。これにより収益力が改善し、再生を実現できる。さらに企業価値を向上させていくメ
カニズム（これを「経営再生メカニズム」と称す）を図 1.1に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.1 経営再生メカニズム 
 筆者は、これまで 40年以上にわたり中小企業の経営再生指導を担ってきた。再生指導に
あたるときに、絶えずこの経営再生メカニズムを念頭に置き指導にあたってきた。 
 もちろん企業によって、財務リストラクチャリングのための外科手術を必要とする場合
もあるが、その場合でも、単に不良資産を取り除くという処分作業に終わらせるのではなく、
その結果が社長の持つ危機意識をさらに醸成させることにつなげなければならないと考え
る。 
 再生指導専門家は社長の持つ危機意識強化のための指導に併せて、会社の実行力を向上
させるための手法に基づき社長を指導する。また、社長の持つ危機意識の強化は会社の実行
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力向上に影響を与える。 
 会社の実行力の向上（第 3 章、第 5 章で述べる再生のための適切な計画立案力とアクシ
ョンプランの実行推進力の向上を意味する）により、収益力が改善され、結果として企業再
生を実現することになる。 
 以上が、筆者が想定し、再生指導を進めてきた経営再生メカニズムである。 
 なお、図 1.1中に記載の経営改革戦略計画書、経営改革アクションプランについては、第
5 章第 1 節 1.1 項「経営改革戦略計画書の策定」にて具体的に述べる。（以後、各々を経営
計画書およびアクションプランと略する場合がある） 
 そこで、この経営再生メカニズムが再生のために機能することを解明することが本研究
の狙いでもある。その解明のために、次項におけるリサーチ・クエスチョンを策定し、仮説
の設定を導いた。 
 本研究では特に触れないが、収益力の改善はキャッシュフローを創出させ、財務体質の健
全化につながり、会社の企業価値を向上させることまでつながるのである。 
 
6. 経営者意識の定量化について 
 本研究では、社長の持つ危機意識や会社の実行力を定量的に評価し、「再生指導専門家に
よるいかなる介入指導」により、社長の持つ危機意識や会社の実行力が「どのように」強化
されるのかについても考察する。 
 加えて、社長の持つ危機意識が強化されることにより、会社の再生施策の立案・実行力が
向上させられるか、さらに会社の実行力の向上が収益力を改善するかについて究明する。 
 従来、一般的な企業再生指導にあたって、再生指導専門家や社長は、危機意識や実行力を
はじめとする経営者特性の評価を主として定性評価によっている。 
 定性評価は具体的に評価内容を表現することができる。しかし、評価者が主張したい主観
的表現の意図が、そのまま相手に伝わるとは限らない。このように評価を発信する側と受信
する側が評価内容を同じ基準で共有できない場合が発生する。さらに、同じ定性的表現であ
っても、時と場合によって評価の発信者（評価者）も受信者（被評価者）や関係者なども心
理状態が異なることがある。 
 実は、このような評価内容または評価レベルが発信側と受信側で共有できず、食い違うこ
とが、具体的な再生活動を進める上で支障となることが多い。発信側は相手が分かってくれ
たと思い、受信側は表現によって自分なりの都合のよい解釈をすることによる食い違いで
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ある。 
 一方、客観的な評価基準に基づいて定量評価にすることによって、評価者や評価時点が異
なっても、バイアスが少ない評価をすることが可能となる。さらに、評価を計数（本研究で
は 5 点法）で表現することにより、受信者も発信者の意図を共有することができる。さら
に、アクション前・後の変化や、時間経過による評価点の推移など、統計的な分析にも活用
することが可能となる。 
 なお、筆者は定性分析を否定するつもりは全くない。目的に応じて使い分けすることによ
り、さらに深い情報を得ることにつながると考える。 
 
7. 本研究の目的 
 筆者は、再生指導専門家は、病人を治療する医師と同じように企業を治療し再生させる法
人専門の医師と考えている。医学に例えるならば、財務リストラクチャリングに代表される
外科的手法は前述のように一時的に有効な点はある。一方、収益体質を改善する内科的な方
法や経営者意識を変革させる精神科的な分野は、再生指導専門家の個人的知識と勘に頼っ
ているほど指導手法は構築されていない。 
 そこで、再生指導専門家は、経営者特性の定量評価を用いることにより、適合した指導手
法で社長を指導することができる。また、その指導の結果、社長の特性が良化したか、停滞
を続けているかも判断でき、その情報によって、指導手法を変化させたり別の手法を加える
ことも可能となってくる。さらに、被評価者である社長とも同じレベルで課題を共有するこ
とが可能となる。 
  以上を究明することにより、筆者が提唱する経営再生メカニズムが再生指導専門家に
も理解され活用されることになる。 
 このように、再生指導専門家および社長が、社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力
を向上させる具体的な手法を理解することによって、中小企業の経営再生活動および再生
指導の実務のレベルアップに寄与することを本研究の目的とする。 
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第 2 節 本研究のリサーチ・クエスチョン（RQ） 
 
 前述の第 5 項において述べた経営再生メカニズムの考え方により、再生指導専門家は社
長の危機意識強化の指導に併せて、会社の実行力を向上させるために社長を指導する。 
 社長の持つ危機意識の強化は、会社の実行力の向上につながり、再生のためのアクション
プランの実施を促進する。それにより、会社の収益力が改善され、結果として企業再生を実
現することになる。 
 以上が、筆者が考え、再生指導を進めてきた前述の経営再生メカニズムの概念である。 
 この経営再生メカニズムの機能を解明するために、次のリサーチ・クエスチョン（以下
RQ）について検討する。 
 
RQ1：「再生指導専門家の介入指導により、どのように社長の持つ危機意識が強化され、 
   会社の実行力が向上するか」 
RQ2：「社長の持つ危機意識が強まると会社の実行力は向上するか」 
RQ3：「会社の実行力が向上すると収益性は改善されるか」 
 
 この RQ に答えるために、先行研究をレビューし、中小企業の経営再生現場における筆者
の知見をまとめ、RQ の主課題である社長の持つ危機意識や会社の実行力、収益力への影響
について検討する。次に、RQ を解明するための仮説を設定し、検証する。 
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第8章
まとめ
・仮説に対する検証の要約
・経営再生メカニズムの検証
・今後の研究課題
・原則的に実行力向上で収益力が改善する
・例外的に実行力向上しても収益力改善しない場合がある
・企業属性、社長特性による社長の持つ危機意識の会社の実行力への影響
・会社の実行力が向上した結果、経常利益率はどのように改善されるか
第1章
本研究の背景と目的
・リサーチクエスチョンと研究方法
・論文の構成
第2章
先行研究と仮説の設定
・先行研究と課題
・本研究の仮説の設定
第4章検証1：「介入指導を受けて社長の持つ
危機意識は強化される」の検証
第6章
仮説2「社長の持つ危機意識が強化すると会社の実行力が向上する」の検証
・社長の持つ危機意識の会社の実行力への影響
第7章
仮説3「会社の実行力が向上すると収益力が改善する」の検証
・社長の持つ危機意識強化のための介入指導
方法
・介入指導により社長の持つ危機意識はどう強
化されるか
第5章検証2：「介入指導を受けて会社の実行力
は向上される」の検証
・介入指導により会社の実行力はどう向上するか
・会社の実行力向上のための介入指導方法
・サンプル企業と資料の取得
・評価項目の評価方法と評価基準
仮説1「再生指導専門家の介入指導を受けて危機意識や実行力は強化される」の検証
第4章・第５章
第3章
本研究の用語の定義とサンプルおよび
評価項目・評価方法
・本研究における用語の定義など
第 3 節 本研究の構成と概要    
 
 前節の RQ に従って本研究の構成を図 1.2 に記す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1.2 本研究の構成 
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RQ3：会社の実行力が向上すると
収益性は改善されるか
第1章：
・本研究の背景と目的
・中小企業の再生の現場と経営
再生メカニズムから本研究のリ
サーチ・クエスチョンを導く。
第3章
本研究の用語とサンプル、および危
機意識・実行力の評価基準と評価方
法。
本研究の用語の定義やサンプル企
業の抽出、統計分析方法や社長の
持つ危機意識や会社の実行力を定
量的、客観的に評価する方法を明確
にする。
第2章：
先行研究と仮説の設定
・中小企業の経営再生や経営者特性
などに関する先行研究をレビューす
る。このレビューを通じて先行研究で
究明されていない課題を検討する。
これにより、本研究をさらに深耕させ
るため、リサーチ・クエスチョンに対応
する仮説の設定を行う。
第７章
仮説3：「会社の実行力が向上す
ると収益力が改善する」
RQ1：再生指導専門家の介入指
導により、どのように社長の持つ
危機意識が強化され、会社の実
行力が向上するか
第4章　第5章
仮説1：「再生指導専門家の介入
指導を受けて社長の持つ危機意
識や会社の実行力は強化される」
検証1：介入指導を受けて社長の
持つ危機意識は強化される
検証2：介入指導を受けて会社の
実行力は向上される
（介入指導と危機意識強化・実行
力向上の因果関係の検討）
RQ2：社長の持つ危機意識が強ま
ると会社の実行力は向上するか
第6章
仮説2：「社長の持つ危機意識が
強化すると会社の実行力が向上
する」
リサーチ・クエスチョン 研究方法・内容 仮説・検証
 上記 RQ と研究方法および仮説の関係の対応表を表 1.1 に記す。なお、当リサーチ・クエ
スチョンに至った経緯については、本第１章第 1 節 4 項および 5 項で述べた。 
 
表 1.1 リサーチ・クエスチョンと研究方法・内容、仮説対応表 
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第 2 章 先行研究と仮説の設定 
 
 第 1 章において、中小企業の再生指導にあたっての課題について説明し、本研究のリサ
ーチ・クエスチョンを提示した。 
 金融機関や再生指導専門家は、中小企業の経営を論ずるときに「中小企業は社長次第」と
いう意味合いの言葉で終始してしまう。しかし「なぜなのか」という分析までの議論には至
らない。 
 このように一般論で中小企業の再生は語られることが多い。経営再生を実現するために
は、中小企業における社長の位置づけは第 1 章で述べたように大変重要であり、この究明
をすることが本研究の目指すところである。 
 本研究においては、社長の持つ経営者特性、特に社長の持つ危機意識や会社の実行力を、
従来の定性分析に留まらず、定量分析することによって、定性分析よりさらに効果的な経営
指導や再生手法を確立させる経営再生メカニズムの構築と活用を意図している。 
 本章においては、特に経営再生への取組みを中心に、経営者意識と収益改善につながる定
量的な分析や理論展開について、先行研究をレビューした。本研究は社長の内面的な経営者
意識を中心として究明するため参与観察viiiに基づいて資料を収集し、分析を行っている。  
 その点についても先行する研究を確認する。このレビューを通じて、先行研究で究明され
ていない課題や本研究を更に深耕させるための課題の抽出につなげて行く。 
 
第 1 節 先行研究と課題 
 本研究の目的から、次のような要件を備えた先行研究を求める。 
①中小企業の経営再生のための理論的展開ができている研究 
②社長の経営者意識、その中でも社長の持つ危機意識という内面的特性の評価を定量化し 
 分析する研究 
③社長の経営に対する取組みに関する情報や資料を、単に申告を受けて収集するに留まら 
 ず、社長や会社の実態を把握できる情報・資料が背景にある研究 
④課題の指摘をするだけではなく、どのようにして社長の意識や会社の行動を変革させる 
 かにつながる研究 
                                                   
viii 参与観察：一定期間対象企業内部に入り込み、直接観察指導する方法で、本研究では 2 年の期間にわ 
  たる。第 3 章において具体的に述べる。 
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経営者を読者対象にした、社長の経営者意識を改善する必要性を説いている経営書は多
数ある。しかし、上記要件から考えると、社長がどのようにして経営者意識を改善し、その
経営者意識が経営再生にいかに影響を及ぼすのか、それらの関係を論理的に分析し、根拠あ
る理論に基づいた先行研究は多くはない。 
また、これに関連した数少ない学術的な先行研究といえども、以下のような課題が散見さ
れる。それらの幾つかに焦点を合わせて研究し、その課題を検討する。 
 
米谷雅之（1996）4は、中小企業経営者の属性と経営者の資質や自社の財務力や販売力な
どの経営要素に対する評価等との関係について数量化分析を行っている。 
サンプル企業は、資本金 500万円以上の中小企業である。アンケートを郵送によって送付
し、回答のあった中小企業 651 社に対する「経営実態と経営者による評価」の結果の分析
で、「経営者の資質」に関して図 2.1の結果を得ている。 
特に、「経営者の意識と行動」に関する研究において、下記のような点は注目に値する。 
経営者にとって必要と思われる資質として「意思決定力」と「先見性」を挙げているが、
経営者自身はこれらの資質は欠けていない、と自己判断している。一方、経営者自身が欠け
ている資質として対外折衝力と企画行動力を挙げているが、必要な資質としての認識は小
さい。しかし、大変興味深い結果であるが、このような差異が生じる要因は何かについての
究明はされていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.1 経営者の資質      出所：米谷雅之（1996）P98 
それは、郵送アンケート調査の分析のため、深い追及はむずかしく、回答者の自己認識で
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共通善への欲求、
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の回答であるために、何らかのバイアスが潜在していることは否定できないから、と考える。
また、「中小企業の経営と経営者意識」と題しているが、経営者意識の中でも基盤であり、
本研究で究明する社長の持つ危機意識については、調査・分析の対象とされていない。 
 
一倉定（1997）5は、中小企業経営者に特化して、社長のあり方を長年指導した著名な経
営コンサルタントである。しかし、社長としての姿勢や考え方を中心にした奥深い指摘があ
るものの抽象的な表現に留まり、学術的な探求には至っていない。 
例えば、「前向きの数字を持て」とか「目標は、社長自身を変える」というような社長の
心得的な課題を上げて、事例にてそれを説明している。 
「経営目標が設定されると、それを達成させるために思ってもみなかった事態の重大さ
がハッキリしてくる。何をどうしなければならないか、何が最も困難か、ということが具体
的な形となって表れてくる。果然、危機感が強まり、闘志が高まるのである。そして、やり
抜くぞ、という決意が生まれる」と述べている。 
経営者は「なるほど」と納得できる。しかし、数値的な裏付けとなるエビデンスや因果関
係に関する論理が全くない。従って、その提言がなぜ、どのように経営の改善につながるか、
感覚的には理解できるが、それ以上の深堀はできない。 
 
清水龍瑩（2000）6は、「社長は経営戦略の策定を経営者機能の中心に据える必要がある。
経営戦略を策定するためには、何よりも経営理念、経営目標の明確化が不可欠である」と述
べている。 
「経営理念はまず社長個人の哲学・価値観と企業文化を前提とするため、他の役員などに
その策定を任すことはできない。社長個人の内省が出発点になる。」との主旨を述べている。
次に、社長の内省から始まる哲学を企業倫理につなげて行くプロセスについて、図 2.2に示
している。 
 
 
 
 
図 2.2 社長の哲学から企業倫理発生のプロセス  清水龍瑩（2000）P110～112 より著者作成 
筆者は、経営理念は企業経営の根幹であるとの認識を持つので、この主張の重要性は同感
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収束思考タイプ
事業家タイプ
企業再生
であり重視する。 
だが、経営理念は、それが企業の運営に活かされ、企業経営の健全化や成長につながらな
ければ意味がない。経営理念は経営者の意識を変革させ、経営者意識が高まった経営者は経
営理念をさらに磨き上げる。肝心なこのような関係についての究明はない。従って、崇高な
企業倫理が経営理念に基づいた経営方針や経営戦略につながり、結果として企業再生や成
長を遂げることができることが重要であるがと主張するが、この因果関係の究明に至って
いない。 
さらに、計数的な展開や分析などによる裏付けはなく、理念主体であるために論理的な究
明は難しいからと考えられる。 
  
 宮田矢八郎（2003）7は中小企業経営者という視点から経営者特性と収益関係を捉えた数
少ない研究である。しかし、経営理念の有無と収益性との関連や、経営者の属性と経営規模
の関連記述に留まっている。社長の経営者意識や危機意識をどのようにして改善するかま
で踏み込み、それを定量的に評価し、収益に関連づけるところまでは至っていない。 
 （株）ＴＫＣixが財務分析し管理するＴＫＣ会員企業 11,476社にアンケートを送付し、回
収できた 6,021 社について分析を行った結果である。膨大なサンプルサイズであり貴重な
資料であるが、統計的分析に留まり、社長の内面的な意識を究明するには至ってない。 
芦田弘（2006）8は「経営者タイプから見た経営再生との関係を図 2.3 に示す『経営者の
個人特性から見たタイプ分け』に基づき、経営者を 3タイプに分類する。」 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.3 経営者の個人特性から見たタイプ分け  芦田均（2006） P77 
さらに、経営者のタイプと企業再生との関係を次のように述べている。「企業再生は、守
                                                   
ix （株）ＴＫＣ：栃木県宇都宮市に本社を置き、1 万人を超す会計事務所、税理士事務所や地方公共団 
 体などに対して情報サービスを行う企業。 
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りの局面であり、人心を束ねて短期間に対策を確実に実行することが求められる。経営者の
持つ特性を 2極化すると次のようになる。①『事業家タイプ』（創造力・構想力に優れ、次々
と事業アイデアが湧きだす経営者）と、『経営者タイプ』（人心掌握術に長け、人使いがうま
い経営者）②『攻めに強いタイプ』と『守りに強いタイプ』③『拡散思考タイプ』と『収束
思考タイプ』である。企業再生は守りの局面であり、『経営者タイプ』『守りに強いタイプ』
『収束思考タイプ』の方が適応力は高い。従って、それと逆の『事業家タイプ』『攻めに強
いタイプ』『拡散タイプ』の傾向が顕著な経営者は、再生のためには経営者の意識改革が必
要になる」と述べている。しかし、これらの主張を裏付けするエビデンスがなく、仮説の検
証が明確にされていない。 
企業を成長させるのではなく、再生場面であるとの認識に基づく主張であるので「なるほ
ど」と納得するところがあるが、再生適応力と経営タイプとの間にエビデンスや計数的分析
が無く、仮説の検証がなされていないため、概念論として受け止めるに留める。 
 さらに、芦田弘（2006）9は「経営者は経営管理の最高責任者である。本来であればマネ
ジメントに必要とされる資質、能力要件（経営力）を満たしていなければならない。この要
件を『総合判断力』『対人間関係』『職務遂行能力』に分類し、それぞれに該当する事例をま
とめると表 2.1になる。この要件を満たすためには、経営者の意識改革が必要となる」と述
べている。 
表 2.1 マネジメントに必要な要件（経営力）から見たタイプ別事例 芦田均（2006）P79 
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まさに、表 2.1 の事例にあるような課題を解決することによって、再生に向かうであろ
う。ただし、それでは、どのようにしてこれらの資質や能力要件を変革させればよいか、に
ついての究明はない。また、どのような基準でこの事例の評価を行うのかは不明である。従
って、現実の再生指導場面では、社長に対する課題の「指摘」だけに留まってしまう可能性
がある。 
 
 若林満（2008）10は、経営者とリーダーシップ研究の関連を掘り下げているが、定性論で
終わっている。さらに、どのようにしてリーダーシップを発揮させて収益改善に結びつけて
いくのかの究明はない。 
 
 引頭麻実（2013）11は「JAL 再建では、会社更生法手続きと稲盛和夫氏を招聘できたこと
が非常に大きなカギとなった」と述べている。これに加えて経営トップの交代、企業再生支
援機構xの支援が再生の大きな背景にあったとする。 
 JAL をはじめ大企業においては、企業再生のために社長の交代は常道と言える。しかし、
中小企業においては社長の交代は困難なことであり現実的ではない。従って、社長自身が
「経営者意識や行動」を変える以外にいかなる手法を用いても再生にはつながらないので
ある。 
 
 佐竹恒彦（2018）12は、中小企業再生に有効なリーダーシップ、経営理念の重要性とこれ
らを早期に強化する必要性などについて体系的にまとめている。しかし、この経営理念をど
のような方法によって、効果的に経営者意識の改善や再生につなげて行くことができるか
の究明には至ってない。さらに、社長の持つ危機意識については触れていない。 
 
 このように、本研究が目指すように経営者特性、中でも社長の持つ危機意識を定量的に把
握して効果的に改善し、収益につなげるための具体的手法を究明する先行研究は見当たら
ない。 
 筆者は、2018年多摩大学研究紀要に研究論文として、「経営者意識変革の企業再生への 
                                                   
x 企業再生支援機構：有用な経営資源を有しながら過大な債務を負っている中堅・中小企業、その他 
 事業者の事業再生を支援することなどを目的として 2009年に国の認可法人・企業再生支援機構とし 
 て設立。金融機関からの債権の買い取りや出資、経営者の派遣も行う。（ウィキペディアより引用） 
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影響」の研究論文にて、社長の持つ危機意識を定量的に捉え、収益力にどのような影響を 
与え再生に結びつけるかを解明した。これによって、それまで定性的にしか捉えなかった 
経営者特性を定量的に評価することで、再生に至るまでの再生メカニズムを論ずることが 
できた。しかし、企業や社長によって、再生活動がどのように異なるかについてまでは究 
明に至らなかった。 
 さらに、2019 年多摩大学研究紀要、「中小企業に対する経営介入指導方法に関する研究」 
において、参与観察的に介入指導し社長の持つ危機意識を強化する手法事例と指導を受け 
て、危機意識がどのように強化されるかについて究明した。しかし、その社長の持つ危機 
意識がどのように会社の実行力の向上に影響を与え、収益力の改善につながるかまでには 
及んでいない。 
 上記の筆者の研究紀要論文については、巻末の「参考論文」にて具体的に述べる。 
 本研究では再生指導専門家が、中小企業の経営を介入指導することにより、社長の持つ 
危機意識がどのように強化されるのか、さらに、それは、企業の属性や社長の特性によっ 
て異なるのかに、まず研究の主題を置く。 
 次に、強化した社長の持つ危機意識が会社の実行力をいかに向上させ、収益を改善する 
かについての関係を、定量的に検証する。さらに、企業の属性や社長の特性によって、会 
社の実行力の向上や収益の改善に違いを生じるのか、という点についても本研究で明らか 
にする。 
 これらを究明することで、中小企業の経営再生の方法について「概念論」の域から脱 
し、中小企業を再生へ導く実証的で効果的な再生手法を確立していくことにつながるので 
ある。 
 
第 2 節 本研究の仮説の設定 
 
1. 仮説の設定に至るプロセス 
 前第 1章第 1節「本研究の背景」にて、筆者の考える経営再生メカニズムが再生のために
機能することを解明するという本研究の狙いを述べた。再生指導専門家が介入指導をする
ことによって、社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力を向上させる。さらにそれが収
益力を改善し再生結果につながるメカニズムを明らかにすることを求めて RQ を策定した。 
 このリサーチ・クエスチョンから、厳しい経営状態にある中小企業が効果的に再生活動す
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るにあたって、まず再生指導専門家の介入指導による「社長の持つ危機意識ならびに会社の
実行力とそれを強化する効果的手法の効果」を検討対象とした。次に、「社長の持つ危機意
識の強化が会社の実行力をいかに向上させるか」さらに「実行力の向上が収益性の改善にど
のように影響を与えるか」という仮説の設定に向けて展開する。 
 
1.1. 再生活動の流れ 
 本研究は、金融機関による債務者区分が要管理先～破綻懸念先に格付けされるほどの窮
境状態にある中小企業が対象である。一般的で概念論の枠を出ない再生指導方法に留める
のではなく、再生指導専門家が経営に介入指導して、再生を実現させる必要がある。これが、
主としてメインバンクなどが再生指導専門家に再生指導を要請する理由でもある。 
 そこで、まず再生指導専門家がメインバンクや企業自身から再生の要請を受け、実際に介
入指導を行い再生に導くまでの基本的な経営再生指導フローを図 2.4に示す。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4 経営再生指導フロー 
 詳細については、それぞれの該当章にて説明するが、実際の介入指導を展開するには大筋
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として、顧問契約締結⇒財務・事業精査⇒介入指導開始⇒経営改革戦略計画書策定⇒経営計
画発表会⇒月次経営改革会議 のような流れとなる。 
 
1.2 経営再生メカニズムの解明 
 第 1 章第 1 節 5 項にて、リサーチ・クエスチョンの前提となる経営再生メカニズムの考
え方の概要について触れた。筆者は、この経営再生メカニズムを念頭に置き、企業再生の指
導を行ってきたことは既に述べたが、当項においては、より具体的にこの経営再生メカニズ
ムについて述べる。 
 再生指導専門家が介入指導を行い、社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力を向上さ
せることにより収益力が改善し、企業価値を向上させる経営再生メカニズムを前述図 1.1と
重複するが、再度図 2.5に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.5 経営再生メカニズム（再掲図 1.1） 
 まず、再生指導専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識を強化する。その強化され
た危機意識のもとで再生のための経営計画書を策定する。なぜなら、危機意識が脆弱だと、
社長は自社の将来についての不安感が薄いわけで、先行きの経営計画書の策定はしない。従
って、年度計画もないに等しく、当月、当日の計画すら明確にはない。言い換えるとその日
暮らしの成り行き経営となっていることが多いからである。 
 しかし、資金繰りが厳しくなってきてメインバンクに運転資金の融資を依頼すると、銀行
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からは「経営計画を説明してほしい」とくる。しかし、現実には経営計画書はない。 
 銀行も、何もなければ融資のための稟議書さえ作成できない。そこで、銀行は融資担当者
か渉外担当者が、社長の話を聞きながら代わりに計画書を策定することになる。 
 社長にとっての経営計画書の存在は、専門家から「与えられた計画書」「他人事の計画書」
となってしまう。従って、社長にとって経営計画書は融資を受けるためのツールに過ぎない。
よって、融資を受けた後の経営計画書は社長の机の引き出しに納められたまま、2度と表に
出ることはない場合が多い。 
 従って、経営計画に達しない場合、社長は「この経営計画書は自分が作ったものでなく、
銀行が作ったものだから・・・（達成しなくても仕方がないの意）」との言い訳をすることが
しばしばある。 
 このような状態になることを防ぐため、再生指導専門家の介入指導にあたっては、この経
営計画書をバイブルのように扱うことを指導する。経営再生は経営計画書から始まると言
っても過言ではない。 
 
 社長の持つ強い危機意識のもとで、再生のための経営計画書を介入指導により社長自身
が策定し、アクションプランを社長が積極的にフォローするよう指導を行う。これによって、
会社の実行力が向上することになる。したがって、社長の持つ危機意識の強化は会社の実行
力の向上につながる。 
 なお、会社の実行力についての定義は、第 3章第 1節にて述べる。 
 さらに、会社の実行力向上のための介入指導が加わって、再生目標が実現できる適切な経
営計画書の策定と再生のためのアクションプランの実施が可能となり、会社の収益力が改
善され、結果として企業再生が実現できることになる。 
 なお、図 2.5においては、再生指導専門家の介入指導が作図の都合から社長のみを対象に
しているように簡略化して表現している。当然のことながら社長を中心として経営幹部は
もとより、現場責任者、場合によっては担当者までを指導の対象としている。 
 以上が、本研究における再生指導専門家による介入指導に始まり、収益力を改善させる経
営再生メカニズムである。 
 また、この経営再生メカニズムを解明することが、本研究の狙いであり、リサーチ・クエ
スチョンを経て、仮説設定へとつながるのである。 
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件数 No.
21 ①
18 ②
17 ③
16 ④
13 ⑤
8 ⑥
7 ⑦
6 ⑧
4 ⑨
3 ➉
1 ⑪
1 ⑫
1 ⑬
1 ⑭
　　 ・かなり悪いと思うのであえて考えないようにしている 
　　 ・とにかく目先の資金繰りだけで忙しい。これを乗り越えたらやる 
　　 ・改革には金がかかるのではないか 
　　　　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　　　　20
　 　・妥協の継続　このまま続けるか 
　　 ・過去の成功体験が邪魔をしている 
   　・自社の現実の姿を見る、知るのが恐ろしい 
　　 ・どうなっても成り行きに任せる 
　　 ・自分は精一杯やっている。だからこれでよい 
　　 ・経営改革よりももっと大事なことがありそうだ 
経営改革を実行しないわけ
　 　・それほど悪いとは思っていない 
　　 ・どうすれば良いのか分からない 
　　 ・金融機関から強く言われないし、そのとき何とかしてくれるだろう 
　　 ・周囲への見栄やしがらみが邪魔をする 
　　 ・売上げを上げて乗り切るのだ 
危機意識の弱さに起因
危機意識以外の要因
2. 再生活動にあたって、なぜ、社長の持つ危機意識を重視するか 
 
 筆者が 2006 年～2014 年にかけて再生指導をしたうちサンプル企業を含めた中小企業 50
社に対して「なぜ、経営改革xiになかなか踏み切らなかったか」について個別に調査したと
ころxii、経営者の心の中に「経営改革を実行しない 14 の言い訳（理由）」があることが判明
した。 
 「経営改革に踏み切らない」という質問は「経営改革活動を実行していない」というこ 
とと同意語であるから、「経営改革の実行を妨げている要因は何か」という調査結果である。 
 理由の根底に「社長の持つ危機意識の弱さ」が大きな要因となっているものと、それ以外
の要因のものがあり、それらをパターン分けしてグラフを作成した。その結果を図 2.4 に示
す。 
 当調査の回答者は 50 名であり、総回答件数はマルチアンサーであるため 117 件である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4 経営者が経営改革を実行しない要因 （未来事業調査 2006 年～2014 年） 
 危機意識の弱さに起因している理由が、図 2.4 の右端記載番号①それほど悪いとは思って
いない③金融機関から強く言われないし、その時何とかしてくれるだろう④周囲への見栄
                                                   
xi 経営改革：筆者は経営再生活動を「経営改善」と「経営改革」に区分けしている。現状の業務のあ 
  り方をベースとして少し改善するレベルを経営改善と称する。現状の業務のあり方に問題があるか 
  ら収益が悪くなったという認識に立ち、業務システムを含めて大きく変革させる活動を経営改革と 
  称する。 
xii  個別調査：再生指導開始時に都度個別面接の上、社長より経営改革に取り組んでいない理由を述べ 
  させ、再生指導専門家が分類した。 
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件数 ％
79 67.5
38 32.5
117 100.0
実行しない要因
危機意識の弱さに起因
危機意識以外の要因
計
やしがらみが邪魔をする、ほか、11 項目を占めている。 
 一方、危機意識以外の要因であると考えられる理由が②どうすれば良いのか分からない
⑤売上を上げて乗り切るのだ⑦過去の成功体験が邪魔をしている、など 3 項目である。 
 この実行しない２つの要因の件数を表 2.2 にまとめた。 
表 2.2 経営改革を実行しないわけ 
 
 
 
 この結果から、窮境状態にある企業でさえも経営改革を実行しない要因として「社長の持
つ危機感の弱さ」が 70％弱もある。社長の持つ危機意識が弱いということは、会社の先行
きにあまり不安を感じていないことである。ゆえにすぐにでも改善をしなければならない
必然性を持てず、改善活動を実行にしないことになる。これから、経営改革を実行するため
には、まず社長の持つ危機意識の強化を図ることが最重要であると考える。 
 なお、金融機関の支店長、融資長に対して、「低格付け取引先企業xiiiの経営者が経営再生
活動になかなか取り組まない要因」について調査したとき、この結果も筆者の調査と同様に
「社長の危機感が乏しい」という主旨の同様の傾向を得た。 
 以上が、数ある経営者特性の中でも、本研究で特に「社長の持つ危機意識」を強化するこ
とで、経営改革に対する「会社の実行力」を向上させ、収益性を改善させることに焦点を絞
り、その強化手法と併せて究明する所以である。 
 
 佐竹恒彦（2016）13は、「倒産状態の企業が再生を果たすには、経営者が倒産リスクに直
面している、という危機意識を強く認識すること」と述べている。 
 加えて、佐竹恒彦（2018）14は、「経営資源が乏しい中小企業の再生に有効な経営者のリ
ーダーシップの開発法などに関する議論はなされておらず、さらに踏み込んで議論を進め
ていく必要性がある」と経営者のリーダーシップを向上させる具体的な手法の研究の必要
性を述べている。本研究は、経営者のリーダーシップを直接的に研究テーマにはしていない。
しかし、リーダーシップの開発法に関する議論がなされていないと同様に、社長の持つ危機
意識を強化させる手法の開発などについても議論がなされていない。社長の持つ危機意識
                                                   
xiii 低格付け取引先企業：債務者区分のうち、正常先を除いた要注意先、要管理先、破綻懸念先の企業 
 を指す。実質破綻先と破綻先は銀行から見て融資の対象となっていないため除く。 
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の強化を指導するためにも効果的手法の開発の必要性がある。 
 また深山明（2002）15は「フレーゲ＝アルトホフ. (Fleege-Althoff, F.) の研究」をも
とに「近年において多くの企業が倒産したのは、企業の危機の早期認識のための理論的・学
問的基礎が欠如しているから」と危機意識を認識させることの重要性を強調している。 
 
3. 仮説の設定 
 
 前述の経営再生メカニズムから導かれる本研究のリサーチ・クエスチョンは序章で述べ
たように以下の 3 点である。 
RQ1：「再生指導専門家の介入指導により、どのように社長の持つ危機意識が強化され、 
   会社の実行力が向上するか」 
RQ2：「社長の持つ危機意識が強まると会社の実行力は向上するか」 
RQ3：「会社の実行力が向上すると収益性は改善されるか」 
 
 これらのリサーチ・クエスチョンを究明するために、本研究においては以下の仮説を 
設定する。 
 
仮説 1：「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識や会社の実行力は強化される」 
 この仮説については、危機意識と実行力を改善させる手法が異なる点があるために各々 
 検証する必要があり、検証 1、検証 2 と分けて検証する。 
 検証 1：介入指導を受けて社長の持つ危機意識は強化される                 
 検証 2：介入指導を受けて会社の実行力は向上される     
 
仮説 2：「社長の持つ危機意識を強化すると会社の実行力が向上する」 
 
仮説 3：「会社の実行力が向上すると収益力が改善する」 
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第 3 章  
  本研究の用語の定義とサンプルおよび評価項目・評価方法 
 
第 1 節 本研究における用語の定義など 
 当節にて、本研究において使用する用語の定義及び企業の属性や社長の特性の選択と分
類定義、統計分析の検定と評価について述べる。 
 
1. 用語の定義 
 
1.1 危機意識と実行力の定義 
（1）危機意識について 
 本研究における「社長の持つ危機意識」ついて、第 1章第 1節 1項において、「社長が将
来にわたる自社の存続の可能性に不安を抱く認識」と定義するとともに、その内容について
具体的に述べたので当項においては重複を避けるためにこれ以上は省略する。 
（2）実行力について 
 実行力とは「計画や約束を実現させる能力」xivと説明されているが、本研究においては、
会社の実行力について、次の 2 点、計画立案力と、実行推進力に分ける。 
①計画立案力：成果に効果的に結びつく適切な主要施策の計画（アクションプランと称す） 
       を策定する力。 
②実行推進力：その計画を成果に結びつけていくために着実に実行を進めて行く推進力。 
 
1.2 参与観察について 
 参与観察とは、一定期間対象企業の内部に入り込み、直接観察指導する手法をいう。本研
究では契約期間（2 年間）に、再生指導専門家が、直接顧問先企業内に介入し指導すること
をいう。 
 社長に対して、危機意識の強化のための指導・教育を行う。さらに、社長・経営幹部に対
して会社の実行力向上のための具体的な改善施策の実行の仕方からシステム構築指導教育
までを行う。また、必要に応じて社長や経営幹部の個人的な悩み解決のための相談にまで乗
                                                   
xiv 実行力：計画や約束を実行させる能力。（広辞苑 URL http://sakura-paris.org/dict/） 
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り、アドバイスを行うことを通じて、できる限り企業や社長たちの実態を把握できるように
する。 
 
 一般的に資料や情報を収集する方法としては、質問する方法（アンケートやインタビュ
ー）、傾聴する方法（自発的な発言を聴く）、観察する方法（行動を目視する）、実験をする
方法などがあげられる。また既に公表または発表済の既存資料を資料・情報を目的に合わせ
て分析する場合もある。 
 先行研究を含めて、資料収集は上述のうちのアンケートやインタビュー調査あるいは既
存情報の活用によることが多い。 
 アンケートやインタビュー調査は、多くのサンプルから情報を入手できる利点がある。一
方、回答者によるバイアスが生じることは否定できない。また、得た情報をさらに深堀する
ことには限度がある。 
 特に社長の持つ危機意識など内面的な質問については、第 5 章にて述べるが認知バイア
スがあるため、回答者が置かれている立場や調査する時によって心境や周囲の環境が変化
し、客観的な資料とはなりにくい場合がある。 
 
 本研究の参与観察では、上述のアンケート調査などの方法と違って、企業内に介入して経
営再生を指導する課程において、必要とする資料・情報を社長・幹部から、あるいは現場や
顧客からまで収集する。つまり、企業経営の現場に入り込んで、上述の「質問する方法」か
ら「実験をする方法」まで全てを単独または重複して、個々の資料の活用目的に合わせて用
いる。これにより、課題を究明するための資料・情報を他の調査手法より正しく、且つ詳し
く収集することができる。 
 参与観察の場合は、ある期間、社長や経営幹部と共通課題に対面して行動・情報交換を行
うため、特に内面的な特性についての資料・情報はアンケート調査に比してはるかに深い。
さらに、社長・経営幹部との幾度にもわたるやり取りでより深堀していくことができるので
ある。ただし、サンプル企業の数を増やすには限りがある。 
 
1.3 再生指導専門家の定義 
 本研究にあたっては、企業に経営介入して再生指導にあたる専門家を再生指導専門家と
称する。 
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 再生指導専門家は以下の専門的能力を満たすことを必要としている。 
①中小企業再生に必要な財務分析や事業分析を十分理解し、分析・評価業務ができる。 
②経営上の課題を解決するための対策を提案、実行のための指導ができる。 
③企業経営の実務や社長に対する再生指導の経験者である。 
 そのために、再生指導専門家は企業再生コンサルタントや中小企業診断士、税理士、公認
会計士などの国家資格保有者や、現職に就く前には上場企業の経理担当役員・幹部や金融機
関において支店長、審査部などにおける融資、審査業務の経験者である。 
 
1.4 再生結果に関する定義 
 再生活動の結果を「再生企業」「停滞企業」「破綻企業」に分類し、それぞれの集合体を「企
業群」と称する。さらに、「再生企業」においては「Ｖ字回復企業」と「黒字化企業」に小
分類する。 
 各企業群は以下の通り定義する。 
（1）「再生企業」：再生指導契約期間である 2 カ年間において黒字転換するとともに、資 
  金繰り上、つなぎ資金xvを通常的には必要としない状態となった企業を再生企業と称 
  す。また、この再生企業の集合体を「再生企業群」と称する。 
（2）「再生 A 企業」および「再生 B 企業」： 
 ①「再生 A 企業」：同再生期間中にリスケジュール（借入返済の条件変更など）してい 
  た金融機関からの借入金もリファイナンスxviし、収益性が文字通りＶ字回復したと認 
  められる企業を「再生Ａ企業」あるいは「Ｖ字回復企業」と表現する。 
 ②「再生 B 企業」：同再生期間中に黒字化を実現できたが、まだ金融機関借入返済の条 
  件変更状態が続いており、短期資金の借入れを必要とする場合がある企業を「再生Ｂ  
  企業」あるいは「黒字化企業」と表現する。 
（3）「停滞企業」：再生期間中にある程度収益的に改善が認められるが、資金繰りが安定せ 
  ず、借入金のリスケジュールも継続している。必要なつなぎ資金は、金融機関の本部 
  稟議による短期融資か、所有不動産の売却や社長を含めた役員からの借入金でつなぐ 
  状態も発生している。停滞企業の集合体を「停滞企業群」と称する。 
                                                   
xv つなぎ資金：確実な入金予定があるとき，それまでの当座の資金繰りのために必要とされる資金の 
 ことをいう。 
xvi リファイナンス：借入金の借り換えを意味する。新たに融資の組替や借り換えを行うこと。 
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（4）「破綻企業」：再生活動を進めたが、これ以上会社を存続させることは難しいと判断し、  
  自己破産や民事再生など法的処理または任意整理をした企業をいう。破綻企業の集合 
  体を「破綻企業群」という。 
 
1.5 「再生前」「再生後」の定義 
 「再生前」は、再生指導専門家が介入して再生指導を開始した時点、「再生後」はその後
再生指導契約期間である 2 年間を経過した時点を示す。 
 再生後の表現に関し、停滞企業はこの時点ではまだ再生が完了しておらず実態としては
「再生続行中」である。破綻企業は既に破綻していたり、清算計画がある企業であり「再生
後」と表現するのは厳密には適切ではない。しかし、再生企業との比較を分かりやすくする
ために、停滞企業も破綻企業も「再生後」と表現した。ただし、破綻企業については、破綻
時点をもって「再生後」と称する。 
  
2. 企業属性および社長特性の選択と分類 
 本研究における仮説の検証には、総体的xviiな検証に加えて、企業属性および社長特性に
よって結果に違いが生ずるか、という観点からの検証も行う。 
 企業属性や社長特性の分類に当たってはクラスター分析に基づいて行うことが望ましい。
しかし、サンプルサイズの大きさから統計的に難しい点があり、筆者の専門的知見も加え以
下のように分類・分析した。 
 なお、選択した項目の中には、企業においては属性とは言えない売上高、社長においては
属性である年齢など、属性と特性が混在しているが、本研究においてはそれぞれ企業属性、
社長特性と称することとする。 
 
2.1 企業属性の選択と分類 
 まず、企業の基本的な属性の選択として、法人税確定申告書に記入する属性には、業種と
資本金および同族か否か、の三属性がある。中小企業であるため資本金は 1 億円以下であ
り、ほとんど同族経営であるため、この項目では企業間の差異は出にくい。従って、この三
属性の中から「業種」を選択する。 
                                                   
xvii 総体的：本研究において、総体的とは、分析対象を分類せず、全体として捉える、という意味であ 
  る。 
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企業属性 分類
製造業
非製造業
40年未満
60年未満
60年以上
5億円未満
10億円未満
10億円以上
売上高
業種
社歴
 加えて、筆者の経験と知見から危機意識の醸成と重要な関係にあると推定した創業から
現在に至る「社歴」および規模の大きさを表す「売上高」を加えた三属性を候補に選んで検
証した。   
 そこで、本研究においては、企業属性として以下の 3 点について分析した。 
①業種間の差異を見るために「製造業と非製造業」 
②創業から現在に至る「社歴」の長さ 
 ・サンプル企業の社歴：平均 47.5 年、最短 12 年、最長 70 年 
③会社の規模の主尺度として「年間売上高」 
 ・サンプル企業の売上高：平均 868.6 百万円、最小 70.9 百万円、最大 2,491.5 百万円 
 
 なお、各属性は表 3.1のように分類した。社歴および売上高の分類はそれぞれの分類に該
当するサンプル企業のサイズになるべく大きな差異が出ず、特徴が把握しやすく、かつ区切
りの良い仕切りとなる分類とした。 
表 3.1 企業属性項目の分類 
 
 
 
 
 
 
2.2 社長特性の選択と分類 
 社長の経営者特性としては、筆者の知見を加え以下の特性が重要であると考え選択した。 
①社長の持つ基本的な属性として社長の年齢と性別があるが、本研究のサンプル企業にお 
 いて女性社長は 3 名と少ないため、共通的属性として「年齢」を取り上げる。 
 ・サンプル企業の社長の年齢：平均 57 歳、最年少 40 歳、最年長 83 歳 
②創業社長は、承継した社長とは、経営への対応姿勢が異なると考える。そこ 
 で、社長の出自である「創業社長・非創業社長」を選択した。 
③社長として社員に対する接し方について、トップダウンなのか、組織的行動を重視す 
 るのか、放任主義なのかという「経営タイプ」を取り上げる。 
 それぞれの経営タイプは以下のように定める。 
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なし
ワンマン型 組織型 放任型項　　目
決めない
トップダウン スタッフに相談 指示しない
一方的 相互 なし
社長1人で決める 議論して決める
早い 遅い
意思決定
指　示
コミュニケーション
スピード感
 ・「ワンマン型」：あまり部下の意見を聞かずに社長の考えを一方的または圧力的に部下 
         に指示したり、あまり説明もせずに実行していくタイプを言う。 
 ・「組織型」：組織の責任者を通じて指示したり、部下と相談して意思決定を行うタイプ 
       を言う。部下とのコミュニケーションは相互に取れていることが多い。 
 ・「放任型」：自分で意思決定も課題の確認もあまりせずに、計画も実行もほとんど部下 
       に任せっきりの社長のことをいう。 
  この 3 タイプの区分けは、デューデリジェンス終了時に再生指導専門家が経営者特性 
  の評価とともに、情報の総体や業務時の対応・反応等から表 3.2に基づき分類する。 
表 3.2 社長の経営タイプ分類 
 
 
 
 
④社長は日常的にどのような業務に注力して会社を運営しているか「注力業務」を取り上 
 げる。社長としての実務的な主要業務は、営業（販売、流通開拓、商品開発など）、現場
（製造や店舗など）、管理（総務、経理、人事など）がある。そこで、社長の注力業務を、
「営業型」「現場型」「管理型」「注力業務なし型」に分類する。 
 なお、それぞれの注力業務の定義は以下の通りである。 
 ・営業型：社長就任前は営業業務を中心として体験しており、顧客との人脈を持ってお 
      り顧客を含め外部との接触も多い。一方で売上至上主義の考え方が強い。 
 ・管理型：経理総務業務の経験があり会計にもある程度の知識を持っている。視線は社 
      内やパソコンの統計資料や社内管理などに向いていることが多い。 
 ・現場型：製造や飲食店の現場経験が深いために製造現場や店頭に入りびたりになって 
      いる。発想が現場監督者の域を出ない傾向が強い。 
 ・なし型：特にどの業務を中心に見るという意識が弱く、何となく部下に支えられて受 
      動的な行動をとることが多い。社長としての存在感が薄い。 
 注力業務を、再生指導専門家が企業属性分類と同様にデューデリジェンス時に社長の業 
務経歴や日常的に費やす業務時間の割合などを観察して表 3.3 に基づいて、「営業型」「現 
場型」「管理型」「なし」に 4 分類する。 
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主な経営課題 売上増加 現場効率 経費削減 これといってない
視線先 顧客・業界 設備・技能 統計・管理 これといってない
主行動ゾーン 顧客 製造現場・店内 事務所 これといってない
項目 営業型 現場型 管理型 なし
実績ある業務 営業・企画 製造・技術・店販売 経理・総務・管理 これといってない
社長特性 分類
40歳代以下
50・60歳代
70歳代以上
創業社長
非創業社長
ワンマン型
組織型
放任型
営業型
現場型
管理型
なし
出自
経営タイプ
注力業務
年齢
表 3.3 社長の注力業務分類 
 
 
  
 なお、各特性は表 3.4のように分類した。社長の年齢はサンプル企業のサイズになるべく
大きな差異が出ず、特徴が把握しやすく、かつ区切りの良い仕切りとなる分類とした。 
表 3.4 社長特性の分類 
 
 
 
 
 
 
 
3. 統計分析の検定と評価 
 本研究における仮説の検証には以下の統計手法を用いる。ただし、サンプルサイズｎが
小さいため確度には限界がある。 
（1）代表値として、平均値を用いて平均値の差の比較を行う。 
  ①対応のある 2群の平均値の差xviiiの検定 
   ・一対の標本による平均の検定（片側検定） 
  ②対応のない 2群の平均値の差xixの検定：両側検定で行う 
   ・等分散を仮定した 2標本による検定（両側検定） 
   ・一元配置分散分析 
（2）相関分析：相関係数の有意性の検定は相関係数検定表（correlation coefficient r  
   table）を使用する。 
                                                   
xviii 2 群が独立していない場合で、本研究では例えば再生前と再生後の平均値の差の検定に用いる。 
xix 2 群が互いに独立している場合で、本研究では例えば製造業と非製造業間の平均値の差の検定に用い 
  る。 
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再生企業 停滞企業 破綻企業 計
製造業 5 5 2 12
印刷業 2 2 1 5
通信業 1 1
建設業 3 1 4
卸業 1 2 3
飲食業 1 1
小売業 2 1 3
出版業 1 1
派遣業 1 1
計 16 10 5 31
（3）有意水準：実験研究でなく、誤差分布の検討も困難であるため、原則的には帰無 
  仮説の検定は 5％水準で行う。 
  なお、再生前後での効果を検討するために用いた対応のある場合の t 検定では、 
  再生後－再生前の差を用いて検定を行った。 
  また、本研究の表中においては、「有意差」の欄に次のように示す。 
   ・5％有意水準を満たすことが示唆されるもの：「有」 
   ・5％有意水準に近いもの：「近」   ・有意差が棄却されるもの ：「－」 
 
 
第 2 節 サンプル企業と資料の取得について 
 
1.研究対象のサンプル企業について 
1.1サンプル企業の抽出基準について 
 本研究の研究対象は、金融機関や税理士などから経営再生のために、介入指導を要請され
た破綻間近の窮境状態にある中小企業である。  
 筆者が 40 年間にわたり経営再生を指導・支援してきた約 1,100 社の企業の中から、「参
与観察」として研究に必要とするデータの入手が可能な企業を、下記の条件にて抽出した。 
第 1段階：直近 5年間（2011～2016年）で再生指導を完了した企業： 145社 
第 2段階：このうち本研究対象となるデータの記録を確認できる企業：30社 
                             （サンプル企業） 
1.2サンプル企業の概要 
 本研究におけるサンプル企業は、指導の結果に関わらず、データが揃っている企業を分析
対象とした。その業種別内訳を表 3.5に示す。 
表 3.5 サンプル企業の業種内訳 
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 前述したようにいずれも経営状態が厳しく、メインバンクなどが筆者に再生指導を要請
してきた企業であり、「要注意先～破綻懸念先」の債務者区分xxに分類される中小企業であ
る。 
 なお、2業種（製造業・卸業）併業企業が 1社あるため業種合計が 31になっている。 
サンプル企業 30社の内、再生企業 15社、停滞企業 10社、破綻企業 5社である。 
 
2. サンプル企業からのデータ・資料等の取得について 
 本研究におけるサンプル企業からの資料・情報は、アンケートやインタビューなどの社長
の自己認識や申告を中心として得た情報ではない。参与観察の過程で再生指導専門家が直
接評価したり、入手した資料・情報である。 
 
2.1 会計・財務資料について 
 介入指導開始期前 3期（3年）分と指導期間における財務諸表、月次試算表などの財務会
計資料に加え、再生指導専門家がこれらを管理会計的に分析した資料である。 
 
2.2 営業・原価・人事など事業・業務資料について 
 企業内の関係部門で業務上使用している、または再生指導専門家が指導して企業に作成
させた情報や業務資料である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
xx 債務者区分：金融検査マニュアル（金融庁）にて金融機関は取引先企業を債務状態にしたがって、 
  以下のように区分する。正常先、要注意先、要管理先、破綻懸念先、実質破綻先、破綻先。 
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第 3 節 評価項目の評価方法と評価基準 
 
1. 社長の持つ危機意識の評価方法と評価基準 
 
1.1 社長の持つ危機意識の評価方法について           
 デューデリジェンス完了時点（再生指導開始後約 3 カ月後）と、その後経営再生の見通し
が立った二時点（開始後 1 年および 2 年後）で、その他の項目と合わせて後述の特性評価
基準に基づき評価を行っている。 
 本研究においては、その評価の内、「再生前」「再生後」（開始後 2 年後）あるいは、比較
項目間について、対応のある 2 群の平均値の差の検定、対応のない 2 群の平均値の差の検
定、分散分析あるいは相関分析により有意差を求め分析する。 
 社長の持つ危機意識の評価は、第 3 章第 1 節 1.3 再生専門家の定義で述べた専門的能力
を満たす再生指導専門家 3 名で行う。 
 なお、後述の会社の実行力評価は、この再生指導専門家 3 名に、社長を加えているが、危
機意識の評価については社長を加えない。 
 これまでに 10 名ほどの社長に対して、表 3.6 に示す危機意識評価基準書に基づき、社長
自身に自己採点をさせた。同時に経営幹部にも社長の持つ危機意識を評価させた。結果とし
て、社長の自己評価は再生指導専門家および経営幹部の評価点より、ほぼ 1 ランク程度甘
く（良い評価点）現れることが分かった。これが、社長の持つ危機意識に対する自分自身を
評価する際の認知バイアスであると考え、社長を危機意識の評価者に加えないことにして
いる。 
 なお、実行力評価は自分自身に対する評価ではなく、会社の実行力の評価なのでバイアス
は自己の危機意識評価より少ない。 
 
1.2. 社長の持つ危機意識の評価基準について 
 社長の持つ危機意識の評価については、評価者の主観によるバイアスを抑制するために
「経営者特性評価基準書」にもとづく 5 段階評価を実施している。その中から社長の持つ
危機意識に関して抜粋した評価基準書を表 3.6 に示す。 
 社長が、自社の経営の現実を直視したときに、最も危機感を抱くのは、赤字決算になるこ
とと、資金繰りの目途が立たなくなる時である。そして、次のステップとしてこの危機状態
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危機意識
資金繰り計画と
金融機関対応に
ついて
厳しい経営状況であることを
十分認識しており、早急に改
善をしないと会社の存続はな
いことを理解している。社員た
ちにその状況とこの先の解決
方針などを説明している。
厳しい経営状況を認識して
おり、何とかしなければなら
ないと思っているが、この先
の解決方針などはまだ煮詰
まっていないため、社員たち
に説明し切れてない。
経営状況の認識と
解決方針について
厳しい経営状態であることを
認識し、6か月、当期、中期の
資金繰り計画をもとに、受注
状況と照合しながら絶えず資
金繰り予測を立て、メインバン
クと密接に連携を取っている。
6カ月資金繰り計画をもとに
翌月の資金繰りを確認しな
がら、金融機関と相談をして
いる。
目先の資金繰り計画はある
が、収支実績と予測の変動
が大きく、金融機関に融資を
依頼しているが、これを乗り
越えたら大丈夫と認識して
いる。
資金繰り計画はあるが、あま
り見ていないで経理担当から
聞く程度。いざとなれば自分
の資金で何とかなると思って
いる。
資金繰り計画すらないし、計
画があってもほとんど見よう
とも理解しようともしない。経
理担当者任せになっている。
厳しい経営状況を認識して
いるが、その解決のために
何をすればよいのかを悩ん
でいるが対策の検討は不十
分。社員にも一部にしか伝
えていない。
厳しい経営にあるのは言葉
の上では理解しているが、以
前もこのような事態があり、
前回同様何とかなるだろうと
考えている。社員にこの状況
を知られないようにしている。
厳しい経営にあるのは感じて
いるが、その原因は経済環
境の変化であって自分には
責任はないと思っている。ま
るで他人の会社とでも思って
いるのでは？
1点
明確に認識 かなり認識 やや認識 あまり認識していない 認識していない
5点 4点 3点 2点
を解消するために収益計画や資金繰り計画を策定することにつながって行く。 
 この観点から、社長の持つ危機意識を評価するには「経営状況の認識と解決方針について」
と「資金繰り計画と金融機関対応について」をバロメーターにして評価する。これら 2 項目
が、社長の持つ危機意識を端的に表す項目であり、評価基準の主なポイントとしている。 
 再生指導専門家が、この評価基準書をもとに客観的に評価をする。さらに企業の再生状況
などによって評価にバイアスが加えられることはないように十二分に注意を払っている。 
表 3.6 危機意識評価基準書 
 
 
 
 
 
 
 
 
2. 会社の実行力の評価方法と評価基準 
 
2.1 会社の実行力の評価方法について 
 会社の実行力の評価は、危機意識の評価と同様に、デューデリジェンス完了時点（再生指
導開始後約 3 カ月後）と、その後経営再生の見通しが立った二時点（開始後 1 年および 2 年
後）に、後述する実行力評価基準および実行力評価表に基づき、評価を行っている。 
 本研究においては、その評価を、「再生前」「再生後」（開始後 2 年後）、あるいは比較項目
間について、対応する 2 群の平均値の差の検定、対応しない 2 群の平均値の差の検定や分
散分析あるいは相関分析により有意差を求め分析する。 
 評価は、危機意識評価と同様に、専門的能力を満たす再生指導専門家 3 名で行うが、これ
に該当企業の社長を加える。該当企業の社長を評価者に加えるのは、社長自身が自社の実行
状況を評価することによって、改めて自分の会社の実行力を客観的に認識することにも目
的がある。 
 会社の実行力については、前第 1 節 1.1 危機意識と実行力にて定義した通り、計画立案
力と実行推進力の 2点に関して表 3.7に基づいて評価を行う。 
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5 4 3 2 1 点実行力評価点　（点）
評
価
項
目
①収益改善対策
②マーケティング対策
③ビジネスモデル対策
④財務・金融対策
合計
5点 4点 ３点 ２点 １点
計画主要施策に対
して徹底的に実施
計画主要施策のう
ちかなり実施
計画主要施策のう
ち半分くらい実施
計画主要施策に対
してあまり実施なし
計画主要施策のほ
とんど実施なし
戦略の狙い
① マーケティング戦略 市場のニーズを捉え効果的に売上を増加させる
② 収益構造構築戦略 ムダ（人、金、場所、時間など）を省き筋肉質にする
③ ビジネスモデル変革戦略 現在の事業をさらに付加価値の高い新ビジネスモデルに変える
④ 財務・金融政策 資産の有効活用、有利な資金調達、ＢＳの健全化
主要戦略
2.2 会社の実行力の評価基準について 
 会社の実行力の評価は、表 3.7に示す「実行力評価基準」を基準として、上述の計画立案
力と実行推進力を切り口として 5段階で評価を行う。 
表 3.7 実行力評価基準 
 
 
 
 なお、表 3.7 中の「計画主要施策」とはアクションプランを意味する。 
 再生のための経営計画書をデューデリジェンス終了時点で策定する。経営計画書は、収益
計画や財務改善計画が主体となるが、その計画達成のための「アクションプラン」が重要で
ある。 
 このアクションプランは表 3.8 に示すように「収益改善対策」「マーケティング対策」「ビ
ジネスモデル対策」xxi「財務・金融対策」が改善すべき主要施策の柱となっている。 
表 3.8 アクションプラン主要項目 
 
 
 
 
 このアクションプランの主要対策について、評価者の合意でまとめた評価結果を表 3.9 に
示す実行力評価表に各 5 点で 20 点満点で記入する。 
表 3.9 実行力評価表 
   
 
 
 
 
                                                   
xxi ビジネスモデルの定義：戦略とともにビジネス機能やプロセス、それを支える経営資源の種類や使 
 い方などの社内の仕組み、チャネルや提携先などの自社の仕組みの延長のありかたを組み合わせたも 
 ので、それらの間の整合性や因果、更には仕組みが生み出す顧客や競合など外部への作用も包括する 
 概念。今枝昌宏「ビジネスモデルの教科書」東洋経済新報社、Ｐ9、2014年より。 
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 また、第 4 章にて述べる「経営改革会議」においても、アクションプランの進捗状況につ
いて、該当企業を担当する再生指導専門家と社長が月次で評価を行っている。つまり、月次
で「Plan⇒Do⇒Check⇒Action」を一体として評価することになる。 
 
3. 収益力の評価基準 
 前項の社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力を向上させ、収益の改善や進捗につな
がったかどうかを評価する経営指標としての「収益力」には、以下のような経営指標が考え
られる。 
①経常利益や営業利益などの収益力そのものを示す指標 
②営業キャッシュフローや経常キャッシュフローなどのキャッシュフローの指標 
③純資産や ROE、ROA などの資産価値や資産の効率性を示す指標 
などを始めとして多くの経営指標がある。 
 
 一方、中小企業の社長が再生のために取組む経営指標としては、以下の点について考慮す
る必要がある。 
 ①中小企業の収益改善に直結する指標 
  ②中小企業の社長が経営するにあたって、日常的に使っている指標 
 ③経営者が取り組む改善策と成果のつながりが理解しやすい指標 
 
 前項でも述べたが、社長が、自社の経営の現実を直視したときに、最も危機感を抱くのは、
赤字決算になることと、資金繰りの目途が立たなくなる時である。 
 このように、中小企業の社長の多くは、収益が赤字になること、資金繰りがつかなくなる
ことに対して、敏感であるのは当然である。これに付け加えるならば売上が停滞または減少
することである。 
 しかし、ROE や流動比率のような貸借対照表がからむ指標の意味についての理解は通常
はできていない。債務超過の意味すらよく理解できていない。したがって、社長は日常の経
営にはあまり必要と思っていないし意識もしていない。 
 中小企業の社長の多くは、一般的に損益計算書の中で、売上高、売上総利益、営業利益、
経常利益などは理解できる。一方、貸借対照表については、現預金と借入金程度の科目しか
分からないのが現実である。 
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順位 収益指標 回答数 比率％
1 経常利益など、収益力を示す指標 452 65.3
2 売上高、市場シェアなど、規模の成長を示す指標 101 14.6
3 ＤＣＦなどキャッシュフローを重視した指標 82 11.8
4 ＲＯＡなど、総資産の効率性を示す指標 19 2.7
5 ＲＯＥなど、株主資産の効率性を示す指標 18 2.6
6 ＥＶＡ、ＭＶＡなど、経済的付加価値を示す指標 8 1.2
7 わからない 8 1.2
8 その他 4 0.6
合計 692 100.0
 介入指導当初、決算書自体をある程度正しく読める社長は、本研究のサンプル企業の社長
でも 1 割に満たない。これが、窮境状態に追い込まれた中小企業の社長の経営知識の実態
であり、このレベルの社長に対して介入指導をするのである。 
 そこで、本研究においては、収益性の指標として、基本的指標である経常利益を取り上げ
る。さらに、経常利益金額は企業の規模の大小によっては企業間の比較がしづらい。そこで、
企業間の規模や業種が異なっても比較できるように「売上高経常利益率 ％」を収益指標と
した。 
 
 家森・北野（2017 年）16は、経営者がもっとも重視する収益指標についての調査結果を
表 3.10 のように示している。この調査結果によると、経営者が重視する収益指標は「経常
利益など、収益力を示す指標」が全体の 65.3％、売上高や市場シェアなどの指標が 14.6％
を占め、この両者でほぼ 8 割と他の指標を大きく引き離している。 
表 3.10 経営者がもっとも重視する収益指標 
 
 
 
 
 
        家森・北野「中小企業経営者の経営能力と金融リテラシー」より筆者が編集 
                         （調査対象：東海 3 件の中堅・大企業の経営者 n=692） 
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第 4 章 仮説 1・検証 1 
  「介入指導を受けて社長の持つ危機意識は強化される」の検証 
 
 第 2章第 2節 1.2「経営再生メカニズムの解明」にて述べたが、経営再生を成功に導くた
めに、再生指導専門家がまず社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力を向上させるため
に、効果的な手法により指導をする。 
仮説 1は、「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識や会社の実行力は強化され
る」である。 
 そこで、本章においては、まず「検証 1」として、再生指導専門家の介入指導により社長
の持つ危機意識が再生前に比して再生後どのように強化されるかを検証する。 
 
 
第１節 社長の持つ危機意識強化のための介入指導方法 
 当第 1節においては、再生指導専門家が介入指導するにあたり、社長の持つ危機意識を強
化するために効果的な指導手法について背景も含めて事例を述べる。 
 
1. 社長の持つ危機意識強化のための介入指導の必要性  
 中小企業の再生指導に当たって、一般的な再生指導は、比率分析などにより割り出した
「適正と思われる数値にするように」程度のことを社長に対して指摘・指示をして指導を終
了するのが通常である。さらに、社長に任せた挙句、専門家の思った通りの成果がでなけれ
ば「それは社長が悪いからだ」と再生できない責任を社長に押し付けるような再生指導がま
かり通っている。 
 「どのようにして達成させればよいのか」の指導はほとんどない。というより財務分析を
指導の中心としている多くの専門家では「できない」のが現実である。まして、再生指導の
一環として、社長の経営意識を評価し、改善させていくような指導は現実には少ない。 
 窮境状態にある中小企業の社長が「あるべき数字」を提示されて、それを達成させるため
の行動ができるか、というとそれは難しい。なぜならば、その程度で実行が可能であるなら
ば「厳しい経営」に追い込まれることはなかったからである。 
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 このような再生の指導者xxiiと社長の間の思いや行動に乖離が生じる原因は、再生の指導
者と社長の間に、会社の経営実態や課題が共有されていないところにあると考える。  
 それに加えて、再生指導の現場では、効果的な指導手法が構築されていないこともあり、
適切な指導手法を確立する必要が生じている。 
 再生の指導者は、「説明したから社長は理解している」と思っている。社長は「再生の指
導者が言っていることが、よく分からない。腹にズンと響かない」と受け止めている。 
 従って、再生指導専門家が、参与観察的に経営介入し、社長や経営幹部に密着して経営者
意識の変革から、施策の実行までハンズオン的に指導を行う意義は大きい。これによって、
再生指導専門家の意図を社長が十分に理解し、再生の方向付けや課題を共有するための基
盤ができることになる。 
 このように、経営再生を成功に導くためには、再生指導専門家が、社長と経営実態や課題
を共有化することによって、社長の持つ「危機意識」を強化させる活動が始まる。そのため
の効果的な介入指導手法の事例を次項に述べる。 
 
2.「経営力の見える化」手法による指導について 
 経営指導専門家と社長が経営状況や課題を共有化するには、社長が自社の経営状態につ
いてまず正しく把握することである。指導専門家と社長の間のみならず、社長と経営幹部間、
社長と社員間においても経営実態や課題の共有化は欠かせない。 
 社長が自社の経営実態を認識できるようにするためには、会社の経営現状や課題を「見え
る化」することである。それも、再生するために社長が本当に把握・認識・理解しなければ
ならない再生目的に不可欠な経営指標に的を絞り、計数的に「見える化」する必要がある。 
 さらに、この的を絞った経営指標を理解できるように社長を教育することも、再生指導専
門家の役割である。これを、積み重ねて行うことによって、再生指導専門家が指摘する課題
を社長が理解できるようになる。これが、再生指導専門家と社長の経営状況と経営課題の共
有化という意味である。 
 いかに、危機意識を持っていない社長であっても、現在の会社の経営状態や経営課題を
「見える化」することによって明確に把握することができれば、会社の先行きに危機感を抱
                                                   
xxii 「再生の指導者」：多くの一般的な再生アドバイザー的なレベルの再生指導者を指す。本研究におけ 
 る「再生指導専門家」は、アドバイザーというより、経営に介入して経営再生のためのプロデュース 
 も行う。 
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比較標準値
自己資本比率　％ 業界標準　：50点
売上高借入金比率　％ 年売上高比率　50％：50点
手元資金保有日数　日 年売上高比日数　30日：50点
安全性評価点
売上高成長率　％ 売上高成長率　3期通算5％：50点
売上高総利益率　％ 業界標準　：50点
売上高経常利益率　％ 業界標準　：50点
総資産利益率　％ 業界標準　：50点
収益性評価点
労働生産性　千円/人・年 業界標準　：50点
1人当り人件費　千円/人・月 業界標準　：50点
販売管理費率　％ 業界標準　：50点
生産性評価点
全体評価点
経営指標
安
全
性
収
益
性
生
産
性
くようになる。 
 遠藤功（2005）17は「企業経営はシンプルだ。見えていない現場は壊れる。見えている現
場は創れる。『見える』こと、それは企業活動の根源的な競争力であり、生命線なのである。
そのためにも、企業活動のオペレーションの見える化が必要であり、それに加えてオペレー
ション全体の執行を監視・監督するための経営の見える化が必要である。単に財務諸表だけ
でなく企業活動の品質が見えるための効果的な仕組みを埋め込む必要がある」と「見える化」
について、社長のみならず幹部や社員たちに対しての有用性を指摘している。 
 
2.1 経営力を評価するための評価点の設定 
 介入指導専門家が、経営実態と課題を「見える化」することによって、企業の危機状態を
社長と共有することができる。これで、再生指導専門家の指導が社長に伝わるのである。 
 そのために、「見える化」手法の事例として「経営評価点」を切り口とした手法について
以下に述べる。 
 現在の経営状態を分かりやすく把握するために、「安全性」「収益性」「生産性」に属する 
経営指標を各 3～4指標を取上げ、計 10指標で構成する経営指評価点表を表 4.1に示す。 
        表 4.1 経営評価点の構成と配点  （筆者作成） 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 それぞれの指標を 100点法で評価し、指標の点数の平均値を「経営評価点」とする。 
 経営指標の選択は（古川浩一、1988）18が説くように①中小企業の収益および財務状態の 
評価に直結する指標②経営者が取り組む改善策と成果のつながりが理解しやすいもの、を 
選択する。 
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実績 業界標準 危険 注意 普通 健全 優良 評価点
自 己 資 本 比 率 （ ％ ） -89.1 34.0 34.0 0
売 上 高 借 入 金 比 率 （ ％ ） 60.3 50.0 50.0 40
手 元 資 金 保 有 日 数 （ 日 ） 6.1 30.0 30.0 10
計 17
売 上 高 成 長 率 （ ％ ） -4.0 3.0 3.0 0
売 上 高 総 利 益 率 （ ％ ） 13.5 18.8 18.8 36
売 上 高 経 常 利 益 率 （ ％ ） -0.7 2.6 2.6 0
総 資 産 利 益 率 （ ％ ） -0.8 3.3 3.3 0
計 9
労 働 生 産 性 （ 千 円 / 人 ・ 年 ） 9,209 7,645 7,645 60
1人当り人件費（千円/人・月） 423.5 414.8 414.8 49
販 売 管 理 費 比 率 （ ％ ） 11.6 15.3 15.3 62
計 57
26
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全　　　体
 評価方法は、企業が属する業界標準値（中小企業庁『中小企業実態調査報告書』xxiii）、ま 
たは中小企業が経営維持のために必要とされる値を比較標準値とする。この「中小企業が 
経営維持のために必要とされる値」とは、例えば、手元資金保有日数では、1カ月分の手 
元資金を保有していないと翌月の資金繰りの見通しが立ちづらい。そこで、保有日数 30日 
を 50点とする、というように評価標準値を決める。 
 この標準値を 50点（100点満点中）とし、企業の実績値を標準値に対する比率で配点す 
る。利益や自己資本比率や成長率がマイナスの場合は 0点とし、全 10指標の評価点の平 
均値が経営評価点とする。これを本研究では「経営力」と称する（以下同様に称す）。 
 なお、介入指導するにあたっては、表 4.1に基づき、図 4.1に例示する「経営評価点表」 
を作成する。社長は、この経営評価点表により重要な経営指標の業界標準値はいくつで、 
自社の評価点が何点かなどを計数的に把握することができる。これによって、自社の経営 
状態や課題を認識することができるのである。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.1 経営評価点表（例示）（筆者作成） 
 図中、「普通」欄に記載されている数値は、業界標準値である。また、各経営指標の評価 
点の数値の位置づけを理解しやすくするために、図中の最上欄の危機、注意、普通、健全、 
優良のゾーンの該当する部分に、網入れをして示している。 
 それぞれの経営指標の評価点がどのゾーンに位置するかは、図 4.2により決めるが、こ 
                                                   
xxiii 中小企業実態調査報告書：中小企業庁が中小企業基本法第 10 条（政府は中小企業の実態を明らかに 
  するため必要な調査を行い、その結果を公表しなければならない）規定に基づき、中小企業の決算等 
 を集計し取りまとめた年度報告書。 
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評価点
ゾーン
30 50 10070
危険 注意 普通 健全 優良
0
のゾーン名や評価点による位置決めについては、社長が理解しやすいことを狙いとして作 
成したものであり、筆者の知見により設定した。従って、特に学術的な定義ではない。 
  
 
 
             図 4.2 経営評価点の位置づけゾーン （筆者作成） 
 
2.2 経営力の位置づけの明確化 
 筆者は経営力を示す「企業のライフサイクル」図を提案している。これは、前記「経営 
評価点」に基づき図 4.3に示す「企業のライフサイクル」上の横軸を企業の年齢、縦軸を 
経営力（経営評価点）とし、該当する評価点を☆印で明示する。 
 
 
 
 
 
                    
                        
 
          図 4.3 企業のライフサイクル （筆者作成） 
単に経営評価点の位置づけのみを図示するのであれば 1次元チャートで良いが、2次元チ
ャートにし、「企業のライフサイクル」と名付けた。「人のライフサイクル」の年齢と成長や
体力変化の関係に相当する「企業の年齢と経営力（経営評価点）」の組み合わせで構成した
2次元チャートを考案した。これは、社長が自社の経営力の位置づけを視覚的にも理解しや
すくすることが狙いである。 
 
・企業は、途中で再生がなければやがて寿命がつきると考えられる。これは生命体の寿命に
例えることも可能な経時的な劣化に伴うことが多い。寿命の終末は、法的整理や自主廃業に
限らず、休眠・遁走等様々な態様を取る。 
 劣化要因は、社長の成長・向上意欲の鈍化、慢心、構成員の劣化、環境変化への不適合 
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など種々、時間経過に併存する。 
 
 従って、一般的に、前項に示した経営力は、創業（S）から一定期間は、学習効果、環
境適応等によって高まり、ピークを迎え（P）、再生がなければ、そこから低下して弱体
し切った時点（D）で企業は寿命を迎える。 
 その概略を、概念的に単純化して示せば図 4.3の通りである（S→P→D）。 
・以上の考え方を前提に、社長は、特に次の点を考慮すべきである。 
  ①再生がなければ企業はやがて寿命が尽きる（可能性が高い）こと。 
 ②経営力がある評価（A）であるときに、その大きさのみを意識するのではなく、それ 
  が上昇傾向にあるのか、低下傾向にあるのかを評価・意識すること。  
 ③もし上昇傾向にあれば企業は成長域（B）、または再生過程（C→R）と考えることが 
  できるが、低下傾向にあれば企業は改善域/改革域/危機域（P→D）にあると考え、危 
  機意識を持ち改善する必要がある。なお、改善域、改革域、危機域などのゾーンに 
  ついては後述表 4.2にて説明する。 
 ④つまり、同じ経営力、あるいはある程度高い経営力があるとの評価でも、安心して良 
  いとは限らない。その変化傾向により危機感を抱くべき状況である可能性がある。 
 ⑤例え、かつて企業が成長域/改善域にあった時と同じ経営力であっても,上昇傾向か低 
  下傾向かによって将来の方向は全く異なる可能性もある。 
 
・以上の点に特に留意して、ある経営力評価に対して、社長が適宜必要な危機感を抱くよ
うに、企業のライフサイクルチャートに向かい合わせ、自社の将来の方向（成長/改善/改
革/危機/再生）を判断することを社長に迫っている。 
 
上記の企業ライフサイクルを更に進めて、再生企業xxivの社長には図 4.4 に示す「再生企
業のライフサイクル」チャートを使用して、さらに社長が理解しやすいように指導を行う。 
 
 
 
                                                   
xxiv 再生企業：この場合の再生企業の定義は、再生を必要とする企業を指し、債務者区分で言うなら 
 ば、要注意先、要管理先、破綻懸念先の経営レベルの企業が該当する。 
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経営評価点
改善域 ～50点
改革域 50点未満～30点
危機域 30点未満～0点
ゾーン名称
再
生
域
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.4 再生企業のライフサイクル （筆者作成） 
 再生企業における経営評価点とゾーンの関係を表 4.2に示す。なお、再生企業であるた 
めに、成長企業は対象としていない。（従って、上述の経営評価点が低下傾向にある企業で 
実態として経営評価点が 70点を超える企業はない） 
表 4.2 再生企業の経営評価点とゾーンの関係（筆者作成） 
 
 
 
なお、改善域、改革域、危機域などのゾーンの名称は学問的な名義ではなく、再生指導専
門家と社長が会社の経営力の位置づけに対する認識を共有化しやすくするために付した名
称である。  
 該当する企業の経営評価点を☆印で明示する。前述の図 4.1 経営評価点表に例示した 
企業の再生ライフサイクルにおける位置（経営評価点 26点）を図 4.3 および図 4.4上に 
☆印で示す。 
 危機意識に突入しており、社長はもう残余寿命はほとんどないことを一目で認識する。 
 該当企業の社長や幹部はこれを見ることによって自社の経営力の位置づけをこのように 
視覚的にも一目で理解できることになる。「もう後がない！何とかしなければならない」と 
危機感を抱かざるを得なくなるのである。 
 
経営力が改善域（評価点 70～50点）に位置する場合には、ムダを削減することなどによ
って“これまでより良くする”レベルの改善施策で健全な成長する経営に改善される。 
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しかし、改革域（50点～30点）に入ると急激な衰退に入るため“これまでの経営に対す
る取組み方を否定するくらい”の根本的な対策を断行して、まずは改善域に戻ることを実現
させる。 
さらに、危機域（30～0点）に突入すると自主再建は大変難しい状態になってくる。抜本
的な緊急収益対策の実行や、金融機関の協力も得てキャッシュフローの改善策を取らない
と再生は厳しい状態にある。場合によっては、「上手に破産する」準備をする場面も出てく
る。 
 
 経営再生のためには社長が「自社の経営の危機状態を知る」、つまり自社がこの企業ライ 
フサイクルのどの位置にいるかを認識するところから始まる、と言っても過言ではない。 
 ちなみに、サンプル企業はいずれも再生前は図 4.4の再生企業のライフサイクル上で改 
革域の中でも 40点未満の経営評価点であった。このまま行けばライフサイクルの下り勾 
配を一気に転がり落ちて破綻に向かう。この状況をこのライフサイクルチャート上で、自 
社の経営力の位置づけを認識することによって、自社の存続に大きな不安を抱き社長の持 
つ危機意識が強化されることになるのである。 
 
2.3 なぜ、社長の持つ危機意識の改革につながるのか 
 このように社長が「経営評価点」と「企業のライフサイクル」を併せて認識することで、 
自社の経営力の位置づけと課題が明確に理解できるよう「見える化」する手法を述べた。 
これまで、社長は自社の経営状況を良く知ろうとも思わない、または何となく悪いと思っ
ているから逆に知らないようにしていた。しかし、経営評価点や企業のライフサイクルによ
って、自社の経営力の位置づけの現実を否応なしに知ることになる。社長の多くは、自分が
何となく認識していた経営力よりかなり悪いことに気がつく。 
「自分の予想していた経営力に対して、示された経営力はどうだったか？」の問に対して
サンプル企業の社長の 7 割以上は「思っていたより悪い」と回答している。 
これによって、社長は「これまでと同じではダメだ」とか「何とかしなければ」との危機
意識が出てくるのである。 
通常、社長は自社の経営状態を考える時に悪い状態を示す情報にはできる限り耳をふさ
ぎ、良い情報を求める傾向にあり、自社の経営状態は現実よりも“よいと思っている、思い
たい”という心理があろう。 
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このような社長が、現実の自社の経営状態をはっきり認識するためにも、前述の「見える
化」手法は、社長が見たくないものを見させ、納得させることによって、社長の持つ危機意
識の強化に役立つ方法のひとつである。 
 
 社長が自社の経営実態を正しく認識させ、意識改革をさせることの難しさについて、以下
のような見解もある。 
森津太子（2011）19は「人間には社会心理学で言うところの認知バイアスが存在する」と
述べている。認知バイアスとは、自分の態度を支持するような情報には耳を向ける一方、自
分の態度と矛盾する情報にはあまり耳を貸さない。一旦取り込んだ情報についても、自分の
態度を支持する情報は好意的に評価する一方、自分の態度と矛盾する情報には批判的な評
価をする傾向がある、ということである。 
円谷昭一（2009）20は「経営者バイアスは存在し、財務的困窮企業と赤字企業は楽観予想
をする傾向がある」と述べている。 
吉川晃史（2014）21は、銀行再生支援部門長に対する調査として、以下の様に述べている。
「再生を行っていて一番苦労するのが、経営者の正しい現状認識と意識改革である。そこに、
半分以上のパワーを使うくらいである。なぜ、それだけパワーが必要となるのかというと、
経営者が自分は病気になっていることに気がついていない、あるいは分からない。気づいて
いたとしても、どれくらいの深さ、重い病気なのかを図るはっきりとした尺度がないので、
ＰＬの赤字が少し出ているくらいであれば、それは風邪を引いたくらいだ、と思うケースも
あれば、こんな赤字が出ていると大変なことになると思うケースもあり、ＰＬだけ見ても
色々な捉え方がある。経営者は心理的に言うとあまり悪いことを認めたくないので、どちら
かというと昔は我慢しておけば治ったので、大した病気じゃないと思い、あえて自分の病状
を深く知ろうとしない。」 
 三枝匡（2006）22は「適正な経営行動の第一歩は厳しい『現実直視』から始まる。目をそ
らさずに現実をさまざまな角度から眺め『実態』を正確に見極める。中身を『自分で扱える』
大きさにまで分解していく。言うはやさしいが、経営者が現実直視を怠っているケースは多
い」と述べている。 
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危機意識 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 1.800 0.441
再生後 30 2.767 0.875
0.967 ≦0.001 8.610 有
第 2 節 介入指導により社長の持つ危機意識はどう強化されるか 
 
 第 1 節において、社長の持つ危機意識を強化させるために再生指導専門家が行う手法に
ついて述べた。この介入指導を受けて、社長の持つ危機意識がどのように強化させるのかに
ついて以下に検証する。 
 なお、統計的分析や検定、評価の方法は、第 3 章第 1 節 3 項「統計的分析の検定と評価」
に従うものとする（以後の各章も同様）。 
 
１．介入指導で社長の持つ危機意識は再生前・後でどのように強化されるか。 
 前述の再生指導専門家の介入指導を受けて、社長の持つ危機意識がどのように強化され
たかについて確認する。そのために、再生前と再生後の社長の持つ危機意識評価点について
対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）した結果を表 4.3 に示す。 
 再生前の社長の持つ危機意識の評価点の平均値が 1.800 点に対して、再生後は 2.767 点
と 0.967 点強化している。P≦0.001、ｔ＝8.610 であり再生後の方が有意で強化されている
ことが示唆される。 
 再生指導専門家の指導を受けて、平均 1 ランク近く社長の持つ危機意識が強化されたこ
とになる。 
表 4.3 危機意識の強さの再生前と後の平均値の差の検定 
 
 
                            
 再生指導専門家の介入指導と社長の持つ危機意識の強化との因果関係について、以下の
ように考える。 
 サンプル企業は、このままでは破綻せざるを得ないほどの窮境状態にあった。そのため、
金融機関や顧問税理士などが再生指導専門家に再生のため介入指導を要請した企業である。 
 しかも、再生前の社長の持つ危機意識の評価点が 5 評価で 1.800 点と相当低いレベルに
あった。これを 2年間で平均 1ランク近く強化できた。 
 その間に各企業において社長の交代はなかった。また、各サンプル企業の属する地域経済
や業界動向などに、企業に大きな影響を与えるほどの変動はなかった。さらに、メインバン
クの各サンプル企業に対する支援姿勢や、官公庁の産業振興支援も影響を及ぼすほどの変
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2点
1点
0点
再生前後
差（点）
企業数
5
17
8
企業番号
①②③⑫⑭
④⑤⑥⑧⑨➉⑪⑬⑮⑰⑱⑲⑳㉓㉔㉕㉖
⑦⑯㉑㉒㉗㉘㉙㉚
化はなかった。このように、外部環境がサンプル企業の経営状態を左右するほどの影響は与
えなかった。 
 したがって、この様な状態の中で行った再生指導専門家の介入指導と社長の持つ危機意
識の強化の間に因果関係があると推定できる。 
 なお、後述する介入指導と会社の実行力の向上の間の因果関係も同様と考える。 
 
 次に、サンプル企業ごとには再生前と後で社長の持つ危機意識にどのような強化が見ら
れるのかについて図 4.5に示し、企業ごとの変化の状況を視覚的な面からも確認する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.5 企業ごとの危機意識の強さの再生前・後と変化 
 本グラフの白棒が再生前、黒棒が再生後である。横軸の企業番号はサンプル企業に割り当
てた番号である。なお、再生後の社長の持つ危機意識が強い順に企業を並べてある。 
 企業番号は、再生 A 企業：①～⑥、再生 B 企業：⑦～⑮、停滞企業：⑯～㉕、破綻企業：
㉖～㉚である。以下、企業番号は本研究を通して同一である。 
 次に、再生前と後で、各企業の社長の危機意識がそれぞれどの程度強化されたかを、前後
の差によりランキングし、表 4.4 にまとめた。 
表 4.4 企業ごとの再生前・後の危機意識の差 
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 再生企業（企業番号①～⑮）の多くは再生前に比して再生後の危機意識は 2点～1点強化
され、停滞企業（企業番号⑯～㉕）は 1点～0点、破綻企業は企業番号㉖以外は 0点という
傾向があることが分かる。 
 再生前と再生後の各社の社長の危機意識を図 4.6 に示す。 
 社長の持つ危機意識の再生前と再生後にはｒ＝0.755、R2＝0.570、ｙ＝1.063ｘ+0.854 で
ある。これは相関係数の有意性の検定により相関関係があることが示唆される。なお、図 4.6
には、7 点しかプロットされていないが、これは同じ評価点で数社が重複しているためであ
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.6 再生前後の社長の持つ危機意識評価 
 
2. 介入指導を受けて社長の持つ危機意識の強化は「再生結果」でどのように異なるか 
 前項で、介入指導を受けて、総体的または企業個別的には社長の持つ危機意識は強化され
ることが明確となった。また上述のように危機意識の強化は再生結果との間にどのような
関係が見られるかを分析する。 
 
2.1 企業群別の社長の持つ危機意識の傾向を俯瞰する 
 それぞれの再生企業群が、再生前と後でどの程度危機意識が強化されるかを俯瞰するた
めに企業群別の危機意識の強さを棒グラフで比較し図 4.7に示す。 
 再生企業は再生 A も再生 B も危機意識が 1 点以上強化され、再生前後の危機意識の平均
値の差は強化されたと示唆される。 
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企業群別危機意識の強さの平均値の比較
再生前 再生後
標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
再生A 6 14 2.333 0.267 8.085 0.0006 2.975
再生B 9 19 2.111 0.361
停滞 10 16 1.600 0.267
破綻 5 5 1.000 0.000
再生A 6 23 3.833 0.167 19.926 6.466E-07 2.975
再生B 9 29 3.222 0.444
停滞 10 23 2.300 0.233
破綻 5 8 1.600 0.300
企業群
再
生
前
再
生
後
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4.7 企業群別社長の持つ危機意識の強さの平均値の差 
 
2.2 企業群間で社長の持つ危機意識の違いはあるか 
 再生前後の各企業群間の社長の持つ危機意識について分散分析した結果を表 4.5に示す。 
表 4.5 企業群間の社長の持つ危機意識の強さの分散分析 
 
 
 
 
 
 
①再生前：Ｐ＝0.0006、Ｆ値 2.975に対して観測された分散比 8.085と企業群間における 
 社長の持つ危機意識の違いに有意差があると示唆される。 
②再生後：Ｐ＝6.466Ｅ-07、観測された分散値比は 19.926 と F 値 2.975 の 6.7 倍となり、 
 さらに、その差は大きくなり、各企業間の社長の持つ危機意識の強さの違いに有意差が 
 あることが示唆される。これは、特に破綻企業群が再生企業に比較して、社長の持つ危 
 機意識がかなり弱いことを示している。 
 
2.3 企業群別の社長の持つ危機意識は再生前後でどのように違うか 
 各企業群の再生前に対して再生後の社長の持つ危機意識の強さの差について、対応のあ
る 2群の平均値の差を検定（片側検定）した結果が表 4.6である。 
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企業群 ｎ 再生前 再生後 企業群 ｎ 再生前 再生後
平均値 2.200 3.467 平均値 1.600 2.300
分散 0.314 0.410 分散 0.267 0.233
差 差
P P
ｔ ｔ
有意差 有意差
平均値 2.333 3.833 平均値 1.000 1.600
分散 0.267 0.167 分散 0.000 0.300
差 差
P P
ｔ ｔ
有意差 有意差
平均値 2.111 3.222
分散 0.361 0.444
差
P
ｔ
有意差
5.547
有
1.267
≦0.001
8.264
有
1.500
≦0.001
再
生
15
再
生
A
6
再
生
B
9
6.708
有
破
綻
5
0.600
0.035
2.449
有
停
滞
10
0.700
≦0.001
4.583
有
1.111
≦0.001
①再生企業群：再生後の社長の持つ危機意識は再生前に比して 1.267強くなる。これはＰ 
 ≦0.001、ｔ＝8.264であり有意差をもって危機意識が強化されたことが示唆される。 
②再生 A企業：再生前後の社長の持つ危機意識の差は 1.500である。Ｐ≦0.001、ｔ＝6.708 
 と有意差をもって社長の持つ危機意識は強化されたことが示唆される。 
③再生 B 企業：再生前後の社長の持つ危機意識の平均値の差は 1.111 である。Ｐ≦0.001、 
 ｔ＝5.547と、有意差をもって強化されたことが示唆される。 
④停滞企業群：再生前後の社長の持つ危機意識の平均値の差が 0.700 である。Ｐ≦0.001、 
 ｔ＝4.583であり、有意で危機意識が強化されたことが示唆される。 
⑤破綻企業群：再生前後の社長の持つ危機意識の平均値の差は 0.600で、Ｐ＝0.035、 
 ｔ＝2.449であり、有意で社長の持つ危機意識は強化されたことが示唆される。 
表 4.6 企業群別 危機意識の強さの再生前後の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 以上により、再生指導専門家の指導によって、それぞれの企業群の社長の持つ危機意識は
強化されることが示唆される。さらに、再生企業群の方が停滞企業や破綻企業に比べて再生
後の社長の持つ危機意識は強化される。 
 社長の持つ危機意識が、再生前に比べて再生後により強くなるのは、大きい順に再生 A企
業、再生 B企業、停滞企業、破綻企業との傾向が見られる。停滞企業群、破綻企業群となる
につれて、社長の持つ危機意識の強化の程度は再生企業群より小さくなる。ここに、再生活
動の結果として企業群が分かれる要因のひとつがあると考える。 
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3. 企業により社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 前述第 1 項にて、再生指導専門家の介入指導により再生前後の社長の持つ危機意識が強
化されることが示唆された。そこで、企業の属性や社長の特性に共通する属性や経営者特性
がどのように影響するのかに着目し、社長の持つ危機意識の強化との関係について分析し
た。なお、企業の属性や社長の特性の選択と分類については、第 3 章第 1 節 2 項にて前 
述した通りである。（以下後章においても属性・特性の選択と分類については同様） 
 企業の各属性について以下の分析結果を得た。 
 
3.1「製造業と非製造業」の業種により社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 
1）業種間で社長の持つ危機意識の強さは違いがあるか 
 製造業と非製造業の業種間における社長の持つ危機意識について対応のない 2 群の平均
値の差を検定（両側検定）した結果を表 4.7 に示す。 
①再生前：Ｐ＝0.384、ｔ＝-0.884 と、製造業と非製造業の社長の持つ危機意識の平均値の 
 差の違いに有意差があることは棄却された。 
②再生後における業種間の社長の持つ危機意識の平均値の差は非製造業が 0.412 高いが、 
 Ｐ＝0.238、ｔ＝-1.204 であり有意差があることは棄却された。 
表 4.7 業種間の危機意識の強さの平均値の差の検定 
         
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）業種別に社長の持つ危機意識は再生前に比して再生後は違うか 
 製造業と非製造業の社長の持つ危機意識が、それぞれ再生前と再生後でどのように強化
59 
 
y=-0.009x+2.228 y=-0.013x+3.380
再生前 再生後社歴
R
2
ｔ
回帰式
ｒ -0.222 -0.227
0.049 0.051
-1.205 1.233
業種 ｎ 再生前 再生後
平均値 1.706 2.588
分散 0.471 1.007
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.923 3.000
分散 0.410 0.667
差
P
ｔ
有意差
非
製
造
業
13
1.077
≦0.001
6.062
有
製
造
業
17
0.882
≦0.001
6.061
有
されるのかを、社長の持つ危機意識を対応のある 2群の平均値の差を検定（片側検定）した
結果を表 4.8に示す。 
表 4.8 業種別 危機意識の強さの再生前・後平均値の差の検定 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
①製造業においては、社長の持つ危機意識は再生前に対して再生後は 0.882点強化される。 
 再生前と後の社長の持つ危機意識の平均値の差はＰ≦0.001、ｔ＝6.061で再生後社長 
 の持つ危機意識が有意で強化されたことが示唆される。 
②非製造業の社長の持つ危機意識の差は、再生前に対して再生後は 1.077点強化される。 
 再生前後の社長の持つ危機意識の平均値の差は P≦0.001、ｔ＝6.062 と社長の持つ危 
 機意識が有意で強化されたことが示唆される。 
 
3.2社歴の長さにより社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
１）社歴と社長の持つ危機意識の相関関係について 
 各社の社歴と社長の持つ危機意識の強さの相関関係について表 4.9 に示す。 
表 4.9 社歴と危機意識の相関関係 
 
 
 
 
①再生前：相関係数ｒ＝-0.222、ｔ＝-1.205 であり、社歴と社長の持つ危機意識の間に、 
 相関係数検定表によるとｒ＝0 の帰無仮説は否定に至らず（なお、以後この表現は繰り 
 返しとなるために、都度記すことを省略する）、相関関係は棄却される。 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
40年未満 7 15 2.143 0.810 1.482 0.2451 3.354
60年未満 13 21 1.615 0.256
60年以上 10 18 1.800 0.400
40年未満 7 21 3.000 1.333 0.360 0.7009 3.354
60年未満 13 36 2.769 0.859
60年以上 10 26 2.600 0.711
再
生
後
社歴
再
生
前
社歴 ｎ 再生前 再生後
平均値 2.143 3.000
分散 0.810 1.333
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.615 2.769
分散 0.256 0.859
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.800 2.600
分散 0.400 0.711
差
P
ｔ
有意差
4
0
年
未
満
7
0.857
0.008
3.286
有
6
0
年
未
満
有
13
1.154
≦0.001
7.500
有
6
0
年
以
上
10
0.800
0.002
4.000
②再生後：相関係数ｒ＝-0.227、ｔ＝1.233 と再生前と同様に、社歴と社長の持つ危機意 
 識の相関関係は棄却される。 
 
2）社歴別間で社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 社歴の長さ間（社歴別と表現する）の平均値間の社長の持つ危機意識の強さの違いの有意
性について分散分析した結果が表 4.10 である。 
 なお、ｎが小さいために、確度には限界がある。 
①再生前：Ｐ＝0.2451、Ｆ境界値 3.354 に対する観測された分散比 1.482 であり、社歴別 
 間の社長の持つ危機意識の強さの違いの有意差は棄却される。 
②再生後：Ｐ＝0.7009、Ｆ境界値 3.354 に対して観測された分散比 0.360 である。 
 再生前と同様に、社歴別間の社長の持つ危機意識の強さの違いの有意差は棄却される。 
表 4.10 社歴別間による再生前後の危機意識の強さの分散分析 
 
 
 
 
3）社歴別に社長の持つ危機意識は再生前に比して再生後は違うか 
 さらに、社歴別ごとに社長の持つ危機意識が、再生前と再生後でどのように強化されるか
について、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）結果を表 4.11 に示す。 
表 4.11 社歴別 危機意識の強さの再生前・後平均値の差の検定 
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売上高
0.304
2.414 3.494
回帰式 y=0.0004x+1.478 y=0.001x+2.165
ｒ
R
2
ｔ
再生前 再生後
0.415 0.551
0.173
①社歴 40 年未満：社長の持つ危機意識は再生前に比べて再生後は 0.857 点強化される。 
 P＝0.008、ｔ＝3.286 と、有意となり再生後危機意識が強化されることが示唆される。 
②40 年以上 60 年未満：再生前に比して再生後は社長の持つ危機意識が 1.154 強化され、 
 P≦0.001、ｔ＝7.500 で有意となり再生後危機意識が強化されることが示唆される。 
③60 年以上：社長の持つ危機意識は 0.800 強化され、Ｐ＝0.002、ｔ＝4.000 と有意差を 
 もって強化されることが示唆される。 
 
3.3 売上規模により社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 
1）売上規模と社長の持つ危機意識の相関関係について 
 年間売上高が社長の持つ危機意識とどのような相関関係があるかについて検証した結果 
が表 4.12 である。 
表 4.12 売上高と危機意識の相関関係 
 
 
 
 
①再生前：相関係数ｒ＝0.415、ｔ＝2.414 であり、売上高と社長の持つ危機意識の強さの 
 間には相関関係があることが示唆される。売上規模の大きい企業の社長の方の危機意識 
 が強いことになる。 
②再生後：売上高と社長の持つ危機意識の強さの間はｒ＝0.551、ｔ＝3.494 であり、相関 
 関係にあることが示唆される。 
 
2）売上規模間で社長の持つ危機意識の強さは違うか 
 次に、前述したが年間売上高を規模別に、5億円未満、5億円以上～10億円未満、10億円
以上の 3段階に分類する。この売上規模間に、社長の持つ危機意識の強さに違いがあるかに
ついて、分散分析で検証した結果が表 4.13である。 
①再生前：売上規模間での社長の持つ危機意識の強さの違いについて、P＝0.033、Ｆ値 
 3.354に対して観測された分散比 3.896と売上規模間で社長の持つ危機意識の強さに有 
 意差があることが示唆された。 
62 
 
標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
500百万円未満 14 21 1.500 0.423 3.896 0.033 3.354
1,000百万円未満 6 11 1.833 0.567
1,000百万円以上 10 22 2.200 0.178
500百万円未満 14 32 2.286 0.681 9.706 0.0007 3.354
1,000百万円未満 6 15 2.500 0.700
1,000百万円以上 10 36 3.600 0.267
売上高
再
生
前
再
生
後
売上高 ｎ 再生前 再生後
平均値 1.500 2.286
分散 0.423 0.681
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.833 2.500
分散 0.567 0.700
差
P
ｔ
有意差
平均値 2.200 3.600
分散 0.178 0.267
差
P
ｔ
有意差
1
0
億
以
上
10
1.400
≦0.001
8.573
有
1
0
億
未
満
6
0.667
0.013
3.162
有
5
億
未
満
14
0.786
≦0.001
5.078
有
②再生後では、P＝0.0007、Ｆ値 3.354に対して観測された分散比 9.706 と売上規模間で 
 社長の持つ危機意識の強さに有意差があることが示唆された。 
 特に年間 10億円以上の企業の社長の持つ危機意識の強さが、再生後にはそれ以下の規 
 模の企業との差が大きくなる。 
表 4.13 売上規模間の再生前後の危機意識の違い 
 
 
 
 
 
3）売上規模別に社長の持つ危機意識の強さは再生前に比して再生後は違うか 
 売上規模別に再生前と再生後における社長の持つ危機意識について、対応のある 2 群の
平均値の差を検定（片側検定）した結果を表 4.14 に示す。 
表 4.14 売上規模別 危機意識の強さの再生前・後平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①5 億円未満：社長の持つ危機意識の再生前後の差は 0.786 で、Ｐ≦0.001、ｔ＝5.078 
 である。従って、再生後は再生前に比して有意で強化されたことが示唆された。 
②5 億円以上 10 億円未満：社長の持つ危機意識の再生前と再生後の差は、0.667 で、 
 Ｐ＝0.013、ｔ＝3.162 である。再生前と後の社長の持つ危機意識は有意で強化された   
 ことが示唆される。 
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③10 億円以上：社長の持つ危機意識の強さの平均値は、再生前 2.200 が再生後 3.600 と 
 1.400 強化している。P≦0.001、ｔ＝8.573 と、社長の持つ危機意識の再生前に対する 
 再生後の有意で強化されることが示唆された。 
  
 表 4.12、表 4.13、表 4.14から見られるように、再生前から売上規模の大きい企業の社長
の方が、それ以下の規模の企業の社長より危機意識が強いことが示唆される。再生活動を通
じて、売上規模の大きい企業の社長の方がさらに危機意識を大きく強化していることが分
かる。 
 このように、企業規模が大きい企業の社長の方が、取引先との関係や地域の名誉職、さら
に従業員や取引先への影響などの社会的な影響の大きさを意識する。これによって、企業規
模の大きい社長の方が、小規模企業の社長より危機意識をより強く持っているであろうこ
とが推測できる。 
 米谷雅之（1996）23は「企業規模が大きくなるにしたがって、高い成長を達成している企
業の割合は高まっており、規模と成果（成長率）との間に正の相関関係がある」ことを検証
している。つまり、企業規模の大きい企業の方が、成長志向が強いことを表している。 
 本研究においては、第 1章第 1節にて説明したが、「危機意識とは社長が将来にわたって
自社の存続の可能性に不安を抱く認識」と定義した。将来の存続を実現するためには、成長
することが前提ともなる。従って、この企業規模が成長に影響する傾向は、本論文の社長の
持つ危機意識の強さにも通じるものがあると考える。 
 
4. 社長の特性により社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 介入指導を受けて、社長の特性によって社長の持つ危機意識の強化にどのような違いが
出るのかについて検証を行う。 
 なお、社長の特性の選択と分類については、第 3 章第 1 節 2 項にて前述した通りである。 
  
4.1 社長の年齢により社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
  
1）社長の年齢と社長の持つ危機意識の相関関係について 
 社長の年齢と社長の持つ危機意識の相関について表 4.15 に示す。 
①再生前：相関係数ｒ＝-0.0344、ｔ＝-0.1821 であり、年齢と社長の持つ危機意識の間の 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
40歳代以下 7 14 2.000 0.667 0.555 0.581 3.354
50・60歳代 16 27 1.688 0.363
70歳代以上 7 13 1.857 0.476
40歳代以下 7 20 2.857 0.476 0.043 0.958 3.354
50・60歳代 16 44 2.750 1.133
70歳代以上 7 19 2.714 0.905
再
生
後
社長の年齢
再
生
前
ｒ -0.0344 -0.0336
R
2 0.0012 0.0011
ｔ -0.1821 -0.1779
社長年齢
回帰式 y=-0.002x+1.908 y=-0.003x+2.915
再生前 再生後
 相関関係は棄却される。 
②再生後：相関係数ｒ＝-0.0336、ｔ＝-0.1779 と再生前と同様に相関関係が棄却される。 
 よって、社長の持つ危機意識について社長の年齢では説明ができない。 
表 4.15 社長の年齢と危機意識の相関関係 
  
 
 
 
  
2）社長の年齢別間で社長の持つ危機意識の強さは違うか 
 社長の年齢で、年代別間の社長の持つ危機意識の強さの違いを分散分析で検証した結果
が表 4.16である。 
表 4.16 社長の年代間の再生前後の危機意識の強さの分散分析 
 
 
 
 
①再生前：P＝0.581、Ｆ値 3.354に対して観測された分散比 0.555であり、社長の年代と 
 社長の持つ危機意識の強さの違いの有意差は棄却される。 
②再生後：Ｐ＝0.958、F値 3.354に対して観測された分散比 0.043 と、再生後も社長の年 
 代と社長の持つ危機意識の強さの違いの有意差は棄却される。 
 
 本研究においては、経営的に厳しい状態にある中小企業であることもあり、社長の年齢自
体が際立って危機意識の強化に影響を与える要因にはならないと、年代間における社長の
持つ危機意識の強さの違いの有意差が棄却されたと考える。 
 米谷雅之（1996）24は、「経営者が高齢化すれば、事業の経験や交際範囲は広がり、それだ
け問題を処理する能力は増大するが、他方で現状維持的・硬直的・保守的な態度が蔓延する
のも事実である」と、年齢の影響はケースによって違い必ずしも決め手とはならないという
趣旨の、どちらともとれる状態を述べている。 
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年齢 ｎ 再生前 再生後
平均値 2.000 2.857
分散 0.667 0.476
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.688 2.750
分散 0.363 1.133
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.857 2.714
分散 0.476 0.905
差
P
ｔ
有意差
4
0
代
以
下
7
0.857
≦0.001
6.000
有
7
0
代
以
上
7
0.857
0.008
3.286
有
5
0
・
6
0
代
16
1.063
≦0.001
6.249
有
3）社長の年代別に社長の持つ危機意識の強さは再生前に比して再生後は違うか 
 それぞれの年代ごとに、社長の持つ危機意識が再生前と再生後でどのように強化される
かについて、対応のある 2群の平均値の差を検定（片側検定）した結果を表 4.17にまとめ
た。 
①40 歳代以下：社長の持つ危機意識は、再生前に比して再生後は 0.857 強化された。 
 これはＰ≦0.001、ｔ＝6.000 あり、社長の持つ危機意識は再生前に比して有意差を 
 もって強化されたことが示唆される。 
②50・60 歳代：社長の持つ危機意識が再生前 1.688 に対して再生後 2.750 と 1.063 強化さ 
 れている。これは P≦0.001、ｔ＝6.249 と再生後の社長の持つ危機意識が有意差をもっ 
 て強化されたことが示唆される。 
③70 歳代以上：社長の持つ危機意識も再生後は再生前に比べて、0.857 強化された。 
 これはＰ＝0.008、ｔ＝3.286 で再生後の社長の持つ危機意識の強さは有意で強化され 
 たことが示唆される。 
表 4.17 社長の年代別 危機意識の強さの再生前・後の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2「創業社長と非創業社長」により社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 
1）社長の出自間で社長の持つ危機意識の強さは違うか 
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再
生
後
平均値 3.077 2.529
分散 0.744 0.890
差 0.548
P 0.1135
ｔ 1.634
有意差 -
創業社長 非創業社長
再
生
前
平均値 1.923 1.706
分散 0.410 0.471
差 0.217
P 0.384
ｔ 0.884
有意差 -
出自
ｎ 13 17
出自 ｎ 再生前 再生後
平均値 1.923 3.077
分散 0.410 0.744
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.706 2.529
分散 0.471 0.890
差
P
ｔ
有意差
17
0.824
≦0.001
6.424
有
創
業
社
長
13
1.154
≦0.001
6.040
有
非
創
業
社
長
 創業社長と非創業社長間の社長の持つ危機意識についての対応のない 2 群の平均値の差 
の検定（両側検定）を表 4.18 に示す。 
①再生前：Ｐ＝0.384、ｔ＝0.884 で出自の違いによる危機意識の強さの違いの有意差は棄 
 却される。創業社長は志をもって創業したが、時を経るとその思いが薄れ、危機意識が 
 弱くなった結果、窮境状態に陥ったのではないかと思われる。 
②再生後：創業社長の方が非創業社長の危機意識に比べて 0.548 強くなるが、Ｐ＝0.1135、 
 ｔ＝1.634 と危機意識の強化についての有意差は棄却される。 
表 4.18 社長出自間の危機意識の強さ平均値の差の検定 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
2）社長の出自別に社長の持つ危機意識は再生前に比して再生後は違うか 
 創業あるいは非創業社長の持つ危機意識が、それぞれ再生前と再生後でどの様に強化さ
れたかについて、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）を表 4.19 にまとめた。 
表 4.19 社長の出自別 危機意識の強さの再生前後の平均値の差の検定 
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①創業社長：社長の持つ危機意識は再生前に比べて、再生後 1.154強化された。これは 
 Ｐ＝≦0.001、ｔ＝6.040であり、再生後の社長の持つ危機意識の強さは有意差をもっ 
 て強化されたことが示唆される。 
②非創業社長：社長の持つ危機意識は再生前に比して 0.824強化される。Ｐ≦0.001、 
 ｔ＝6.424と、有意差をもって再生後は強化されたことが示唆される。 
 
 再生後の創業社長と非創業社長の持つ危機意識の強さの差の有意は棄却されるが、創業
社長の持つ危機意識の方が非創業社長より、再生前に比べて社長の持つ危機意識がやや強
くなる傾向が見える。 
 サンプル企業の創業社長が「そういえば、会社を起こしたころは、無我夢中で真剣に仕事
に取り組んできた。それを、今回再生に取組んで、このままじゃ会社は危ない、と強く感じ
た」とか「先が見えない創業時に抱いていた恐怖感や危機感を思い出した」という趣旨の発
言を月次経営改革会議xxvの回を重ねるにつれて半数以上の創業社長から聞くようになる。
さすがに創業社長は介入指導を受けて創業時の思いを取り戻したものと考える。 
 近藤高司・鈴木達夫（1999）25は、「創業者の場合、企業の創業期からこれまで、自らの
指導力、統率力などで企業を牽引してきており、リーダーシップが確立されていると考える
ことができる」と述べている。 
 
4.3 社長の経営タイプにより社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 
1）社長の経営タイプ間で社長の持つ危機意識の強さは違うか 
 これらの経営タイプ間で、どのように社長の持つ危機意識に違いがあるかについて、一元
配置分散分析により検定した結果を表 4.20 に示す。 
 なお、本分析は，経営者タイプと再生前・再生後の二元配置分散分析モデルの適用につい
て以下のように検討した。 
 先ず、経営タイプ間の社長の持つ危機意識の強さの違いを確認するために再生前と再生
後それぞれで一元配置分散分析を行った。これらの経営タイプ間で、どのように危機意識に
差があるかについて、分散分析により検定した結果が表 4.20 である。 
                                                   
xxv 経営改革会議：社長が主催して、会社幹部および再生指導専門家と月次で会社の経営状況とアクシ 
 ョンプランを検討する会議。  
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
ワンマン型 8 19 2.375 0.268 13.256 0.0001 3.354
組織型 6 13 2.167 0.167
放任型 16 22 1.375 0.250
ワンマン型 8 29 3.625 0.268 27.697 0.0000 3.354
組織型 6 21 3.500 0.300
放任型 16 33 2.063 0.329
経営タイプ
再
生
前
再
生
後
変動要因 変動 自由度 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
グループ内 10.667 5 2.133 17.067 3.23E-07 2.621
グループ間 19.167 3 6.389 51.111 1.42E-10 3.009
交互作用 5.833 15 0.389 3.111 0.0065 2.108
繰り返し誤差 3.000 24 0.125
合計 38.667 47
 ｎが小さいので確度に限界があるが、各タイプ間の相異は以下のようにまとめられる。 
表 4.20 社長の経営タイプ間の危機意識の強さの分散分析 
 
 
 
 
①再生前：社長の経営タイプによる危機意識の強さは、P＝0.0001 と小さく、観測された 
 分散比 13.256 と F 境界値 3.354 を大きく上回っており、経営タイプの違いによる危機 
 意識の強さに違いがあることが示唆される。 
②再生後：社長の経営タイプによる危機意識の強さは、P＝2.88E-07、観測された分散比 
 は 27.697 と F 境界値 3.354 を大幅に上回り、再生前以上に危機意識の強さはさらに大 
 きく異なることを示唆している。 
③経営タイプ別に見ると、再生前・後ともにワンマン型と組織型社長の持つ危機意識はほ 
 ぼ同じ強さである。一方、放任型社長の危機意識の強さはワンマン型、組織型 
 社長に比較して、再生前も後もはるかに弱い。 
 
 次に，経営者タイプと再生前・再生後を要因とする二元配置分散分析を行った結果を 
表 4.21 に示す。  
表 4.21 社長の経営タイプと再生前後の危機意識の強さの二元配置分散分析 
 
 
 
 各経営タイプのｎを最小サイズである組織型の 6 社に合わせ、ワンマン型 8 社からラン
ダムに 6 社選択した。放任型は 16 社あるため、放任型①と②の 2 グループ構成した。 
①グループは再生前の危機意識評価点 1 点企業から 6 社選択、②グループは再生前の危機
意識評価点 2 点企業から 6 社選択した。4 つの経営タイプ（各 n=6）と再生前・再生後の二
元配置分散分析を行った結果、グループ内、外とも社長の持つ危機意識の差は、一元配置分
散分析結果と同様に有意差を持って違いがあることが示唆された。 
 交互作用も有意であり，経営タイプと再生前・再生後間の交互作用についても棄却できな
かった．すなわち，経営者タイプで再生前・再生後への成果が異なることが示唆される。 
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経営タイプ ｎ 再生前 再生後
平均値 2.375 3.625
分散 0.268 0.268
差
P
ｔ
有意差
平均値 2.167 3.500
分散 0.167 0.300
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.375 2.063
分散 0.250 0.329
差
P
ｔ
有意差
放
任
型
16
0.688
≦0.001
5.745
有
組
織
型
6
1.333
≦0.001
6.325
有
ワ
ン
マ
ン
型
8
1.250
≦0.001
5.000
有
 これにより、一元配置分散分析については、二元配置分散分析と同様の分析結果となると
考えられるので、本研究は一元配置分散分析で行うものとする。 
 
 
2）社長の経営タイプ別に社長の持つ危機意識の強さは再生前に比して再生後違うか 
 それぞれの経営タイプの社長の持つ危機意識も強さが、再生前と後でどのように強化さ
れるかについて、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）を表 4.22 に示す。 
表 4.22 経営タイプ別危機意識の強さの再生前・後平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ワンマン型社長：再生前に比して再生後の社長の持つ危機意識は 1.250 強化された。 
 Ｐ≦0.001、ｔ＝5.000 で再生後は有意差をもって社長の持つ危機意識が強化されたこ 
 とが示唆される。 
②組織型社長：再生前に比して再生後の危機意識は 1.333 強化された。Ｐ≦0.001、ｔ＝ 
 6.325 で再生後は有意差をもって社長の持つ危機意識が強化されたことが示唆される。 
 このように、ワンマン型社長と組織型社長の持つ危機意識は再生前に比べて再生後はほ
ぼ同じレベルで強化されることが示唆される。 
 金宇烈（2007）26は、「中小企業の場合、ワンマン経営者が多く、ほとんどの意思決定は
経営者一人で行う。言い換えると会社の存続と成長は経営者一人の能力次第である。参画 
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件数
再生A 再生B
ワンマン型 8 2 6 0 0
組織型 6 4 2 0 0
放任型 1 0 1 10 5
計 15 6 9 10 5
停滞 破綻再生
経営タイプ
再生結果
型（本研究で言う組織型と同意）では、社員 1 人ひとりが主体となって五感と体験を共有
し、改善と革新と新たな価値を実現していくものである」と述べている。この内容について
は、筆者は、企業の存続と成長は社長一人の意思決定や能力のみで決まるものではないと思
っているが、強く主張する意味は理解できる。 
 
③放任型社長：社長の持つ危機意識は再生後Ｐ≦0.001、ｔ＝5.745 と有意で強化された 
 ことが示唆される。しかし、強化されても、その変化は 0.688 程度でワンマン型、組織 
 型社長の半分くらいの変化に過ぎない。また、再生後の放任型社長の危機意識の強さは 
 2.063 で、再生前のワンマン型 2.375、組織型社長 2.167 にも及ばない。 
 
 放任型社長の持つ危機意識は、前述のように再生後は強化されるもののワンマン型、組織
型社長の持つ危機意識の強さに比してはるかに弱い。 
 そこで、放任型社長について以下に検討してみる。 
 全サンプル企業 30 社について、経営タイプ別の再生結果を表 4.23 にまとめた。 
表 4.23 社長の経営タイプ別再生結果 
  
 
 
 
 
 放任型社長は 16 社であり、ワンマン型 8 社、組織型 6 社である。表 4.23 から停滞企業
10 社、破綻企業 5 社はすべて放任型社長の企業である。放任型社長の企業で再生を果たし
た企業は 1 社しかない。一方で、ワンマン型、組織型社長の企業は全て再生しており、停
滞、破綻企業は 1 社もない。 
 これからも、放任型社長は企業再生を具現化するのは難しい、ということが分かる。 
 放任型とは、言いかえると放漫経営xxviにつながる。 
 亀井利明（1988）27は、「放漫経営は、経営者の経営意欲喪失と経営管理能力欠如である。 
放漫経営のリスクは場合によってワンマン経営のリスクよりも倒産可能性を高めるリスク
                                                   
xxvi 放漫型経営：本業外への資産流出、本業外での事業失敗、ずさんでいい加減な企業経営を称する。 
 （帝国データバンク） 
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である。ワンマン経営のリスクは中小企業に大なり小なり見られるもので、このリスクは時
によって企業を成長に導くこともあるが、放漫経営のリスクは救いがたいもので、近き将来、
企業倒産に直結するものである」と述べている。 
 放任型社長は、社長の持つ危機意識が弱いため経営意欲の喪失を招き、経営管理能力も欠
如する意味で、上記のような放漫経営につながるとも考えられる。一方で、放漫経営には、
回収を顧みずに奔放な投資をしてしまうような経営も含まれる。例えば、ワンマン型社長の
本業以外への資産流出という意味での放漫経営ということである。しかし、本研究のサンプ
ル企業のうちのワンマン型社長 8 名は、事業経営にあたっては、そのようなムダな投資的
な放漫経営はしてなかった。 
  
 本論においては、上述のようにワンマン型と組織型の社長の持つ危機意識の強化は、ほぼ
同様のレベルである。企業の置かれている経営状態やこれまでの社風などによって、ワンマ
ン型が良い場合と、組織型が良い場合がある。したがって、その企業の経営実態や社風によ
りいずれのタイプが適するか、ということになる。一概にいずれが良いかと一方的に断定で
きないものと解釈する。 
 しかし、前述のように放任型社長の場合は、危機意識は弱いために再生につながらない場
合が多い。 
 
4.4 社長の注力業務により社長の持つ危機意識の強さに違いがあるか 
 社長にはウェイトをおいている「注力業務」がある。この注力業務の違いと社長の持つ危
機意識の強化との関係について検証する。 
 
1）社長の注力業務間で社長の持つ危機意識の強さは違うか 
 各注力業務間の社長の持つ危機意識の強さの相異について、ｎが小さいので確度には限
界があるか、分散分析により検定した結果が表 4.24 である。 
①再生前：営業型と現場型、管理型、「なし」の注力業務間の社長の持つ危機意識の強さは、 
 P＝0.012、Ｆ値 2.975 に対して観測された分散比 4.409 と有意で注力業務によって違い 
 があることが示唆される。 
②再生後：注力業務間の危機意識の強さは、P≦0.001、観測された分散比も 8.493 と 
 F 境界線 2.975 と比べはるかに大きい。注力業務間における社長の持つ危機意識の強さ 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
営業型 9 20 2.222 0.194 4.409 0.012 2.975
現場型 7 12 1.714 0.571
管理型 6 12 2.000 0.400
なし 8 10 1.250 0.214
営業型 9 32 3.556 0.278 8.493 ≦0.001 2.975
現場型 7 18 2.571 1.286
管理型 6 18 3.000 0.400
なし 8 15 1.875 0.125
グループ
再
生
前
再
生
後
 は有意差をもって異なることが示唆される。再生前・後とも、「注力業務なし」の社長の 
 持つ危機意識の強さが、営業型、管理型の社長の持つ危機意識に比べて、特に再生後に 
 おいて圧倒的に低いことを示唆している。 
③再生後の社長の持つ危機意識は強い方から営業型、管理型、現場型、注力業務なしで 
 ある。 
表 4.24 社長の注力業務間の危機意識の強さに関する分散分析 
 
 
 
 
 
 
 上記から、営業型社長は顧客や市場との関係が深いことにより、会社の先行きの受注見通
しやマーケットニーズとの関係などの生情報を敏感に受け止めることができる。自社の危
機の存在を直に認識できることが社長の持つ危機意識の強化につながると考える。 
 管理型社長は、経理や総務などの管理業務を経験しており、会計も含めて計数管理につ 
いて関心を持っているため、会社の経営や売上状況などについて把握できる。そこで、製造
現場や店舗を主体に見ている現場型社長よりは経営状態を把握し、認識できるために現場
型社長より危機意識が強くなると考える。 
 
2）社長の注力業務別に社長の持つ危機意識は再生前に比して再生後は違うか 
 それぞれの注力業務ごとの社長の持つ危機意識の強さが、再生前と後でどのように違う
かについて、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）結果を表 4.25 に示す。 
①営業型社長：社長の持つ危機意識は、再生前に比べて再生後では 1.333 強化され、 
 Ｐ≦0.001、ｔ＝5.657 で、有意差をもって社長の持つ危機意識が強化されていること 
 が示唆される。 
②現場型社長の場合は、再生前・後の社長の持つ危機意識の差は 0.857 である。Ｐ＝ 
 0.008、ｔ＝3.286 と社長の持つ危機意識の強化は有意で示唆される。 
③管理型社長の場合は、再生前・後の社長の持つ危機意識の差は 1.000 である。Ｐ＝0.010、 
 ｔ＝2.739 で有意で強化されていることが示唆される。 
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経営タイプ ｎ 再生前 再生後
平均値 2.222 3.556
分散 0.194 0.278
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.714 2.571
分散 0.571 1.286
差
P
ｔ
有意差
平均値 2.000 3.000
分散 0.400 0.400
差
P
ｔ
有意差
平均値 1.250 1.875
分散 0.214 0.125
差
P
ｔ
有意差
営
業
型
9
1.333
≦0.001
5.657
有
な
し
型
8
0.625
0.006
2.739
有
管
理
型
6
1.000
0.010
2.739
有
現
場
型
7
0.857
0.008
3.286
有
④注力業務なしの社長の場合は、再生前・後の社長の持つ危機意識の差は 0.625 である。 
 Ｐ＝0.006、ｔ＝2.739 で有意で強化されていることが示唆される。但し、再生後の社長 
 の持つ危機意識の平均値が 1.875 と、再生前の営業型社長の持つ危機意識 2.222、管理 
 型社長の 2.000 にも及ばない低さである。 
⑤注力業務別の再生後の社長の持つ危機意識の強さは、強い方からⅰ．営業型 ⅱ．管理 
 型 ⅲ．現場型 ⅳ、なし の傾向である。 
表 4.25 社長の注力業務別 危機意識の強さの再生前・後の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 「注力業務なし」の社長の危機意識は、前述のように再生後でも現場型社長の再生前の危
機意識の強さのレベルになったに過ぎない。営業型、管理型社長に対して、注力業務なし型
社長の持つ危機意識の強さは相当低いことが示唆される。 
 表 4.26 に示すように注力業務なしの社長が 8 人いるうち、何と 7 名が停滞企業と破綻企
業に分類されている。従って、「注力業務なし」の社長は再生をすることはむずかしいと言
えよう。 
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件数
再生A 再生B
営業型 8 4 4 1 0
現場型 3 1 2 3 1
管理型 3 1 2 3 0
なし 1 0 1 3 4
計 15 6 9 10 5
注力業務
再生結果
再生 停滞 破綻
危機意識 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 1.800 0.441
再生後 30 2.767 0.875
0.967 ≦0.001 8.610 有
表 4.26 注力業務別再生結果 
 
 
 
 
 
 
5．小括 
 本章仮説 1 検証 1 での、再生指導専門家の介入指導による、社長の持つ危機意識の強化
の検証についてまとめる。 
 
5.1 社長の持つ危機意識強化のための介入指導手法について 
 社長の持つ危機意識を強化させるためには、社長に自社の経営状態を正しく認識させる
ことが必須である。 
 そのためには、会社の現在の経営力を社長に理解できるように「見える化」すると効果的
である。その経営力を評価するために、第 1 節 2.1 に述べた「経営評価点」により、安全
性・収益性・生産性および全体について客観的に経営力を評価点する。 
 さらに、その評価点を、第 1 節 2.2 に述べた「再生企業のライフサイクル」図により、現
在の会社の位置づけを明確に示すことで、社長は自社の経営力を視覚的にも知る。これによ
り社長の持つ危機意識は強化をされていくことになる。 
 
5.2 介入指導により社長の持つ危機意識がどのように強化されるか 
 表 4.3（再掲）に示す通り、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）により、再
生前の危機意識の評価点の平均値が 1.800 点に対して、再生後は 2.767 点と 0.967 点強化
しており、P≦0.001、ｔ＝8.610 であり、再生後の方が有意差をもって高くなっていること
が示唆された。 
表 4.3 危機意識の強さの再生前と後の平均値の差の検定 （再掲） 
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P 有意差 P 有意差
業種 0.384 - 0.238 -
社歴 0.245 - 0.701 -
売上高 0.033 有 0.001 有
年齢 0.581 - 0.958 -
出自 0.384 - 0.114 -
経営タイプ ≦0.001 有 ≦0.001 有
注力業務 0.012 有 ≦0.001 有
　再生前 　再生後
属性・特性
会
社
社
長
分類 P（再生前/再生後） ｔ値 有意差
製造業 ≦0.001 6.061 有
非製造業 ≦0.001 6.062 有
40年未満 0.008 3.286 有
60年未満 ≦0.001 7.500 有
60年以上 0.002 4.000 有
5億円未満 ≦0.001 5.078 有
10億円未満 0.013 3.162 有
10億円以上 ≦0.001 8.573 有
40歳代以下 ≦0.001 6.000 有
50・60歳代 ≦0.001 6.249 有
70歳代以上 0.008 3.286 有
創業社長 ≦0.001 6.040 有
非創業社長 ≦0.001 6.424 有
ワンマン型 ≦0.001 5.000 有
組織型 ≦0.001 6.325 有
放任型 ≦0.001 5.745 有
営業型 ≦0.001 5.675 有
現場型 0.008 3.286 有
管理型 0.010 2.739 有
なし 0.006 2.739 有
経営タイプ
注力業務
企
業
属
性
社
長
特
性
企業属性・社長特性
業種
社歴
売上高
年齢
出自
5.3 企業属性・社長特性により介入指導による再生前後の社長の持つ危機意識の強化 
  に違いがあるか 
1）各属性・特性の項目分類間の社長の持つ危機意識の強さの違い 
 企業属性や社長特性の項目分類間で、介入指導が再生前後の社長の持つ危機意識の強化
に違いが発生するか、について、対応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）、または
分散分析により検証した結果のＰ値を表 4.27にまとめる。 
表 4.27 企業属性・社長特性の項目分類間の危機意識の違いの検定 
     
 
 
 
 
①項目内分類間で危機意識の強化に違いが示唆される属性・特性： 
    売上高規模の違い、経営タイプの違い、注力業務の違い 
②項目内分類間で危機意識の強化の違いが棄却される属性・特性： 
    業種（製造業・非製造業）、社歴の長さ、社長の年齢、社長の出自 
2）属性・特性ごとの社長の持つ危機意識は再生前に比して再生後は違うか 
 介入指導を受けて、属性や特性の項目分類別に、再生前後の危機意識の強化に違いがある
かについて、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）結果を表 4.28 にまとめる。 
表 4.28 企業属性・社長特性別再生前・後の危機意識の差の検定 
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ｒ 有意差 ｒ 有意差
社歴 0.222 - 0.051 -
売上高 0.415 有 0.551 有
年齢 0.034 - 0.034 　-
属性・特性
再生前 再生後
ワンマン組織 放任 あり なし
ｎ 14 16 22 8
平均値 2.286 1.375 2.000 1.250
分散 0.220 0.250 0.381 0.214
差
P
ｔ
有意差
ｎ 14 16 22 8
平均値 3.571 2.063 3.000 1.875
分散 0.264 0.329 0.762 0.125
差
P
ｔ
有意差
再
生
前
再
生
後
-3.510
有
有
≦0.001
-7.543
有
-1.509
項目
有
-1.125
0.002
経営タイプ 注力業務
-0.911
≦0.001
-5.123
-0.750
0.004
-3.119
 介入指導を受けて、企業属性および社長特性に関わらず、P 値の違いはあるが本研究の
対象とした全ての属性・特性で有意で再生後の危機意識の強化が示唆される。 
 
3）社歴・売上高・年齢と危機意識の相関関係に違いがあるか 
 連続量である社歴・売上・年齢と再生前・再生後の社長の持つ危機意識との相関関係につ
いて、表 4.29に示す。介入指導を受けてその影響を受け実行力を大きく向上させる企業と
あまり変化のない企業が、どのような属性・特性にあるか相関係数から分析することが狙い
である。 
表 4.29 社歴・売上高・年齢と危機意識との再生前・後の相関係数ｒ値 
 
 
 
 売上高と社長の危機意識間には、再生前はｒ＝0.415、再生後はｒ＝0.551 と正の相関関
係が示唆される。従って、売上高の大きい社長の方が前から危機意識を持っていたが、介入
指導を受けてさらに危機意識が強化されることが示唆された。なお、社歴および社長の年齢
については、社長の持つ危機意識の強さとの相関関係は棄却された。 
 
5.4 なぜ放任型社長と注力業務なし社長の持つ危機意識は強化されないか 
 経営タイプにおける放任型社長と注力業務における注力業務なし型社長の持つ危機意識
の強さとそれぞれ他の分類の社長と対応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）結果を
表 4.30に示す。 
表 4.30 放任型・注力業務なし型と他との危機意識の検定 
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分類項目 判定基準
意思決定 決めない
指示 指示しない
コミュニケーション なし
スピード感 なし
実績ある業務 これといってない
視線先 これといってない
主行動ゾーン これといってない
主な経営課題 これといってない
放
任
型
経
営
タ
イ
プ
な
し
型
注
力
業
務
①経営タイプ：放任型社長とワンマン・組織型社長の持つ危機意識の強さの差は、放任型 
 社長の方が再生前 0.911、再生後 1.509低い。この差はいずれも有意であることが示唆 
 される。 
②注力業務：注力業務なし型社長とあり型（営業型・現場型・管理型）社長の持つ危機意 
 識の強さの差は、注力業務なし型社長の方が、再生前 0.750、再生後 1.125低い。この 
 差はいずれも有意であることが示唆される。 
 
 さらに、前出表 4.23社長の経営タイプ別再生結果によると、停滞企業 10社と破綻企業 5
社は全て放任型社長の企業である。ワンマン型、組織型社長の企業が停滞したり、破綻した
企業は本研究においては 1社もない。 
 また、前出表 4.26 注力業務別再生結果によると、注力業務なし型社長の企業 8社のうち
停滞企業 3社破綻企業 4社であり再生企業は 1社のみである。 
 
 表 4.30に示すように、放任型社長と注力業務なし型社長の持つ危機意識がいかに他のタ
イプの社長に比して、弱いかがわかる。 
 なぜ、この放任型社長と注力業務なし型社長の持つ危機意識が他の社長と比較して弱い
のかについてであるが、その要因は表 4.31に示す社長として各分類項目に対する判定基準
の内容を見ると明確にわかる。 
表 4.31 放任型・注力業務なし型の判定基準 
 
 
 
 
 
 
①経営タイプ放任型：意思決定はしない、指示をしない、社員とのコミュニケーションを 
 とらない、物事をすすめるスピード感はない、と判定されている。 
②注力業務なし型：これまでにこれといって実績ある業務がない、経営の視線を特に向け 
 ている先はない、社長としての力を入れて行動していることは顧客でもなく、現場でも 
 ないようにこれといってない、社長として取組む課題も持っていない、と判定されてい 
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 る。 
 このように、厳しい経営状態にありながら、表 4.30に示すように社長の持つ危機意識の
評価点は、再生前では 1.3 点程度を前後、再生後でも 2 点を前後しているほどの弱さであ
る。 
 
 徳岡晃一郎（2004）28は、考えない組織、考えない人々に代表される日本の企業に警鐘を
鳴らす。「上からの課題を、そのまま土管のようにスルーして部下に降ろし、何とか対応し
ておけ、くらいの指示しかしない、何も考えていない上司を『土管管理職』という。このよ
うな管理職には共通の行動パターンがある。肝心な時にいない、戦うべき時に逃げる、責任
を部下に取らせる、説明責任を果たさない、何をしたいのかよくわからない、現場を知らな
い・・・」。まさに、このような経営がなされているのが、管理職ではなくその上の立場で
ある放任型社長、注力業務なし型社長なのである。 
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第 5 章 仮説 1・検証 2 
 「介入指導を受けて会社の実行力は向上される」の検証 
 
 仮説 1は、「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識や会社の実行力は強化さ
れる」である。 
 第 4 章においては、「検証 1」として、再生指導専門家の介入指導により社長の持つ危機
意識がどのように強化されるかを検証した。 
 そこで、本章においては、「検証 2」として、再生指導専門家の介入指導により、会社の
実行力はどのように強化されるかについて検証する。 
 
第１節 会社の実行力向上のための介入指導方法 
 検証 2 においては、会社の実行力向上のための有効な介入指導手法について述べる。ま
た、第 3 章第 1 節 1 項にて述べたように、実行力を「計画立案力」とその計画を実際に進
めていく「実行推進力」の二項に分類してそれぞれの介入指導方法を述べる。 
 さらに、その指導を受けて、会社の実行力がどのように向上されるかを検証する。 
 
1. 計画立案力向上のための介入指導方法 
 第 2 章第 2 節 1.2 項にて詳細を述べたが、「経営計画書」を作成したものの、それが主に
融資を受けるためだけであったり、金融機関などに任せて作ってもらったりすることが多
い。そのために、計画書に具体的なアクションプランがほとんど盛り込まれていなかったり、
策定されていても実行に至らないケースがほとんどである。 
 そこで、再生指導専門家は下記に例として述べるように「計画立案力」（再生目標に効果
的に結びつく適切なアクションプランの策定力を意味する）と「実行推進力」（成果に結び
つけていくために着実にアクションプランの実行の推進力を意味する）の 2 点の向上を図
るために介入指導を行う。 
 まず、当項では、計画立案力を向上させるための介入指導方法をまとめる。 
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1.1 経営改革戦略計画書の策定 
 中小企業再生支援協議会xxviiや金融機関では、再生に関係する計画書を「経営改善計画書」
と称しているが、ＰＬ、ＢＳを主体とした経営実績と当期計画、中期計画などの財務的内容
と、金融機関が重点を置く返済計画を主体にして構成されている。 
 経営改善計画書の策定にあたっては、中小企業再生支援協議会に属する相談員（主として
税理士や中小企業診断士）やメインバンクが担当する。 
 そのため「どのようにして収益改善をするか」という最も重要な項目である改善施策につ
いては、一般論的な内容に留まっていることが多い。時に、施策が記載されている場合もあ
るが、そのアクションの実行により、成果がどのように得られるかについての計数的な裏付
けはない。つまり、思いつく効果のありそうなアクションタイトルを羅列している程度であ
ることが多い。 
 筆者は企業としては返済も大事であるが、再生を実現するためには、成果に結びつくアク
ションプランの策定が重要と考えている。 
 なお、本研究でいう経営計画書は、経営理念・経営ビジョンからはじまり、中期収益計画
財務計画、当期収益計画・財務計画、返済計画、資金繰り計画、組織・人事計画、金融機関
への要請事項などに加え、経営再生に直接関係する再生施策計画である「経営改革アクショ
ンプラン」（アクションプランと略称する）で構成する。 
 再生指導専門家は、デューデリジェンスにより得られた経営再生に関する情報に従って、
次のように経営計画書、その中でもアクションプランの策定を以下のように進めて行く。 
①財務・事業デューデリジェンス等から得られた情報に基づき、当期および中期の再生方 
 針および再生を実現するための経営再生戦略の柱となる経営指標と目標値の設定を行う。 
②上記の経営指標の目標に対応するための、主要施策を策定する。 
③この主要施策は経営目標の達成に対する効果を推測し、実行することで目標達成にどれ 
 だけ寄与できるかを計数的に検討する。 
④主要施策には、実行責任者と実行期間が明示される。 
⑤このアクションプランを実行することにより、全体として再生目標を達成できることを 
                                                   
xxvii 中小企業再生支援協議会： 中小企業庁管轄のもと各都道府県商工会議所に設置された中小企業の事 
 業再生を支援するため、窓口相談や債権者調整等を含む再生計画の策定支援を行なう組織。 
 中小企業再生支援協議会の業務として、事業の再生が極めて困難な中小企業に対して、経営者保証 
 ガイドラインの適用を含め必要に応じて債務整理に向けた助言等や、財務面・事業面の調査方法など 
 について所要の見直しを指導する。 
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＜計画立案力指導＞
経営改革戦略計画書
アクションプラン策定
＜実行推進力指導＞
幹部インタビュー
経営者特性調査
デューデリジェンス報告書
経営改革方向付け検討会
財務諸表他資料
予備調査・分析
財務精査 事業精査
経営改革戦略計画書
経営計画発表会
月次経営改革会議
経営改革推進
チーム
改革100日戦争
 確認する。 
 介入指導にあたっては、再生を実現するために、これまでの経営の進め方の延長ではなく、
経営のあり方や進め方を見直して、抜本的に改革する必要がある。 
 そのために、当経営計画書の策定は再生指導専門家と社長および会社の幹部が一体とな
って作成する。「経営改革推進チーム」と称するプロジェクトチームを結成して全社的活動
の中心的役割を果たすことが多い。そこで、筆者はこのように策定する計画書を「経営改革
戦略計画書」（本研究では単に経営計画書と略称する場合がある）と称している。 
 
1.2 経営改革戦略計画書策定のステップ 
 再生を実現するために、より効果的な経営改革戦略計画書を策定し、そのアクションプラ
ンを着実に実行するためのステップを図 5.1 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.1 経営改革推進ステップ  （筆者作成） 
 このステップは、財務・事業精査（デューデリジェンス）と経営改革戦略計画書と経営改
革会議の 3 点を大きなポイントとして構成している。 
 アクションプランは図 5.1 の経営改革戦略計画書の主要計画として策定される。さらに、
経営計画発表会において、全社員に告知し、月次経営改革会議にてアクションプランの推進
状況が確認される。 
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⊕
⊖
BS（財務）改革
PL（収益）改革
ビジネスモデル変革
収益力の位置づけ 主要改革戦略の方向付け
0
収
益
力
時間
　　　　　　　　ヘドロ域
改革域
改善域
成長域
1.3 経営改革戦略の方向付け 
 経営改革戦略計画書では、あくまでも再生を実現させるための効果的な戦略を策定する
ことが重要である。 
 再生戦略を立案する時には、その企業の現在置かれている収益力の位置づけxxviiiにより、
重点を置く戦略が異なる。図 5.2 に収益力と主要改革戦略の方向付けの概念的なチャートを
示す。これは、筆者の知見をもとにして作成したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.2 収益力の位置づけによる主要改革戦略の方向付け （筆者作成） 
 
 図 5.2 に使用している用語は以下の通りに定義する。更にその位置するゾーンでの主要戦
略の方向付けを図 5.2 の右側に記す。なお、当用語は社長や経営幹部が理解しやすいように
するために、筆者が名付けた用語であり、特に学問的視点からのものではない。 
・ヘドロ域xxix：例えば海底のヘドロの中に埋没するような多額な債務を抱えている状態を 
 言う。再生の方向付けとしては、例えば遊休資産の処分などバランスシートの健全化や、 
 場合によっては会社分割xxxや民事再生まで視野に入れる必要がある。 
・改革域：債務超過であったり、借入金過多や赤字決算が継続している状態を言う。 
 再生のためには、売掛金回収促進、棚卸圧縮などの財務リストラに加えて、原価低減、 
                                                   
xxviii 収益力の位置づけ：図 5.2 の収益力の位置づけに使用するゾーンについて、金融機関の債務者区分 
  との関係はおおよそ以下のようになる。ヘドロ域：要管理先～破綻懸念先、改革域：要注意先～要管理 
 先、改善域：要注意先～正常先、成長域：正常先。 
xxix ヘドロ域：不良債権がへばりついている状態を言う。筆者の命名。 
xxx 会社分割：企業組織再編の手法の一つで既存の会社（分割会社）を他の既存の会社（承継会社）ま 
 たは新設する会社（設立会社）に分割する手法で、分割方式により吸収分割と新設分割の 2 通りある。 
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 人員合理化などの業務リストラ、儲からない事業の撤退などの事業リストラといった三 
 大リストラxxxiの活用が必要である。 
・改善域：赤字決算状態は脱したが、債務超過や借入金過多の状態は、改革域ほどではな 
 いが解決すべき課題として残っている。特に収益改善を主体とした原価管理、生産性向 
 上、ビジネスモデル変革策などを導入することで、さらに売上・利益増加を主体として 
 実行する。 
・成長域：経営的には健全な状態であり、さらに企業規模的にも財務的にも成長路線を進 
 めることができる経営力のある経営状態をいう。更なるビジネスモデルの変革、M&A や 
 株式上場などが視野に入る。 
 
 再生指導専門家は、デューデリジェンス情報から、指導先企業の図 5.2 上における位置づ
けを確認し、経営再生戦略の立案のための方向付けを決める参考としている。 
 本研究の対象サンプル企業はほぼ改革域からヘドロ域に位置している。そこで、経営再生
戦略の方向付けは、まず収益改善が主体となり財務改善が続く。なお、当然のことながら運
転資金の枯渇があるため資金繰りも厳しい状態にある。従って、金融機関からの支援を受け
るための金融対策は欠かせない。 
 
1.4 アクションプランの策定 
 
1）アクションプランの策定方法 
 経営改革戦略計画書の一部である再生活動の中核をなす経営改革アクションプランは第
3 章第 3 節 2.2 項表 3.8 に示したように①マーケティング戦略②収益構造構築戦略③ビジネ
スモデル変革戦略④財務・金融政策の主要項目により構成する。 
 なお、実行推進力は、この経営改革アクションプランに対する実行の進捗度を前述表 3.7
の実行力評価基準に基づき評価し、表 3.9の実行力評価表にまとめている。 
 経営改革戦略計画書においては、社長が経営改革アクションプランを実行することによ
って目指す収益目標を実現できるアクションプランであることが必要条件である。従って、
経営改革アクションプランを策定するにあたっては、財務・事業デューデリジェンスに基づ
                                                   
xxxi 三大リストラ：経営再生の手段として、財務リストラ、業務リストラ、事業リストラを「再生の三 
 大リストラという。 
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金額 ％ 金額 ％
指標
再生前 再生後 差異
金額 ％
230.0 16.2
売上高総利益 106.5 7.5 270.6 16.4 164.1 8.9
売上高 1,420.0 100.0 1,650.0 116.2
販管費 231.0 16.3 202.5 12.3 -28.5 -4.0
13.8経常利益 -154.5 -10.9 48.1 2.9 202.6
き社長・幹部と経営再生指導専門家が中心となった経営改革推進チームが徹底的に検討し
て決定する。 
 
2）アクションプラン策定の事例 
 再生結果に効果的に結びつくアクションプランの策定について、具体的な事例により説
明する。（なお、秘密保持の関係で、一部数値を変更してある部分がある。以下同様） 
 事例の企業は、第 1章第 1節 4項「中小企業はなぜ社長次第なのか」において取上げた
企業である。 
 本研究のサンプル企業で社名は A社とする。介入指導開始後 2年で V字回復を実現し
た。業種は製造業であり従業員数は再生開始時点で約 70名である。 
 A社の再生前と再生後の収益構造を表 5.1に示す。 
 再生前における A社の年間売上高 1,420.0百万円に対して経常利益は-154.5百万（売 
上高比-10.9％）と大変に厳しい収益構造であったため、これを早急に再生するために再
生指導専門家の介入指導が始まった。中小企業再生支援協議会案件であり、同協議会とメ
インバンクからは、「多分再生は難しくダメだと思うが、何とか再生させてほしい」との
要望であった。 
表 5.1 A 社の再生前・後の収益構造 
 
 
 
 
 
 
 再生指導を行った結果、再生指導開始の 2年後には、表 5.1の再生後に示すように経常
利益が 48.1百万円（売上高比 2.9％）と大幅黒字化することができた。 
 この指導課程について、経営改革戦略計画書とアクションプランの策定を中心にして、
事例として以下に述べる。 
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基本戦略 推進のポイント
1.経営機能の正常化 ①経営機能を社長を中心として運営する正常な体制にする
①社内営業力強化
②主要顧客の明確化と重点攻略による売上増加
2．マーケティング戦略
5．財務・金融政策
①リスケジュール・金利低減などによる借入金返済の軽減化
②再生活動に対するメインバンクの協力・支援の要請
3．収益構造構築戦略
4．ビジネスモデル変革戦略 ①製品の単一生産から川下工程をカバーすることによる付加価値増加
①社長をはじめとする収益改革意識の向上
②内製化促進、歩留まり改善などによる粗利率の確保
3）事例企業のアクションプラン 
 表 5.1に示すように、A社は再生前の経常利益が▲154.5百万円であったが、再生後に
は 48.1百万円と 202.6百万円の改善をみた。これは、下記に述べる A社の経営改革戦略
計画書の策定における計画立案力とアクションプランを行動に移す実行推進力が適切であ
ったことの結果であると考える。 
 経営改革戦略計画書の策定に当たっては、経営理念の明確化、再生に向けての当期およ
び中長期の収益、財務計画に併せて、その数値目標を実現させるためのアクションプラン
の作成が重要である。財務精査および事業精査などの結果から、まず表 5.2に示す「アク
ションプランの基本戦略」を策定した。 
表 5.2 A 社のアクションプランの基本戦略 （A 社経営改革戦略計画より筆者作成） 
 
 
      
 
 
 
 
 
 通常アクションプランは表 5.2の基本戦略欄の 2.マーケティング戦略 5.財務・金融政
策までの四項目が主体となる。しかし、事例の A社のアクションプランの基本戦略の最上
位に「1.経営機能の正常化」という項目が記載されている。それは、以下の理由による。 
 A社がこれほどの収益悪化を招いた大きな要因として、事業精査の結果「経営が機能し
ていない」ということが以下の様に判明したことによる。 
 社長が 1年余の期間、病気により入院治療、その後リハビリを行っている間に No.2の
取締役が経営実権を握り、回復後も社長の同意がないまま社長の追放を画策、社長が経営
から実質的に疎外された状態にあった。社長自身は、どうすることもできずに、経営をす
る気力も薄れ、仕事以外の名誉職や趣味に時を過ごす日々であった。 
 いわば、司令塔がはっきりしない無政府状態であったと言える。一方、後継を狙った
No.2の取締役も社員たちを率いて行くほどの指導力も人望もなかった。結局は経営に関し
ては社員任せとなり、経営体質が極度に悪化し、表 5.1の再生前の収益状態となった。 
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・月次経営改革会議の実施
・社長による重点現場指導の実施
・改善達成努力賞（報酬制）の導入
・役員報酬カット
・発送運賃の合理化
担当役員
・品質、歩留まりの向上
２．売上総利益率の向上
・社内稼働率の改善 ・自動機ラインの完全2直稼働化 当期6月～
・材料費の低減
当期4月～
当期4月～
当期5月～
当期4月～
当期5月～
ライン長
工場長
売上高経常利益率
▲10.9％⇒+2.0％
売上総利益率
7.5％⇒15.0％
社長
・利益チャレンジ社風の構築 当期4月～ 社長
・ミニカンパニー制の導入
・切替方法を合理化し稼働アップ
・工程品質改善活動の導入
・設備の事前メンテナンスの実施
・材料配合比率の見直し
・個別原価管理の実施
・電力費、消耗品費のゼロ見直し
当期5月～
当期5月～
社長
担当役員
役員
工場長
当期6月～
当期下期～
当期下期～
当期4月～・ムダ経費の排除活動の促進
ライン長
工場長
担当役員
工場長
主要戦略 推進内容 主要対策 実施日目標
担当
責任者
１．収益改革意識の向上
・部門別収益計画と進捗の明確化 ・経営計画発表会と成果報告会実施 当期5月、8月 社長
 そこで、再生指導専門家はまず経営機能が正常になるよう、メインバンクにも提案し社
長を中心とした経営機能を構築するため社長はじめ役員の意識改革の指導から始めた。こ
れが、表 5.2の四項目の対策の上位に「経営機能の正常化」を取り上げた理由である。 
 社長は一切の外部の名誉職を辞任した。社員全員を集めて、これまで無政府状態にした
ことを詫びるとともに今後の決意を表明した。 
 また、この社長の決意を形に表すために社長室を廃止し、社長は一般事務室に席を置
き、社員たちとコミュニケーションを積極的に取るようにした。製造現場にて品質や工程
管理について現場監督者の相談に乗るよう努めた。 
 このような経緯が、経営機能を正常化させるための対策事例の一部であり、これこそ介
入指導によらなければ真相を知ることもできない企業の実態である。 
 
 表 5.2のアクションプランの基本戦略に基づいた、収益構造構築戦略の一部を表 5.3に
示すが、その項目ごとに主要戦略をブレークダウンする。 
 なお、表 5.3の主要戦略と推進内容計画は、全体の中から本研究に関係する収益改善に
対する戦略を抜粋したものである。 
 例えば主要戦略の「1.収益改革意識の向上」における「ムダ経費の排除活動の促進」
や、「2.売上総利益率の向上」における各主要対策については、それぞれ収益に対する寄
与効果について、定量的に予測してある。 
表 5.3 A 社の「収益改善対策の主要戦略と推進内容計画」 
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経営改革戦略計画発表会（半期）
経営改革会議（月次）
改革検討会（週次）
成果発表会（半期）
日々決算検討会（日次）
2. 実行推進力向上のための介入指導方法 
 「経営計画書」を作成したものの、前項 1.1 で述べたように、それが主に融資を受けるた
めだけであったり、金融機関などに任せて作ってもらった計画書であることが多い。従って、
経営計画書に具体的なアクションプランがほとんど盛り込まれていなかったり、策定され
ていても実行につながらないことが多くの現実である。 
 そこで、当項では「計画を実行」させる、つまり実行推進力を向上させること狙いとした
指導の方法について述べる。 
 
 以下に、実行推進力を向上させる具体的な手法の事例を述べる。 
 
2.1「経営改革推進スパイラルエンジン」システム 
 筆者は経営改革戦略計画書に沿って、施策が実行に移されていく仕組みを、吉岡憲章
（2003）29にて、図 5.3 のように構築し「経営改革推進スパイラルエンジン」と名づけた。 
 経営会議と称する会議体を開催すること自体は一般的なことであるが、経営改革推進ス
パイラルエンジンの回転軸は｢経営計画の実行と収益の改善｣で統一している。これによっ
て、トップから担当者に至るまで一貫した連携プレイができることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.3 経営改革推進スパイラルエンジン （筆者作成） 
 
 図 5.3 に示すように、収益を改善しながら 1 年で時計方向に 1 回転させるという「スパ
イラルエンジン」である。経営改革戦略計画書を軸にして、1 年間で計画発表会（全社・年
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経営改革戦略計画の自部門における進
捗確認と課題対応の検討
日々決算検討会 日々 職場長 職場 職場長、職場員 - 経営計画からブレークダウンした職場計
画の進捗の確認と課題の共有
改革検討会 週次 部門長 部門
担当役員、部門長、
部門員 -
幹部から社長に対して経営計画の経営
改革アクションの実行進捗と成果報告
経営改革会議 月次 社長 全社 社長、役員、幹部
銀行、再生指導専
門家
経営改革戦略計画の進捗の確認と戦略
的施策の検討決定
成果発表会 最低年1回 幹部 全社 社長、役員、社員 再生指導専門家
主旨
計画発表会 最低年1回 社長 全社 社長、役員、社員
銀行、再生指導専
門家
社長が従業員に対して経営改革戦略計
画書を発表し経営方針の徹底
会議体 開催頻度 主催 対象 参加者 社外参加者
次）～日々決算検討会（職場別・日次）まで階層ごとにブレークダウンさせステップを踏ん
でアクションプランに対する実行を浸透させながら収益を改善させるシステムを言う。 
 なお、日々決算検討会はネーミングからは会計的な内容を連想するが、実際は経営改革戦
略計画書から職場ごとにブレークダウンした目標に対する日々の進捗状況の確認と対策検
討が主体である。主として、業務連絡中心的な内容であった毎日の朝礼の方式に、自職場の
改革アクションの情報を加える。これにより、当日の職場全員が目標や課題を共有すること
ができる。 
 まさに、ＰＤＣＡを回して実行を積み上げ、さらに方針を末端まで共有化するという行動
の典型的なシステムである。 
 
特に経営改革会議（月次）にて社長がリーダーシップを発揮し、経営改革戦略計画書に基
づいて収益状況を把握する。アクションプランの実行の進捗と新たに発生する課題を月 
次試算表、営業資料、原価資料等を資料として、幹部より報告させる。これをもとに、適切
な判断と対応を指示し実行することによって成果につながる。 
この経営改革会議においては、直近の前述第 4 章検証 1 の図 4.3 および図 4.4 で述べた
「企業のライフサイクル」と、表 4.1 で述べた「経営評価点」の確認をする。次に、主要課
題に対する月次と累積の計画に対する実績を中心に、後述図 5.7「月次経営診断書」により
計画に対する進捗を確認する。 
 このように経営改革戦略計画書と密接かつ有機的につながって実行が進められることに 
よって、社長の指導力も高まり計画に従った行動がとられ成果に結びついていくことにな 
る。つまり会社の実行力が向上する。 
 この経営改革推進スパイラルエンジンの各会議体の構成と主旨について表 5.4 に示す。 
表 5.4 経営改革推進スパイラルエンジンの会議体と主旨  
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・自発的改善ではなく、 ・社長ないし一部の幹部
　上司による指示・命令 　のみによる計画作成
・QC活動はなく、次のス ・財務目標中心
　テップにつながらない ・知識目標はなし
・売上、利益率など財務 ・個人や部門は単なる遂行部隊
　諸表による統制・チェック 　にすぎない
　のみ ・考える組織になりにくく、知識の
・提案アイデアなど、知識 　共有・拡散・創造には関心が
　を刺激する評価はほと 　薄い
　んどない
・現場の自発性を高める ・社員との知識の相互作用を通じ
　改善 　た計画策定
・具体的QCテーマの設定 ・獲得すべき知識目標の設定
・次の目標設定および
　実行に反映
・知識目標の達成度 ・職能部門内の知の継承促進
　チェック ・職能部門間の交流促進
・知識の共有・継承に関す ・実行における知の共有と改善を
　る進捗度のチェック 　意識
Plan
DoCheck
Action
現状
改善目標
Plan
DoCheck
Action
 金宇烈（2007）30は、「改善計画を成果につなげて行くためには、結果を踏まえて、実行に
おける問題点を明らかにし、一層上位の目標を設定して再挑戦していかなければならない。
しかし、このようなフィードバック・プロセスが欠如してしまうと、せっかくのアイデアや
改善も単発的で、断片的な効率向上で終わってしまう。真の知識ベース経営のスパイラルを
引き起こしていくためには、PDCA サイクルの基本に徹し、日々の改善を積み重ね、問題認
識を共有していくことが肝要である」と述べている。 
 金宇烈は上述の「知識ベース経営」を「知識の共有と拡散そして新しい価値創造に重点を
置く経営手法」と定義している。また、PDCA サイクルに基づき、中小企業における知識ベ
ース経営の現状と、今後、知識ベース経営を実践していくための改善項目を図 5.4に示して
いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.4 中小企業における PDCA現状と改善目標 金宇烈（2007）P42 筆者加筆 
 この金宇烈の PDCA の考え方をベースにした経営のあり方については、上述した筆者の介
入指導方法と考え方を共有するものである。 
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2.2 経営改革戦略計画発表会 
 経営計画発表会は、前述図 5.3の経営改革スパイラルエンジンの最外輪に位置する。経営
改革戦略計画書は、再生指導専門家の指導に基づいて社長を中心とした経営改革推進チー
ムが策定してきた。これを、行動に移すスタートが経営改革戦略計画発表会（以後経営計画
発表会と略す）である。 
 通常、社長が経営計画書を策定した後、その計画書はどう扱われるか。筆者の知見によれ
ば、ほとんど社長の机の引き出しの中に他の書類と一緒に収められて、まず 2度とお目にか
かれない。 
 本研究のサンプル企業 30社のうち、再生活動開始前に、経営計画書があった企業が 17社
であり、なかった企業が 13社である。また、この経営計画書があった企業 17社のうち、そ
の計画書が使用されている企業は 0社であった。 
 なぜ、せっかく策定した計画書が使用されないのか。それは、前述したように、社長自身
が自社の経営再生の目的のために作成したものではないからである。赤字経営により資金
繰りが切迫し、銀行から融資を受けるために銀行担当者に作ってもらった計画書であるこ
とが多い。 
 従って、計画書の策定目的は「融資を受けるため」であり、融資を受けた後はその目的を
果たしたため不要となる。 
 「経営計画書は経営再生活動の原点であり、よりどころ」と考えることが肝要である。そ
のために、経営計画や経営方針を役員・幹部はもとより全社員に説明し、全員に社長の経営
方針、経営施策などを徹底させることが欠かせない。場合によっては、株主、取引銀行にま
で経営改革に対する社長の姿勢を説明し協力を得ることも有意義である。 
 再生指導専門家は、経営改革戦略計画書を幹部はじめ全社員に対して、周知徹底をはかる
ために経営計画発表会を開催させる。 
 経営計画発表会の開催次第の一例を図 5.5に示す。 
 経営計画を全社員に対して徹底的に理解させるためには、この経営改革戦略計画書を会
社の憲法かバイブルのように権威づけるための演出も必要である。そこで、計画発表会の場
所も日ごろの仕事の延長線上のような場所ではなく、会社と別のホールやホテルを使う。 
 社長・役員は略礼服を着る。この計画発表会を、会社が生まれ変わる、いわば新創業記念
日のような位置づけにする。 
 厳しい経営に追い込まれた中小企業においては、社員たちが自分たちの社長を見る目は
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・開催場所 ホテルのホール、市民会館、公民館など（社内では行わない） 
・主催   社長 
・出席者 役員、幹部、全社員、（大株主、主要取引先、メイン銀行、顧問・・・） 
・第一部 方針発表会 １時間半程度 
①開会 
②経営理念・ビジョン唱和 
③経営改革戦略計画発表 
④幹部社員の実行宣言 
⑤組織変更・人事異動告知 
⑥表彰など 
⑦来賓の挨拶 
⑧講話 
⑨閉会 
   ・第二部 懇親会    1時間程度 
・備考  役員は略礼服、白ネクタイ着用のこと 
 
厳しい。これまでの延長線上では「また社長はいつものことを言っている」と社員たちは素
直に聞く耳は持たないことが常である。 
 そこで、発表会の運営も普段とは違った厳粛な雰囲気にすることで、社員たちは緊張しな
がら社長の方針や会社の計画を聞く耳を持つ。これこそが、その後の経営改革を実行するた
めの大きな推進エンジンとなっていくことになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.5 経営計画発表会の開催次第  
 第一部の方針発表会は社長の方針を社員に説明することを狙いとするもので、社長から
社員への一方通行的なものである。 
 そこで、第一部の終了後、引き続き第二部として懇親会を開く。これは、軽い飲食をしな
がらであるが、社長の方針を聞いた社員たちが、「自分たちの決意」を社長に誓うことを主
体とする。このように社長と社員が互いに再生に対する思いを共有することで、社員たちが
感激のあまり社長を胴上げするような場面もしばしば見られる。これで、会社全体が心をひ
とつにして、計画を実行していくことにつながるのである。 
 
2.3 経営改革会議（月次） 
 経営計画発表会と並んで経営改革推進スパイラルエンジンの中で重要な会議体が経営改
革会議である。 
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3)資金繰りについて
前月実施策並びに当月次月実行予定
前月経営診断
収益構造と収益影響要因
1 経営アクションについて 社長 経理部長
①当面の資金見込みについて
②借入・返済状況について
2 経営診断について 再生指導専門家
再生指導専門家
5 メイン銀行より
3 各課題の進捗状況について メインバンク
支店長　融資長
1)受注の改革について
　①見込み物件の件数並びに売上高
　　　（失注率の把握）
　②営業戦略先の売上ターゲットについて
　③チャレンジ計画における個別営業重点先
営業部長
5 閉会挨拶 社長
　経営力評価
　実態自己資本
　  売上季節変動と12カ月移動平均
　キャッシュフロー分析
  労働生産性　他
　②職方の技術教育実行について
　①実行予算と実績の乖離対策について
　③現場代理人の個別原価管理について
工事部長
4 総括
2)施工の改革について
 どんなに立派で完璧な経営改革戦略計画書を作り、厳粛な経営計画発表会を行っても、
ここで終わってしまっては何の意味もない。大事なことはアクションプランを具体的に実
行し、成果を一つひとつ積み上げていく地味な仕事をシステム化していくことである。 
 つまり、前項にて述べた PDCAのサイクルを回して、効率的に改善を行い、それを蓄積
していくことが欠かせない。 
 そこで、経営改革戦略計画書に基づき、月次で経営改革会議を行う。 
 経営改革会議の主催者は社長である。参加者は役員および部長などの幹部、および再生
指導専門家である。必要に応じてメインバンクも参加する。 
 会議の目的は経営改革戦略計画書の実行に対する進捗の確認と新しい経営課題の検討と
決定である。つまり経営計画（P）の実行（D）の進捗確認（C）および新しい経営課題の
検討（A）ということになる。これを、後述する月次経営診断書をもとに定量的に評価す
ることで、参加者が課題と進捗を共有することができる。なお、月次経営改革会議の次第
の例を図 5.6に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.6 月次経営改革会議の次第（例） 
 月次経営改革会議は、再生指導専門家の作成する月次経営状況診断書をベースにして再 
生活動の実行の進捗を検討する。 
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　◆主要項目　（計画と実績） （計画数値は当期会社計画による）
作成者：再生指導専門家　
　経営評価表 労働生産性
　 （百万） （百万） (円･時間)
（百万円）
 
売上季節変動
　
0 月
当期
0 月 5ヶ月　　累積( 4月～8月)
計画 実績　 差異 計画 実績 　差異
    経営状況診断書　
×
原
価
材料費 1.7 19.2% 1.6 16.9% -2.3%
○ 44.6 100.0% 42.7 100.0% ▲ 1.9売上 8.7 100.0% 9.3 100.0% 0.6
20.5% 9.3 21.9% 0.2 -
×19.2% 8.7 20.3% 1.1%
労務費 1.8 21.1% 2.0 21.1% 0.1 - 9.1
○ 8.6
5.6 13.2%
×
その他経費 0.8 8.7% 0.8 9.1% 0.1 - 3.8
× 4.7 10.6% 5.1 12.0% 0.4荷造包装費 0.9 10.6% 1.3 13.5% 0.3
棚卸増減 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0
8.4% 4.5 10.5% 0.7 -
-- 0.0 0.0% 0.0 0.0% 0.0
1.1% ×
売上原価 6.2 71.7% 6.9 73.7% 2.0% ×× 31.6 70.8% 33.3 78.0% 7.1%
商品仕入 1.0 12.1% 1.2 13.1% 1.0% △ 5.4 12.1%
総利益 2.5 28.3% 2.5 26.3% ▲ 0.0 △ 13.0 29.2% 9.4 22.0% ▲ 3.6 ×
販管
人件費 0.8 9.4% 0.6 6.1% ▲ 1.3 ○
販管費 1.8 20.8% 1.2 12.6% ▲ 0.6 ○ 9.0
▲ 0.2 ○ 4.1 9.2%
▲ 3.7 ○
営業利益 ▲ 0.2 -1.9% 0.7 7.6% 1.4 ○-0.2% 1.3 3.0%
× ▲ 1.3
0.9 ○ ▲ 0.1
2.8 6.6%
20.2% 5.3 12.4%
0.6 ○ ▲ 1.4
-3.0% ▲ 1.0 -2.3% 0.3 ○
経常利益 ▲ 0.4 -5.0% 0.2 2.0% 1.7 ○-3.2% 0.3 0.7%
営外 ▲ 0.3 -3.1% ▲ 0.5 -5.7% ▲ 0.3
-2.2% ×
総人件費 2.6 30.5% 2.5 27.2% ▲ 1.0 ○
加工高（付加価値） 6.0 68.7% 6.5 70.1% 1.4% ○ 30.6
▲ 0.1 ○ 13.2 29.6% 12.2 28.5%
68.7% 28.4 66.5%
労働分配率 44% 39% -5.5% ○ 43.2% 42.9% -0.3% ○
簡易ＣＦ ▲ 0.4 0.2 0.6 ○ ▲ 1.4 0.3 1.7 ○
人時付加価値
当期
累積
8月 7月 CF 8月 修正ＰＬ 8月 当月 4,078
売上 9.3 前月 3,374
収益 53 57 56 経常収支 0.8
（営業収支） ▲ 0.6
キャッシュフロー
原価 6.9 差異 705
経常外収支 ▲ 0.1 販管費 1.7 累積 3,546
営業利益 0.7
財務収支 ▲ 0.6 1.0.7百万円の償却前営業黒字に対し、営業収支は
0.6百万円の資金流出だった。仕入等債務の増加0.8
百万円は資金の流入要因だったが、売上債権の増加
2百万円が資金流出要因となった為である。消費税負
担があったが、社員勘定の精算に助けられ、財務収
支前で0.7百万円の資金増加だった。利払い0.5百万
円あり、総合で0.1百万円の資金増加だった。
　
2.流動性の手持ち日数は11.8日。
　
3.人時付加価値は単月4.1千円。
安全 22 14 44 総合収支
生産 59 61 55 差引） 0.7
手元流動性資金
現預金+受手 3.8
支払金額 0.0
手元流動性資金 3.8
0.1
計 46 46 52 現預金増減 0.1
売上12ヶ月移動平均
差異 1.6
累積 42.3 99%
手持ち日数 11.8
    (百万円)
損益分岐
点　　　　売
上高・　　比
当月 9.1 97%
前月 7.5 93%
0
5
10
15
20
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月
百
万
円
売上 12ヶ月移動平均
8月の労働生産性は前月比売上増加で8.7万円に良化。（社長除く10名）
前月比固定費増、雑収減で9.1百万
円に上昇。計画平均は9.6百万円。
実績平均8.5百万円。昨対比減での推移だが、6月以降売上は増加基調にある。
11月に10百万円に達したが、当期8月末は9百万円。
3ヶ月連続の経常黒字で単月収益ポイント57点。利払
い復活で安全性ポイントは低下。累積総合は46点を
キープ。
【経営状況】
1. 今期計画は、前期と同じ年商117.5百万円、通期経常利益1.9百万円を目標とした。
2．8月は昨対比1.1百万円下回ったものの、計画を0.6百万円上回る9.3百万円の売上だった。計画超え
となったのは5月以来3ヶ月ぶりである。累計の売上は42.7百万円となり、計画未達幅は1.9百万円に
縮小したものの、前年対比減収幅は2.5百万円に拡大した。
3. 単月変動比率（材料費+商品）は、計画31.3%を下まわる29.9%となったが、累計では、33.5%と計画を
上回る推移となっている。
4．製造固定費は、人件費で0.1百万円の増加、荷造包装費を含む経費で0.4百万円増加し、単月固定
費全体で計画を0.5百万円オーバーした。5ヶ月累計では荷造運搬費、車両費の増加が目立っており、
製造固定費全体で、1.3百万円の計画オーバーとなっている。
販管費は人件費、経費とも発生が抑えられており、収益の減少を食止めている。
5．8月単月の営業利益は売上の増加と販管費の減少に支えられ0.7百万円の黒字となった。単月経常
利益は3ヶ月連続黒字となったものの、7月分利払の計上もあり0.2百万円の黒字にとどまった。
5カ月累計の経常利益も0.3百万円の黒字をキープしている。
0
2
4
6
8
10
12
14
16
18
20
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
百
万
円
売上季節変動
当期計画
'17/3期
'18/3期
'19/3期
(千円)
前期累計
7,430
（前年平均10.3人）
   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加工高　（千円）
25,000 50,000 64,773 68,085 76,529 78,300 85,000 90,000 100,000
22.0 1,136 2,273 2,944 3,095 3,479 3,559 3,864 4,091 4,545
20.0 1,250 2,500 3,239 3,404 3,826 3,915 4,250 4,500 5,000
18.0 1,389 2,778 3,599 3,783 4,252 4,350 4,722 5,000 5,556
16.0 1,563 3,125 4,048 4,255 4,783 4,894 5,313 5,625 6,250
14.0 1,786 3,571 4,627 4,863 5,466 5,593 6,071 6,429 7,143
12.0 2,083 4,167 5,398 5,674 6,377 6,525 7,083 7,500 8,333
11.0 2,273 4,545 5,888 6,190 6,957 7,118 7,727 8,182 9,091
10.3 2,427 4,854 6,289 6,610 7,430 7,602 8,252 8,738 9,709
9 .0 2,778 5,556 7,197 7,565 8,503 8,700 9,444 10,000 11,111
8.0 3,125 6,250 8,097 8,511 9,566 9,788 10,625 11,250 12,500
6.0 4,167 8,333 10,796 11,348 12,755 13,050 14,167 15,000 16,667
3.0 8,333 16,667 21,591 22,695 25,510 26,100 28,333 30,000 33,333
業界平均 7月 当期累積8月
人
　
　
数
7,849 8,700労働生産性 7,5657,197
労働生産性
業界標準以上
当月 8月
前期累計
前月 7月
当期累計
危機域
企業のライフサイクル（企業の生命線）
経
　
営
　
力
70
50
0
残余寿命
30
改善域
改革域
7月度
8月累計
 月次経営状況診断書（ダイジェスト）例を図 5.7に示す。当診断書は全体が 17～20ペ
ージ程度でまとめられたものであるが、本項では例としてダイジェストページのみを掲載
する。 
 定番として月次で注目している経営指標を下記に示す。 
①月次・当期累計収益実績 ②売上推移・12カ月移動平均売上推移 ③経営評価表  
④キャッシュフロー分析 ⑤手元流動性資金 ⑥損益分岐点売上 ⑦労働生産性  
⑧労働分配率 ⑨人時付加価値 ⑩利益構造分析 ⑪時価自己資本 ⑫運転資本分析 
⑬事業別・部門別収益実績などで構成している。企業の固有の課題については、その進捗
状況について、経営状況診断書に別紙にて添付する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.7 月次経営状況診断書（ダイジェスト）例 
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324252627282930
実
行
力
点
企業番号
再生前・後 実行力評価 再生前 再生後
実行力 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 6.333 1.609
再生後 30 9.267 12.754
2.933 ≦0.001 4.980 有
 さらに、表 5.4に示したように、この月次経営改革会議をもとにして、部門長が主宰す
る週次の「改革検討会」、そして職場長が中心となって行う「日々決算検討会」へとブレ
ークダウンして全社的に実行を促進して行くのである。 
 
第 2 節 介入指導により会社の実行力はどう向上するか 
 再生指導専門家の介入指導を受けて、会社の実行力がどのように向上するかについて本
節で分析し検証する。 
 
１. 介入指導により会社の実行力は再生前に比して再生後はどのように向上するか 
 会社の実行力がどのように向上したかについて再生前と再生後のそれぞれの会社の実行
力評価点について、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）結果を表 5.5 に示す。 
 再生前の会社の実行力の評価点（20 点満点）の平均値が 6.333 点に対して、再生後は 
9.267 点と 2.933 点向上している。Ｐ≦0.001、ｔ＝4.980 と、再生前より再生後の方が有意
差をもって向上していることが示唆される。 
表 5.5 会社の実行力の再生前と後の平均値の差の検定 
 
   
 
 次に、サンプル企業別に再生前と後でどのように実行力の向上が見られるのかを図 5.8に
示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.8 企業別の実行力の再生前・後の比較 
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 このグラフは、白棒が再生前、黒棒が再生後である。横軸の企業番号はサンプル企業に割
り当てた番号である。 
 再生結果からみると、再生 A 企業：①～⑥、再生 B 企業：⑦～⑮、停滞企業：⑯～㉕、 
破綻企業：㉖～㉚である。（第 4 章第 2 節 1 項と同じ） 
 再生前の会社の実行力の評価点が 6.333である。実行力は 4項目各 5点評価で合計 20点
満点である。1項目平均 6.333／4＝1.583と相当低いレベルにあった。これを再生後 9.267
へと 2.934向上させた。1項目平均では 2.967／4＝0.734向上することができた。 
 
 さらに、サンプル企業の再生前と再生後の実行力についての相関を図 5.9に示す。会社の
実行力の再生前と再生後の相関関係は、相関係数ｒ＝0.436、R2＝0.190、 
ｙ＝1.229ｘ+1.486であり、相関関係があることが示唆される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.9 会社の実行力の再生前と再生後の相関関係 
 なお、図 5.9にはサンプルサイズｎ＝30に対して 22プロットしかないが、これは再生前
後の評価点が重複するものがあることによる。 
  
2. 指導を受けて会社の実行力の向上は「再生結果」でどのように異なるか 
 
2.1 企業群別の傾向を俯瞰する 
 前項で、会社の実行力は再生指導専門家の指導を受けて、向上することが明確となった。  
そこで、当項では、会社の実行力向上と再生結果の関係を究明する。 
それぞれの再生企業群が、再生前と後でどの程度実行力が向上するかを図 5.10に示す。 
なお、再生結果についての定義は、第 3章第 1節 1.4項にて述べた通りである。 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
再生A 6 43 7.167 0.567 5.205 0.0060 2.975
再生B 9 59 6.556 1.528
停滞 10 53 5.300 0.456
破綻 5 35 7.000 2.500
再生A 6 89 14.833 2.167 46.856 1.26E-10 2.975
再生B 9 90 10.000 3.500
停滞 10 73 7.300 1.344
破綻 5 26 5.200 1.700
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行
力
点
企業群別実行力の平均値の比較
再生前 再生後
  
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5.10 企業群別再生前・後の実行力の平均値比較 
 破綻企業以外の企業群では、会社の実行力は再生前に比べて再生後は向上している。 
破綻企業群の会社の実行力の平均値が再生前 7.000 から再生後 5.200 へと 1.800 低下して
いることが分かる。この低下要因については第７章にて述べる。 
 
2.2 企業群間に会社の実行力の違いがあるか 
 再生前後の各企業群間の会社の実行力について分散分析した結果を表 5.6に示す。 
表 5.6 企業群間の再生前・後の実行力に関する分散分析 
 
 
 
 
 
①再生前：P＝0.0060、F値 2.975に対して観測された分散比 5.205 と、企業群間における 
 会社の実行力が有意で異なることが示唆される。 
②再生後：P＝1.26E-10、F値 2.975に対して観測された分散比は 46.856と、企業群間に 
 おける会社の実行力の違いは有意差をもって示唆される。再生前よりはるか会社の実行 
 力の差は開く。 
③特に再生後の再生企業と停滞企業および破綻企業の会社の実行力の違いが大きい。 
 再生後においては、会社の実行力は、再生 A、再生 B、停滞、破綻の順となり、その差 
 はさらに大きく開いている。 
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企業群 ｎ 再生前 再生後 企業群 ｎ 再生前 再生後
平均値 6.800 11.933 平均値 5.300 7.300
分散 1.171 8.781 分散 0.456 1.344
差 差
P P
ｔ ｔ
有意差 有意差
平均値 7.167 14.833 平均値 7.000 5.200
分散 0.567 2.167 分散 2.500 1.700
差 差
P P
ｔ ｔ
有意差 有意差
平均値 6.556 10.000
分散 1.528 3.500
差
P
ｔ
有意差
再
生
15
停
滞
10
≦0.001 ≦0.001
5.133 2.000
7.853 7.746
再
生
A
6
破
綻
5
有 有
有 有
10.086 -2.250
7.667 -1.800
≦0.001 0.044
≦0.001
3.444
10.193
再
生
B
9
有
 特に破綻企業群は再生前 7.000に対して再生後は 5.200と悪化しているのが特徴である。 
  
2.3 再生企業群別の会社の実行力は再生前に比してと再生後向上するか 
 企業群別に、会社の実行力が再生前・後でどのように向上したかについて、対応のある 2
群の平均値の差の検定（片側検定）結果を表 5.7 に示す。 
表 5.7 企業群別の実行力の再生前と再生後の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①再生企業：再生 A 企業と再生 B 企業を含んだ再生企業全体の会社の実行力は、再生前 
 6.800 に対して再生後 11.933 と 5.133 向上している。P≦0.001、ｔ＝7.853 と会社の 
 実行力が有意で向上したことが示唆される。 
②再生 A 企業：会社の実行力の平均値は、再生前 7.167 に対して再生後 14.833 と 7.667 
 向上している。Ｐ＝≦0.001、ｔ＝10.086 であり有意で向上していることが示唆される。 
③再生 B 企業：会社の実行力の再生前と後の平均値の差は 3.444、Ｐ≦0.001、ｔ＝10.193 
 と有意で向上していることが示唆される。 
③停滞企業：会社の実行力が、再生前に比して再生後の平均値の差は 2.000 向上が見られ 
 る。Ｐ≦0.001、ｔ＝7.746 と有意で向上していることが示唆される。 
 
 会社の実行力の向上幅は再生Ａ、再生Ｂ、停滞企業の順である。なお、再生Ａの会社の 
 実行力の向上幅が 7.667 であるのに対して、再生Ｂは 3.444 でほぼ再生Ａの半分に留ま 
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製造業 非製造業
17 13
平均値 6.118 6.615
分散 13.125 13.090
平均値の差
P
ｔ
有意差
平均値 9.000 9.615
分散 13.125 13.090
平均値の差
P
ｔ
有意差
0.295
-1.068
-
-0.615
0.648
-0.461
-
再
生
前
再
生
後
製造業・非製造業
ｎ
-0.498
 っている。また、停滞企業群の会社の実行力の向上幅は 2.000 で再生Ａ企業群の実行力 
 の向上幅の 26％、再生Ｂ企業群の 58％程度に過ぎない。 
④破綻企業：再生前に比して再生後の会社の実行力の平均値の差は▲1.800 と低下してい 
 る。これはＰ＝0.044、ｔ＝-2.250 と有意で低下していることが示唆される。 
 これが、他の企業群と違っており、破綻に至った大きな要因のひとつであると考える。 
 
3. 企業の属性により会社の実行力の向上に違いがあるか 
 
 これまでの分析により、再生指導専門家の介入指導により再生後の会社の実行力が強化
されることが判明した。そこで、企業の属性や社長の特性にどのように影響するのかに着眼
し、実行力の向上との関係について分析した。 
 なお、属性や特性の分類は、第 3 章第 1 節 2 項に前述した通りである。 
  
3.1「製造業と非製造業」の業種により会社の実行力の向上に違いがあるか 
 
1）業種間で会社の実行力の違いがあるか 
 まず、製造業と非製造業間で実行力の違いについて、再生前と再生後で、対応のない 2 群
の平均値の差を検定（両側検定）した結果を表 5.8 に示す。 
表 5.8 業種間の実行力の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①再生前：製造業と非製造業間の会社の実行力の平均値の差は、非製造業の方が 0.498 高 
 い。しかし、Ｐ＝0.295、ｔ＝-1.068 であり製造業と非製造業の間の実行力の差の有意差 
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業種 ｎ 再生前 再生後
平均値 6.118 9.000
分散 1.235 13.125
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.615 9.615
分散 2.090 13.090
差
P
ｔ
有意差
製
造
業
17
≦0.001
2.882
3.937
非
製
造
業
13
有
有
3.000
3.000
0.006
 は棄却される。 
②再生後：非製造業の方が製造業より 0.615 高い。Ｐ＝0.648、ｔ＝-0.461 であり、再生 
 後においても同様に業種間で会社の実行力の違いの有意差は棄却される。 
 
2）業種別に会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 製造業、非製造業それぞれが、再生前に比して再生後に会社の実行力が向上したか、とい
う点について、対応のある 2 群の平均値の差を検定（片側検定）した結果を表 5.9 に示す。 
表 5.9 業種別の実行力の再生前後の平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①製造業：再生前に比して再生後は 2.882 向上している。これは、Ｐ≦0.001、ｔ＝ 
 3.937 と有意であり、再生後の会社の実行力の向上が示唆される。 
②非製造業：再生前に比して再生後は 3.000 向上している。Ｐ＝0.006、ｔ＝3.000 で、 
 非製造業企業も再生後は有意であり会社の実行力の向上が示唆される。 
 よって、製造業も非製造業も、再生指導専門家の指導を受けて、いずれも同じように実行
力を大きく向上させたと言える。 
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社歴 標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
40年未満 7 48 6.857 2.143 0.7971 0.4609 3.354
60年未満 13 81 6.231 1.526
60年以上 10 61 6.100 1.433
40年未満 7 72 10.286 13.905 0.3565 0.7034 3.354
60年未満 13 116 8.923 12.077
60年以上 10 90 9.000 14.667
再
生
前
再
生
後
相関関係 再生前 再生後
ｒ -0.310 -0.138
R
2 0.096 0.019
ｔ -1.725 -0.737
回帰式 y=-0.024x+7.471 y=-0.030+10.691
社歴
3.2 社歴の長さにより会社の実行力の向上に違いがあるか 
 
1）社歴と会社の実行力間の相関関係について 
 各社の社歴と会社の実行力の相関について表 5.10 に示す。 
表 5.10 社歴と実行力の相関関係 
  
 
 
 
①再生前：ｒ＝-0.310、ｔ＝-1.725 であり、社歴と会社の実行力間に相関関係は棄却され 
 る。 
②再生後：ｒ＝-0.138、ｔ＝-0.737 であり、再生前と同様に社歴と会社の実行力間に相関 
 関係は棄却される。 
 
2）社歴別間で会社の実行力に違いがあるか 
 社歴の長さ間における会社の実行力について分散分析をした結果が表 5.11 である。 
表 5.11 社歴による再生前後の実行力の強さの分散分析 
 
 
 
 
 
 
①再生前：Ｐ＝0.4609、Ｆ＝3.354 に対して観測された分散比 0.7971 であり、社歴別の会 
 社の実行力の差の有意差は棄却される。 
②再生後：Ｐ＝0.7034、Ｆ＝3.354 に対して観測された分散比 0.3565 と、社歴別の会社の 
 実行力の差の有意差は棄却される。 
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社歴 ｎ 再生前 再生後
平均値 6.857 10.286
分散 2.143 13.905
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.231 8.923
分散 1.526 12.077
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.100 9.000
分散 1.433 14.667
差
P
ｔ
有意差 有
2.545
0.016
2.900
6
0
年
以
上
10
有
2.834
0.008
6
0
年
未
満
有
13
2.692
3.440
0.007
3.429
4
0
年
未
満
7
3）社歴別に会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 社歴別に再生前と再生後で会社の実行力について、対応のある 2 群の平均値の差の検定
（片側検定）した結果を表 5.12 に示す。 
表 5.12 社歴別の実行力の再生前後の平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①社歴 40 年未満：会社の実行力は、再生後は再生前より 3.429 向上している。 
 Ｐ＝0.007、ｔ＝3.440 であり、再生後は再生前に比べて、会社の実行力は有意であり向 
 上したことが示唆される。 
②社歴 40 年以上 60 年未満：会社の実行力は、再生後は再生前に比べて 2.692 向上してい 
 る。Ｐ＝0.008、ｔ＝2.834 で再生後の会社の実行力は再生前に比べて有意であり、向上 
 したことが示唆される。 
③社歴 60 年以上：会社の実行力は、再生後は再生前に比べて 2.900 向上している。 
 Ｐ＝0.016、ｔ＝2.545 であり、再生後の会社の実行力は有意であり向上したと示唆され 
 る。 
 
3.3 年間売上高により会社の実行力の向上に違いがあるか 
  
1）年間売上高と会社の実行力の相関関係について 
 年間売上高と会社の実行力間でどのような相関関係があるかを分析した結果が表 5.13 で
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売上高 標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
5億円未満 14 88 6.286 1.912 1.5752 0.2254 3.354
10億円未満 6 34 5.667 2.267
10億円以上 10 68 6.800 0.622
5億円未満 14 105 7.500 7.192 8.3107 0.0015 3.354
10億円未満 6 50 8.333 12.267
10億円以上 10 123 12.300 8.233
再
生
前
再
生
後
相関関係
r
R
2
ｔ
回帰式 y=0.003x+7.042
0.198 0.534
0.039 0.285
売上高
1.069 3.342
再生前 再生後
y=0.000x+6.041
ある。 
表 5.13 売上高と実行力相関 
  
  
 
 
①再生前：売上規模と会社の実行力間にはｒ＝0.198、ｔ＝1.069 であり、相関関係は棄却 
 される。 
②再生後においては、ｒ＝0.534、ｔ＝3.342 であり売上規模と会社の実行力の間に相関係 
 数の有意性の検定により相関関係が有意で示唆される。 
 売上規模の大きい企業の方が実行力はより向上することが分かる。 
 
2）売上規模間で会社の実行力に違いがあるか 
 次に、売上高規模別に会社の実行力の違いを分散分析にて検証した結果を表 5.14に示す。 
表 5.14 売上規模間の再生前後の実行力に関する分散分析 
 
 
 
 
 
①再生前：売上規模間での会社の実行力の差はＰ＝0.2254、Ｆ値 3.354 に対して観測され 
 た分散比 1.5752で売上規模間の違いによる実行力の違いの有意差は棄却される。 
②再生後：P＝0.0015、Ｆ値 3.354に対して観測された分散比 8.3107と大幅に上回ってお 
 り、売上高規模による会社の実行力の違いが有意で示唆される。 
 特に年間 10億円以上の企業の実行力がそれ以下の規模の企業との差が大きくなる。 
 
3）売上規模別に会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 売上規模ごとに再生前と再生後における会社の実行力の違いについて、対応のある 2 群
の平均値の差の検定（片側検定）した結果を表 5.15 に示す。 
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売上高 ｎ 再生前 再生後
平均値 6.286 7.500
分散 1.912 7.192
差
P
ｔ
有意差
平均値 5.667 8.333
分散 2.267 12.267
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.800 12.300
分散 0.622 8.233
差
P
ｔ
有意差
0.052
1.743
5％近
1
0
億
未
満
2.667
有
2.390
0.031
10
5
億
未
満
6
14
1.214
≦0.001
5.500
1
0
億
以
上
有
6.304
表 5.15 売上高規模別 実行力の再生前・後平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①売上 5 億円未満：再生前に対して再生後の会社の実行力の平均値は 1.214 向上している 
 が、Ｐ＝0.052、ｔ＝1.743 であり、5％有意に限りなく近いことが示唆される。 
②売上 10 億円未満：再生前に比して、再生後は 2.667 向上している。Ｐ＝0.031、 
 ｔ＝2.390 となり、再生後の会社の実行力の向上は再生前に対して向上していることが 
 示唆される。 
③売上高 10 億円以上：再生前 6.800 が再生後 12.300 と 5.500 向上している。Ｐ≦0.001、 
 ｔ＝6.304 であり有意差をもって再生後は向上していることが示唆される。 
 
 なお、それぞれの売上規模別の再生前後の会社の実行力の向上が、5 億円未満：1.214、
10 億円未満：2.667、10 億円以上：5.500 と、規模のランクが上がるごとに約 2 倍となって
いる。規模が大きい企業の方の実行力が高い傾向があると言えよう。 
 これは第 4 章第 2 節 3.3 にて企業規模と社長の持つ危機意識の関係について述べたが、
その関係と同様に、企業規模が大きい企業の社長の方が、取引先との関係や地域の名誉職、
さらに従業員や取引先への影響などの社会的な影響の大きさを意識して、小規模企業の社
長より危機意識を強化させ、これによって会社の実行力を向上させることにつながるであ
ろうことが推測できる。 
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年齢 標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
40歳代以下 7 48 6.857 2.143 0.7971 0.461 3.354
50・60歳代 13 81 6.231 1.526
70歳代以上 10 61 6.100 1.433
40歳代以下 7 67 9.571 7.286 0.5593 0.578 3.354
50・60歳代 16 155 9.688 16.496
70歳代以上 7 56 8.000 10.667
再
生
前
再
生
後
相関関係
r
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
-0.122 -0.537
y=-0.002x+6.486 y=-0.030+10.965
社長年齢
-0.023 -0.101
0.001 0.010
4. 社長の特性により会社の実行力の向上に違いがあるか 
 専門家の介入指導を受けて、社長の特性が会社の実行力の向上にどのような違いを生じ
させるかを検証する。 
 なお、社長の特性の選択と分類の定義は、第 3 章第 1 節 2 項にて前述した通りである。 
 
4.1 社長の年齢によって会社の実行力の向上は違うか 
1）社長の年齢と会社の実行力間の相関関係について 
 社長の年齢と会社の実行力間の相関関係について表 5.16 に示す。 
表 5.16 社長年齢と実行力の相関関係 
 
 
 
 
①再生前：社長の年齢と会社の実行力間の相関関係は相関係数ｒ＝-0.023、ｔ＝-0.122 と 
 なり、相関関係は棄却される。 
②再生後：ｒ＝-0.101、ｔ＝-0.537 であり、再生後においても相関関係は棄却される。 
 つまり、会社の実行力の向上は社長の年齢では説明はできない。 
 
2）社長の年代別間で会社の実行力に違いがあるか 
 社長の年齢を 40歳代以下、50・60歳代、70歳代以上の３つに分割し、社長の年代別間 
 で会社の実行力の差は見られるかを検証するために分散分析を行った結果が表 5.17で 
 ある。 
表 5.17 社長の年代間の実行力に関する分散分析 
 
 
 
 
 
①再生前：Ｐ＝0.461、Ｆ値 3.354に対して観測された分散比 0.7971であり社長の年代間 
 の会社の実行力の違いの有意差は棄却される。 
105 
 
年齢 ｎ 再生前 再生後
平均値 6.286 9.571
分散 1.571 7.286
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.313 9.688
分散 1.029 16.496
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.429 8.000
分散 3.619 10.667
差
P
ｔ
有意差
4
0
代
以
下
7
4.831
0.001
有
3.375
有
3.663
0.001
7
0
代
以
上
7
5
0
・
6
0
代
16
3.286
0.121
1.571
-
1.296
②再生後：Ｐ＝0.578、Ｆ値 3.354に対して観測された分散比 0.5593であり、再生前と同 
 様に年代間の会社の実行力の違いは棄却される。 
 
3）社長の年代別ごとの会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 次に、社長の年代別に再生前と再生後に会社の実行力の向上に違いが見られるかについ
て、対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）した結果を表 5.18に示す。 
表 5.18 社長の年代別 実行力の再生前後の平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①40歳代以下：比較的若い社長の会社の実行力は、再生前に対して再生後は 3.286向上し 
 ている。これはＰ＝0.001、ｔ＝4.831であり再生後の会社の実行力は有意で向上する 
 ことが示唆される。 
②50・60歳代：会社の実行力は再生後において 3.375向上している。Ｐ＝0.001、 
 ｔ＝3.663であり実行力は有意差をもって向上することが示唆される。 
③70歳代以上：会社の実行力は 1.571向上している。しかし、Ｐ＝0.121、ｔ＝1.296 
 でありその差の有意差は棄却される。 
 
 70歳以上の社長の会社の実行力の向上が、再生前に比して再生後 1.571と、60歳代以下
の会社の実行力の向上 3.375より低いのか、という点について検討する。 
 実際の 70歳以上の社長のサンプル企業 7社について会社の実行力の再生前・後の会社の
実行力を表 5.19にまとめる。 
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企業番号 年代 再生前 再生後 差異
12 70 8 12 4
13 70 8 12 4
15 70 6 10 4
16 80 5 6 1
18 80 5 6 1
21 70 4 6 2
26 70 9 4 -5
計 45 56 11
平均 6.43 8.00 1.57
㉖除く計 36 52 16
平均 6.00 8.67 2.67
実行力　　点
再生前 再生後
平均値 6.000 8.667
分散 2.800 9.067
差
P
ｔ
有意差
2.667
0.044
1.896
有
この 7 社のうち企業番号㉖が再生前の実行力 9 点に対して再生後は 4 点と実行力評価点を
5点も低下させている。 
 企業番号㉖については、後述第 7章にて、その企業概要を説明するが、社長が経営するこ
とを実質的に放棄したような状態であり、当年代の実行力の向上における異常値と考える。 
表 5.19 70歳代以上の再生前・後の会社の実行力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 そこで、該当サンプル企業から企業番号㉖を除いた場合の 70歳以上の社長の会社の実行
力の再生前と再生後の対応のない 2群の平均値の差の検定（片側検定）結果を、表 5.20に
示す。 
表 5.20 企業番号㉖を除いた実行力の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 企業㉖を除いた 6 社の会社の実行力は再生前に比して、再生後は 2.667 点向上しており、
再生前と再生後の会社の実行力についてＰ＝0.044、ｔ＝1.896 となり、有意で向上したこ
とが示唆される。 
 したがって、特異な企業㉖を除くと、他の年代と同様に再生後の会社の実行力が向上は示
唆される。社長の年代間での再生前後の実行力は、いずれの年代でも同じように向上してい
ることが示唆される。 
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創業社長 非創業社長
13 17
平均値 6.692 6.059
分散 2.064 1.184
平均値の差
P
ｔ
有意差
平均値 9.846 8.824
分散 13.308 12.654
平均値の差
P
ｔ
有意差
創業・非創業
ｎ
再
生
前
-0.633
0.180
-1.376
-
再
生
後
-1.023
0.447
-0.772
.
4.2 「創業社長と非創業社長」により会社の実行力の向上に違いがあるか 
 
1）社長の出自間で会社の実行力は違うか 
 創業社長と非創業社長間の会社の実行力について、対応のない 2 群の平均値の差の検定
（両側検定）した結果を表 5.21 に示す。 
表 5.21 社長の出自間の実行力の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①再生前：会社の実行力の平均値の差は、創業社長の方が、非創業社長より 0.633 高いが、 
 Ｐ＝0.180、ｔ＝-1.376 であり、その有意差は棄却される。 
②再生後：創業社長と非創業社長の会社の実行力の平均値の差は 1.023 と再生前より開く 
 が、Ｐ＝0.447、ｔ＝-0.772 であり、その有意差は棄却される。 
 したがって、創業社長と非創業社長との間に、再生前も再生後も会社の実行力の違いに 
 ついての有意差は棄却される。 
 
 
2）社長の出自別に会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 再生専門家の指導を受けて、創業社長と非創業社長の会社の実行力が、それぞれ再生前に
対して再生後どのように向上したかについて、対応のある 2群の平均値の差を検定（片側検
定）した結果を表 5.22に示す。 
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出自 ｎ 再生前 再生後
平均値 6.692 9.846
分散 2.064 13.308
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.059 8.824
分散 1.184 12.654
差
P
ｔ
有意差
3.357
有
0.003
3.571
17
有
非
創
業
社
長
2.765
0.001
創
業
社
長
13
3.154
表 5.22 社長出自別の実行力の再生前後の平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①創業社長：会社の実行力の平均値の差は、再生前に比べて、再生後は 3.154向上した。 
 Ｐ＝0.003、ｔ＝3.357となり、会社の実行力の差が有意差をもって向上したことが示 
 唆される。 
②非創業社長：会社の実行力の平均値の差は、再生前より 2.765向上した。Ｐ＝0.001、 
 ｔ＝3.571であり、非創業社長の場合も、再生指導を受けて会社の実行力は有意差をも 
 って向上したことが示唆される。 
 
 なお、創業社長と非創業社長間には、実行力の再生前と再生後の向上の度合はあまり違い
が無いが創業社長の方が、少し高い傾向が見受けられる。 
 
4.3 社長の経営タイプによって会社の実行力の向上に違いがあるか 
 社長の経営タイプを第 3 章第 1 節 2.2 項に述べたように「ワンマン型」、「組織型」、「放任
型」の３つに大別する。 
1）社長の経営タイプ間で会社の実行力に違いがあるか 
 これらの経営タイプ間で、どのように会社の実行力に差があるかについて、分散分析によ
り検定した結果が表 5.23 である。 
 各タイプ間の違いは以下のようにまとめられる。 
①再生前において、社長の経営タイプ間の会社の実行力の違いは、P＝0.0243、Ｆ値 3.354 
 に対して観測された分散比 4.278 であり、経営タイプ間の実行力の差は有意で示唆され 
 る。 
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タイプ 標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
ワンマン 8 58 7.250 1.357 4.278 0.0243 3.354
組織 6 39 6.500 0.300
放任 16 93 5.813 1.629
ワンマン 8 92 11.500 6.571 20.936 3.235E-06 3.354
組織 6 78 13.000 12.000
放任 16 108 6.750 2.600
再
生
前
再
生
後
経営タイプ ｎ 再生前 再生後
平均値 7.250 11.500
分散 1.357 6.571
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.500 13.000
分散 0.300 12.000
差
P
ｔ
有意差
平均値 5.813 6.750
分散 1.629 2.600
差
P
ｔ
有意差
7.202
≦0.001
≦0.001
組
織
型
6
ワ
ン
マ
ン
型
8
有
6.500
4.961
4.250
有
0.059
放
任
型
16
0.938
5％近
1.656
②再生後においては、社長の経営タイプ間の会社の実行力の違いは、P＝3.235Ｅ-06、観測 
 された分散比は 20.936 と F 境界値 3.354 を大幅に上回り、再生後は再生前以上に、会 
 社の実行力は大きく違いが出たことが有意で示唆される。 
③経営タイプ別に見ると、再生前・後ともにワンマン型と管理型社長の会社の実行力はほ 
 ぼ同じ強さである。 
 一方、放任型社長の会社の実行力はワンマン型、管理型社長に比較して、再生前も後も 
 はるかに弱いことが示唆される。 
表 5.23 社長の経営タイプと会社の実行力に関する分散分析 
 
 
 
 
 
  
2）社長の経営タイプ別の会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 それぞれの経営タイプの社長の会社の実行力が、再生前と後でどう向上するかを、対応の
ある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）した結果を表 5.24 に示す。 
表 5.24 経営タイプ別 実行力の再生前・後平均値の差の検定 
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①ワンマン型社長：会社の実行力は、再生前に比べて再生後は 4.250 向上している。 
 これは、Ｐ≦0.001、ｔ＝7.202 であり、有意差をもって向上していると示唆される。 
②組織型社長：会社の実行力は、再生前より再生後は 6.500 向上している。Ｐ≦0.001、 
 ｔ＝4.961 であり、有意差をもって向上していると示唆される。 
 なお、ワンマン型と組織型社長の会社の実行力は、再生前も後も同程度である。 
③放任型社長：再生後 0.938 しか向上しないが、Ｐ＝0.059、ｔ＝1.656 であり、5％ 
 有意に近いことが示唆される。ただし、その再生後の会社の実行力評価は、ワンマン型、 
 組織型社長の再生前の時点の会社の実行力のレベルに留まる。 
 
4.4 社長の注力業務によって会社の実行力の向上に違いがあるか 
 社長にはウェイトをおいている注力業務がある。この注力業務の違いと会社の実行力向
上との関係について検証する。 
 
1）社長の「注力業務」間で会社の実行力に違いがあるか 
 まず、社長の注力業務間の会社の実行力の相異について分散分析により検定した結果が
表 5.25 である。 
 この結果、ｎが小さいので注意する必要があるが、社長の注力業務間の会社の実行力の違
いを検定すると以下のようになる。 
①再生前における営業型と現場型、管理型、なし、の注力業務間の会社の実行力は、 
 Ｐ＝0.1403、観測された分散比は 1.989 とＦ値 2.975 より小さく、経営タイプ間の実行 
 力の違いは棄却される。 
②再生後においては、注力業務間の会社の実行力は、P＝0.0023、観測された分散比 6.311 
 とＦ値 2.975 の 2 倍以上高く、経営タイプ間の実行力の違いに有意差あることが示唆さ 
 れる。 
 これは、営業型社長の会社の実行力が 7.111 から 12.111 と 5.000 大きく向上したのに対 
 して、社長の注力業務なし型の会社の実行力は再生前 6.125 に対して再生後も 6.125 と 
 全く実行力の向上を見ていない。そのために、経営タイプ間の実行力の差が大きく開い 
 たことによる。 
③再生後の社長の注力業務の違いによる会社の実行力は大きい方からⅰ営業型、ⅱ管理型、 
 ⅲ現場型、ⅳ注力業務なし、である。 
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グループ 標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
営業型 9 64 7.111 1.111 1.989 0.1403 2.975
現場型 7 43 6.143 1.143
管理型 6 34 5.667 0.267
なし 8 49 6.125 2.982
営業型 9 109 12.111 10.111 6.311 0.0023 2.975
現場型 7 61 8.714 11.571
管理型 6 59 9.833 9.767
なし 8 49 6.125 2.125
再
生
前
再
生
後
注力業務 ｎ 再生前 再生後
平均値 7.111 12.111
分散 1.111 10.111
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.143 8.714
分散 1.143 11.571
差
P
ｔ
有意差
平均値 5.667 9.833
分散 0.267 9.767
差
P
ｔ
有意差
平均値 6.125 6.125
分散 2.982 2.125
差
P
ｔ
有意差
5.774
5.000
有
0.017
現
場
型
7
営
業
型
2.571
4.167
2.714
有
≦0.001
9
0.009
管
理
型
6
0.000
0.500
0.000
-
有
な
し
型
8
3.487
表 5.25 社長の注力業務間の会社の実行力に関する分散分析 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）社長の注力業務別の会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 また、社長の注力業務別の会社の実行力が、再生前と再生後でいかに向上するかにつ 
いて、再生前・後の会社の実行力について、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検
定）した結果を表 5.26 に示す。 
表 5.26 注力業務別の実行力の再生前後における平均値の差 
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①営業型社長：会社の実行力向上の指導を受けて、会社の実行力は再生前に比べて再生後 
 は 5.000 向上した。これは、Ｐ≦0.001、ｔ＝5.774 であり、会社の実行力は有意差をも 
 って向上したことが示唆される。 
②現場型社長：会社の実行力は再生前に比べて再生後は 2.571 向上した。Ｐ＝0.017、 
 ｔ＝2.714 となり、会社の実行力は有意差をもって向上したことが示唆される。 
③管理型の社長：会社の実行力は再生前に比べて再生後では 4.167 向上している。 
 Ｐ＝0.009、ｔ＝3.487 であり、会社の実行力は有意差をもって向上していることが示 
 唆される。 
④「注力業務なし」の社長：会社の実行力は再生前 6.125 に対して再生後も 6.125 と全く 
 向上が認められない。P＝0.500、ｔ＝0.000 であり、再生後の会社の実行力の向上は棄 
 却される 
⑤社長の注力業務ごとの、会社の実行力は、向上幅の大きい順にⅰ営業型、ⅱ管理型、 
 ⅲ現場型、ⅳ注力業務なし、であると言える。 
 
 
5．小括 
 本第 5 章仮説 1 検証 2 においては、再生指導専門家の介入指導により、会社の実行力は
向上されることの検証を行ったが、その要点を以下にまとめる。 
 
5.1 実行力向上のための介入指導の具体的事例について 
 会社の実行力を向上させるということは、企業の再生のために適切な経営計画を策定す
る「計画立案力」と、その計画を着実に実行する「実行推進力」が両輪となって、成果に結
びつく会社の実行力となる。 
1）経営計画書とアクションプランの策定について 
 第 1 項にて、「計画立案力」に関する主要な例として「経営改革戦略計画書」の策定の手
法を取り上げた。再生指導専門家と社長・幹部が一体となって、経営目標達成のための経営
計画書とアクションプランを策定することが成果につなげるためには重要である。 
 適切なアクションプランの策定について、Ｖ字回復したサンプル企業を事例として取り
上げて、具体的な手法を述べた。 
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Ｐ 有意差 Ｐ 有意差
業種 0.295 - 0.648 -
社歴 0.461 - 0.703 -
売上高 0.225 - 0.002 有
年齢 0.461 - 0.578 -
出自 0.180 - 0.447 -
経営タイプ 0.024 有 ≦0.001 有
注力業務 0.140 - 0.002 有
会
社
社
長
　再生前
属性・特性
　再生後
実行力 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 6.333 1.609
再生後 30 9.267 12.754
2.933 ≦0.001 4.980 有
2）経営計画の着実な実行について 
 第 2 項にて、「実行推進力」向上のための、主要手法例として「経営改革推進スパイラル
エンジン」システムとその具体的運営について述べた。さらに、再生活動の核となる「経営
改革戦略計画発表会」と「経営改革会議」の運営手法を述べた。 
 
5.2 介入指導を受けて、会社の実行力はどのように向上されるかの検証のまとめ 
 表 5.27（前掲表 5.5）に示す通り、再生前の会社の実行力の評価点の平均値が 6.333点に
対して、再生後は 9.267 点と 2.933 点強化している。対応のある 2 群の平均値の差の検定
（片側検定）結果、P≦0.001、ｔ＝4.980 で再生後の方が有意差をもって高くなっているこ
とが示唆される。 
表 5.27 会社の実行力の再生前と後の平均値の差の検定 
 
 
 
5.3 企業属性・社長特性により介入指導による再生前後の実行力に違いがあるか 
 
1）各属性・特性の各項目内分類間の会社の実行力の違い 
 企業属性や社長特性の各項目内分類間で、介入指導が再生前後の会社の実行力の向上に
違いが発生するか、について、対応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）、または分
散分析により検証した結果、Ｐ値を表 5.28にまとめる。 
①会社の実行力の向上に違いが示唆される属性・特性： 
           売上高規模の違い、経営タイプの違い、注力業務の違い 
②会社の実行力の向上に違いが棄却される属性・特性： 
           業種（製造業・非製造業）、社歴の長さ、社長の年齢、社長の出自 
表 5.28 企業属性・社長特性の各項目内分類間の実行力の違いの検定 
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P値 有意差 P値 有意差
製造業 ≦0.001 有 創業 0.003 有
非製造業 0.006 有 非創業 0.001 有
40年未満 0.007 有 ワンマン型 ≦0.001 有
60年未満 0.008 有 組織型 ≦0.001 有
60年以上 0.016 有 放任型 0.059 5％近
5億円未満 0.052 5％近 営業型 ≦0.001 有
10億円未満 0.031 有 現場型 0.017 有
10億円以上 ≦0.001 有 管理型 0.009 有
40歳代以下 0.001 有 なし 0.500 -
50・60歳代 0.001 有
70歳代以上 0.121 -
創業 0.003 有
非創業 0.001 有
出自
属性・特性
出自
経営タイプ
注力業務
年齢
業種
社歴
売上高
属性・特性
2）属性・特性別の会社の実行力は再生前に比して再生後どう向上するか 
 介入指導を受けて、会社の属性や社長の特性の各項目分類で、再生前に比して再生後の会
社の実行力に違いがあるか、という点について対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検
定）の結果を表 5.29 にまとめ再生前と後のＰ値を示す。 
表 5.29 企業属性・社長特性別再生前・後の実行力Ｐ値 
 
 
 
 
 
 
 
①再生前に対して再生後の会社の実行力の向上が示唆された属性・特性 
  ・業種：製造業、非製造業いずれも    
  ・社歴：40年未満、40年以上～60年未満、60年以上いずれも 
  ・売上高： 5億円以上～10億円未満、10億円以上 
  ・社長年齢：40 歳代以下、50歳・60歳代  
  ・出自：創業社長、非創業社長いずれも  
  ・経営タイプ：ワンマン型、組織型 
  ・注力業務：営業型、現場型、管理型、 
②再生前に対して再生後の会社の実行力の向上に有意差が棄却された属性・特性 
  ・売上高：5億円未満  
  ・社長年齢：70 歳代以上 
  ・経営タイプ：放任型 
  ・注力業務：注力業務なし型 
上記のように、企業の属性や社長の特性に違いがあっても、介入指導によって、ほとんどの
属性・特性の会社の実行力は向上されることが示唆された。 
 
3）社歴・売上高・年齢と会社の実行力の相関関係に違いがあるか 
 連続量である社歴・売上・年齢と再生前・再生後の会社の実行力との相関関係について、 
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ｒ 有意水準 ｒ 有意水準
社歴 -0.310 - -0.138 -
売上高 0.198 - 0.534 有
年齢 -0.023 - -0.101 -
属性・特性
　再生前 　再生後
表 5.30に示す。これは、介入指導を受けてその影響を受け会社の実行力を大きく向上させ
る企業とあまり変化のない企業が、どのような属性・特性にあるかを相関係数から分析する
ことが狙いである。 
 売上高が再生後、会社の実行力との間に正の相関関係が示唆される。従って、介入指導を
受けて売上規模の大きい企業の実行力がより向上すると言える。 
表 5.30 社歴・売上高・年齢と実行力との再生前・後の相関係数ｒ値 
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10
9 1
8 1 2 3
7 1 4
6 2 6 1
5 5 3
4 1
3
2
1
1 2 3 4 5
危機意識評価点
実
行
力
評
価
点
第６章 仮説 2「社長の持つ危機意識を強化すると  
             会社の実行力が向上する」の検証 
 
 第 4 章、第 5 章において、仮説 1「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識
や会社の実行力は強化される」についての検証を行い、再生指導専門家の介入指導により、
社長の持つ危機意識が強化され、会社の実行力も向上することが検証できた。 
 そこで、当第 6 章においては、仮説 2「社長の持つ危機意識を強化すると会社の実行力が
向上する」を検証するために社長の持つ危機意識がどのように会社の実行力に影響を与え
るのかについて分析を行う。 
 
第１節 社長の持つ危機意識の会社の実行力への影響の検証 
 社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向上に与える影響について、以下に分析を
進める。 
１. 社長の持つ危機意識と会社の実行力の関係を俯瞰的に検討する 
 まず、危機意識と実行力の関係について俯瞰的に確認するために、再生前における各サン
プル企業の社長の持つ危機意識と会社の実行力の相関図を図 6.1 に示す。再生前では、危機
意識と実行力の間には相関関係がほとんど見られない。なお、図 6.1 中に重複するポイント
が数多くあるために、サンプル数を記載した一覧表を表 6.1 に示す。表 6.1 中の数値は該当
企業数を表す。 
                        表 6.1 再生前危機意識-実行力分布 
 
 
 
 
 
 
 
    図 6.1 再生前の危機意識と実行力の相関図 
 図 6.1 中の斜線は、後述の再生前の危機意識と実行力の回帰分析による回帰線を記載した
ものである。なお、相関分析については、次の 2 項にて述べる。 
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危機意識-
実行力
ｒ R2 ｔ 回帰式
再生前 0.286 0.082 1.579 y=0.547x+5.349
再生後 0.866 0.750 9.164 y=3.301x+0.120
 次に、再生後における各サンプル企業の社長の持つ危機意識と会社の実行力の関係を図
6.2 に示す。図 6.1 と比較すると再生後危機意識が強化される
．．．．．．．．．．．．．
につれ、実行力が向上してい
．．．．．．．．．．．．．
く
．
状況が分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6.2 再生後の危機意識と実行力の相関図 
 
２．社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 次に、社長の持つ危機意識と会社の実行力間の回帰分析を行い、分析結果を表 6.2 に示
す。 
 再生前においては危機意識と実行力との間にｒ＝0.286、R2＝0.082、ｔ＝1.579 であり、
相関関係は棄却される。しかし、再生後においてはｒ＝0.866、R2＝0.750、ｔ＝9.164 であ
り、有意で正の相関関係が示唆される。 
表 6.2 危機意識と実行力の相関分析 
 
 
 
 即ち、再生前は社長の持つ危機意識の強さと会社の実行力の相関関係は棄却されたが、再
生後は社長の持つ危機意識の強さと会社の実行力の間に正の相関関係があることが示唆さ
れた。つまり、介入指導を受けて、より社長の持つ危機意識を強めた会社がより実行力を向
上させた、と考えられる。 
 
3．社長の持つ危機意識の強化がなぜ会社の実行力向上につながるのか 
 ここで、危機意識を強化すると実行力の向上につながるのか、という因果関係について、
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再生前 再生後 差異 再生前 再生後 差異
C社 2 4 2 7 17 10 再生A
D社 1 1 0 6 5 -1 破綻
危機意識 実行力
企業名 再生結果
改めて考えてみる。 
 前述第 1 章第 1 節「研究の背景と目的」において、社長の持つ「危機意識」について、社
長が将来にわたって自社の存続の可能性に不安を抱く認識、と定義した。従って、危機意識
が強くなるということは自社のこの先の存続に大きな不安をこれまで以上に抱くことにな
る。 
 そこで、社長の持つ危機意識を強化させることによって、実行力を向上させた企業と、社
長の持つ危機意識を強化できないことにより、実行力向上ができず、結果として破綻した企
業の再生活動の概要を事例として比較する。 
 比較のために取り上げた企業は以下の通りである。そこで、それらの企業の社長の持つ危
機意識と会社の実行力の評価点および再生結果について表 6.3 に示す。 
・C社：社長の持つ危機意識を強化、会社の実行力向上、再生 A（業種 鉄鋼業） 
・D社：社長の持つ危機意識不変、会社の実行力やや低下、破綻（業種 食品加工業） 
表 6.3 再生前後の危機意識と実行力の比較表 
 
 
 
①C 社について 
・再生前：売上は 3 期連続で右肩下がり、営業赤字、債務超過（自己資本比率▲10％程度） 
 借入金は売上高比率 75%の破綻寸前の状態であった。金融機関からの再生指導要請であ 
 る。社長は、経営の現状は厳しいということは金融機関から追加融資はできないと言わ 
 れていたのである程度は分かっていたが、融資を受けられなければ困る、という程度で 
 あった。売上が増えればすべて解決できると考え、売上増加にばかり目が向いていた。 
 そのような状態でも、長い付き合いの外注会社に多額の貸付けをし、それが財務的にも 
 資金的にも支障をきたしていた。 
・介入指導：社長に対して「企業のライフサイクル」上にプロットした経営力を見せて、 
 会社の現状を認識させるところからはじまった。ライフサイクル上の危機域にある自社 
 の経営力を見て「これほど悪かったのだ！知らなかった！」と社長は涙を流した。 
 そこから、アクションプランに従って、社長が先頭に立ち、まず年商の半年分も貯めて 
 いた在庫一掃、原価管理の徹底から始めた。「在庫が減っていくのが嬉しくて」と毎月自 
 分で実棚卸を行った。毎月行う経営改革会議も経営改革戦略計画に従って、対策の進捗 
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 を確認を繰り返した。さらに、再生指導専門家の指導のもとで多額の貸付先の社長を説 
 得し、会社を清算させた。さらに、付加価値の高いビジネスモデルを付加した。 
・再生後：介入指導開始 2 年後には、経常利益率 9.8％と大幅黒字転換、自己資本比率 0.9％ 
 と V 字回復することができた。この要因は、社長が自社の経営実態を理解し、納得した 
 ことにより「何とかしなければならない」（社長本人談）と危機意識を強くしたことから 
 始まった。この「何とかしなければならない」が「何とかする！」、つまりすぐ実行せず 
 にはいられないことにつながったのである。 
②D 社について 
・再生前：前述 C 社と同様、売上は 3 期連続で右肩下がり、3 期連続営業赤字、大幅債務 
 超過、借入金は年商以上の破綻寸前の状態であった。中小企業支援協議会案件であり、 
 メインバンクから何とか再生を指導してほしいとの要請があり介入指導を始めた。 
 メインバンクから厳しいことは言われていたが、社長は「メインバンクとは長く付き合 
 っているから、最後は何とかしてくれる」と主張していた。そのために、企業のライフ 
 サイクル上の経営力を見せても、あまり真剣に受け止めようとしなかった。 
・介入指導：社長は経営、特に営業は取締役である息子に任せていると言わんばかりに、 
 経営について放任状態であった。経営改革戦略計画書も何とか策定したが、アクション 
 プランに従って対策を実行するには至らなかった。特に、これ以上売上が落ちると会社 
 がもたない状態にありながら、社長も取締役も「できない理由」を主張するのに懸命で 
 あった。新規顧客先を紹介しても真剣に営業開拓をせず、月次経営改革会議を開催して 
 も形の上だけで終わってしまうことの繰返しであった。 
・再生後（介入終了時）：介入指導後 20 か月後、売上が前期比 95％、経常利益マイナスが 
 続き、支払手形決済ができない状態になり自己破産を申立てた。社長がこのように破綻 
 になったのは「メインバンクが面倒を見てくれなかったから！」（社長本人談）であった。 
 社長が、金融機関頼りで、上述のように「銀行が最後は何とかしてくれる」と自分自身 
 に言い聞かせているほどの他人頼み（他人事）であった。従って、社長の持つ危機意識 
 は表 6.3 に示すように、一向に強化されなかった。そこで、実行力は向上するどころか、 
 これ以上ないほどの低い評価で終わってしまった。 
 
 上述したように、V 字回復した企業と破綻した企業の社長の危機意識はこれほど異なる
のであり、それがそのまま実行力に出るということは明白である。それぞれ 1 例ずつを記
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したが、サンプル企業の多くに共通した現象である。再生企業と停滞企業および破綻企業は、
この社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向上を通じて再生結果を決める、という
ことが分かる。 
 そこで、社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向上につながることについて、以下
のように考える。 
①介入指導により、社長の持つ危機意識が強化された。 
②危機意識が強化されたこととは別に、介入指導の効果として、社長が実行の方法を学ん 
 だ。これにより、危機感に応じて実行することができるようになった。 
③これらにより、危機意識が強化され、実行力も向上した。 
 
 
 
 
 
第 2 節 企業属性、社長特性による社長の持つ危機意識の会社の実行力への 
    影響の検証 
 
 前第 1 節において、社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向上に総体的につなが
ることが検証できた。 
 次に、どのような企業の属性や社長の特性が、社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力
に影響を与えるのか、について分析する。 
 この分析方法として、第 3 章第 1 節 2 項において分類した企業属性および社長特性にお
いて、社長の持つ危機意識の強化と会社の実行力の向上の相関関係を分析して検証を行う。 
 しかし、相関分析を行うにはサンプルサイズｎが小さいため、確度に限界があるために、
相関分析に併せて、解明のための方法として下記の点に着眼し、補完をする。 
 再生前には、社長の持つ危機意識と会社の実行力の間にほとんど相関関係が棄却された
が、再生後には相関関係が示唆されるようになった。ということは、介入指導を受けて、社
長の持つ危機意識の強化により会社の実行力が大きく向上した企業群と、逆にほとんど変
わらない、またはマイナスに変化した企業群の両極が存在する、ということを意味している。 
 そこで、サンプル企業 30 社のうち、再生前に比して再生後の社長の持つ危機意識と会社
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危機意識変化　点
の実行力が大きく変化した企業 8 社（本章ではこれを「変化大」企業と称す）と、逆にマイ
ナスに変化した企業（わずかしか変化しなかった企業も含むが、本章ではこれを「マイナス
変化」企業と以下称す）8 社を、表 6.4 に示すように抽出する。 
企業番号①②③④⑤⑥⑫⑭（薄く塗りつぶした方）が変化大の 8 企業、⑯㉑㉒㉖㉗㉘㉙㉚
（濃く塗りつぶした方）がマイナス変化の 8 企業である。 
 この、再生前に比して再生後に社長の持つ危機意識と会社の実行力が大きく変化した「変
化大」企業と「マイナス変化」企業を比較分析する。これにより、どのような会社の属性や
社長の特性が社長の持つ危機意識が会社の実行力に対して強い影響力を持つのかについて
解明することができるので必要により補助的に使用する。 
表 6.4 企業別 再生前後の危機意識-実行力変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1. 企業の属性による社長の持つ危機意識の会社の実行力への影響力の違いの検証  
 企業の属性によって、社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向上にどのような影
響力の違いが生ずるのかを検証する。属性の選択・分類等の定義は前述の通りとする。 
 再生前後の社長の持つ危機意識と会社の実行力が大きく変化した変化大企業 8 社と、マ
イナスに振れたマイナス変化企業 8 社について、会社の業種（製造業と非製造業）の違い、
社歴の長さ、売上高の規模を表 6.5 に企業属性表としてまとめた。 
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製造業 非製造業
1 〇 16 162
2 〇 52 1014.7
3 〇 65 1493
4 〇 67 2491.5
5 〇 26 552.7
6 〇 63 2387.3
12 〇 40 2009.4
14 〇 40 1557
計 3 5 369 11667.6
平均 - - 46.1 1,458.5
16 〇 68 622.7
21 〇 45 166.1
22 〇 64 501.9
26 〇 40 399.5
27 〇 34 70.9
28 〇 45 248.9
29 〇 60 900
30 〇 70 431.1
計 5 3 426 3341.1
平均 - - 53.3 417.6
変化 企業番号
業種
変
化
大
マ
イ
ナ
ス
変
化
社歴
（年）
売上
（百万円）
業種 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
y=0.875x+4.625 y=3.226x+0.650
非製造業 13
-0.035 0.846
0.001 0.716
-0.116 5.262
y=-0.078x+6.766 y=3.750x-1.635
再生前 再生後
製造業 17
0.540 0.894
0.292 0.799
2.485 7.728
表 6.5 再生前後の変化大・マイナス変化企業の企業属性表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.1 業種により社長の持つ危機意識が会社の実行力へ与える影響に違いがあるか 
 業種（製造業と非製造業）により、社長の持つ危機意識と会社の実行力の相関関係に影響
を与えるかについて、下記に検討する。 
1）業種別により社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 製造業と非製造業の業種間における社長の持つ危機意識と会社の実行力の間の相関関係
を表 6.6 に示す。 
表 6.6 業種別 危機意識-実行力相関の違い 
 
 
 
 
 
①製造業では、再生前においてはｒ＝0.540、ｔ＝2.485 であり、危機意識と実行力間には 
 有意で相関関係が示唆される。 
 再生後では、ｒ＝0.894、ｔ＝7.728 と、相関関係はより強くなることが示唆される。 
②非製造業では、再生前はｒ＝-0.035、ｔ＝-0.116 と危機意識と実行力間の相関関係は棄 
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社歴 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
2.760
y=1.265x+4.147
0.777
0.604
7
再生前 再生後
0.890
0.793
4.365
y=2.875x+1.661
13
0.154 0.822
0.024 0.676
0.517 4.787
y=0.375x+5.625 y=3.082x+0.388
10
-0.264 0.929
0.070 0.863
-0.774 7.100
y=-0.500x+7.000 y=4.219x-1.969
40年
未満
60年
未満
60年
以上
 却される。しかし、再生後ではｒ＝0.846、ｔ＝5.262 であり、有意で相関関係が示唆さ 
 れる。 
 
2）業種の違いが変化大企業とマイナス企業を分ける要因となるか 
 業種の違いが、再生前と再生後の社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響に違
いがあるかについて、表 6.5 に基づき検討すると、以下の様になる。 
・変化大企業 8 社のうち、製造業は 3 社、非製造業は 5 社である。 
・マイナス変化企業 8 社のうち、製造業は 5 社、非製造業は 3 社である。 
 ｎが小さいために断定することは厳しいが、業種によって、再生前後の変化の違いは棄却
される。したがって、業種の違いが再生後の社長の持つ危機意識が会社の実行力を向上させ
ることにはつながらないと考える。 
 
1.2 社歴により社長の持つ危機意識が会社の実行力へ与える影響に違いがあるか 
1）社歴により社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 社歴別に再生前と再生後の危機意識と実行力の相関関係の変化を表 6.7 に示す。 
表 6.7 社歴別 危機意識－実行力相関の違い 
 
 
 
 
 
 
 
①40年未満：再生前におけるｒ＝0.777、ｔ＝2.760であり、有意で相関関係が示唆され 
 る。再生後ではｒ＝0.890、ｔ＝4.365であり、社長の持つ危機意識と会社の実行力の相 
 関関係は再生前と同様に有意で示唆される。 
②40年以上～60年未満：再生前におけるｒ＝0.154、ｔ＝0.517であり、社長の持つ危機 
 意識と会社の実行力間には相関関係は棄却される。再生後ではｒ＝0.822、ｔ＝4.787で 
 あり、危機意識と実行力間には有意で相関関係が示唆される。 
③60年以上：再生前ではｒ＝-0.264、ｔ＝-0.774であり、社長の持つ危機意識と会社の実 
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ｎ 平均値 分散 平均値差 Ｐ ｔ 有意差
変化大 8 46.1 357.0
マイナス 8 53.3 191.6
‐-7.1 0.404 -0.860
 行力間の相関関係は棄却される。再生後ではｒ＝0.929、ｔ＝7.100と、有意で相関関係 
 が示唆される。 
 
 以上により、社歴の長さにかかわらず、再生後の社長の持つ危機意識と会社の実行力間の
相関関係は有意で同じように示唆されるようになる。 
 
2）社歴の長さが変化大企業とマイナス企業を分ける要因となるか 
  社歴の長さが、社長の持つ危機意識と会社の実行力を大きく変化させた変化大企業と逆
のマイナス企業に分かれる要因となるかについて、表 6.8をもとに検討する。変化大企業に
分類される 8 社の社歴の長さと変化小企業の 8 社の社歴の長さの会社の実行力を対応のな
い 2群の平均値の差を検定（両側検定）したものである。 
表 6.8 変化大・マイナス企業の社歴の平均値の差の検定 
 
 
 
 変化大企業の社歴の平均値が 46.1年とマイナス変化企業より 7.1年社歴が短い。しかし、
この社歴の長さはＰ＝0.404、ｔ＝-0.860であり、社歴の長さの違いが、再生前後の社長の
持つ危機意識が実行力向上に違いをもたらす要因の有意は棄却される。 
 したがって、社歴は、再生後の社長の持つ危機意識が会社の実行力を向上させる大きな要
因とはならないと考える。 
 
1.3 売上高規模により社長の持つ危機意識が会社の実行力へ与える影響に違いがあ 
 るか 
 会社の売上高規模が、再生前と再生後の社長の持つ危機意識と会社の実行力間の影響に
ついて以下に分析する。 
 
1）売上高規模別に社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 売上規模別に再生前と再生後の社長の持つ危機意識と会社の実行力の相関関係の変化を
表 6.9 に示す。 
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売上高 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
14
0.257 0.799
0.066 0.639
0.921 4.603
y=0.545x+5.468 y=2.597x+1.565
6
0.294 0.887
0.087 0.787
0.615 3.842
y=0.588x+4.588 y=3.714x-0.952
10
0.134 0.690
0.018 0.476
0.382 2.696
y=0.250x+6.250 y=3.833x-1.500
5億円
未満
10億円
未満
10億円
以上
表 6.9 売上高による危機意識－実行力相関の違い 
 
 
 
 
 
 
 
①5億円未満：再生前はｒ＝0.257、ｔ＝0.921であり社長の持つ危機意識と会社の実行力 
 の間の相関関係は棄却される。 
 再生後においてはｒ＝0.799、ｔ＝4.603であり、社長の持つ危機意識と会社の実行力間 
 に有意で相関関係が示唆される。 
②5億円以上～10億円：再生前はｒ＝0.294、ｔ＝0.615であり、社長の持つ危機意識と会 
 社の実行力間の相関関係は棄却される。再生後はｒ＝0.887、ｔ＝3.842であり、ｎ＝6 
 と小さいが社長の持つ危機意識と会社の実行力間に有意で相関関係が示唆される。 
③10億円以上：再生前はｒ＝0.134、ｔ＝0.382であり、社長の持つ危機意識と会社の実行 
 力間に相関関係は棄却される。再生後はｒ＝0.690、ｔ＝2.696であり、社長の持つ危機 
 意識と会社の実行力間に有意で相関関係が示唆される。 
 
2）売上高の規模は変化大企業とマイナス企業を分ける要因となるか 
 売上高の規模が、社長の持つ危機意識と会社の実行力を大きく変化させた変化大企業と逆
のマイナス企業に分かれる要因となるかについて、表 6.10をもとに検討する。変化大企業
に分類される 8 社の売上高とマイナス企業の 8 社の売上高について、対応のない 2 群の平
均値の差を検定（両側検定）したものである。 
表 6.10 変化大・マイナス企業の売上高の平均値の差の検定 
 
 
 
 変化大企業の売上高の平均値はマイナス変化企業より 1,040.8 百万円大きい。それこそ 1
桁違いの差があることになる。この差はＰ＝0.005、ｔ＝3.340 であり、変化大企業とマイ
ｎ 平均値 分散 平均値差 Ｐ ｔ 有意差
変化大 8 1,458.5 706,069.4
マイナス 8 417.6 70,615.0
有1,040.8 0.005 3.340
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創業 非創業 ワンマン 組織 放任 営業 現場 管理 なし
1 50 〇 〇 〇
2 60 〇 〇 〇
3 60 〇 〇 〇
4 60 〇 〇 〇
5 40 〇 〇 〇
6 60 〇 〇 〇
12 70 〇 〇 〇
14 60 〇 〇 〇
計 460 4 4 4 4 0 8 1 1 0
平均 57.5
16 80 〇 〇 〇
21 70 〇 〇 〇
22 50 〇 〇 〇
26 70 〇 〇 〇
27 60 〇 〇 〇
28 50 〇 〇 〇
29 50 〇 〇 〇
30 60 〇 〇 〇
計 490 2 6 0 0 8 0 2 0 6
平均 61.3 - - - - - - - - -
変化 企業番号
変
化
大
マ
イ
ナ
ス
変
化
年齢
（歳代）
出自 経営タイプ 注力業務
ナス変化企業の間には売上高の平均値に有意差があることが示唆される。つまり、変化大企
業とマイナス変化企業に分かれる要因のひとつとして、売上高規模があると言える。 
 
2．社長の特性による社長の持つ機意識の会社の実行力への影響力の違いの検証 
 社長の特性によって、社長の持つ危機意識の強化が実行力の向上にどのような影響力の
違いが生ずるのかを検証する。企業の属性の選択や各々の定義については、前第 3 章第 1 節
2 項にて説明したので、当項においての説明は省く。 
 前 1 項と同様の主旨で、再生前後の社長の持つ危機意識と会社の実行力が大きく変化し
た企業 8 社と、マイナスに振れた企業 8 社について、社長の年齢、出自（創業社長・非創業
社長）、経営タイプ、注力業務について表 6.11 にまとめた。 
表 6.11 再生前後の変化大・マイナス企業の社長特性表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.1 社長の年齢により社長の持つ危機意識が会社の実行力へ与える影響に違いがある 
  か 
 社長の年齢により、再生前と再生後の社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向上
へどのように影響するかを以下に分析する。 
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15 15 ⑤
14 14
13 13
12 12
11 11 ⑦
10 10
9 9 ⑨㉕
8 ⑤⑦ 8 ⑧㉓
7 7 ⑪
6 ㉕ ⑧㉓ 6
5 ⑨ ⑪ 5
4 4
3 3
2 2
1 1
1 2 3 4 5 1 2 3 4 5
実
行
力
評
価
点
危機意識評価点
再生前 再生後
危機意識評価点
実
行
力
評
価
点
年齢 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
7
0.814
y=2.300x+3.000
16
0.171 0.906
0.029 0.821
0.649 8.009
y=0.287x+5.828 y=3.456x+0.184
40歳代
以下
50・60
歳代
70歳代
以上
7
0.054 0.966
0.003 0.933
0.121 8.355
y=0.150x+6.150 y=3.316x-1.000
0.588
0.663 0.346
3.134 0.626
y=1.250x+3.786
1）社長の年齢別に社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 社長の年齢を 40 歳代以下、50・60 歳代、70 歳代以上に 3 分類し、それぞれの年代別に
再生前と再生後の社長の持つ危機意識と会社の実行力の相関関係を表 6.12 に示す。 
表 6.12 社長の年齢による危機意識-実行力相関 
 
 
 
 
 
 
 
①40歳代以下：再生前においてｒ＝0.814、ｔ＝3.134であり、社長の持つ危機意識と会社 
 の実行力間に有意で相関関係が示唆される。再生後ではｒ＝0.588、ｔ＝0.626であり、 
 社長の持つ危機意識と会社の実行力間の相関関係が棄却される。 
 なお、再生後の相関関係に有意差が棄却されるのは、表 6.13に示すように、企業番号⑧ 
 ⑪㉓の 3社の社長の持つ危機意識の強化に対して、再生後の実行力の向上が他社と比し 
 て変化が小さいことにある。 
表 6.13 40 歳代以下 再生前後の危機意識－実行力の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 なぜ、この 3社が他の 4社に比べて実行力の向上の変化が小さいのかについてであるが 
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年齢
ｎ 平均値 分散 平均値差 Ｐ ｔ 有意差
変化大 8 57.5 78.6
マイナス 8 61.3 126.8
－-3.8 0.471 -0.740
該当 3社の社長の共通する性格として、プライドが高く自己意識xxxiiが強い傾向がある。 
 そのために、介入指導を受けても、一応理解したように見えるが、形式的に実行し、自己
流の手法で進める傾向がある。これが、指導を受けて素直に実行に移行しない、すなわち実
行力評価が向上しないことにつながっていると考える。 
②50・60歳代：再生前においてｒ＝0.171、ｔ＝0.649であり、社長の持つ危機意識と会社 
 の実行力間の相関関係は棄却される。再生後ではｒ＝0.906、ｔ＝8.009であり、有意で  
 相関関係が示唆される。 
③70歳代以上：再生前ではｒ＝0.054、ｔ＝0.121であり、社長の持つ危機意識と会社の実 
 行力間の相関関係は棄却される。再生後ではｒ＝0.966、ｔ＝8.355であり、有意で相関 
 関係が示唆される。 
 以上により、40歳代以下は別として、50歳代以上の企業については、再生後の相関関係
は同じように有意で示唆されるようになる。 
 
2）社長の年代は変化大企業とマイナス企業を分ける要因となるか 
 社長の年代が、社長の持つ危機意識と会社の実行力を大きく変化させた変化大企業と逆の
マイナス企業に分かれる要因となるかについて、表 6.14をもとに検討する。変化大企業に
分類される 8 社の社歴の長さとマイナス企業 8 社の社歴の社長の持つ危機意識について対
応のない 2群の平均値の差を検定（両側検定）したものである。 
表 6.14 変化大・マイナス企業の社長年齢の平均値の差の検定 
 
 
 
 変化大企業の社長の年齢の平均値が 57.5歳とマイナス変化企業より 3.8年社長の年齢が
若い。しかし、この年齢の差はＰ＝0.471、ｔ＝-0.740であり、年齢の違いが、再生前後の
社長の持つ危機意識が実行力向上に違いをもたらす要因としては棄却される。 
 したがって、年齢が再生後の社長の持つ危機意識が会社の実行力を向上させる、つまり再
生後に明確な相関関係が発生する大きな要因であると説明はできない。 
 
                                                   
xxxii 自己意識：自己自身に関する意識。諸体験の統一的・恒常的・自己同一的主体としての自我の意識。 
   自意識、自覚。（広辞苑 URL http://sakura-paris.org/dict/） 
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出自 ｎ 相関係数
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
創業
社長
13
0.334 0.878
0.112 0.771
1.175 6.084
y=0.750x+5.250 y=3.716x-1.586
非創業
社長
17
0.192 0.868
0.037 0.753
0.758 6.770
y=0.758x+5.539 y=3.273x+0.545
2.2 社長の出自により社長の持つ危機意識の会社の実行力への影響に違いがあるか 
1）社長の出自による社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 社長の出自（創業社長と非創業社長）による再生前と再生後の社長の持つ危機意識と会社
の実行力の間の相関関係を表 6.15 に示す。 
表 6.15 社長の出自別 危機意識-実行力相関 
  
 
 
 
 
①創業社長：再生前はｒ＝0.334、ｔ＝1.175であり、社長の持つ危機意識と会社の実行力 
 間の相関関係は棄却される。再生後においてはｒ＝0.878、ｔ＝6.084であり、有意差を 
 もって社長の持つ危機意識と会社の実行力間の相関関係は示唆される。 
②非創業社長：再生前はｒ＝0.192、ｔ＝0.758であり、社長の持つ危機意識と会社の実行 
 力間の相関関係は棄却される。再生後はｒ＝0.868、ｔ＝6.770であり、有意差をもって 
 社長の持つ危機意識と会社の実行力間に相関関係が示唆される。 
 
 したがって、創業社長と非創業社長のいずれも、再生後は有意差をもって社長の持つ危機
意識と会社の実行力間の相関が示唆されることになる。 
 
2）社長の出自は変化大企業とマイナス企業を分ける要因となるか 
 社長の出自が、社長の持つ危機意識と会社の実行力を大きく変化させた変化大企業と、逆
のマイナス企業に分かれる要因となるかについて、前述の表 6.11 をもとに検討する。 
①変化大企業 8 社のうち、創業社長は 4 社、非創業社長は 4 社と同数である。 
②マイナス企業 8 社の、創業社長は 2 社、非創業社長は 6 社である。 
 ｎが小さいために、断定することは難しいが、社長の出自（創業社長と非創業社長）によ
って、マイナス企業は非創業企業の方が多い傾向がある可能性は否定できないが、再生前後
の変化に与えるほどの違いがあると示唆することは難しい。 
 したがって、社長の出自により再生後の社長の持つ危機意識が会社の実行力を向上させ
る、つまり再生後の相関関係が発生すると説明はできない。 
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経営タイプ ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
ワンマン型 8
0.533 0.808
0.284 0.652
1.543 3.359
y=1.200x+4.400 y=4.000x-3.000
-0.300 0.595
0.090 0.353
-1.177 2.770
y=-0.767x+6.867 y=1.671x+3.304
組織型 6
-0.447 0.843
0.200 0.711
-0.999 3.134
y=-0.600x+7.800 y=5.333x-5.667
放任型 16
2.3 社長の経営タイプにより社長の持つ危機意識の会社の実行力への影響に違いがあ 
  るか 
 
1）社長の経営タイプによる社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 社長の経営タイプ（ワンマン型、組織型、放任型）が、再生前と再生後の社長の持つ危機
意識と会社の実行力に与える影響をについて、社長の持つ危機意識と会社の実行力の相関
関係を表 6.16 に示す。 
表 6.16 社長の経営タイプによる危機意識-実行力相関の違い 
 
 
 
 
 
 
 
①ワンマン型社長：再生前はｒ＝0.533、ｔ＝1.543であり、社長の持つ危機意識と会社の 
 実行力間の相関関係は棄却される。再生後においてはｒ＝0.808、ｔ＝3.359であり、 
 ｒ＝0の帰無仮説は否定され、社長の持つ危機意識と会社の実行力間には有意差をもっ 
 て相関関係で示唆される。 
②組織型社長：再生前はｒ＝-0.447、ｔ＝-0.999であり、社長の持つ危機意識と会社の実 
 行力間に相関関係は棄却される。再生後はｒ＝0.843、ｔ＝3.134 であり、社長の持つ危 
 機意識と会社の実行力間に有意差をもって相関関係が示唆される。 
③放任型社長：再生前はｒ＝-0.300、ｔ＝-1.177であり、社長の持つ危機意識と会社の実 
 行力間の相関関係は棄却される。再生後はｒ＝0.595、ｔ＝2.770 であり有意差をもって  
 社長の持つ危機意識と会社の実行力間に相関関係が示唆される。 
 
 従って、いずれの経営タイプにおいても、再生後には社長の持つ危機意識と会社の実行力
間の相関関係に有意差があることが示唆される。 
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注力業務 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
営業型 9
0.478 0.704
0.229 0.496
1.440 2.623
y=1.143x+4.571 y=1.143x+4.571
現場型 7
0.884 0.914
0.781 0.835
4.228 5.037
y=1.250x+4.000 y=2.741x+1.667
なし 8
-0.581 0.312
0.337 0.097
-1.749 0.804
y=-2.167x+8.833 y=1.286x+3.714
管理型 6
0.612 0.809
0.375 0.655
1.548 2.753
y=5.000x+4.667 y=4.000x-2.167
2）社長の経営タイプは変化大企業とマイナス企業を分ける要因となるか 
 社長の経営タイプが、危機意識と実行力を大きく変化させた変化大企業と逆のマイナス
企業に分かれる要因となるかについて、前述の表 6.11 をもとに検討する。 
①変化大企業 8 社のうち、ワンマン型社長 4、組織型社長 4 で放任型社長は 0 である。 
②マイナス企業 8 社のうち、全てが放任型社長であり、ワンマン型社長および組織型社長
はいずれも 1 社もない。 
 これから、社長の経営タイプは、社長の持つ危機意識の強化や会社の実行力の向上に大き
な影響を与えることが分かる。つまり、ワンマン型、組織型の社長は、社長の持つ危機意識
や会社の実行力を改善すると示唆される。しかし、放任型社長は逆に社長の持つ危機意識や
会社の実行力をほとんど変化することができない。それどころかマイナスにしてしまうこ
とが分かる。 
 
2.4 社長の注力業務により社長の持つ危機意識が会社の実行力への影響に違いがある 
  か 
 
1）社長の注力業務により社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について 
 社長の注力業務（営業型、現場型、管理型、なし）により、再生前と再生後の社長の危機
意識と会社の実行力間の相関関係の分析を表 6.17 に示す。 
表 6.17 社長の注力業務による危機意識-実行力相関関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①営業型社長：再生前はｒ＝0.478、ｔ＝1.440であり、社長の持つ危機意識と会社の実行 
 力間の相関関係は棄却される。再生後においてはｒ＝0.704、ｔ＝2.623であり、有意差 
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 をもって社長の持つ危機意識と会社の実行力間に相関関係が示唆される。 
②現場型社長：再生前はｒ＝0.884、ｔ＝4.228であり、社長の持つ危機意識と会社の実行 
 力間の相関関係は示唆される。再生後はｒ＝0.914、ｔ＝5.037であり、有意差をもって 
 社長の持つ危機意識と会社の実行力間に相関関係が示唆される。 
③管理型社長：再生前はｒ＝0.612、ｔ＝1.548であり、社長の持つ危機意識と会社の実行 
 力間の相関関係は棄却される。再生後はｒ＝0.809、ｔ＝2.753であり、有意水準 5％で 
 あるｒ＝0.811に限りなく近づいていると示唆される。 
④注力業務なし型社長：再生前はｒ＝-0.581、ｔ＝-1.749であり、社長の持つ危機意識と 
 会社の実行力間の相関関係は棄却される。再生後もｒ＝0.312、ｔ＝0.804であり、社長 
 の持つ危機意識と会社の実行力間の相関関係は棄却される。 
  
 従って、注力業務なしの社長以外は再生後の社長の持つ危機意識と会社の実行力間の相 
関関係は示唆されると考える。 
 
2）社長の注力業務は変化大企業とマイナス企業を分ける要因となるか 
 社長の注力業務が、社長の持つ危機意識と会社の実行力を大きく変化させた変化大企業
と逆のマイナス企業に分かれる要因となるかについて、前述の表 6.11 をもとに検討する。 
①変化大企業 8 社のうち、営業型社長 6、現場型社長 1、管理型社長は 1 である。 
②マイナス企業 8 社のうち、営業型社長 0、現場型社長 2、管理型社長 0、注力業務なし社 
 長 6 である。 
 
 これから、社長の注力業務は、営業型社長は社長の持つ危機意識の強化や会社の実行力の
向上に大きな影響を与えることが分かる。一方、注力業務なし社長は、マイナス企業 8 社の
うち、6 社を占めている。 
 つまり、営業型社長は社長の持つ危機意識や会社の実行力を改善するが、注力業務なし型
社長は逆に社長の持つ危機意識や会社の実行力をほとんど変化させることができない、ど
ころかマイナスにしてしまうことが示唆される。 
 社長の注力業務の違いが、再生後社長のもつ危機意識と会社の実行力の相関関係に違い
が生ずる大きな要因のひとつと考えられる。 
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r
R
2
t
回帰式
1.579 9.164
再生前 再生後
0.286
0.082
0.866
0.750
y=0.547x+5.349 y=3.301x+0.120
3. 小括 
 本章においては、社長の持つ危機意識の強化が、会社の実行力が向上にどのように影響を
与えるのかについての検証を行った。 
 
3.1 社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向上に与える影響 
 第 1 節では、まず、再生指導専門家の指導によって、社長の持つ危機意識の強化と会社の
実行力の向上との関係を回帰分析にて解明した結果を表 6.2（再掲）に示す。 
表 6.2 危機意識と実行力の相関関係 
 
 
 
 その結果、再生前においては社長の持つ危機意識と会社の実行力間に相関関係は棄却さ
れたが、再生後には、社長の持つ危機意識と会社の実行力間にｒ＝0.866、ｔ＝9.164 であ
り、有意差をもって相関関係が示唆されるようになる。 
 これは、介入指導によって社長の持つ危機意識が強化して、会社の実行力を向上させる企
業とあまり変化しない企業と分かれることで、再生後の社長の持つ危機意識と会社の実行
力間に正の相関関係が示唆される要因であると考える。 
 
3.2 企業属性と社長特性による社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響の 
  違い 
 第 2 節では、どのような企業と社長が、社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力向上
へ影響を与えるかについての検証を行った。この検証は、企業の属性、社長の特性ごとに再
生前と再生後の相関関係の変化を分析した。 
 再生後の相関関係が強いということは、社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力の向
上につながる企業が増える結果と考える。 
 さらに、それに加えて、再生前に比して社長の持つ危機意識と会社の実行力が大きく変化
した 8 企業（変化大企業）と、再生後は逆にマイナスに振れた 8 企業（マイナス変化企業）
を比較分析した。 
 その結果はそれぞれのｎが小さいため確度には注意を要するが、以下のようにまとめら
れる。 
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項目 ｒ ｔ 有意差 項目 ｒ ｔ 有意差
再生前 r=0.540 t=2.485 有 再生前 ｒ＝0.334 ｔ＝1.175 -
再生後 r=0.894 t=7.728 有 再生後 ｒ＝0.878 ｔ＝6.084 有
再生前 ｒ＝-0.035 ｔ＝-0.116 - 再生前 ｒ＝0.192 ｔ＝0.753 -
再生後 ｒ＝0.846 ｔ＝5.262 有 再生後 ｒ＝0.868 ｔ＝6.770 有
再生前 ｒ＝0.777 ｔ＝2.760 有 再生前 ｒ＝0.533 ｔ＝1.543 -
再生後 ｒ＝0.890 ｔ＝4.365 有 再生後 ｒ＝0.808 ｔ＝3.359 有
再生前 ｒ＝0.154 ｔ＝0.517 - 再生前 ｒ＝-0.447 ｔ＝-0.999 -
再生後 ｒ＝0.822 ｔ＝4.787 有 再生後 ｒ＝0.843 ｔ＝3.134 有
再生前 ｒ＝-0.264 ｔ＝0.774 - 再生前 ｒ＝-0.300 ｔ＝-1.177 -
再生後 ｒ＝0.929 ｔ＝7.100 有 再生後 ｒ＝0.595 ｔ＝2.770 有
再生前 ｒ＝0.257 ｔ＝0.921 - 再生前 ｒ＝0.478 ｔ＝1.440 -
再生後 ｒ＝0.799 ｔ＝4.603 有 再生後 ｒ＝0.704 ｔ＝2.623 有
再生前 ｒ＝0.294 ｔ＝0.615 - 再生前 ｒ＝0.884 ｔ＝4.228 有
再生後 ｒ＝0.887 ｔ＝3.842 有 再生後 ｒ＝0.914 ｔ＝5.037 有
再生前 ｒ＝0.134 ｔ＝0.382 - 再生前 ｒ＝0.612 ｔ＝1.548 -
再生後 ｒ＝0.690 ｔ＝2.696 有 再生後 ｒ＝0.809 ｔ＝2.753 5％近
再生前 ｒ＝0.814 ｔ＝3.134 有 再生前 ｒ＝-0.581 ｔ＝1.749 -
再生後 ｒ＝0.588 ｔ＝0.626 - 再生後 ｒ＝0.312 ｔ＝0.804 -
再生前 ｒ＝0.171 ｔ＝0.649 -
再生後 ｒ＝0.906 ｔ＝8.009 有
再生前 ｒ＝0.054 ｔ＝0.121 -
再生後 ｒ＝0.966 ｔ＝5.355 有
企業属性・社長特性 企業属性・社長特性
危機意識が強化すると実行力は向上する
出自
経営タイプ
注力業務
放任型
営業型
現場型
管理型
なし
非創業社長
ワンマン型
組織型
創業社長
年齢
40歳代以下
50・60歳代
70歳代以上
売上高
5億円未満
10億円未満
10億円以上
40年未満
60年未満
60年以上
業種
製造業
非製造業
社歴
危機意識が強化すると実行力は向上する
1）企業属性と社長特性の分類項目別相関係数ｒの比較 
 企業属性と社長特性の各分類の相関係数ｒと有意水準を表 6.18にまとめた。 
表 6.18 企業属性・社長特性別再生前・後の危機意識と実行力の相関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2）会社の属性による社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響の違いについて 
①業種の違い：製造業と非製造業の社長の持つ危機意識と会社の実行力の相関関係は、再 
 生後いずれも有意で相関が示唆される。しかし、この業種の違いが、変化大企業とマイ 
 ナス企業に分ける要因ということは棄却される。 
②社歴の長さ：社歴を長さに従って 3 分類する。社歴の短い企業も長い企業もいずれも再 
 生後は有意で相関関係が示唆されるようになる。 
 一方、この社歴の長さの違いが変化大企業とマイナス企業に分かれる要因になるかにつ 
 いては、両者の平均値の差を検定したが棄却される。 
③売上高の規模：売上高の規模に従って 3 分類した。いずれの規模の企業も再生後は社長 
 の持つ危機意識と会社の実行力の相関関係が示唆されるようになる。 
 さらに、売上高規模の違いが変化大企業とマイナス企業に分かれる要因になるか、につ 
 いては両者の平均値の差を検定した結果、有意で売上高によって違いがあることが示唆 
 される。 
 従って、売上規模は社長の持つ危機意識と会社の実行力向上に影響力を与える要因であ 
 ることが示唆される。 
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3）社長の特性で社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響の違いについて 
 
①社長の年齢：社長の年齢によって 3 世代に分類する。50・60 歳代と 70 歳代以上の年代 
 でいずれも再生後の社長の持つ危機意識と会社の実行力の相関関係に有意で相関関係が 
 示唆される。40 歳代以下では再生後の相関関係は棄却される。 
 しかし、社長の年代の違いは、社長の持つ危機意識が会社の実行力の向上に大きな影響 
 を与える要因としては棄却される。 
②社長の出自：創業社長と非創業者社長は、再生後はいずれも有意で社長の持つ危機意識 
 と会社の実行力間の相関関係が示唆される。 
 しかし、社長の出自の違いが、社長の持つ危機意識と会社の実行力の向上に大きな影響 
 を与える要因としては棄却される。 
③社長の経営タイプ：ワンマン型、組織型、放任型社長のいずれも、再生後の社長の持つ 
 危機意識と会社の実行力の相関関係は示唆される。 
 また、社長の経営タイプは、社長の持つ危機意識の強化や会社の実行力向上に影響を与 
 えることが示唆される。但し放任型社長は社長の持つ危機意識や会社の実行力をほとん 
 ど変化させるどころか、マイナスにしてしまうことがある。 
④社長の注力業務：営業型、現場型、管理型、注力業務なし、の社長のうち、注力業務な 
 し以外の社長は、再生後においていずれも社長の持つ危機意識と会社の実行力間の相関 
 関係が示唆される。 
  しかし、注力業務なし型社長は再生前も再生後も社長の持つ危機意識と会社の実行力 
 間の相関関係は棄却される。 
  従って、社長の注力業務の違いにより、社長の持つ危機意識の強化が会社の実行力向 
 上に影響を与えるか否かの大きな要因のひとつとなると言える。 
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第 7 章 仮説 3「会社の実行力が向上すると収益力が改善する」 
                           の検証 
 
 第 2 章 2 節 1.2 経営再生メカニズムの解明にて述べたが、再生指導専門家の介入指導を
受けて、社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力を向上させる。これにより会社の収益
力を改善する。 
 そのために再生の目的に適合した計画を策定し、その計画を実行に移行することで成果
につながる。実行なくして成果はない、ということについては議論をするまでもない。つま
り、会社の実行力が向上することにより、アクションプランが実行に移され、その結果、収
益力が改善し、再生へと向かう。これが、窮境状況にある中小企業が再生へと向かっていく
ステップである。 
 そこで、本章では、会社の実行力が向上することで収益力が改善する、という仮説の検証
を行う。 
 
 まず、第 1節においては、会社の実行力が向上することにより、収益力が改善する仮説に
ついて会社の実行力向上が経常利益率改善に与える影響の検証を主として相関分析により
行う。 
 第 2節においては、社長の持つ危機意識の強化や会社の実行力の向上により、再生前に比
して再生後の経常利益率がどのように改善されたかについて、経常利益率の平均値の差の
検定、あるいは分散分析により検証を行う。 
 さらに、第 3 節においては、実行力向上が直ちに収益力の向上につながらない事例もあ
る。これはどのような要因で発生するのかについて検証を行う。 
 
第 1節 会社の実行力の向上が収益力を改善することの検証 
 
1 会社の実行力の向上が経常利益率改善にどのように影響するか 
 
1.1 会社の実行力の向上が経常利益率の改善にどのような影響を与えるか 
 会社の実行力の向上が経常利益率の改善にどのような影響を与えるのかについて、回帰
分析によって求めた結果を表 7.1 に示す。 
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再生前
再生後
ｒ R2 ｔ 回帰式
0.294 0.086 1.628 ｙ＝1.906ｘ-15.931
0.812 0.659 7.362 ｙ＝1.633ｘ-15.817
表 7.1 実行力と経営利益率の再生前・後の相関について 
 
 
 
 再生前においては、会社の実行力と経常利益率との間は、ｒ＝0.294、ｔ＝1.628であり、
会社の実行力と経常利益率の間の相関関係は棄却される。しかし、再生後においては、ｒ＝
0.812、ｔ＝7.362 であり、実行力と経常利益率間には有意差をもって相関関係が示唆され
る。これは、実行力が向上すると経常利益率が改善されることにつながる。 
 再生前には実行力と経常利益率間に相関関係は棄却され、再生後には相関関係が示唆さ
れるようになる、ということにより、下記の解釈ができる。 
 社長の持つ危機意識の強化や介入指導を受けることによって、会社の実行力の向上を経
常利益率改善につなげることができる企業と、あまり経常利益率改善につなげられない企
業とに分かれる、ことを意味している。 
 
1.2 再生前と再生後の会社の実行力と経常利益率の関係を俯瞰的に確認する 
 そこで、会社の実行力と経常利益率の関係を企業ごとにプロットしたチャートを、再生前
を図 7.1、再生後を図 7.2に示しその変化を俯瞰的に比較する。 
 図 7.1 に示すように再生前においてはｒ＝0.294 の通り、サンプル企業 30 社の会社の実
行力が 10 点以下で経常利益率が▲30.0％～+10.0％までの範囲で団子状に分布している。
それが、再生後では図 7.2に見るように、会社の実行力の向上につれて経常利益率を改善し
ていく企業が増加していく変化が視覚的にもよく分かる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.1 再生前 実行力と経常利益率の相関図 
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業種 ｎ 相関係数
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
非製造業 13
0.518 0.884
0.268 0.781
2.008 6.272
y=1.242x-8.207 y=1.769x-15.700
再生前 再生後
製造業 17
0.192 0.769
0.037 0.591
0.758 4.660
y=1.661x-16.971 y=1.477x-15.502
 
 
 
 
 
 
 
図 7.2 再生後 実行力と経常利益率の相関図 
 
２. 企業の属性により会社の実行力の収益力への影響に違いがあるか 
 前項において、会社の実行力向上が経常利益率の改善に視覚的にはつながることが検証
できた。 
 次に、第 4 章、第 5 章の考え方と同様に、企業の属性や社長の特性がどのように影響す
るのかに着眼し、会社の実行力と経常利益率間にいかなる関係を与えるか、について分析す
る。なお、企業の属性、社長の特性の選択・分類については、第 3 章第 1 節 2 項にて述べ
た通りである。 
 まず、企業の属性によって、会社の実行力と経常利益率間の相関関係にどのような違いが
生じるのかについて検証する。 
 その結果、各企業属性について以下の分析結果を得た。 
 
2.1 業種により会社の実行力が経常利益率に与える影響に違いがあるか 
 業種により、会社の実行力と経常利益率の間の相関関係が違うか、について回帰分析を行
った結果を表 7.2 に示す。 
表 7.2 業種による実行力-経常利益率相関の違い 
  
 
 
 
 
①製造業においては、再生前は相関係数ｒ＝0.192、ｔ＝0.758であり、実行力と経常利益 
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相関係数
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
-1.216 -1.279
y=-0.113x+1.491 y=-0.103x+4.199
社歴
-0.224
0.050
-0.235
0.055
社歴 ｎ 相関係数
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
40年
未満
7
0.156 0.879
0.024 0.772
0.353 4.122
y=0.232x-2.807 y=1.181x-9.103
60年
未満
13
0.570 0.822
0.324 0.675
2.301 4.787
y=4.558x-32.715 y=1.887x-18.861
60年
以上
10
-0.113 0.806
0.013 0.649
-0.322 3.851
y=-0.829x-0.055 y=1.492x-14.992
 率間の相関関係は棄却される。 
 しかし、再生後にはｒ＝0.769、ｔ＝4.660であり、有意差をもって相関関係が示唆され 
 る。 
②非製造業においては、再生前においてｒ＝0.518、ｔ＝2.008であり、相関関係は棄却さ 
 れる。  
 再生後においては、ｒ＝0.884、ｔ＝6.272であり、有意差をもって実行力と経常利益率 
 間の相関関係が示唆される。 
 
2.2 社歴の長さにより会社の実行力が経常利益率に与える影響に違いがあるか 
1）社歴の長さが経常利益率の改善にどう影響を与えるか 
 社歴と経常利益率との間の相関関係について、回帰分析した結果を表 7.3に示す。 
①再生前：社歴と経常利益率間はｒ＝-0.224、ｔ＝-1.216であり、相関関係は棄却される。 
②再生後：社歴と経常利益率間はｒ＝-0.235、ｔ＝-1.279であり、相関関係は棄却される。 
表 7.3 社歴と経常利益率の相関関係 
 
 
 
 
2）社歴の長さ別で会社の実行力が経常利益率に与える影響は違うか 
 会社の社歴の長さ別で、会社の実行力と経常利益率間の相関関係が、再生前と再生後でど
のような違いがあるかについて、回帰分析結果を表 7.4に示す。 
表 7.4  社歴の長さによる実行力-経常利益率相関の違い 
  
 
 
 
 
 
 
①社歴 40年未満の会社：会社の実行力と経常利益率間には、再生前でｒ＝0.156、ｔ＝ 
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経
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実行力　　点
 0.353であり、相関関係は棄却される。再生後においてはｒ＝0.879、ｔ＝4.122であり、 
 有意差をもって相関関係が示唆される。 
 会社の実行力が向上した結果を経常利益率改善に大きく結びつけられる企業と、あまり 
 会社の実行力が向上せずに経常利益率にも反映できない企業があることが分かる。 
②社歴 40年以上 60年未満の会社：会社の実行力と経常利益率間には、再生前においても 
 ｒ＝0.570、ｔ＝2.301であり、有意差をもって相関関係が示唆される。再生後において 
 もｒ＝0.822、ｔ＝4.787と有意差をもって相関関係が示唆される。 
③社歴 60年以上の会社：会社の実行力と経常利益率間には、再生前はｒ＝-0.113、ｔ＝ 
 -0.322であり相関関係は棄却される。が、再生後はｒ＝0.806、ｔ＝3.851であり、有意 
 差をもって相関関係が示唆される。 
 
 そこで、40 年以上～60 年未満の社歴の会社が、再生前においてもｒ＝0.570 と相関関係
が示唆される要因について下記に検討する。 
 再生前の企業ごとの会社の実行力と経常利益率の関係を表 7.5 のマトリックス表にまと
める。表中の番号は、サンプル企業の企業番号である。 
表 7.5 再生前 社歴 40 年以上 60 年未満企業の実行力-経常利益率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表 7.5中の企業番号㉖、⑳、⑰の 3企業は、他の企業と比較して、下記のような特殊な 
会社の内部事情がある。 
 ・企業番号㉖（人材派遣業）：再生前の経常利益率 9.3％と収益状況は良かった。このよ 
  うに他サンプル企業と比較してＰＬ的には良かったが、ＢＳ的に借入金過大、債務超 
  過大の状態であったために、メインバンクより再生指導の要請があったケースである。 
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相関係数
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
0.053
0.497
0.247
売上高
y=0.003x-6.075 y=0.005x-4.855
0.231
1.256 3.031
 ・企業番号⑳（製造業）：2代目社長であるが、危機意識 1点・実行力 5点と全サンプル 
  企業中で最低の状態であった。運転資金は社長個人の所有資産から出してつないでい 
  た。 
 ・企業番号⑰（製造業）：過去に年商の 2倍規模の設備投資と借入金過多（年商の 1.3倍）、 
  債務超過（総資本比率▲35％）が大きく経営の重荷になっている。メインバンクを通じ  
  て再生指導の要請があった。 
 企業番号㉖と⑰は再生前のＢＳ状態が異常に悪化していることにより、また⑳は経営者
の危機意識の低さのためにメインバンクから再生指導の要請があった経緯があるため、統
計的な分析をするには他のサンプルとは異質な存在と考えられる。 
 それに基づいて、社歴 60年未満の企業から、上記企業番号㉖、⑳、⑰を除いた 10社の 
相関係数はｒ＝-0.0412となり、会社の実行力と経常利益率間の相関関係は棄却されるよう
になる。 
 したがって、社歴 40 年以上 60 年未満の会社の実行力と経常利益率の間に、再生前ｒ＝
0.570と有意で相関関係が示唆されたのは、サンプルの中に統計的分析では説明できない異
質な存在の企業が 3社あった、ということが要因のひとつであると解釈できる。 
   
2.3 売上高規模により会社の実行力が経常利益率に与える影響に違いがあるか 
 
1）売上高規模が経常利益率にどのような影響を与えるか 
 年間の売上高と経常利益率間の相関関係について、分析結果を表 7.6に示す。 
表 7.6 売上高と経常利益率の相関 
 
 
 
 
①再生前：売上高と経常利益率の間には、ｒ＝0.231、ｔ＝1.256であり、売上高と経常利 
 益率の相関関係は棄却される。 
②再生後においては、ｒ＝0.497、ｔ＝3.031であり、有意差をもって相関関係が示唆され 
 る。売上規模の大きい企業の方が、より経常利益率を改善する度合が大きいと言えよう。 
 これは、第 4 章第 2 節 3.3 項にて売上規模と危機意識の関係について述べたが、同様の
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売上高 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
売上高による実行力-経常利益率相関の違い
再生前 再生後
5億円
未満
14
0.383 0.798
0.147 0.637
1.436 4.587
y=2.941x-23.967 y=2.176x-20.098
10億円
未満
6
0.210 0.590
0.044 0.348
0.430 1.461
y=1.038x-9.450 y=1.142x-11.803
10億円
以上
10
-0.197 0.827
0.039 0.685
-0.568 4.161
y=-1.004x+5.064 y=1.142x-9.443
要因によるものと考える。 
 
2）売上高規模別に会社の実行力の経常利益率に与える影響は違うか 
 売上高規模別に、再生前と再生後における売上高と経常利益率間の相関関係を分析した
結果を表 7.7に示す。 
表 7.7 売上高規模別 実行力-経常利益率相関の違い 
 
 
 
 
 
 
 
     
①売上高 5 億円未満：会社の実行力と経常利益率の間の相関関係は、再生前ｒ＝0.383、 
 ｔ＝1.436 であり、相関関係は棄却される。再生後においては、ｒ＝0.798、ｔ＝4.587 
 であり、有意差をもって相関関係が示唆される。 
②売上高 5 億円以上 10 億円未満：再生前ｒ＝0.210、ｔ＝0.430 であり、会社の実行力と 
 経常利益率間の相関関係は棄却される。再生後ｒ＝0.590、ｔ＝1.461 であり、相関関係 
 に有意差が示唆されるに至らない。 
③売上高 10 億円以上：再生前ｒ＝-0.197、ｔ＝-0.568 であり、会社の実行力と経常利益率 
 間の相関関係は棄却される。再生後においてはｒ＝0.827、ｔ＝4.161 であり、有意差を 
 もって相関関係があることが示唆される。 
 
 以上のように、年間売上高の売上規模別における会社の実行力と経常利益率の間には、い
ずれの規模においても、相関関係は棄却される。しかし、再生後においては売上高 5 億円未
満と 10 億円以上の企業に相関関係が示唆されることが検証された。 
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相関係数
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
1.585 -0.222
y=0.195x-14.999 y=-0.042x-0.025
社長年齢
0.287
0.082
-0.042
0.002
年齢 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
40歳代以
下
7
0.022 0.477
0.000 0.227
0.049 1.214
y=0.174x-7.367 y=0.949x-8.187
50・60歳
代
16
0.441 0.884
0.195 0.782
1.839 7.075
y=3.686x-27.851 y=1.817x-18.445
70歳代以
上
7
0.544 0.790
0.296 0.623
1.450 2.881
y=1.228x-7.678 y=1.556x-14.364
3.社長の特性により会社の実行力が収益力へ与える影響の違いがあるか 
 当項においては、社長の特性によって、会社の実行力が収益力（経常利益率）に与える影
響に違いがあるか、について検証を行う。 
 社長の経営者特性としては、第 3 章第１節 2 項において選択した特性と定義によるため、
当項にて改めて説明することは省く。 
 その検証結果を以下に述べる。 
 
3.1 社長の年齢により会社の実行力が経常利益率に与える影響に違いがあるか 
 
1）社長の年齢により経常利益率にどう影響を与えるか 
 社長の年齢と経常利益率との間の相関関係について、分析した結果を表 7.8に示す。 
①再生前：年齢と経常利益率間はｒ＝0.287、ｔ＝1.585であり、相関関係は棄却される。 
②再生後：社歴と経常利益率間はｒ＝-0.042、ｔ＝-0.222と、再生前と同様に相関関係は 
 棄却される。 
表 7.8 社長年齢と経常利益率間の相関関係 
 
 
 
 
2）社長の年代別で会社の実行力が経常利益率に与える影響は違うか 
 社長の年代別で、会社の実行力と経常利益率間の相関について再生前と再生後において
回帰分析をした結果を表 7.9 に示す。  
表 7.9 社長の年代による実行力-経常利益率間の相関の違い 
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出自 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
創業
社長
13
0.377 0.845
0.142 0.715
1.350 5.241
y=0.825x-5.187 y=1.454x-12.590
非創業
社長
17
0.206 0.800
0.042 0.640
0.815 5.164
y=1.798x-17.953 y=1.678x-17.334
①40 歳代以下：会社の実行力と経常利益率の相関について、再生前ｒ＝0.022、ｔ＝0.049 
 であり、相関関係は棄却される。 
 再生後においては、ｒ＝0.477、ｔ＝1.214 であり、相関関係は棄却される。 
②50・60 歳代：会社の実行力と経常利益率の相関について、再生前において、ｒ＝0.441、 
 ｔ＝1.839 であり、相関関係は棄却される。なお、再生後においてはｒ＝0.884、ｔ＝7.075 
 となり、有意差をもって相関関係が示唆される。 
③70 歳代以上：社長の会社の実行力と経常利益率の相関について、再生前ｒ＝0.544、ｔ 
 ＝1.450 であり、相関関係は棄却される。  
 再生後においてはｒ＝0.790、ｔ＝2.881 と有意差をもって相関関係が示唆される。 
 以上の分析によると、会社の実行力と経常利益率の間の相関関係は、いずれの年代とも再
生前に比べて再生後の方が相関関係は強くなる傾向にある。これは、社長の持つ危機意識の
強化や会社の実行力の向上のための介入指導を受けて、社長の年代が 50 歳・60 歳代と 70
歳代以上の企業で、施策を実行して経常利益率を改善させる企業が出てくる企業と、あまり
変化をしない企業が存在することを意味している。 
 
3.2 社長の出自により会社の実行力が経常利益率に与える影響は違いがあるか 
 社長の出自により会社の実行力と経常利益率間の相関関係を、再生前と再生後について
回帰分析した結果を表 7.10 に示す。 
①創業社長：会社の実行力と経常利益率の間には、再生前ではｒ＝0.377、ｔ＝1.350 であ 
 り、相関関係は棄却される。 
 再生後においてはｒ＝0.845、ｔ＝5.241 であり、有意差をもって相関関係が示唆される。 
②非創業社長：再生前はｒ＝0.206、ｔ＝0.815 であり、相関関係は棄却される。再生後に
おいてはｒ＝0.800、ｔ＝5.164 であり、有意差をもって相関関係が示唆される。 
表 7.10 社長の出自による実行力-経常利益率間の相関関係の違い 
 
 
 
 
 
 以上により、創業、非創業社長の会社の実行力と経常利益率間の相関関係は、再生前では
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4
3 ⑭
2 ①
0～1 ⑪ ➉ ⑬
0～-1
-2 ⑦
-3 ⑤
-4 ⑫
5 6 7 8
経
常
利
益
率
　
％
実行力　点
経営タイプ ｎ 相関係数
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
ワンマン型 8
-0.416 0.648
0.173 0.420
-1.121 2.084
y=-0.779x+5.247 y=0.754x-4.400
0.545
0.086 0.297
1.146 2.432
y=2.433x-19.890 y=1.962x-18.838
組織型 6
-0.386 0.817
0.149 0.668
-0.836 2.834
y=-3.100x-16.733 y=1.025x-7.542
放任型 16
0.293
相関関係が棄却されるが、再生後においては、いずれも有意で相関関係があることが示唆さ
れる。 
 
3.3 社長の経営タイプにより会社の実行力が経常利益率に与える影響は違いがあるか 
 社長の経営タイプにより会社の実行力と経常利益率間の相関関係を、再生前と再生後に 
 ついて回帰分析した結果を表 7.11 に示す。 
 なお、経営タイプはワンマン型、組織型、放任型の 3 タイプに分ける。 
表 7.11 経営タイプによる実行力-経常利益率相関関係の違い 
 
 
 
 
 
 
 
①ワンマン型の社長：会社の実行力と経常利益率間の相関関係は、再生前において 
 ｒ＝-0.416、ｔ＝-1.121 であり、相関関係は棄却される。 
 再生後においては、ｒ＝0.648、ｔ＝2.084 であるが、有意水準 5％ （ｎ＝8：ｒ＝0.706） 
 に近いが相関関係は棄却される。 
 なお、再生前にｒ＝-0.416 と有意差は棄却されるが、負の相関関係の傾向が見られる要 
 因について下記に検討するために、再生前の会社の実行力と経常利益率のマトリックス 
 表を表 7.12 に示す。 
表 7.12 再生前 ワンマン型社長の実行力-経常利益率 
 
 
 
 
 
 再生前に負の相関関係になる主な要因は企業番号⑫と⑤の 2 社である。該当企業につい
て再生前の概要について下記に述べる。 
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0
-1 ⑮
-2 ⑥ ②④
-3
-4 ⑧
-5
-6
-7
-8
-9
-10
-11
-12
-13 ③
5 6 7 8
経
常
利
益
率
　
％
実行力　点
・企業番号⑫（小売業）：年商 20 億円で 20 店舗以上を所有していた。再生開始時 
 点では全店舗数の 1/2 にあたる 10 店舗が赤字店舗であった。会社の実行力は 8 点と全 
 サンプル企業 30 社中 2 位であったが、店舗数が多く全体的に利益面で影響を与える実 
 行力には至っていなかった。 
・企業番号⑤（印刷業）：社長のワンマン度が強く、部下を育成せずに社長一人で行動して 
 いた。従って、会社の実行力＝社長の実行力となり、社長が行動した割に利益に反映が 
 できていなかった。 
 この統計的分析には不向きで異分子的な企業番号⑫と⑤を除いた 6 社の相関係数は、8 
 社の場合のｒ＝-0.416 に比して、ｒ＝-0.169 となり、負の大きな傾向は見られなくなる。 
 
②組織型の社長：会社の実行力と経常利益率間の相関関係は、再生前においてはｒ＝-0.386、 
 ｔ＝-0.836 であり、相関関係は棄却される。 
 しかし、再生後においてはｒ＝0.817、ｔ＝2.834 であり、有意差をもって会社の実行力 
 と経常利益率間に相関関係が示唆される。 
 なお、再生前にｒ＝-0.386 と相関関係は棄却されるが、負の相関の傾向にある要因につ 
 いて検討するために、再生前の会社の実行力と経常利益率のマトリックス表を表 7.13 に 
 示す。 
表 7.13 再生前 組織型社長の実行力-経常利益率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 負の相関の傾向になる最大要因は企業番号③である。そこで企業番号③についての再生 
前における概要は下記の通りである。 
 企業番号③（製造業）：社長の病気に起因した経営陣の権力闘争が再生前に 1 年以上あ 
 り、その間に収益体質が悪化した。経常利益率も▲10.9％まで落ち込んでしまい、メイ 
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12
11 ⑥
10
9 ②
8
7 ④
6
5
4
3
2 ③
1 ⑧ ⑮
0
5～ 10～ 15～ 20～
経
常
利
益
率
　
％
実行力　点
 ンバンクから再生指導を要請された経緯がある。従って、当件において統計的に分析対 
 象とするには外れ値的存在と考える。 
 この企業番号③を除いた 5 社による会社の実行力と経常利益率の相関係数は、ｒ＝0.285 
 となりマイナスの相関係数はプラスの傾向に転ずる。 
 
 なお、再生後、この組織型社長の会社の実行力と経常利益率の相関関係がｒ＝0.817 と有
意で相関関係が示唆されるようになった。これは、再生後、表 7.14 に示すように、会社の
実行力が向上し経常利益率が改善したことによる。 
 特に上述のように企業番号③が、再生前は 1 社落ちこぼれ的な経常利益率の低さであっ
たが、再生後改善されたことと、特に企業番号⑥が会社の実行力と経常利益率を向上させた
ことにより、相関関係が示唆されるようになった、と考えられる。 
表 7.14 再生後 組織型社長の実行力-経常利益率 
 
 
 
 
 
 
 
 
③放任型の社長：会社の実行力と経常利益率間の相関関係は、再生前はｒ＝0.293、ｔ＝ 
 1.146 であり、相関関係は棄却される。再生後では、ｒ＝0.545、ｔ＝2.432 であり、有 
 意な相関関係が示唆されるようになる。 
 
3.4 社長の注力業務により会社の実行力が経常利益率に与える影響は違うか 
 社長がウェイトをおいている「注力業務」により、会社の実行力と経常利益率間に相関関
係の違いがあるかについて検証する。 
 表 7.15に社長の注力業務別の社長の持つ危機意識と実行力について回帰分析した結果を
示す。 
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2 ➉㉔
-2 ⑥⑮
-4 ⑲
-6
-8
-10
-12
-14
-16
-18
-20 ⑰
5 6 7 8
経
常
利
益
率
　
％
実行力　点
注力業務 ｎ 相関係数
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
ｒ
R
2
ｔ
回帰式
再生前 再生後
営業型 9
0.299 0.730
0.089 0.533
0.829 2.826
y=2.604x-22.260 y=1.427x-13.478
7
0.431 0.784
0.185 0.614
1.068 2.826
y=4.127x-33.752 y=1.741x-18.096
なし 8
0.443 0.784
0.196 0.614
1.210 3.094
y=1.182x-7.415 y=3.030x-23.435
管理型 6
0.700 0.800
0.490 0.640
1.960 2.667
y=9.775x-59.025 y=1.818x-17.095
現場型
表 7.15 社長の注力業務別 実行力－経常利益率相関関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①営業型：再生前はｒ＝0.299、ｔ＝0.829であり、相関関係は棄却される。  
 再生後はｒ＝0.730、ｔ＝2.826であり、有意差をもって相関関係が示唆される。 
②現場型：再生前はｒ＝0.431、ｔ＝1.068であり、相関関係は棄却される。 
 再生後はｒ＝0.784、ｔ＝2.826であり、有意差をもって相関関係は示唆される。 
③管理型：再生前はｒ＝0.700、ｔ＝1.960であり、相関関係は棄却される。 
 再生後は、ｒ＝0.800、ｔ＝2.667とさらにｒが大きくなるが、有意水準 5％（ｎ＝6：ｒ 
 ＝0.811）を示唆するにはほんの僅か不足している。 
 なお、再生後の相関関係の有意性を示唆するには至らなかったが、再生前からｒ＝0.700 
 と有意水準 5％に近い要因は何か、について下記に検討する。 
 再生前の会社の実行力と経常利益率のマトリックス表を表 7.16 に示す。 
表 7.16 再生前 管理型社長の実行力-経常利益率 
 
 
 
 
 
 
 
 再生前に相関関係が示唆されるには至らないが、それに近い相関傾向になる主要因は企 
 業番号⑰である。そこで企業番号⑰についての再生前における経営概要を下記に説明す 
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 る。 
 ・企業番号⑰（製造業）：前述 2.2項 2）で同社について説明したが、過去に年商の 2倍 
  規模の設備投資と借入金過多（年商の 1.3倍）、債務超過（総資本比率▲35％）が大き 
  く経営の重荷になっている。メインバンクを通じて再生指導の要請があった。従って、 
  ⑰の再生開始時の経常利益率は▲18.2％と前サンプル企業 30社中 3番目に低い経常 
  利益率であった。 
 従って、企業番号⑰はｎ＝6 という小さなサンプルサイズで統計的に分析するには異例  
 な存在と言えよう。 
 この企業番号⑰を除外した 5 社の再生前における会社の実行力と経常利益率の相関関係 
 は、ｒ＝0.666 であり、除外する前の相関係数よりやや低くなり、相関係数の有意性の 
 検定により相関関係は棄却される。なお、企業番号⑰以外の企業では特異性が見られな 
 い。 
④注力業務なし：再生前はｒ＝0.443、ｔ＝1.210 であり、相関関係は棄却される。 
 再生後はｒ＝0.784、ｔ＝3.094 であり、有意差をもって相関関係は示唆される。 
 
 以上の分析によると、会社の実行力と経常利益率の間の相関関係は、いずれの注力業務で
も、年代別でも再生前に比べて再生後の方が相関関係は強くなる。これは、危機意識の強化
や実行力の向上指導を受けて、施策を実行して経常利益率を改善させる企業と、あまり反映
できていない企業とに分かれることを意味している。 
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経常利益率 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 -3.857 67.779
再生後 30 -0.687 51.570
3.170 0.022 2.114 有
第 2 節 会社の実行力が向上した結果、再生後の経常利益率はどのように改善 
    されるか 
 
 再生指導専門家の介入指導を受けて社長の危機意識は強化され、会社の実行力も向上し
た。その結果として、第 1節では、会社の実行力の向上が経常利益率の改善に与える影響に
ついて検証し、再生後において会社の実行力と経常利益率間に相関関係があることが検証
された。 
 本節では、会社の実行力の向上による影響を受けて、再生前に比べて再生後は経常利益率
がどのように改善されるかについて、主として平均値の差の検定、あるいは分散分析によっ
て検証する。 
 
１．再生前に比して再生後の経常利益率はどのように改善されるか 
 再生専門家の介入指導を受けて、社長の持つ危機意識が強化され、会社の実行力が向上し
た結果、経常利益率がどのように改善されるかを検証する。 
 
1.1 サンプル企業全体は再生前に比して再生後の経常利益率がどう改善されるか 
 再生前に比べ、経常利益率が再生後にどのように変化したかについて、再生前と再生後の
経常利益率について対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）の結果を表 7.17に示
す。 
表 7.17 再生前後の経常利益率の差の検定 
 
 
 
 サンプル企業全体の再生前の経常利益率-3.857％に対して、再生後-0.687％と 3.170 ポ
イント改善された。この再生前と再生後の経常利益率の平均値の差はＰ＝0.022、ｔ＝2.114
であり、再生後の経常利益率は有意で改善されたことが示唆される。 
 
1.2 再生前後の個々のサンプル企業の経常利益率の改善はどうか 
 会社の実行力の向上が個々の経常利益率の改善にどのように影響を与えたかについて、
各企業の再生前と再生後そしてその変化の実績をまず視覚的に確認するため図 7.3に示す。 
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 横軸が企業番号、縦軸が経常利益率％であり、横軸左から右に向かって経常利益率の変化
がプラスに大きい順に並べた。なお、企業番号については第 5章、第 2節１項にて説明した
内容に準じる。 
 棒グラフは、それぞれの企業ごとに、左（白抜き）：再生前、中（黒塗り）：再生後、 
右（縞）：変化（再生後経常利益率-再生前経常利益率）である。 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.3 再生前後における各企業の経常利益率の実績と変化 
 
 なお、図 7.3 は経常利益率の変化が大きい順に並べたが、変化が最大の企業番号㉓や⑳は
いずれも再生後の経常利益率のマイナスが大きい状態であり停滞企業群である。つまり、再
生前の経常利益率が悪すぎたため、大きく改善したがまだマイナスの経常利益率に留まっ
ているために停滞企業の域を出ることができない、つまり経常利益率の見かけ的な改善で
あると解釈しなければならない。 
 そこで、再生後の経常利益率がプラスの企業のみをピックアップし、経常利益率の改善が
大きい順（経常利益率の変化の大きい順）に並べた結果を図 7.4 に示す。 
 やはり、企業番号①~⑥の再生Ａ企業（Ｖ字回復企業）が上位を占め、その後に再生Ｂ企
業（黒字化企業、企業番号⑦~⑮）が続くことが分かる。 
このように、会社の実行力の向上により経常利益率をより改善できた企業が，結果として
「再生企業」となることにつながっている。 
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図 7.4 企業別経常利益率変化実績（再生後経常利益率プラスの企業のみ） 
 次に、企業ごとに経常利益率の再生前と再生後の関係を相関図により図 7.5 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7.5 再生前後の企業別経常利益率相関図 
 再生前と再生後の経常利益率間には、ｒ＝0.439、R2＝0.193、ｔ＝2.585、 
ｙ＝0.383ｘ+0.790 と有意で相関関係が示唆される。 
 
1.3 企業群別では再生前後で経常利益率の平均値はどう変わるか 
 
1）再生企業群別の再生前後の経常利益率に関する総体的分析 
 前 1.2 項にて、再生企業群の経常利益率の改善が大きい旨述べた。それでは、企業群別に
再生前後で経常利益率がどのように変わるかを、企業群ごとの再生前と再生後の経常利益
率について対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）の結果を表 7.18 に示す。 
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企業群 ｎ 再生前 再生後
平均値 -1.520 4.820
分散 11.947 11.900
差
P
ｔ
有意差
平均値 -9.140 -4.760
分散 136.589 33.789
差
P
ｔ
有意差
平均値 -0.300 -9.060
分散 36.185 13.373
差
P
ｔ
有意差
停
滞
10
4.380
≦0.001
1.933
有
破
綻
5
-8.760
0.055
-2.051
有
有
≦0.001
6.340
5.785
再
生
15
表 7.18 企業群別再生前後の経常利益率の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①再生企業：再生前の経常利益率-1.520から再生後 4.820と 6.340 ポイント改善された。 
 この再生前後の経常利益率の平均値の差はＰ≦0.001、ｔ＝5.785 であり、再生前と再生 
 後の経常利益率の差が有意で示唆された。 
②停滞企業：再生前の経常利益率-9.140 から再生後-4.760 と 4.380 ポイント改善された。 
 この経常利益率の平均値の差はＰ≦0.001、ｔ＝1.933であり、再生前と再生後の経常利 
 益率の差が有意で示唆された。 
 しかし、再生後でも経常利益率の平均値が-4.760％とマイナスの経常利益率である。再 
 生企業になれず、停滞企業に留まる大きな要因が経常利益率の改善が不十分で、黒字化 
 に至らないところにある。 
③破綻企業：再生前の経常利益率-0.300が再生後-9.060と、改善されるどころか、逆に 
 有意で悪化している。この悪化は P＝0.055、ｔ＝-2.051であり、有意水準 5％に近い。 
 この悪化要因について次項 2）にて述べる。 
    
2）破綻企業の再生前後の経常利益率悪化についての分析 
 再生活動を行っても逆に経常利益率が悪化する異常な現象は、どこにその要因があるの
かを検討してみる。破綻企業を個社別に再生前と再生後の経常利益率を表 7.19に示す。 
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再生前 再生後 差異
㉖ 9.3 -14.5 -23.8
㉗ -4.4 -6.2 -1.8
㉘ -2.7 -9.7 -7.0
㉙ 1.7 -9.7 -11.4
㉚ -5.4 -5.2 0.2
平均 -0.3 -9.1 -8.8
経常利益率　％
企業番号
表 7.19 破綻企業の再生前後の経常利益率 
 
 
 
 
 
 特に経常利益率を大幅に悪化させた企業番号㉖と㉙の経営概要について説明する。 
 ・企業番号㉖（業種 人材派遣業）：経常利益率が再生前 9.3％から再生後-14.5％へと 
  23.8ポイント悪化した。根本的には社長の持つ危機意識が極端に弱い（危機意識評価： 
  再生前 1点再生後 2点）ことが最大要因である。再生開始時点では、社長の右腕として 
  No.2  が会社の運営を実質的に行っていたために、9.3％の経常利益率を確保できて 
  いた。しかし、No.2は社長の経営放棄状態に危機感を持ち、主要スタッフを引き連れ 
  て退職し独立した。その時に数社の主要顧客も奪って退職したために、会社は大幅受注 
  減少、および経常利益率の大幅悪化、資金ショートへとつながり、最終的には自己破産 
  となった。 
 ・企業番号㉙（業種 建設業）：経常利益率が再生前 1.7％から再生後-9.7％と 11.4ポイ 
  ント悪化した。社長が病気により急死し、その後を身内が承継した。後継者は先代社長 
  が生前時から、同社に勤務していたが、事務的な業務を担当していたに過ぎなかった。 
  従って、経営についても、事業運営についての実体験も知識もほとんどなかった。 
  もともと、営業活動は前社長が中心になって行っていた上に、社長の死後、会社に多 
  額の負債があることを幹部が初めて知った。そこで、このようになったのは“社長一 
  族の問題だ”と社内のモラルの低下を招いた。新社長もこれをまとめることができず、 
  受注低減につながり、大幅欠損となり、やがて破綻へとつながった。 
 
 破綻企業は、上記の㉖㉙のような異常な経営状態を抱えていたり、新たに発生したことに
よって、再生の道を断たれたのである。 
 このような事態が、再生指導専門家の指導の下に再生活動を展開しながらも、再生後の経
常利益率が低下した要因である。 
 
 
155 
 
ｎ 再生Ａ 再生Ｂ
平均値 -2.967 -0.556
分散 22.851 4.010
差
P
ｔ
有意差
平均値 7.717 2.889
分散 11.442 3.186
差
P
ｔ
有意差
再生前 6
-2.411
0.196
-1.364
-
再生後 9 4.828
0.003
3.632
有
3）再生Ａ企業、再生Ｂ企業の経常利益率の違いについて 
 
（1）再生Ａ企業と再生Ｂ企業間に経常利益率の違いがあるか。 
 次に、再生企業群の中で分類される再生Ａ企業と再生Ｂ企業間の経常利益率が、再生前と
再生後でどのように変化するかについて、対応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）
の結果を表 7.20に示す。 
表 7.20 再生Ａ企業と再生Ｂ企業の経常利益率平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
①再生前：再生Ａ企業の経常利益率の方が、再生Ｂ企業の経常利益率より-2.411ポイント 
 低い状態にある。しかし、Ｐ＝0.196、ｔ＝-1.364であり、経常利益率の平均値の差の有 
 意差は棄却された。 
②再生後：再生Ａ企業が、再生前の経常利益率-2.967％より 10.737ポイント改善して 7.717 
 ％となり、再生Ｂ企業に 4.828ポイントの差をつけた。Ｐ＝0.003、ｔ＝3.632であり、 
 有意で再生Ａ企業の方が再生Ｂ企業より経常利益率が高いことを示唆された。  
 
（2）再生Ａ企業と再生Ｂ企業の再生前と再生後の経常利益率に違いがあるか。 
 再生企業群の経常利益率は再生前に比して再生後は大きく改善されたが、再生企業群の
中でも、再生Ａ企業と再生Ｂ企業が、それぞれ再生前と再生後で経常利益率はどのように改
善されたか、対応のある 2 群の平均値の差の検定（片側検定）した結果を表 7.21 に示す。 
①再生Ａ企業：経常利益率の平均値は、再生前-2.967％が再生後 7.717％と 10.683ポイン 
 ト改善された。Ｐ≦0.001、ｔ＝9.333であり、経常利益率は有意差をもって改善された 
 ことが示唆された。 
②再生Ｂ企業：経常利益率の平均値は、再生前-0.556が再生後 2.889と 3.444ポイント改 
 善された。Ｐ≦0.001、ｔ＝5.936であり、有意で改善されたことが示唆された 
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企業群 ｎ 再生前 再生後
平均値 -2.967 7.717
分散 22.851 11.442
差
P
ｔ
有意差
平均値 -0.556 2.889
分散 4.010 3.186
差
P
ｔ
有意差 有
≦0.001
3.444
5.936
再
生
B
9
有
9.333
10.683
≦0.001
再
生
A
6
表 7.21 再生Ａ企業と再生Ｂ企業の再生前後の経常利益率の変化 
 
 
 
 
 
 
 
  
 このように、再生Ａ、Ｂ共に再生後の改善は検証されたが、その経常利益率の改善幅につ
いては、再生Ａ企業の方が再生Ｂ企業より 3倍以上大きく、これが再生Ａと再生Ｂを分けた
大きな要因と考える。 
 
２. 企業により経常利益率の改善に違いがあるか 
 前第 1 節において、再生前後における会社の実行力が経常利益率に与える影響について
検証した。 
 当項では、前述の考え方と同様に、企業の属性や社長の特性がどのように経常利益率の改
善に影響するのかに着目し、再生前後の経常利益率の平均値の差の検定、或いは分散分析に
て分析・比較する。これによって、どのような会社の属性や社長の特性が経常利益率の改善
に違いを生じさせるのか、を検証する。 
 なお、企業の属性や社長の特性の選択や分類については、第 3 章第１節 2 項において説
明したとおりであるので、当項での説明は省略する。 
 その結果、企業の属性についての分析結果を以下に述べる。 
 
2.1 業種（製造業・非製造業）により経常利益率の改善に違いがあるか 
 
1）業種（製造業・非製造業）間で経常利益率の改善に違いがあるか 
 業種間で、経常利益率の改善に違いがあるのかについて、再生前・後の経常利益率につい
て対応のない 2 群の平均値の差の検定（両側検定）した結果を表 7.22 に示す。 
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製造業 非製造業
17 13
平均値 -6.812 0.008
分散 92.432 12.007
平均値の差
P
ｔ
有意差
平均値 -2.212 1.308
分散 48.442 52.434
平均値の差
P
ｔ
有意差
0.188
-1.349
-
再
生
後
-3.519
ｎ
再
生
前
-6.819
0.022
-2.431
製造業・非製造業
有
業種 ｎ 再生前 再生後
平均値 -6.812 -2.212
分散 92.432 48.442
差
P
ｔ
有意差
平均値 0.008 1.308
分散 12.007 52.434
差
P
ｔ
有意差 -
0.494
1.300
0.315
非
製
造
業
13
有
0.008
4.600
2.688
製
造
業
17
表 7.22 業種間経常利益率平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①再生前：非製造業の経常利益率の方が、製造業の経常利益率より 6.819ポイント高い。 
 これは、Ｐ＝0.022、ｔ＝-2.431であり、有意で非製造業の経常利益率が製造業より高 
 いことが示唆された。 
②再生後：非製造業の経常利益率は製造業より 3.519ポイント高いが、製造業との経常利益 
 率の差が縮まった。Ｐ＝0.188、ｔ＝-1.349であり、有意差は棄却された。 
 これは、製造業の中でも、企業番号③が+14.6％、⑳が+15.4％、㉓が+10.0％と、大きく 
 経常利益率を改善した企業があることが非製造業との差を詰めたことにつながっている。 
 
2）業種別で経常利益率は再生前に比して再生後どう改善されるか 
 次に、業種別でそれぞれの経常利益率が、再生前に比して再生後どのように改善されたか
について対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）した結果を表 7.23に示す。 
表 7.23 業種別の再生前後の経常利益率平均値の差 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
40年未満 7 -8.5 -1.214 4.758 0.479 0.625 3.354
60年未満 13 -56.1 -4.315 97.690
60年以上 10 -51.1 -5.110 77.494
40年未満 7 21.3 3.043 25.103 1.266 0.298 3.354
60年未満 13 -26.3 -2.023 63.667
60年以上 10 -15.6 -1.560 50.300
社歴
再
生
前
再
生
後
①製造業：再生前の経常利益率-6.812 に対して、再生後-2.212 と、再生後は 4.600 ポイン 
 ト改善されている。Ｐ＝0.008、ｔ＝2.688 であり、有意差をもって経常利益率の改善は 
 示唆される。しかし、再生後も平均経常利益率はマイナスである。 
②非製造業：再生前の経常利益率に比して、再生後は 1.300 ポイントしか改善がなされてい 
 ない。Ｐ＝0.315、ｔ＝0.494 であり、再生後の経常利益率の改善に有意差は棄却される。 
 
2.2 社歴の長さにより経常利益率の改善に違いがあるか 
 
1）社歴の長さ間で経常利益率の改善に違いがあるか 
 会社の社歴の長さ間に、経常利益率の改善にいかなる違いが生じるかについて、分散分析
の結果を表 7.24に示す。 
表 7.24 社歴の長さ間の再生前後の経常利益率に関する分散分析 
 
 
 
 
①再生前：社歴の長さ間における経常利益率はＰ＝0.625、観測された分散比は 0.479とＦ 
 境界値 3.354よりはるかに小さく、経常利益率の違いの有意差は棄却される。 
②再生後：同様に社歴の長さ間における経常利益率の違いに関して、Ｐ＝0.298、Ｆ値 3.354 
 に対して観測された分散比 1.266であり、社歴の長さ間に経常利益率の違いの有意差は 
 棄却される。 
したがって、社歴の長さの違いが経常利益率の改善に影響を与えるとの説明はできない。 
 
2）社歴の長さ別に経常利益率は再生前に比して再生後の改善に違いがあるか 
 次に、各社歴の長さ別の再生前と再生後の経常利益率の対応のある 2 群の平均値の差の
検定の検定（片側検定）した結果を表 7.25 に示す。 
①社歴 40 年未満：再生前-1.214％に対して再生後は 3.042％と 4.257 ポイント改善された。 
 この改善はＰ＝0.011、ｔ＝3.034 であり、再生前と再生後の経常利益率の有意差は示唆 
 される。 
②40 年以上 60 年未満：再生前に対して再生後は 2.292 ポイント良化している。 
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企業番号 再生前 再生後 差異
1 1.7 9.8 8.1
5 -3.0 5.5 8.5
7 -1.6 4.0 5.6
11 0.8 2.3 1.5
13 0.1 5.4 5.3
19 -2.1 0.5 2.6
27 -4.4 -6.2 -1.8 
計 -8.5 21.3 29.8
平均 -1.214 3.043 4.257
社歴 ｎ 再生前 再生後
平均値 -1.214 3.043
分散 4.758 25.103
差
P
ｔ
有意差
平均値 -4.315 -2.023
分散 97.690 63.667
差
P
ｔ
有意差
平均値 -5.110 -1.560
分散 77.494 50.300
差
P
ｔ
有意差 -
1.210
0.129
3.550
6
0
年
以
上
10
-
0.872
0.200
6
0
年
未
満
有
13
2.292
0.011
4.257
4
0
年
未
満
7
3.034
 しかし、Ｐ＝0.200、ｔ＝0.872 であり、再生前と後の経常利益率の違いの有意差は棄却 
 される。 
③60 年以上：再生後の経常利益率は再生前に比べ 3.550 ポイント良化しているが、Ｐ＝ 
 0.129、ｔ＝1.210 であり、再生前後の経常利益率の違いの有意差は棄却される。 
表 7.25 社歴の長さ別の再生前後の経常利益率の平均値の違い 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 社歴 40年未満の企業が、再生前に対する再生後の経常利益率の改善が、他の社歴に比べ
て大きく再生後の有意で経常利益率の改善が示唆される。これは表 7.26に示すように、社
歴 40年未満 7社中 6社は経常利益率がプラスに改善され、マイナスに悪化された企業は企
業番号㉗（破綻企業）の 1社のみである。これによって、有意が示唆される要因があると考
える。 
表 7.26 社歴 40 年未満企業の再生前後の経常利益率 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
500百万円未満 14 -76.7 -5.479 112.488 0.582 0.565 3.354
1,000百万円未満 6 -21.4 -3.567 55.463
1,000百万円以上 10 -17.6 -1.760 16.072
500百万円未満 14 -52.9 -3.779 53.500 5.424 0.010 3.354
1,000百万円未満 6 -13.7 -2.283 46.062
1,000百万円以上 10 46 4.600 15.678
再
生
前
再
生
後
売上高
売上高 ｎ 再生前 再生後
平均値 -5.479 -3.779
分散 112.488 53.500
差
P
ｔ
有意差
平均値 -3.567 -2.283
分散 55.463 46.062
差
P
ｔ
有意差
平均値 -1.760 4.600
分散 16.072 15.678
差
P
ｔ
有意差 有
3.848
0.002
6.360
1
0
億
以
上
10
5
億
未
満
6
14
1.700
-
0.441
0.339
-
1
0
億
未
満
1.283
0.268
0.635
2.3 売上規模により経常利益率の改善に違いがあるか 
 
1）売上規模間で経常利益率の改善に違いがあるか 
 売上規模間で経常利益率に違いがあるかについて、分散分析の結果を表 7.27に示す。 
表 7.27 売上高規模間の経常利益率に関する分散分析 
 
 
 
 
①再生前：売上規模間の経常利益率は、Ｐ＝0.565、Ｆ境界値 3.354に対して観測された分 
 散比 0.582であり、売上規模間に経常利益率の違いの有意差は棄却される。 
②再生後：売上規模間の経常利益率についてＰ＝0.010、Ｆ境界値 3.354に対して観測され 
 た分散比は 5.424であり売上規模間の経常利益率については有意で違いが示唆される。 
 特に 10億円以上の売上規模の大きい企業の経常利益率の改善が目立つ。 
 
2）売上規模別に経常利益率は再生前に比して再生後の改善は違うか 
 次に、売上規模別に再生前に対する再生後の経常利益率の改善の違いについて、対応のあ
る 2 群の平均値の差の検定（片側検定）した結果を表 7.28 に示す。 
表 7.28 売上規模別 再生前後の経常利益率の平均値の差 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
40歳代以下 7 -43.9 -6.271 102.059 1.239 0.306 3.354
50・60歳代 16 -73.3 -4.581 71.831
70歳代以上 7 1.5 0.214 18.425
40歳代以下 7 6.3 0.900 28.907 0.263 0.771 3.354
50・60歳代 16 -13.5 -0.844 69.660
70歳代以上 7 -13.4 -1.914 41.438
社長の年齢
再
生
前
再
生
後
①売上高 5 億円未満：再生前の経常利益率-5.479 に対して、再生後は-3.779 と 1.700 ポイ 
 ントの改善である。しかし、Ｐ＝0.268、ｔ＝0.635 であり、売上高 5 億円未満の企業で 
 は再生前と後での経常利益率の改善の有意は棄却される。 
②売上高 5 億円以上 10 億円未満：再生前の経常利益率-3.567、再生後-2.283 で 1.283 ポイ 
 ントの改善を見たが、Ｐ＝0.339、ｔ＝0.441 であり、その差の有意は棄却される。 
③売上高 10 億円以上：再生前の経常利益率-1.760、再生後 4.600 と 6.360 ポイントの改善 
 を見ている。この差はＰ＝0.002、ｔ＝3.848 であり、有意で改善されたことが示唆され
る。 
 
 なお、売上高 10 億円以上の企業の経常利益率の改善が大きい要因は、前述第 4 章第 2 節
3.3 項にて詳細に述べたが、これに準じると考える。 
 以上のように、年間売上高の売上規模別にみた経常利益率の改善について、売上高 10 億
円以上の企業については、再生後の改善が示唆されるが、それ以下の規模の企業では、改善
についての経常利益率の有意差は棄却される。 
 
3. 社長の特性により経常利益率改善に違いがあるか 
 当項では、社長の特性により、経常利益率の改善にどのような違いが出るのか、について
検証を行う。 
 社長の経営者特性の選択と分類については、第３章第１節 2 項にて述べた通りである。 
その検証結果を以下に述べる。 
 
3.1 社長の年齢により経常利益率の改善に違いがあるか 
 
1）社長の年代間で経常利益率の改善に違いがあるか 
 社長の年齢のそれぞれの年代で、経常利益率の違いについて、分散分析を行った結果が表
7.29 である。 
表 7.29 社長の年代間の再生前後の経常利益率に関する分散分析 
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年齢 ｎ 再生前 再生後
平均値 -6.271 0.900
分散 102.059 28.907
差
P
ｔ
有意差
平均値 -4.581 -0.844
分散 71.831 69.660
差
P
ｔ
有意差
平均値 0.214 -1.914
分散 18.425 41.438
差
P
ｔ
有意差 -
-0.561
0.298
-2.129
7
0
代
以
上
7
5
0
・
6
0
代
16
7.171
有
1.961
0.034
有
3.738
4
0
代
以
下
7
3.606
0.006
①再生前：年代間における経常利益率の改善についてはＰ＝0.306、Ｆ境界値 3.354 に対し 
 て観測された分散比 1.239 と小さく、社長の年代間に経常利益率の改善の違いの有意差 
 は棄却された。 
②再生後：Ｐ＝0.771、Ｆ値 3.354 に対する観測された分散比は 0.263 であり年代間の経常 
 利益率の改善の違いの有意差は棄却された。 
したがって、社長の年代の違いが経常利益率の改善に影響を与えるとの説明はできない。 
 
2）社長の年代別に、経常利益率は再生前に比して再生後の改善に違いがあるか 
 次に、各年代別の再生前と後の経常利益率の改善について、対応のある 2 群の平均値の
差の検定（片側検定）を行った結果を表 7.30 に示す。 
表 7.30 社長の年代別 再生前後の経常利益率平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①40 歳代以下：経常利益率は、再生前-6.271 が再生後 0.900 と 7.171 ポイントの改善を見 
 た。Ｐ＝0.006、ｔ＝3.606 であり、再生後の経常利益率が有意で改善されたと示唆され 
 る。 
②50・60 歳代：経常利益率は、再生前に比して再生後の経常利益率は 3.738 ポイント改善 
 している。Ｐ＝0.034、ｔ＝1.961 であり、再生前と再生後における経常利益率は有意差 
 をもって改善されたことが示唆される。 
③70 歳代：再生前に対して再生後の経常利益率は逆に 2.129 ポイント悪化している。ただ 
 し、Ｐ＝0.298、ｔ＝-0.561 であり、その経常利益率の改善の有意差は棄却される。 
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創業社長 非創業社長
13 17
平均値 0.331 -7.059
分散 9.889 90.291
平均値の差
P
ｔ
有意差
平均値 1.723 -2.529
分散 39.345 55.636
平均値の差
P
ｔ
有意差
再
生
前
7.390
0.012
2.684
有
1.655
-
再
生
後
4.252
0.109
社長の出自
ｎ
 この 70歳代の社長の会社の再生後の経常利益率が再生前に比して-2.129ポイント悪化し 
 た要因は企業番号㉖にある。㉖の経常利益率が、再生前 9.3％が再生後-14.5％と-23.8 ポ 
 イント悪化したためである。悪化の原因は、当第 2 節 1.3 項 2）にて述べたので、当項で 
 の説明は省く。 
 
3.2 「創業社長と非創業社長」により経常利益率の改善に違いがあるか 
1）社長の出自（創業・非創業）間で、経常利益率の改善に違いがあるか。 
 創業社長と非創業社長間、経常利益率の違いを対応のない 2 群の平均値の差の検定（両
側検定）した結果を表 7.31 に示す。 
表 7.31 社長の出自間利益率平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①再生前：創業社長の企業の経常利益率は 0.331 に対して、非創業社長の企業の経常利益 
 率は-7.059 と 7.390 ポイントの差が生じている。Ｐ＝0.012、ｔ＝2.684 であり、この差 
 は有意であることが示唆される。 
②再生後：創業社長と非創業社長間の経常利益率の差は 4.252 ポイント縮まる。Ｐ＝0.109、 
 ｔ＝1.655 であり、創業社長と非創業社長間の経常利益率の差は棄却された。但し、非 
 創業社長の企業の経常利益率の平均値は再生後でも-2.529％とマイナス状態に留まる。 
 
2）社長の出自別に、経常利益率は再生前に比して再生後の改善に違いがあるか 
 社長の出自別に、再生前後で経常利益率がどのように改善されるかについて、対応のある
2群の平均値の差の検定を（片側検定）表 7.32に示す。 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
ワンマン型 8 -3.2 -0.400 4.754 1.1485 0.332 3.354
組織型 6 -20.5 -3.417 19.302
放任型 16 -92.0 -5.750 112.113
ワンマン型 8 34.2 4.275 8.896 16.991 1.67E-05 3.354
組織型 6 34.7 5.783 18.874
放任型 16 -89.5 -5.594 33.701
経営タイプ
再
生
前
再
生
後
出自 ｎ 再生前 再生後
平均値 0.331 1.723
分散 9.889 39.345
差
P
ｔ
有意差
平均値 -7.059 -2.529
分散 90.291 55.636
差
P
ｔ
有意差
4.529
0.017
創
業
社
長
13
1.392
有
非
創
業
社
長 2.332
17
0.594
-
0.282
①創業社長：再生前の経常利益率 0.331に対して、再生後 1.723と 1.392ポイント改善さ 
 れたが、Ｐ＝0.282、ｔ＝0.594であり、再生前後の経常利益率の違いの有意差は棄却さ 
 れる。 
②非創業社長：再生前の経常利益率は-7.059が再生後には-2.529と、マイナス利益ながら 
 4.529ポイントの改善が見られる。Ｐ＝0.017、ｔ＝2.332であり、と再生後の経常利益率 
 の改善は有意であると示唆される。 
表 7.32 社長の出自別 再生前後の経常利益率平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.3 社長の経営タイプにより経常利益率の改善に違いがあるか 
 
1）社長の経営タイプ間に経常利益率の改善の違いがあるか。 
 社長の経営タイプ別に経常利益率について分散分析を行った結果を表 7.33 に示す。 
表 7.33 社長の経営タイプ間の経常利益率に関する分散分析 
 
 
 
 
 
①再生前：経営タイプ間の経常利益率について、Ｐ＝0.332、Ｆ境界値 3.354に対して観察 
 された分散比 1.1485と小さく、経営タイプ間の有意差は棄却される。 
②再生後においては、Ｐ≦0.001、Ｆ境界値 3.354に対して、観測された分散比は 16.991 
 と 5倍以上大きく、タイプ間の経常利益率に有意差があることが示唆される。 
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経営タイプ ｎ 再生前 再生後
平均値 -0.400 4.275
分散 4.754 8.896
差
P
ｔ
有意差
平均値 -3.417 5.783
分散 19.302 18.874
差
P
ｔ
有意差
平均値 -5.750 -5.594
分散 112.113 33.701
差
P
ｔ
有意差 -
0.064
0.475
放
任
型
16
0.156
9.200
4.768
4.675
有
有
4.739
0.001
0.003
組
織
型
6
ワ
ン
マ
ン
型
8
 特に、ワンマン型社長と放任型社長の経常利益率の平均値の差が再生前 4.350％であった
ものが再生後には 9.869％と 2倍以上に大きく開いた。 
 
2）経営タイプ別に経常利益率は再生前に比して再生後の改善に違いがあるか 
 次に、経営タイプ別の再生前と再生後の経常利益率の改善について、対応のある 2群の平
均値の差の検定（片側検定）を行った結果を表 7.34に示す。 
表 7.34 社長の経営タイプ別の再生前後の経常利益率の平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ワンマン型：経常利益率は、再生前-0.400が再生後 4.275と 4.675ポイント改善してい 
 る。Ｐ＝0.001、ｔ＝4.739であり、有意で経常利益率の改善が示唆される。 
②組織型：再生前経常利益率-3.417が再生後 5.783と 9.200ポイント改善している。 
 Ｐ＝0.003、ｔ＝4.768であり、経常利益率は有意で改善されたと示唆される。 
 特に再生前ではワンマン型より経常利益率は低かったが、再生後の改善幅は大きく、ワ 
 ンマン型より高い傾向を示している。   
 再生後の組織型社長の企業の経常利益率がワンマン型社長の企業を平均値でより上回っ 
 たことにより、再生結果にワンマン企業との違いが出てきている。組織型各企業の再生 
 結果をまとめ表 7.35に示す。 
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企業番号 再生前 再生後 差異 再生結果
2 -1.6 9.8 11.4 再生Ａ
3 -12.2 2.4 14.6 再生Ａ
4 -1.1 7.2 8.3 再生Ａ
6 -1.6 11.6 13.2 再生Ａ
8 -3.3 1.9 5.2 再生Ｂ
15 -0.7 1.8 2.5 再生Ｂ
企業番号 再生前 再生後 差異 再生結果
1 1.7 9.8 8.1 再生Ａ
5 -3 5.5 8.5 再生Ａ
7 -1.6 4 5.6 再生Ｂ
10 0.1 1 0.9 再生Ｂ
11 0.8 2.3 1.5 再生Ｂ
12 -3.7 0.7 4.4 再生Ｂ
13 0.1 5.4 5.3 再生Ｂ
14 2.4 5.5 3.1 再生Ｂ
表 7.35 組織型各企業の経常利益率の改善 （％） 
 
 
 
 
 
 該当 6社すべてが再生前に比べて、再生後の経常利益率が改善されている。6社のうち 
 4社が再生Ａ企業、2社が再生Ｂ企業というように、全て再生であり、それも再生Ａ企業 
 が全体の 2/3を占めているのが組織型経営タイプである。 
 
 参考に、ワンマン型企業の再生前後の経常利益率と再生結果を表 7.36に示す。全て再生 
企業群であるが、再生Ａが 2件、再生Ｂが 6件と、再生Ａに属する企業が再生Ｂの 1/3で 
ある。 
表 7.36 ワンマン型各企業の経常利益率の改善（％） 
 
 
 
 
 
 
③放任型：再生前の経常利益率に対して再生後 0.156ポイントしか変化していない。Ｐ＝ 
 0.475、ｔ＝0.064と経常利益率の改善の有意差は棄却される。 
 
3.4 社長の注力業務により経常利益率の改善に違いがあるか 
 社長がウェイトをおいている注力業務の違いにより、経常利益率に違いがあるかについ
て検証する。 
 
1）社長の注力業務間で経常利益率の改善は違うか 
 表 7.37に社長の注力業務間の経常利益率の違いについて分散分析した結果を示す。 
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標本数 合計 平均 分散 観測された分散比 P-値 F 境界値
営業型 9 -33.7 -3.744 84.235 1.282 0.301 2.975
現場型 7 -58.8 -8.400 104.953
管理型 6 -21.8 -3.633 51.999
なし 8 -1.4 -0.175 21.236
営業型 9 34.2 3.800 38.575 2.846 0.057 2.975
現場型 7 -20.5 -2.929 57.086
管理型 6 4.7 0.783 50.474
なし 8 -39.0 -4.875 31.771
注力業務
再
生
前
再
生
後
注力業務 ｎ 再生前 再生後
平均値 -3.744 3.800
分散 84.235 38.575
差
P
ｔ
有意差
平均値 -8.400 -2.929
分散 104.953 57.086
差
P
ｔ
有意差
平均値 -3.633 0.783
分散 51.999 50.474
差
P
ｔ
有意差
平均値 -0.175 -4.875
分散 21.236 31.771
差
P
ｔ
有意差
-4.700
0.088
-1.506
-
有
な
し
型
8
2.157
0.042
管
理
型
6
4.417
1.784
-
≦0.001
9
5.471
4.825
7.544
有
0.062
現
場
型
7
営
業
型
表 7.37 社長の注力業務間の経常利益率に関する分散分析 
 
 
 
 
 
 
①再生前：社長の注力業務間の経常利益率については、Ｐ＝0.301、Ｆ境界値 2.975に対し 
 て観測された分散比 1.282と小さく、注力業務間の経常利益率に有意差は棄却される。 
②再生後：Ｐ＝0.057、Ｆ境界値 2.975に対して、観測された分散比 2.846とほぼ同程度で 
 あり、5％有意差に近いことが示唆される。これは、特に営業型社長の企業の経常利益率 
 改善が大きいところに起因している。 
 
2）注力業務別に、経常利益率は再生前に比して再生後の改善は違うか 
 次に、社長の注力業務別の再生前と後の経常利益率の改善について、対応のある 2群の平
均値の差の検定（片側検定）を行った結果を表 7.38に示す。 
表 7.38 社長の注力業務別 再生前後の経常利益率の差の検定 
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企業番号 再生前 再生後 差異 再生結果
9 0.9 3.4 2.5 再生Ｂ
16 0.3 0.8 0.5 停滞
18 -0.7 -4.7 -4.0 停滞
21 -3.1 -2.9 0.2 停滞
26 9.3 -14.5 -23.8 破綻
27 -4.4 -6.2 -1.8 破綻
29 1.7 -9.7 -11.4 破綻
30 -5.4 -5.2 0.2 破綻
計 -1.4 -39.0 -37.6 
平均 -0.175 -4.875 -4.700
①営業型：再生前の経常利益率-3.744が再生後には 3.800と 7.544 ポイント改善した。こ 
 の改善は、Ｐ≦0.001、ｔ＝4.825であり、有意で経常利益率が改善されたことが示唆さ 
 れる。  
②現場型：再生前の経常利益率-8.400が再生後は-2.929と 5.471ポイントの改善を示して 
 いるが、Ｐ＝0.062、ｔ＝1.784であり、有意差は棄却される。 
③管理型：再生前の経常利益率は-3.633 が再生後は 0.783 と 4.417 ポイントの改善を見て 
 黒字化したが、Ｐ＝0.042、ｔ＝2.157 であり、有意で経常利益率が改善されたことが示 
 唆される。 
④注力業務なし：再生前の経常利益率は-0.175 であったが、再生後は-4.875 と、4.700 ポ 
 イントの悪化を見た。この悪化に対しては、Ｐ＝0.088、ｔ＝-1.506 と、経常利益率改善 
 の有意は棄却される。 
 
 なぜ、注力業務なしの社長の企業が、再生前に比して再生後の経常利益率が 4.700 ポイ 
 ント悪化したのかについて、下記に検討する。 
 注力業務なしの社長の会社 8 社の再生前と再生後の経常利益率の実績と差異、および再 
生結果を表 7.39 に示す。 
 再生前に比して、再生後の経常利益率が改善された企業が企業番号⑨㉑㉚の 3 社のみで
あり、それも、僅かしか改善されていない。残りの 5社は再生前より経常利益率が悪化して
いる。 
表 7.39 「注力業務なし」再生前後の経常利益率 （％） 
 
 
 
 
 
 
 
 中でも企業番号㉖の経常利益率が再生前 9.3％から-14.5％と-23.8 ポイント悪化した。
さらに、企業番号㉙が再生前 1.7％から再生後-9.7％と-11.4ポイント悪化した。この 2社
だけでも経常利益率の悪化合計が-35.2ポイントもあり、全体の悪化した経常利益率 
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再生前
再生後
ｒ R2 ｔ 回帰式
0.294 0.086 1.628 ｙ＝1.906ｘ-15.931
0.812 0.659 7.362 ｙ＝1.633ｘ-15.817
 -37.6％のほとんどを占めている。 
 これが、注力業務なしの再生後の経常利益率が大幅に低下した要因である。 
 
 そこで、上記の企業番号㉖および㉙についての概要を下記に説明する。 
・企業番号㉖（業種 人材派遣業）：第 1章第 1節 4項の事例企業として説明するととも 
 に、当第 2節 1.3項 2）にても述べたので、当項では概略のみ記す。根本的には社長の 
 持つ危機意識が極端に弱いことが最大要因である。 
 右腕として実際の事業運営をしていた No.2が社長に見切りをつけ主要スタッフを引き 
 連れて退職し独立した。そのために会社は大幅受注減少、および経常利益率の悪化へと 
 つながり、最終的には自己破産を申立てた。 
・企業番号㉙（業種 建設業）：上記と同様に、当第 2 節 1.3 項にて具体的に述べたので、 
 当項では概略のみ記す。社長が病気により急死し、その後を身内が承継した。経営につい 
 ても、事業運営についても実体験も知識もほとんどなかった。社長の死後、会社に多額 
 の負債があることを幹部が初めて知り、社内のモラルの低下を招いた。新社長もこれを 
 まとめることができず、受注低減、大幅欠損となり、やがて破綻へとつながった。 
 
4. 会社の実行力向上が経常利益率改善に影響することの検証に関する小括 
 本第 7章においては、会社の実行力が向上すると経常利益率が改善する、ことについての
検証を行ってきた。 
 そこで、当項においては、介入指導後の会社の実行力の向上が経常利益率の改善への影響
について要約する。 
 
4.1 会社の実行力の向上が経常利益率に与える影響 
 再生指導専門家の介入指導によって向上した会社の実行力と経常利益率の相関関係を回
帰分析によって解明した結果を表 7.1（再掲）に示す。 
表 7.1 実行力と経営利益率の相関について 
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項目 ｒ ｔ 有意差 項目 ｒ ｔ 有意差
再生前 ｒ＝0.192 ｔ＝0.758 - 再生前 ｒ＝0.377 ｔ＝1.350 -
再生後 ｒ＝0.769 ｔ＝4.660 有 再生後 ｒ＝0.845 ｔ＝5.241 有
再生前 ｒ＝0.518 ｔ＝2.008 - 再生前 ｒ＝0.206 ｔ＝0.815 -
再生後 ｒ＝0.884 ｔ＝6.272 有 再生後 ｒ＝0.800 ｔ＝5.164 有
再生前 ｒ＝0.156 ｔ＝0.353 - 再生前 ｒ＝-0.416 ｔ＝-1.121 -
再生後 ｒ＝0.879 ｔ＝4.122 有 再生後 ｒ＝0.648 ｔ＝2.084 -
再生前 ｒ＝0.570 ｔ＝2.301 有 再生前 ｒ＝-0.386 ｔ＝-0.836 -
再生後 ｒ＝0.822 ｔ＝4.787 有 再生後 ｒ＝0.817 ｔ＝2.834 有
再生前 ｒ＝-0.113 ｔ＝-0.322 - 再生前 ｒ＝0.293 ｔ＝1.146 -
再生後 ｒ＝0.806 ｔ＝3.851 有 再生後 ｒ＝0.545 ｔ＝2.432 有
再生前 ｒ＝0.383 ｔ＝1.436 - 再生前 ｒ＝0.299 ｔ＝0.829 -
再生後 ｒ＝0.798 ｔ＝4.587 有 再生後 ｒ＝0.730 ｔ＝2.826 有
再生前 ｒ＝0.210 ｔ＝0.430 - 再生前 ｒ＝0.431 ｔ＝1.068 -
再生後 ｒ＝0.590 ｔ＝1.461 - 再生後 ｒ＝0.784 ｔ＝2.826 有
再生前 ｒ＝-0.197 ｔ＝-0.568 - 再生前 ｒ＝0.700 ｔ＝1.960 -
再生後 ｒ＝0.827 ｔ＝4.161 有 再生後 ｒ＝0.800 ｔ＝2.667 5％近
再生前 ｒ＝0.022 ｔ＝0.049 - 再生前 ｒ＝0.443 ｔ＝1.210 -
再生後 ｒ＝0.477 ｔ＝1.214 - 再生後 ｒ＝0.784 ｔ＝3.094 有
再生前 ｒ＝0.441 ｔ＝1.839 -
再生後 ｒ＝0.884 ｔ＝7.075 有
再生前 ｒ＝0.544 ｔ＝1.450 -
再生後 ｒ＝0.790 ｔ＝2.881 有
企業属性・社長特性
実行力が向上すると経常利益率は改善する
企業属性・社長特性
実行力が向上すると経常利益率は改善する
放任型
注力業務
営業型
現場型
管理型
出自
経営タイプ
ワンマン型
組織型
年齢
40歳代以下
70歳代以上
社歴
売上高
創業社長
業種
製造業
50・60歳代
非創業社長
なし
5億円未満
10億円未満
10億円以上
40年未満
60年未満
60年以上
非製造業
 その結果、再生前においては会社の実行力と経常利益率間の相関関係は棄却されたが、再
生後では、有意で相関関係が示唆されるようになる。 
 つまり、会社の実行力向上が経常利益率の改善に影響を与える関係にあることが検証で
きた。 
 
4.2 企業属性と社長特性の項目分類別に会社の実行力の経常利益率への影響に違いが 
  あるか 
 
 企業の属性と社長の特性をそれぞれ 3～4分類したが、その分類別に会社の実行力の向上
と経常利益率間の再生前と再生後のそれぞれの相関係数の有意性を検定した。これによっ
て、会社の実行力の向上が経常利益率の改善にどのような影響を与えるかを検証した結果
の相関係数ｒ表を表 7.40に示す。 
 結果としては、再生後は、ほぼいずれの属性、特性の項目分類とも、相関関係が示唆され
ると言える。 
 ただし、売上高規模の 5億円以上 10億円未満、社長年齢の 40歳代以下、経営タイプのワ
ンマン型においては、再生後の会社の実行力と経常利益率間の相関関係は棄却される。 
表 7.40 企業属性・社長特性の項目分類別の再生前・後の実行力-経常利益率ｒ値 
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再生前 Ｐ＝0.022 ｔ＝-2.431 有
再生後 Ｐ＝0.188 ｔ＝-1.349 -
再生前 Ｐ＝0.625 分散比0.479 -
再生後 Ｐ＝0.298 分散比1.266 -
再生前 Ｐ＝0.565 分散比0.582 -
再生後 Ｐ＝0.010 分散比5.424 有
再生前 Ｐ＝0.306 分散比1.239 -
再生後 Ｐ＝0.771 分散比0.263 -
再生前 Ｐ＝0.012 ｔ＝2.684 有
再生後 Ｐ＝0.109 ｔ＝1.655 -
再生前 Ｐ＝0.332 分散比1.149 -
再生後 Ｐ≦0.001 分散比16.991 有
再生前 Ｐ＝0.301 分散比1.282 -
再生後 Ｐ＝0.057 分散比2.846 5％近
会
社
社
長
分類項目別の経常利益率の差の検定企業属性・社長特性
社歴の長さ間
売上規模間
年代間
出自間
経営タイプ間
注力業務間
業種間
経常利益率 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 -3.857 67.779
再生後 30 -0.687 51.570
3.170 0.022 2.114 有
5. 会社の実行力が向上した結果、再生後の経常利益率はどのように改善されるかの 
  小括 
 再生指導専門家の介入指導を受けて、社長の持つ危機意識や会社の実行力が向上した結
果、再生前に比して再生後の経常利益率がどのように改善されたかについての検証をまと
める。 
 
5.1サンプル企業全体の再生前後の経常利益率の改善について 
 サンプル企業の再生前と再生後の経常利益率の違いについて、対応のある 2 群の平均値
の差の検定（片側検定）を表 7.17（前掲）に示す。 
 サンプル企業全体の経常利益率は、再生前-3.857に比して再生後-0.687と 3.170ポイン
ト改善した。これはＰ＝0.022と再生後の経常利益率が有意に改善されていることが示唆さ
れる。 
表 7.17 再生前後の経常利益率の差の検定（前掲） 
 
 
 
5.2 企業属性と社長特性の項目分類別で経常利益率に違いがあるか 
 企業属性と社長特性による再生前と再生後の経常利益率の違いについての検証を以下に
まとめる。 
1）企業属性と社長特性の項目分類間で経常利益率にどのように違いがあるか 
 企業の属性や社長の特性によって、経常利益率の改善に違いが発生するか、について、属
性・特性の各項目分類間の経常利益率の違いについて対応のない平均値の差の検定（両側検
定）あるいは分散分析により検証した結果、Ｐ値を表 7.41にまとめる。 
表 7.41 企業属性・社長特性の項目分類間の経常利益率の違いの検定 
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分類 P（再生前/再生後） ｔ値 有意差
製造業 0.008 2.688 有
非製造業 0.315 0.494 -
40年未満 0.011 3.034 有
60年未満 0.200 0.872 -
60年以上 0.129 1.210 -
5億円未満 0.268 0.635 -
10億円未満 0.339 0.441 -
10億円以上 0.002 3.848 有
40歳代以下 0.006 3.606 有
50・60歳代 0.034 1.961 有
70歳代以上 0.298 -0.561 -
創業社長 0.282 0.594 -
非創業社長 0.017 2.332 有
ワンマン型 0.001 4.739 有
組織型 0.003 4.768 有
放任型 0.475. 0.064 -
営業型 ≦0.001 4.825 有
現場型 0.062 1.784 -
管理型 0.042 2.157 有
なし 0.088 -1.506 -
業種
企
業
属
性
企業属性・社長特性
売上高
年齢
社歴
出自
経営タイプ
注力業務
社
長
特
性
 表 7.41より、再生後の項目分類間において、経常利益率の差が示唆されるのは、売上規
模の違いと社長の経営タイプの違い、および社長の注力業務の違いである。 
 売上規模では年商 10億円以上の比較的規模の大きい企業が再生後の経常利益率において、
それ以下の規模の企業に差をつけている。 
 社長の経営タイプでは、「放任型」社長が再生後でも経常利益率が-5.594％と、他のタイ
プの社長に大きく差をつけられている。 
 さらに、社長の注力業務では、「注力業務なし」社長が、再生後の経常利益率が再生前に
比して更にマイナスに悪化する状態である。一方営業型社長は他の型に比して、経常利益率
が高い。 
 
2）企業属性と社長特性で経常利益率は再生前に比して再生後の改善は違いがあるか 
  企業属性あるいは社長特性によって、再生前に比べて再生後の経常利益率の改善に違い
があるかについて、下記にまとめる。 
 属性・特性の項目ごとの再生前後の経常利益率の対応のある 2群の平均値の差の検定（片 
 側検定）結果、Ｐ値を表 7.42に示す。 
表 7.42 企業属性・社長特性別再生前・後の経常利益率Ｐ値 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 再生前に比べて、再生後の経常利益率の改善を示唆する企業属性・社長特性は以下のよう
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になる。 
 
 ①経常利益率改善が示唆される企業属性・社長特性の分類項目 
  ・業種   ：製造業 
  ・社歴   ：40年未満 
  ・売上高  ：10億円以上 
  ・年齢   ：40歳代以下、50・60歳代 
  ・出自   ：非創業者 
  ・経営タイプ：ワンマン型、組織型 
  ・注力業務 ：営業型、管理型 
  
 ②経常利益率改善が棄却される企業属性・社長特性の分類項目 
  ・業種   ：非製造業 
  ・社歴   ：40年以上 60年未満、60年以上 
  ・売上高  ：5億円未満、5億円以上 10億円以下 
  ・年齢   ：70歳代以上 
  ・出自   ：創業者 
  ・経営タイプ：放任型   
  ・注力業務 ：現場型、注力業務なし  
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第 3節 例外的に会社の実行力が向上しても収益力が改善しない場合がある 
 
 前第 1 節１項において、再生後の会社の実行力と経常利益率の間にはｒ＝0.812、ｔ＝
7.362という相関関係が示唆されることが検証された。つまり、会社の実行力が向上するこ
とによって、経常利益率が改善されることを意味する。しかし、本研究対象のサンプル企業
のうち 3 社が再生前にくらべて会社の実行力は改善されたにもかかわらず、再生後の経常
利益率が改善されない例外的な状態となった。 
 当節では、この会社の実行力が向上しても再生後の収益力改善が見られない事象が発生
する要因は何なのかについて、1項にて定量分析により、2項にて質的分析により究明する。 
 
1. 会社の実行力が向上しても収益力が改善されない要因は何かを定量分析する 
 再生前に比較して会社の実行力が向上しても、再生後の経営利益率の改善が見られない企
業がサンプル企業のうち 3社ある。詳細は後述するが、企業番号⑱,㉒,㉔の 3社であり、い
ずれも再生結果が停滞企業に分類される。 
 この 3社（これを本節では「課題企業」と呼ぶ）が、会社の実行力が向上したにもかかわ
らず、なぜ再生後経常利益率の改善に反映できなかったのかを究明する。なお、当項におい
ては主として定量的に比較分析をもとに検証する。 
 比較分析の対象として、再生前の経常利益率が課題企業とほぼ同じレベルであったが、再
生後には経常利益率を大きく改善した企業 4社（これを本節では「比較企業」と呼ぶ）を抽
出した。比較企業は企業番号①、②、④、⑥の 4社でいずれも再生結果は再生Ａ企業に分類
される。 
 したがって、本分析は、再生前は同じような厳しい収益レベルであったが、再生活動の結
果、課題企業は経常利益率が低下して停滞を続け、比較企業はＶ字回復するような結果にな
った要因の分析である。 
 なお、前述したが本項における統計分析は、サンプルサイズｎが小さいために、確度に限
界があり、推定や判断には十分に注意をする。これを補うために、後段第２項にて質的分析
を併用する。 
 
 
 前述の課題企業（3社）と、再生前は同じような厳しい収益レベルであったが再生活動の
175 
 
BM 顧客 収益 財務 実行力計 BM 顧客 収益 財務 実行力計 BM 顧客 収益 財務 差異
18 1 1 2 1 5 1 1 3 1 6 0 0 1 0 1
22 1 2 2 1 6 1 3 3 1 8 0 1 1 0 2
24 1 1 2 2 6 1 1 2 4 8 0 0 0 2 2
計 3 4 6 4 17 3 5 8 6 22 0 1 2 2 5
平均 1.00 1.33 2.00 1.33 5.67 1.00 1.67 2.67 2.00 7.33 0.00 0.33 0.67 0.67 1.67
1 2 3 2 1 8 4 5 4 1 14 2 2 2 0 6
2 2 2 2 1 7 5 3 4 5 17 3 1 2 4 10
4 1 2 2 2 7 1 2 5 5 13 0 0 3 3 6
6 2 2 1 1 6 3 3 5 5 16 1 1 4 4 10
計 7 9 7 5 28 13 13 18 16 60 6 4 11 11 32
平均 1.75 2.25 1.75 1.25 7.00 3.25 3.25 4.50 4.00 15.00 1.50 1.00 2.75 2.75 8.00
課
題
企
業
比
較
企
業
実　行　力
分類
企業
番号
再生前 再生後 差異
結果、V字回復した比較企業（4社）の、実行力評価点表を表 7.43に示す。 
 なお、会社の実行力評価については第 3 章 3 節 2 項表 3.9 の実行力評価表にある評価項
目である①収益改善対策（表中表現「収益」）②マーケティング戦略（同顧客）③ビジネス
モデル対策（同ＢＭ）④財務・金融対策（同財務）の各項目を評価して合計した点数（実行
力計）である。 
表 7.43 企業別の項目別実行力評価点表 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.1 課題企業と比較企業の再生前・後の会社の実行力と経常利益率の比較 
 
1）課題企業と比較企業間の会社の実行力と経常利益率の違いの比較 
 再生前・後における課題企業と比較企業のそれぞれの会社の実行力と経常利益率実績、さ
らに参考資料として社長の持つ危機意識を加え、課題企業と比較企業間の違いについて対
応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）の結果を表 7.44に示す。ｎが小さいので確
度に限界があるが、課題企業、比較企業および各指標における違いについて以下の様にまと
められる 
①実行力：再生前において、課題企業 5.667に対して比較企業 7.000と課題企業の方が 
 -1.333点低い。しかし、Ｐ＝0.062、ｔ＝-2.390と課題企業と比較企業間の会社の実行 
 力の有意差は棄却される。 
 再生後においては、課題企業 7.333に対して、比較企業 15.000であり、その差は 7.667 
 点と再生前より大きくなる。かつ、Ｐ＝0.0015、ｔ＝-6.307であり、会社の実行力の違 
 いは有意で示唆される。 
 
 
176 
 
課題企業 比較企業 課題企業 比較企業
3 4 3 4
平均値 5.667 7.000 7.333 15.000
分散 0.333 0.667 1.333 3.333
差
Ｐ
ｔ
有意差
平均値 -0.467 -0.650 -2.867 9.600
分散 1.143 2.510 9.023 3.280
差
Ｐ
ｔ
有意差
平均値 1.667 2.250 2.333 3.750
分散 0.333 0.250 0.333 0.250
差
Ｐ
ｔ
有意差
-0.583 -1.417
0.211 0.018
-1.435 -3.485
- 有
- 有
-12.467
0.871 ≦0.001
0.171 -6.912
経
常
利
益
率
危
機
意
識
0.183
- 有
-2.390 -6.307
ｎ
実
行
力
-1.333
0.062 0.0015
再生前 再生後
-7.667
表 7.44 課題企業・比較企業間の実行力・経常利益・危機意識の再生前・後の違い 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②経常利益率：再生前では、課題企業-0.467％に対して比較企業-0.650％で、その差は 
 0.183ポイントでありＰ＝0.871、ｔ＝0.171と、課題企業と比較企業間の経常利益率の違 
 いの有意差は棄却される。一方、再生後においては、課題企業の経常利益率は-2.867％と 
 悪化したのに対して、比較企業は 9.600％と大きく改善した。課題企業と比較企業間の経 
 常利益率はＰ≦0.001、ｔ＝-6.912と有意差をもって課題企業の経常利益率が劣ることが 
 示唆される。 
③危機意識：再生前においては、課題企業の社長の持つ危機意識は 1.667点で比較企業 
 2.250点に対して 0.583点低い。これはＰ＝0.211、ｔ＝-1.435でその差の有意差は棄却 
 される。しかし、再生後では課題企業の社長の持つ危機意識は 2.333 点に対して比較企 
 業は 3.750点と課題企業の方が 1.417点低くなる。なおこの差はＰ＝0.018、ｔ＝-3.485 
 と有意で課題企業の危機意識の方が比較企業より低いと示唆される。 
 
従って、再生後において、会社の実行力、経常利益率、社長の持つ危機意識のすべてで、課
題企業は比較企業に比べて劣ることが示唆される。 
 
2）課題企業と比較企業の会社の実行力と経常利益率の再生前後の違い 
 課題企業および比較企業における実行力・経常利益率さらに危機意識が再生前と再生後
で、どのように違うか、対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）を表 7.45に示す。 
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再生前 再生後 再生前 再生後 再生前 再生後
平均値 5.667 7.333 -0.467 -2.867 1.667 2.333
分散 0.333 1.333 1.143 9.023 0.333 0.333
差
Ｐ
ｔ
有意差
平均値 7.000 15.000 -0.650 9.600 2.250 3.750
分散 0.667 3.333 2.510 3.280 0.250 0.250
差
Ｐ
ｔ
有意差
区分 ｎ
0.007
5.196
有
0.667
1.500
0.092
2.000
-
-2.036
有 -
3
危機意識
比
較
企
業
8.000 10.25
0.003 0.002
6.928 8.266
有 有
4
課
題
企
業
1.667 -2.400
0.019 0.089
5.000
経常利益率実行力
表 7.45 課題企業と比較企業の再生前・後の実行力と経常利益率の比較 
 
 
 
 
 
 
 
①課題企業：会社の実行力の平均値は、再生前 5.667 点が再生後 7.333 点と 1.667 点向上 
 した。Ｐ＝0.019、ｔ＝5.000 であり、有意で会社の実行力の向上が示唆される。 
 経常利益率は再生前-0.467％、再生後-2.867％と逆に悪化した。ただし、Ｐ＝0.089、ｔ 
 ＝-2.036 であるので、有意差は棄却される、しかし、ｎが小さいがこの 3 社に限ってい 
 えば経常利益率は悪化している。 
②比較企業：会社の実行力の平均が再生前 7.000 点、再生後 15.000 点と 8.000 点向上し 
 た。一方、経常利益率の平均は、再生前-0.650％と課題企業と同じ程度のレベルであっ 
 たが、再生後では 9.600％と 10.250 ポイントもの改善を見ることができる。 
 会社の実行力も経常利益率も有意で改善されたことが示唆される。 
 
1.2 課題企業の会社の実行力が経常利益率改善につながらないのはなぜか 
 再生前に比べて、再生後の会社の実行力が向上したが、それが経常利益率の改善につなが
らない課題企業と、再生前の経常利益率は同様レベルの厳しい状態であったが再生後に大
幅に経常利益率を改善した比較企業との違いは前述の表 7.44 と表 7.45 をもとにまとめる
と以下の 2点である。 
①再生前後における会社の実行力の向上が課題企業 1.667に対して、比較企業は 8.000と 
 4倍もの向上の差を生じた。課題企業は再生前 5.667が再生後 7.333 と 1.2倍の向上に 
 対して、比較企業は再生前 7.000が再生後 15.000と 2.14倍とはるかに課題企業を上回 
 る。比較企業がアクションプランの主旨に沿って実行したことが経常利益率の大幅改善 
 に繋がったと言えよう。 
②比較企業の会社の実行力が課題企業に比較して大幅に向上したのは、介入指導を受けて 
 会社の実行力が向上したことに加えて、社長の持つ危機意識の強化も大きな要因である 
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再生前 再生後 再生前 再生後 再生前 再生後 再生前 再生後
平均値 1.000 1.000 1.333 1.667 2.000 2.667 1.333 2.000
分散 0.000 0.000 0.333 1.333 0.000 0.333 0.333 3.000
差
Ｐ
ｔ
有意差
平均値 1.750 3.250 2.250 3.250 1.750 4.500 1.250 2.750
分散 0.250 2.917 0.250 1.583 0.250 0.333 0.250 3.583
差
Ｐ
ｔ
有意差
区分 ｎ
2.750 1.500
0.005 0.031
5.745 2.905
有 有
- -
財務収益
0.667 0.667
0.092 0.211
2.000 1.000
BM 顧客
0.000 0.333
- 0.211
- 1.000
- -
課
題
企
業
3
比
較
企
業
4
1.500 1.000
0.051 0.046
2.324 2.449
5％近 有
 と考える。課題企業の社長の持つ危機意識が再生前に比べて再生後も+0.667とあまり変 
 化が見られない。一方、表 7.45に示すように比較企業では社長の持つ危機意識の評価が 
 +1.500と 5評価で 1.5ランク強化された。これが会社の実行力を向上させることにつな 
 がり、経常利益率を改善することになった、と考えられる。 
 
1.3 課題企業と比較企業では会社の実行力のうちの何が違うのか 
 前項において、課題企業が会社の実行力をある程度向上させたが、比較企業ほどの経常利
益率改善につながらない大きな要因として「実行力」が比較企業ほどの強力な実行がなされ
なかった、という点をあげた。 
 そこで、課題企業と比較企業は、アクションプランを構成するどの評価項目に対する実行
力に問題があるのか、項目ごとの再生前と再生後の実行力の違いを対応のある 2 群の平均
値の差の検定（片側検定）の結果を表 7.46に示す。 
表 7.46 アクションプランの項目ごとの再生前・後の平均値の差 
 
 
 
 
 
 
 
①課題企業：収益改善対策に対する実行力は再生前 2.000点が再生後 2.667となり、0.667 
 の改善であるが、Ｐ＝0.092、ｔ＝2.000であり、収益改善の有意性は棄却される。他 
 のビジネスモデル対策・マーケティング対策、財務・金融対策においても、再生前・後 
 の違いの有意差は棄却される。特にビジネスモデルについては、再生前も再生後も平均 
 値 1.000と全く変わらず最低の評価点のままである。 
②比較企業：特に、収益改善対策は、再生前 1.750に対して、再生後 4.500と 2.750の向 
 上を見た。5点評価で 4.500点まで向上したことによりＰ＝0.005、ｔ＝5.745であり、 
 有意で向上したことが示唆される。 
 また、財務・金融対策は再生前 1.250点が再生後 2.750点、Ｐ＝0.031、ｔ＝2.905と有 
 意で改善が示唆される。ビジネスモデル対策は再生前 1.750が再生後 3.250点、Ｐ＝0.051、 
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 ｔ＝2.324と 5％有意に限りなく近く改善していることが示唆される。 
 
 以上によって、課題企業は特に収益改善対策の実行力が比較企業に比して大きく劣るこ
とが経常利益率の改善に至らなかった要因と考える。 
 
3）小括 
 ｎが小さいために、確度に問題があるが、上述の課題企業と比較企業の実行力の比較分析
に基づくと、課題企業が実行力はある程度向上したが経常利益率改善につながらない要因
は次の 2点にまとめられる。 
①課題企業の実行力向上が小さく、経常利益率の改善に影響を与えられるほどの実行力向 
 上に至ってないことにある。 
②経営計画のアクションプランに従って実行を進めていくことが重要であるが、アクショ 
 ンプランの中で、課題企業は収益構造に直接的に影響を与える収益改善対策と財務・金 
 融対策の実行が課題企業は全く十分と言えない状況である。これが、実行力の全体評価 
 への貢献も不十分となり、結果として経常利益率の改善に繋がらないことになったと考 
 える。 
 
 
2. 実行力向上が経常利益率改善に結びつかない要因の質的究明 
 
 前項にて課題企業と比較企業間の実行力、経常利益率、危機意識に関して分析を行い、課
題企業の会社の実行力向上が経常利益率改善に繋がらない要因を分析した。その結果、課題
企業は会社の実行力の少しの向上は見たが、それは経常利益率改善というには、会社の実行
力の向上の幅がはなはだ小さい。それも特に収益改善施策に関する実行力が比較企業に比
して劣ることによる、と定量的には推測できた。 
 しかし、前述のようにｎが小さいこともあり、なぜ、実行力の向上が、比較企業に対して
劣るのかについては、統計的な究明は難しいところがある。そこで、当項では課題企業と比
較企業を個社ごとに、質的な見方を深めて、なぜ経常利益率を改善するほどの実行力が向上
できないかの要因を究明する。 
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BM 顧客 収益 財務 再生前 BM 顧客 収益 財務 再生後 BM 顧客 収益 財務 差異 再生前 再生後 差異 再生前 再生後 差異
18 1 1 2 1 5 1 1 3 1 6 0 0 1 0 1 -0.7 -4.7 -4.0 1 2 1
22 1 2 2 1 6 1 3 3 1 8 0 1 1 0 2 -1.4 -4.5 -3.1 2 2 0
24 1 1 2 2 6 1 1 2 4 8 0 0 0 2 2 0.7 0.6 -0.1 2 3 1
計 3 4 6 4 17 3 5 8 6 22 0 1 2 2 5 -1.4 -8.6 -7.2 5 7 2
平均 1.00 1.33 2.00 1.33 5.67 1.00 1.67 2.67 2.00 7.33 0.00 0.33 0.67 0.67 1.67 -0.47 -2.87 -2.40 1.67 2.33 0.67
1 2 3 2 1 8 4 5 4 1 14 2 2 2 0 6 1.7 9.8 8.1 2 4 2
2 2 2 2 1 7 5 3 4 5 17 3 1 2 4 10 -1.6 9.8 11.4 2 4 2
4 1 2 2 2 7 1 2 5 5 13 0 0 3 3 6 -1.1 7.2 8.3 2 3 1
6 2 2 1 1 6 3 3 5 5 16 1 1 4 4 10 -1.6 11.6 13.2 3 4 1
計 7 9 7 5 28 13 13 18 16 60 6 4 11 11 32 -2.6 38.4 41.0 9.0 15.0 6
平均 1.75 2.25 1.75 1.25 7.00 3.25 3.25 4.50 4.00 15.00 1.50 1.00 2.75 2.75 8.00 -0.65 9.60 10.25 2.25 3.75 1.50
課
題
企
業
比
較
企
業
実　行　力　　（点）
経常利益率　（％） 危機意識　（点）
分類 企業番号 再生前 再生後 差異
2.1 課題企業と比較企業の個社ごとの再生活動 
 田村正紀（2016年）31は、単独事例を対象に質的分析をするにあたって、転機とその転機
に対応する転機対応の重要性を述べている。転機の定義として「安定的な出来事系列を生み
出してきた従来の定型的な活動パターンや制度が挑戦を受け、重要な経営変化の要求が表
れてくる時点や短い期間である」と述べている。 
 そこで、課題企業について、なぜ実行力がある程度向上したが、経常利益率の改善に繋が
らなかったのか、を究明するにあたり「転機と転機対応」について、本研究においては以下
の様に定義する。 
・転機：サンプル企業が、これまでは社長は自己流あるいはメインバンクなどからの指導 
 により再生に取組んでいた。しかし、改めて再生指導専門家に介入指導を依頼し、再生 
 活動を開始するに至ったきっかけとなった時であるが、本研究では転機となった要因を 
 まとめる。 
・転機対応：転機となった要因を解決するために、再生指導専門家の介入指導を受けて再 
 生戦略および再生のための主要対策の実行。 
 
1）課題企業と比較企業の実行力・経常利益率・危機意識について 
 まず、課題企業と比較企業の実行力と経常利益率と危機意識の評価点あるいは実績値を、
当項の検討のための基礎資料として表 7.47に示す。 
 なお、それぞれの個別の指標についての説明は、これまでに述べてきたので当項では省略
する。 
表 7.47 課題企業と比較企業の個社別実行力・経常利益率・危機意識 
 
 
 
 
 
 
 
2）課題企業についての個社ごとの企業概要と再生活動 
 まず、課題企業について、個社ごとに企業の概要と再生活動に関係する事項の実態概要に
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業種 製造業
社名 E
60年以上 60年以上 60年未満
社長
印刷業 卸業
社歴
社
長
内
面
再生前
ビジネスモデル
鉄鋼部品加工　顧客が１
社偏重
2代目（80歳代） 2代目（60歳代） 2代目（60歳代）
①これまでの実績にこだ
わり、守旧に徹する
②致命的ビジネスモデル
から脱しようとしない
③後継の息子たちに甘い
④経営知識乏しい
①保守的で改善意欲弱
い
②社員に指示したり徹底
できない
③後継者の息子に甘い
①雇われ社長のため早く
逃れたいと思っている
②守旧で思い切った手を
打てない
③明確な指導をせずに任
せている
単一業態を中心としたプ
リント工程
内装材卸・店舗ビルリ
フォーム
ほぼ変わらない。単一顧
客から、新規顧客開拓の
営業マンの育成を始めた
が、成果を見るまでに
至ってない。
ほぼ変わらない。機械稼
働率と受注単価に関心を
見せるようになった
幹部育成を少し始めたが、
まだ指示が十分に出せて
いない。付加価値を増加さ
せるためにリフォーム事業
に力を入れる
再生後
転機
①経営計画策定、月次
経営会議実施
②新規顧客開拓指導
③営業先攻略・管理手法
充実の指導
①経営計画策定、月次経
営会議実施
②新規顧客開拓指導
③営業先攻略・管理策充
実　　④遊休資産売却
転機対応
①経営計画策定、月次経
営会議実施
②新規顧客開拓指導す
るが既存顧客依存姿勢
変わらず
転
機
と
対
応
F G
①経常赤字に転落し、大
幅債務超過
②売上高借入率過大で
あり、これ以上メインバン
クから借入できない
①経常赤字に転落し債
務超過となる
②メインバンクからこのま
ままでは融資難しいと警
告
①低収益が続くも、過去の
粉飾決算が発覚、修正に
より大幅債務超過
②メインバンクから融資厳
しくなる
ついて表 7.48にまとめた。 
表 7.48 課題企業（実行力が向上したが経常利益率改善できない企業）の再生活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
なお、社名は秘密保持のため仮称であり、前述の事例の企業とは関係はない。 
 
 
3）比較企業についての個社ごとの企業概要と再生活動 
 課題企業と比較するために、再生前には課題企業と同じ程度の経常利益率であったが、再
生後経常利益率を大きく改善した比較企業についても個社ごとに企業の概要と再生活動の
概要を表 7.49に示す。 
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転機対応
①経営計画策定と月次経営
会議の徹底実施
②幹部、社員育成実行
③ビジネスモデルを個人客主
体から法人客開拓へ
④オリジナル商品の開発で
メーカー事業を付加
①ビジネスモデルを鉄鋼卸業
に加え付加価値の高い板金
加工業を軸足にする
②不良資産の整理
③経営計画書策定と月次経
営会議の徹底実施
①経営計画策定と月次経営会
議の徹底実施
②次期承継者の経営実務教育
③個別原価管理を徹底し受注
時粗利により振るい分け
④遊休資産売却
①経営計画策定と月次経営
会議の徹底実施
②役員報酬大幅カットと人
件費大幅削減
③事業部制導入による利益
責任体制構築
④不動産売却による借入金
圧縮
転
機
と
対
応
転機
①実質的営業赤字の継続
②過年度決算修正で大幅債
務超過に陥る
③再生支援協議会の支援要
請
①建設用鉄鋼材を主体とした
商社であり、公共工事低迷の
影響を受け売上減少が続き、
営業赤字に転落、実態自己
資本比率も債務超過に。
②取引会社へ不良貸付発覚
③メインバンクより融資拒否
①以前、顧客への不適切問題
で厳しい場面があった
②これが不良債権となり大幅債
務超過
③大幅営業赤字状態となる
④メインバンクより融資拒否
①出版業界不況による長期
的継続的受注減少
②創業者死去により、方針、
再生徹底できず再生方針不
明確
③営業利益赤字転落
④メインバンクより回収予告
再生後
圧力で社員を使うことは変わ
らないが、幹部たちとのコミュ
ニケーションを密にするように
なった。会計管理にも目を光
らせるようになった。
資金繰りに対して注意を向け
るようになった。特に在庫圧
縮は社長自身の最大テーマ
として直接管理。幹部育成を
進めている。
業容が良くなるにつれ、指導力
が強くなり、幹部に対して方針
を指示するようになった。
幹部に目標を与え、幹部に
責任を持たせる。利益第一
の取組みをするようになっ
た。
社
長
内
面
再生前
経営の基本を理解できないま
ま、積極的、上昇志向が強い
性格により不動産等の投資
をした。顧問に実印を預け資
金を流用された。社員たちを
圧力で使う
経営に対する知識はほぼな
いまま、知人取引会社を支援
することが優先となり不良債
権を積みあげた。良き時代の
鋼材卸をそのまま継続してい
た
創業者が実権を握っているた
め、早く社長を降りたい気持ち
が強い。事業方針に明確なも
のがなくこれまでのやり方を踏
襲するレベル
雇われ社長のため株主への
遠慮が意思決定を妨げる傾
向あり。幹部社員に対しても
強く指示を出せない
ビジネスモデル
①地域別に営業マンが訪問
販売
②法人受注活動展開
製造業と材料卸業を兼ねる
ゼネコンより工事受注。外注工
事に依存
ターゲット市場を主体とした
出版事業
社長 創業者 創業者 2代目 3代目
社歴 40年未満 60年未満 60年以上 60年以上
業種 小売業 製造業 建設業 出版業
社名 A B C D
表 7.49 実行力が向上し、経常利益率が大幅改善した企業（比較企業）の再生活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2.2 課題企業と比較企業の再生活動に違いがあるか 
 課題企業と比較企業について個社ごとの再生活動についてまとめたが、個社間の共通点
を比較することによって、課題企業が経常利益率の改善に結びつかない要因は何故なのか
を究明する。 
 前述の表 7.48 および表 7.49 から、課題企業と比較企業のそれぞれの項目に対する共通点
をまとめ、その共通点を比較するための表 7.50 を示す。 
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分類 課　題　企　業 比　較　企　業
①危機意識の弱い
②経営知識乏しい
③守旧派で前向きな考えになら
ない
④社員を使えない
再生前と比べて、変化、改善は
あまり見られない。幹部の育成
も収益改善も必要だと思うように
なったが、まだ成果までつなが
らない
①経常利益または営業利益が
赤字継続、赤字転落
②実質債務超過大
③メインバンクよりの融資厳しい
状態
①経営計画策定、月次経営会
議実施したが形式的
②営業戦略、新規顧客開拓展
開しているが徹底できてない
③資金繰り対策のため遊休資
産売却
社
長
内
面
ビジネスモデル
ビジネスモデルに何らかの特長
があり強みとなっている
創業からビジネスモデルから変
わらず、現在はどこにでもある一
般的モデルである
危機意識が強化されてきた。経
営管理について理解をするよう
になった。方針の明確化と幹部
を育成に関心を持つようになっ
た。
①経営計画策定と月次経営会
議の実施徹底
②収益改善対策徹底
③債務超過解消のため資産売
却
転機対応
転
機
と
対
応
転機
①業界構造不況
②営業利益赤字継続
③会計不具合
④メインバンクより融資が厳しい
状態
①危機意識あまり強くない
②経営知識乏しい
③個人プレー
④組織機能不十分
⑤売上至上主義
再生前
再生後
創業者・2代目
平均59.3年
社長
社歴 平均49.5年
2代目
表 7.50 課題企業と比較企業の再生活動比較（各企業群の共通的状況） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ビジネスモデル：比較企業はビジネスモデルに何らかの特長や強みがある。 
 一方、課題企業は創業から一貫して現在のビジネスモデルを維持しているが、現在では
．．．．
 
 一般的などこにもあるモデル
．．．．．．．．．．．．．
となっている。そのビジネスモデルを変える方向にはない。 
②社長内面：比較企業は再生前においては社長の持つ危機意識が表 7.46 に示すようにあ 
 まり強くなく、組織的機能も不十分だった。しかし、再生指導専門家の介入指導を受け 
 て社長の持つ危機意識は 5 点評価で 1.5 点強化され、方針の明確化や経営管理を積極的 
 にするようになった（会社の実行力が再生前 7.00 から再生後 15.00 と 8.00 点向上）。 
 一方、課題企業では再生前の社長の持つ危機意識が弱く、社長の考えが守旧的で新しい 
 ものへの取組みについて消極的である。再生後、社長の持つ危機意識が表 7.46 に示すよ 
 うに、少し強まり、何とか行動をしなければならない、という気持ちは出てきたが、成 
 果につながる行動にまでは行かない。 
③転機：比較企業も課題企業も、赤字に転落したり、債務超過に陥り、メインバンクの対 
 応が厳しくなり、このままではこれ以上の支援を受けることは難しい状態となった。 
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④転機対応：比較企業も課題企業も、次の主要対策を行っているが、実施状況は以下の通 
 りである。 
・経営計画策定と月次経営改革会議の実施 
 比較企業は課題企業に比して、いずれもかなりアクションプランに沿った実行が伴って 
 おり、計画の進捗の確認・検討など経営改革会議を節として積極的に課題解決に取組ん 
 でいる。 
 一方、課題企業は経営計画の策定は実行されているが、月次経営会議については、開催 
 していても、例えばマニュアルをなぞる程度で、課題を深掘りせず形式的な会議に留ま 
 っている。どちらかというと、再生指導専門家にやらされている感がある。 
・収益対策 
 比較企業は収益を改善するための対策はかなり徹底して実行がされている。一方、課題 
 企業では、収益対策もできない理由が先に立ち、徹底して実行する段階まで至っていな 
 い。
．．
 
 比較企業の 4 社は、例として以下のような収益施策をプランし、実行に移行して収益力 
 を改善した。 
 ・企業番号①（小売業）：これまで、個人消費者を対象に BtoCxxxiiiの販売を中心に行って 
  いたが、営業効率を上げるため、法人顧客の開発を行い BtoBxxxivの販売を取入れ売上 
  増加をはかる。 
 ・企業番号②（製造業）：付加価値の高い板金加工業に軸足を移すとともに、個別原価管 
  理や在庫圧縮を徹底的に実行し、粗利率の改善を実施した。 
 ・企業番号④（建設業）：工事積算が不十分であり、マイナス粗利でも、認識しないまま 
  受注して赤字工事となる物件が多発していた。受注条件に計画粗利率を明確にして、受  
  注の可否判断にした。さらに現場代理人も実行予算厳守を義務付けるように制度的に  
  も改善した。 
 ・企業番号⑥（出版業）：いくつかの事業を展開していたが、それぞれの事業の責任者も 
  明確にしないまま、売上のみを追っていた。事業責任者を明確に設定し、月次で利益計 
  画の進捗を厳しく行った。さらに、再生実現まで役員報酬および幹部給与の大幅カット、 
  賞与の停止まで行った。 
                                                   
xxxiii BtoC:マーケティング用語で Business to Consumer の略。企業と消費者取引を言う。 
xxxiv BtoB：Business to Business の略。企業間取引のことを言う。 
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社名 E
代表者等資金提供
資産売却
生存可能要因
停滞要因
代表者資金提供 代表者資金提供 不動産売却
F G 共通点
①1社受注から脱する意
欲なし
②商品も単一部品のみで
新製品取組みなし
③社長高齢であるが無能
後継者2名を甘やかし
④収益力改善までにいた
らない
①守旧でありビジネスモ
デル変革意欲ない
②過去の営業資産に
頼っている
③家族経営であるが幹
部である息子に甘い
④収益力改善に至らない
①雇われ社長のため思い
切った手を打たない
②社員への方針の徹底が
できない
③守旧であり改善意欲薄
い　　　　④収益力改善効
果に至らない
①経営意欲の低さ
②守旧意識から脱せない
③後継者育成が甘い
④ビジネスモデル改善ない
⑤やることが中途半端で終
わるため収益改善に至らな
い
2.3 小括 
 
 上述の課題企業と比較企業の各項目の比較から、課題企業が再生後、経常利益率の改善に
至らない要因について個社別に表 7.51 に示す。 
表 7.51 課題企業の経常利益率の改善につながらない要因 
 
 
 
 
 
 
 
 
課題企業がなぜ収益力改善（経常利益率改善）ができないのかについては、表 7.50 の共通
点に挙げられた内容そのものである。 
①経営意欲の低さ：社長の持つ危機意識が課題企業 3 社の平均評価点が表 7.46 に示すよ 
 うに再生前 1.67 点から再生後 2.33 点と 0.67 点しか強化されていない。比較企業の社長 
 の持つ危機意識は再生前 2.25 から再生後 3.75 と 1.50 点強化されている。これは、課題 
 企業の強化の 2 倍以上である。また、課題企業の社長の持つ危機意識は、再生後でさえ 
 も比較企業の再生前程度の強さに留まっている。 
②守旧意識から脱せない：社長の持つ危機意識が弱いことにも起因するが、社長の資質的 
 なものがある。変化させず現状のままで行きたい、との気持ちが強い。資質の問題であ 
 るので、社長が生まれて育つ課程でこころに性格として構築されたものであるので、な 
 かなか再生手法でこのような資質を変えることは難しいところである。 
③後継者育成に甘い： 
 企業番号⑯㉒はオーナー社長であり、子息が後継者として勤務している。しかし、後継 
 者である子息に遠慮しており、周囲も社長の子息ということ甘やかせている。積極的に 
 コミュニケーションンを取ることもなく、後継者育成を行うでもなく、いわゆる親ばか 
 状態である。従って、他の幹部社員たちにも厳しく接することができず、社長としての 
 指導力も薄くなり、強く指示もできない。企業番号㉔の雇われ社長の場合は、社員に逆 
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 らわれないように接しているため指導力は発揮できないし方針も徹底できない。 
④ビジネスモデルの改善がない：社長の持つ危機意識が弱いために、ビジネスモデルを変 
 革してまで会社の収益力を改善しようとの意欲も薄く、これまでのビジネスモデルをい 
 つまでも継続している。 
⑤やることが中途半端で終わる：顧客開拓にしても、コスト削減にしても取り組み始める 
 が、何か問題が発生するとそれを解決するに至らない。できない理由をつけてそこで行 
 動をストップしてしまうことの繰返しとなる。従って、積み上げができない。 
⑥アクションプランの取組みが形だけに留まる：いずれの課題企業も経営改革戦略計画書 
 までは比較企業と同様に策定はしている。しかし、できない理由を述べることが先に立 
 っているために、収益性改善アクションプラン実行の「徹底さ」が弱く、「形式的実行」 
 に留まっている。これが経常利益率の改善につながらない大きな要因がある。 
 一方、比較企業は「課題をもって着実に行っている」。 
 
 以上からも、この課題企業と比較企業の上記に述べたような会社の実行力の差が、再生結
果として「再生Ａ企業」となれるか、「停滞企業」に留まってしまうかを決める分水嶺のひ
とつとなると考える。 
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危機意識 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 1.800 0.441
再生後 30 2.767 0.875
0.967 ≦0.001 8.610 有
実行力 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 6.333 1.609
再生後 30 9.267 12.754
2.933 ≦0.001 4.980 有
第８章 まとめ 
 当第８章では、これまで行ってきた研究を要約し結論としてまとめる。第１節では本研究
の RQに対応する仮説の検証結果をまとめ、第 2節において想定した経営再生メカニズムに
関して検証する。第 3節で本研究の総括と今後の研究課題についてまとめる。 
 
第１節 仮説に対する検証の結論 
 
1．仮説に対する検証 
 本研究において設定された各仮説に対する検証結果を下記にまとめる。 
 
1.1 仮説 1：「再生専門家の介入指導を受けて社長の持つ危機意識や会社の実行力は 
      強化される」の検証 
 
 検証 1：介入指導を受けて社長の持つ危機意識は強化される。 
 介入指導を受けて社長の持つ危機意識は再生前に比べて、再生後はＰ≦0.001、 
ｔ＝8.610と有意差をもって強化されることが示唆された。検定結果を表 8.1に示す。 
よって、仮説 1検証 1は支持された。 
表 8.1 危機意識の強さの再生前と後の平均値の差の検定 （再掲表 4.3） 
 
 
            ＊対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）による 
 
 検証 2：介入指導を受けて会社の実行力は向上される。 
 介入指導を受けて会社の実行力は再生前に比べて、再生後はＰ≦0.001、ｔ＝4.980 と有
意差をもって向上されることが示唆された。検定結果を表 8.2に示す。 
よって、仮説 1検証 2は支持された。 
表 8.2 実行力の再生前と後の平均値の差の検定 （再掲表 5.5） 
 
 
        ＊対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）による 
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ｒ R2 ｔ 回帰式
再生前
再生後
実行力-経常
利益率
0.294 0.086 1.628 y=1.906x-15.931
0.812 0.659 7.362 y=1.633x-15.817
危機意識-
実行力
ｒ R2 ｔ 回帰式
再生前 0.286 0.082 1.579 y=0.547x+5.349
再生後 0.866 0.750 9.164 y=3.301x+0.120
1.2  仮説 2：「社長の持つ危機意識が強化すると会社の実行力が向上する」の検証 
 社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響について、社長の持つ危機意識と会社
の実行力間の相関関係を求めた。再生後は相関係数ｒ＝0.866、ｔ＝9.164 であり、有意で
社長の持つ危機意識と会社の実行力間の相関関係が示唆される。相関関係を表 8.3に示す。 
よって、仮説 2は支持された。 
表 8.3 危機意識と実行力間の再生前・後の相関関係（再掲表 6.2） 
 
 
 
1.3 仮説 3：「会社の実行力が向上すると収益力が改善する」の検証 
 仮説 3の検証のために、次の 2点の視点から検証を行う 
 ①会社の実行力の向上が経常利益率の改善に影響を与える 
 ②会社の実行力の向上により、経常利益率は改善される 
 
1）会社の実行力の向上が経常利益率の改善に影響を与える 
 会社の実行力が向上すると経常利益率にどのような影響を与えるかについて、会社の実 
行力と経常利益率間の相関関係を求めた。再生後にはｒ＝0.812、ｔ＝7.362 であり、有意
で会社の実行力と経常利益率間の相関関係が示唆される。（表 8.4） 
よって、仮説 3の会社の実行力が向上すると経常利益率が改善する、は支持された。 
表 8.4 企業属性・社長特性別の実行力と経常利益率間の相関関係（再掲 7.1） 
 
 
 
  
2）会社の実行力の向上により、経常利益率は改善される 
 再生活動をすることによって、再生前に比して再生後の経常利益率は改善されることに
ついて、Ｐ＝0.022、ｔ＝2.114と有意で改善がされたことを示唆している。 
これにより、再生活動により、再生後は再生前に比して、経常利益率は有意で改善されるこ
とが支持された。 
検定結果を表 8.5に示す。 
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経常利益率 ｎ 平均値 分散 平均値差 P ｔ 有意差
再生前 30 -3.857 67.779
再生後 30 -0.687 51.570
3.170 0.022 2.114 有
分類 P（再生前/再生後） ｔ値 有意差
製造業 ≦0.001 6.061 有
非製造業 ≦0.001 6.062 有
40年未満 0.008 3.286 有
60年未満 ≦0.001 7.500 有
60年以上 0.002 4.000 有
5億円未満 ≦0.001 5.078 有
10億円未満 0.013 3.162 有
10億円以上 ≦0.001 8.573 有
40歳代以下 ≦0.001 6.000 有
50・60歳代 ≦0.001 6.249 有
70歳代以上 0.008 3.286 有
創業社長 ≦0.001 6.040 有
非創業社長 ≦0.001 6.424 有
ワンマン型 ≦0.001 5.000 有
組織型 ≦0.001 6.325 有
放任型 ≦0.001 5.745 有
営業型 ≦0.001 5.675 有
現場型 0.008 3.286 有
管理型 0.010 2.739 有
なし 0.006 2.739 有
経営タイプ
注力業務
企
業
属
性
社
長
特
性
企業属性・社長特性
業種
社歴
売上高
年齢
出自
表 8.5 経常利益率の再生前・後の差の検定（再掲表 7.17） 
 
 
 
               ＊対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）による 
2．企業属性および社長特性により危機意識、実行力、経常利益率に違いがあるか 
 仮説に付帯する項目である企業属性および社長特性により、社長の持つ危機意識、会社の
実行力そして経常利益率に違いがあるか、について検証を行った。（個別の検定結果は第 4
章～第 7章に記載） 
 
2.1 企業属性および社長特性により社長の持つ危機意識の強化に違いがあるか 
1) 介入指導を受けて、各属性・特性により社長の持つ危機意識の強化は違うか 
 介入指導を受けて、企業属性や社長特性により、危機意識の強化に違いが生ずるかについ
ての検定結果を表 8.6（再掲表 4.28）に示す。 
 有意水準のレベルの違いはあるが、介入指導を受けて、どの企業属性および社長特性も再
生前と再生後の危機意識の平均値の差が有意で強化されることが示唆された。 
表 8.6 企業属性・社長特性別の再生前後の危機意識の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
             ＊対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）による 
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P 有意差 P 有意差
業種 0.384 - 0.238 -
社歴 0.245 - 0.701 -
売上高 0.033 有 0.001 有
年齢 0.581 - 0.958 -
出自 0.384 - 0.114 -
経営タイプ ≦0.001 有 ≦0.001 有
注力業務 0.012 有 ≦0.001 有
　再生前 　再生後
属性・特性
会
社
社
長
P値 有意差 P値 有意差
製造業 ≦0.001 有 創業 0.003 有
非製造業 0.006 有 非創業 0.001 有
40年未満 0.007 有 ワンマン型 ≦0.001 有
60年未満 0.008 有 組織型 ≦0.001 有
60年以上 0.016 有 放任型 0.059 5％近
5億円未満 0.052 5％近 営業型 ≦0.001 有
10億円未満 0.031 有 現場型 0.017 有
10億円以上 ≦0.001 有 管理型 0.009 有
40歳代以下 0.001 有 なし 0.500 -
50・60歳代 0.001 有
70歳代以上 0.121 -
属性・特性
出自
経営タイプ
注力業務
年齢
業種
社歴
売上高
属性・特性
2）介入指導により各属性・特性の項目分類間で社長の持つ危機意識の強化は違うか 
 企業属性や社長特性の各項目分類間で、介入指導が再生前後の社長の持つ危機意識の強
化に違いがあるか、について、検証した結果Ｐ値を表 8.７（再掲表 4.27）にまとめる。 
 項目内分類間で社長の持つ危機意識の強化に違いが生ずることが示唆される属性・特 
性は売上高規模間、経営タイプ間、注力業務間である。 
表 8.7 企業属性・社長特性の項目分類間の危機意識の違いの検定 
     
 
 
 
 
          ＊対応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）または分散分析による 
 
2.2 企業属性および社長特性により会社の実行力の向上に違いがあるか 
1）介入指導を受けて各属性・特性により会社の実行力の向上は違うか 
 介入指導を受けて、企業属性や社長特性により、再生後の実行力の向上に違いが生ずるか
についての結果を表 8.8（再掲表 5.29）に示す。 
表 8.8 企業属性・社長特性別の再生前・後の実行力の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
              ＊対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）による 
 これにより、有意水準のレベルの違いはあるが、ほとんどの企業属性および社長特性も再
生前と再生後の実行力の平均値の差が有意であることが示唆された。 
 なお、注力業務なし型社長の会社の実行力は、再生前も再生後も有意差は棄却された。 
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Ｐ 有意差 Ｐ 有意差
業種 0.295 - 0.648 -
社歴 0.461 - 0.703 -
売上高 0.225 - 0.002 有
年齢 0.461 - 0.578 -
出自 0.180 - 0.447 -
経営タイプ 0.024 有 ≦0.001 有
注力業務 0.140 - 0.002 有
会
社
社
長
　再生前
属性・特性
　再生後
項目 ｒ ｔ 有意差 項目 ｒ ｔ 有意差
再生前 0.540 2.485 有 再生前 0.334 1.175 -
再生後 0.894 7.728 有 再生後 0.878 6.084 有
再生前 -0.035 -0.116 - 再生前 0.192 0.758 -
再生後 0.846 5.262 有 再生後 0.868 6.770 有
再生前 0.777 2.760 有 再生前 0.533 1.543 -
再生後 0.890 4.365 有 再生後 0.808 3.359 有
再生前 0.154 0.517 - 再生前 -0.447 -0.999 -
再生後 0.822 4.787 有 再生後 0.843 3.134 有
再生前 -0.264 -0.774 - 再生前 -0.300 -1.177 -
再生後 0.929 7.100 有 再生後 0.595 2.770 有
再生前 0.257 0.921 - 再生前 0.478 1.440 -
再生後 0.799 4.603 有 再生後 0.704 2.623 有
再生前 0.294 0.615 - 再生前 0.884 4.228 有
再生後 0.887 3.842 有 再生後 0.914 5.037 有
再生前 0.134 0.382 - 再生前 0.612 1.548 -
再生後 0.690 2.696 有 再生後 0.809 2.753 5％近
再生前 0.814 3.134 有 再生前 -0.581 -1.749 -
再生後 0.588 0.626 - 再生後 0.312 0.804 0
再生前 0.171 0.649 -
再生後 0.906 8.009 有
再生前 0.054 0.121 -
再生後 0.966 8.355 有
危機意識が強化すると実行力は向上する
年齢
40歳代以下
50・60歳代
70歳代以上
危機意識が強化すると実行力は向上する
企業属性・社長特性
出自
創業社長
非創業社長
経営タイプ
ワンマン型
組織型
放任型
注力業務
営業型
現場型
管理型
なし
企業属性・社長特性
業種
製造業
非製造業
社歴
40年未満
60年未満
60年以上
売上高
5億円未満
10億円未満
10億円以上
2）介入指導を受けて各属性・特性の各項目分類間の会社の実行力の向上は違うか 
 企業属性や社長特性の各項目分類間で、再生前と後で介入指導が会社の実行力に違いが
発生するかについて検証した結果Ｐ値を表 8.9（再掲表 5.28）にまとめる。 
表 8.9 企業属性・社長特性の各項目内類間の実行力の違いの検定 
 
 
 
 
 
        ＊対応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）、または分散分析による 
 
 会社の実行力の向上に違いが示唆される属性・特性は売上高規模間、経営タイプ間、注力
業務間である。 
 
2.3 企業属性および社長特性により社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響 
  に違いがあるか 
 社長の危機意識が強化されると会社の実行力が向上する関係が検証できたが、企業属性
や社長特性により、社長の持つ危機意識が会社の実行力に与える影響が違うかについての
回帰分析による相関係数を表 8.10（再掲表 6.18）に示す。 
表 8.10 企業属性・社長特性別の危機意識と実行力間の相関関係 
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項目 ｒ ｔ 有意差 項目 ｒ ｔ 有意差
再生前 0.192 0.758 - 再生前 0.377 1.350 -
再生後 0.769 4.660 有 再生後 0.845 5.241 有
再生前 0.518 2.008 - 再生前 0.206 0.815 -
再生後 0.884 6.272 有 再生後 0.800 5.164 有
再生前 0.156 0.353 - 再生前 -0.416 -1.121 -
再生後 0.879 4.122 有 再生後 0.648 2.084 -
再生前 0.570 2.301 有 再生前 -0.386 -0.836 -
再生後 0.822 4.787 有 再生後 0.817 2.834 有
再生前 -0.113 -0.322 - 再生前 0.293 1.146 -
再生後 0.806 3.851 有 再生後 0.545 2.432 有
再生前 0.383 1.436 - 再生前 0.299 0.829 -
再生後 0.798 4.587 有 再生後 0.730 2.826 有
再生前 0.210 0.430 - 再生前 0.431 1.068 -
再生後 0.590 1.461 - 再生後 0.784 2.826 有
再生前 -0.197 -0.568 - 再生前 0.700 1.960 -
再生後 0.827 4.161 有 再生後 0.800 2.667 5％近
再生前 0.022 0.049 - 再生前 0.443 1.210 -
再生後 0.477 1.214 - 再生後 0.784 3.094 有
再生前 0.441 1.839 -
再生後 0.884 7.075 有
再生前 0.544 1.450 -
再生後 0.790 2.881 有
ワンマン型
60年未満 組織型
60年以上 放任型
売上高
5億円未満
注力業務
営業型
10億円未満 現場型
10億円以上 管理型
年齢
40歳代以下 なし
50・60歳代
70歳代以上
企業属性・社長特性
実行力が向上すると経常利益率は改善する
企業属性・社長特性
実行力が向上すると経常利益率は改善する
業種
製造業
出自
創業社長
非製造業 非創業社長
社歴
40年未満
経営タイプ
 これにより、再生後においては、ほとんどの企業属性および社長特性が、社長の持つ危機
意識が会社の実行力に影響を与えることが示唆された。 
 
2.4. 企業属性および社長特性により会社の実行力が経常利益率に与える影響に違い 
   があるか 
 次の 2点の視点から検証を行う。 
 ①企業属性や社長特性により、会社の実行力の向上が経常利益率の改善に与える影響は 
  違う 
 ②企業属性や社長特性により、会社の実行力の向上により、経常利益率は改善する 
 
1）企業属性や社長特性により会社の実行力が経常利益率の改善に与える影響は違う 
 企業属性や社長特性により、会社の実行力が経常利益率に与える影響に違いが生ずるか
についての相関分析を表 8.11（再掲表 7.39）に示す。 
表 8.11 企業属性・社長特性別の実行力と経常利益率間の相関関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 これにより、再生後の危機意識と実行力の相関関係は、ほとんどの属性・特性に有意差が
あると示唆された。 
 
2）企業属性・社長特性により、経常利益率の改善に違いがあるか 
 企業属性および社長特性のそれぞれの分類における再生前に対する再生後の経常利益率 
 の差の検定結果を表 8.12（前述表 7.41）に示す。 
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分類 P（再生前/再生後） ｔ値 有意差
製造業 0.008 2.688 有
非製造業 0.315 0.494 -
40年未満 0.011 3.034 有
60年未満 0.200 0.872 -
60年以上 0.129 1.210 -
5億円未満 0.268 0.635 -
10億円未満 0.339 0.441 -
10億円以上 0.002 3.848 有
40歳代以下 0.006 3.606 有
50・60歳代 0.034 1.961 有
70歳代以上 0.298 -0.561 -
創業社長 0.282 0.594 -
非創業社長 0.017 2.332 有
ワンマン型 0.001 4.739 有
組織型 0.003 4.768 有
放任型 0.475. 0.064 -
営業型 ≦0.001 4.825 有
現場型 0.062 1.784 -
管理型 0.042 2.157 有
なし 0.088 -1.506 -
業種
企
業
属
性
企業属性・社長特性
売上高
年齢
社歴
出自
経営タイプ
注力業務
社
長
特
性
表 8.12 企業属性・社長特性別の再生前後の経常利益率の平均値の差の検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
              ＊対応のある 2群の平均値の差の検定（片側検定）による 
 再生前に比して再生後の改善が認められると示唆された企業属性および社長特性は、次 
 の通りである。 
 ・業種のうち、製造業 
 ・社歴の長さのうち、社歴 40 年未満の企業 
 ・売上高規模のうち、10 億円以上の企業 
 ・社長年齢のうち、40 歳代以下および 50・60 歳代 
 ・出自のうち、非創業社長 
 ・経営タイプのうち、ワンマン型および組織型社長 
 ・注力業務のうち、営業型および管理型社長 
 
 なお、注力業務なし型の社長は、前述したが再生前に比して再生後経常利益率が悪化した
意味での 5％有意が示唆されたということである。なお、この悪化した要因は第７章に詳細
を述べた。 
 
3）各属性・特性の項目分類間の経常利益率改善の違いがあるか 
 企業属性や社長特性の項目分類間で、再生前と再生後の経常利益率に違いがあるかにつ
いて検証した結果、Ｐ値を表 8.13（再掲表 7.40）にまとめる。 
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再生前 Ｐ＝0.022 ｔ＝-2.431 有
再生後 Ｐ＝0.188 ｔ＝-1.349 -
再生前 Ｐ＝0.625 分散比0.479 -
再生後 Ｐ＝0.298 分散比1.266 -
再生前 Ｐ＝0.565 分散比0.582 -
再生後 Ｐ＝0.010 分散比5.424 有
再生前 Ｐ＝0.306 分散比1.239 -
再生後 Ｐ＝0.771 分散比0.263 -
再生前 Ｐ＝0.012 ｔ＝2.684 有
再生後 Ｐ＝0.109 ｔ＝1.655 -
再生前 Ｐ＝0.332 分散比1.149 -
再生後 Ｐ≦0.001 分散比16.991 有
再生前 Ｐ＝0.301 分散比1.282 -
再生後 Ｐ＝0.057 分散比2.846 5％近
会
社
社
長
分類項目別の経常利益率の差の検定企業属性・社長特性
社歴の長さ間
売上規模間
年代間
出自間
経営タイプ間
注力業務間
業種間
 再生後の項目分類間において、経常利益率の違いが示唆されるのは、売上規模間と社長の
経営タイプ間、および社長の注力業務間である。 
 売上規模では年商 10億円以上の比較的規模の大きい企業が再生後の経常利益率において、
それ以下の規模の企業に差をつけている。 
 なお、注力業務の「注力業務なし」社長が、再生前に比べて再生後の経常利益率がマイナ
スに悪化している。 
表 8.13 企業属性・社長特性の各項目内分類間の経常利益率の違いの検定 
 
 
 
 
 
 
 
 
        ＊対応のない 2群の平均値の差の検定（両側検定）、または分散分析による 
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危機意識の再生前・後の平均値の差の検定
危機意識と実行力間の再生前・後の相関関係
変 実行力の再生前・後の平均値の差の検定
革
実行力と経常利益率間の再生前後の相関関係
経常利益率の再生前・後の平均値の差の検定
有意差
有
有意差
有
-0.687 51.570
ｔ
6.333 1.609
2.933 ≦0.001
9.267 12.754
平均値 分散
ｔ
キャッシュフロー
創出
≦0.001
危機意識
実行力 平均値 分散 平均値差 Ｐ
危機意識-
実行力
0.441
0.875
0.967
平均値 平均値差 Ｐ
Ｒ2
経営再生メカニズム
企業
社長の危機意識強化
経営改革戦略計画書
再生前
メカニズムの検証
再生後 0.812 0.659 7.362 有意
実行力-
経常利益率 ｒ
分散
Ｐ
財務健全化
会社の企業価値向上
再生前
再生後
1.800
2.767
再生後
再生前
-3.857
再生前 0.294
0.286
1.628
0.082
0.866 0.750
-
ｔ 相関関係
1.579 -
9.164 有意
0.086
Ｒ2
有意差
有
経常利益率 平均値差会社の収益力改善
（再生）
再生後
67.779
3.170 0.022 2.114
8.610
4.980
再
生
指
導
専
門
家
介
入
指
導
社
長
経営改革アクションプラン
会社の実行力向上
指
導
再生前
再生後
ｔ 相関関係ｒ
ｔ
第２節 経営再生メカニズムの検証 
 
 第 1 章第 1 節 5 項および第 2 章第 2 節 1.2 項において、再生指導専門家が介入指導を行
い、社長の持つ危機意識を強化し、会社の実行力を向上させることにより収益力が改善し、
企業価値を向上させる経営再生メカニズムについて説明した。 
 さらに、このメカニズムを解明することが本研究の狙いであると述べた。 
 そこで、想定した介入指導から収益力改善に至る再生メカニズムが実際に機能している
か、について図 8.1 に示す通り各ステップにおいて機能していることが検証された。 
 なお、図中の右側記載の「メカニズムの検証」に向かっている実線矢印は介入指導や再生
変革の流れを示し、点線矢印はそれぞれの項目に対する検証データである。 
想定した全てのステップにおいて有意性が示唆され、経営再生メカニズムが機能すること
を確認できた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8.1 再生メカニズムの検証 
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第 3 節 本研究の総括と今後の研究課題 
 
 これまで、第 1 章にて述べた経営再生メカニズムの考えのもとのリサーチ・クエスチョ
ンに対応する仮説を設定し、その検証を進めてきた。そこで、当第 3 節においては、本研究
を締めくくるにあたり、本研究の総括をするとともに、今後さらに深耕して行く研究課題に
ついて述べる。 
 
1. 本研究の総括 
 本研究の仮説に対する検証は、これまでの各章にて論理的に述べてきた。そこで、本項で
は、本研究の狙いとしてきた課題に対する総括や当研究分野へ寄与できる成果について以
下にまとめる。 
 
1）危機意識・実行力の定量評価について 
 本研究において、まず社長の持つ危機意識と会社の実行力を定量化して評価する方法を
構築した。これによって、社長の危機意識強化や会社の実行力向上に対する再生指導手法の
効果を客観的に評価できるようになった。 
 さらに社長のもつ危機意識が会社の実行力向上に与える影響、会社の実行力向上の経常
利益率の改善への寄与などについて、より客観的な見方で確認分析することができるよう
になった。 
 
2）経営再生メカニズムの機能の検証について 
 筆者が再生指導をするにあたって、かねてから経営再生メカニズムを念頭においていた。
これは、再生指導専門家が介入指導することにより、社長の持つ危機意識が強化し、会社の
実行力が向上する。また、介入指導を受けて強化した社長の持つ危機意識は会社の実行力の
向上に影響を与える。さらに、会社の実行力の向上は経常利益率改善や再生結果に影響力を
与える、という再生メカニズムである。 
 上述した社長の持つ危機意識と会社の実行力を定量評価することによって、図 8.1 に示す
ように経営再生メカニズムが機能することが検証できた。これによって、社長の経営意識の
変革から再生に至る道筋を整えることができたと考える。 
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3）再生指導手法のレベルアップ 
 従来の一般的な企業再生指導の主流は「中小企業は経営者次第」の抽象論に留まっていた。
これに代表されるように、これまでの中小企業再生指導は、デューデリジェンス、財務・金
融施策による負債の削減などが主体となっており、効果的な再生指導手法に関して論理的
に解明されてこなかった。 
 これまでの多くの先行研究では、具体的な再生手法や再生戦略でも論理的に解明できる
ものはなく、ブラックボックスとなっている部分もあった。 
 そこで、本研究にて事例として述べた「経営力の見える化」のための「企業のライフサイ
クル」や実行推進のための「経営改革推進スパイラルエンジン」や「経営改革会議」などの
手法が再生成果につながることが論理的に検証された。 
 このような再生指導手法を用いて具体的に指導することで、社長の危機意識や会社の実
行力を強化できることが実証された。これによって、さらに効果的な再生指導手法の開発や
レベルアップにつなげることができるようになる。 
 
4）参与観察ならではの分析・究明の独自性 
 本研究は企業に対して単にアンケート調査やインタビューあるいは既存資料をもとにし
て研究したものではない。厳しい経営状態にある企業を 2 年間にわたって介入指導し、社
長や経営幹部に付き添って経営再生の指導を積上げることによって得られた参与観察に基
づいての分析、究明であり、当中小企業の経営再生に対する研究分野においては他に例を見
ないと考える。 
 このように独自性のある研究であるが、筆者と同様の研究対象および研究条件を得るこ 
とができれば他の研究者でも確認ができ再現性が可能な研究である。 
  
 
2. 今後の研究課題 
 本研究において究明した成果をもとに、中小企業の経営再生および成長に寄与するため
に以下の研究課題に取組んでいく。 
 
1）経営停滞企業、破綻企業への再生指導手法の構築 
 介入指導期間の 2 年間を経過しても、十分に収益力を改善できない停滞企業がある。そ
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の停滞原因は企業によって各種あるが、共通して社長の危機意識の変革が不可欠である。沈
み込んでいる社長の持つ危機意識を浮かび上がらせる指導手法をさらに開発、レベルアッ
プさせていくことが必要課題である。 
 また、破綻企業の場合の経営再生は統計的に解明できないような特殊要因が発生する。 
しかし、この解明、客観化が不十分な破綻要因を顕在化させ、社長に理解納得させる指導手
法を開発することが、経営破綻を未然に防止することにつながる。 
 
2）社長の決断力、指導力、営業力を強化するための研究 
 本研究においては、経営者意識の中でも、社長の持つ危機意識と会社の実行力を中心に 
取り上げた。当然、中小企業の経営再生のための経営者意識の中では、本研究の危機意識と
実行力がまず取上げなければならない最重要特性であることは間違いないと考えたからで
ある。 
 しかし、社長の決断力や指導力（リーダーシップ力）や営業力について着目することによ
って、さらに本研究を深めることができ、今後の研究課題と考える。 
 
3）成長戦略に対する指導手法の深耕 
 本研究においては経営再生戦略を目的とした。しかし、中小企業といえども、社長は自社
を成長させ、企業価値を向上させることに取組む使命を持っていると考える。 
 再生を実現した企業は、次に成長戦略に向かって取り組むべきである。そのためには、収
益力をさらに充実させること、将来を見据えたビジネスモデルに変革することが必要であ
る。 
 そして、成長のために、資産、資金、商圏も不十分な中小企業にとっては人材育成に取組
むことが重要である。更に、成長するためには成長のための投資が必要である。人材投資、
設備投資、開発投資、営業投資などである。 
 そのためには、成長投資を目的とした資金調達力の充実も必要となる。 
 これらの収益力充実、ビジネスモデル変革、人財育成、資金調達力に焦点を合わせた経 
営成長戦略に対する指導手法を構築させていくことを今後の重要課題としていきたい。 
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【参考論文】 
 本研究にあたり、以下に述べる筆者の研究論文を参考にした。 
1. 多摩研究紀要「研究情報研究」『経営者意識変革の企業再生への影響の研究』No.22、 
  2018年 
 社長の持つ危機意識を定量的に捉え、収益力にどのような影響を与え再生に結びつける 
かを以下のように解明した。 
①経営者の内面を構成する経営者意識、特に社長の持つ危機意識の変革は収益および再生 
 結果に大きな影響を与える。また、それはどのような「再生メカニズム」なのかの大筋 
 をを追求できた。 
②再生結果は「再生企業」「停滞企業」「破綻企業」の 3種に大別される。これらの異なっ 
 た再生結果はどこに要因があるのかについて究明できた。 
 ただし、企業属性および社長特性によって、どのように社長の持つ危機意識の強化や会
社の実行力の向上や経常利益率の改善に影響を与えるかについての究明には至っていな
い。本研究でこの点についての究明をする。 
 
2. 多摩研究紀要「研究情報研究」『中小企業に対する経営介入指導方法に関する研究』 
 No.23、2019年 
 参与観察的に介入指導し社長の持つ危機意識を強化する手法事例と指導を受けて、危機 
意識がどのように強化されるかについて以下のように究明した。 
①再生指導専門家の介入指導を受けて、社長の持つ危機意識は再生前に比べて有意をもっ
て強化されたことが検証できた。 
②企業属性や社長特性によって社長の持つ危機意識の強化の効果が異なることについて検
証できた。 
 ただし、社長の持つ危機意識の強化に対する究明はできたが、その強化された危機意識 
がどのように会社の実行力を向上させ、収益力改善につながるかについての解明には至っ 
ていない。本研究でこの点についての究明をする。 
 
 なお、上記 1,2の論文とも、社長の持つ危機意識、会社の実行力の評価を一部再評価し 
て見直したので結果に変更があり、本研究の分析結果と数値的に相違のある部分もある。 
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